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故緒方貞子JICA初代理事長にちなみ名付けられたJICA緒方貞子平和開発研究所（JICA緒方研究所）は、 

独立行政法人 国際協力機構（JICA）の研究部門として、人間の安全保障の実現への貢献を基本方針の一つ 

に掲げ、平和と開発に資する研究を実施しています。

人間の安全保障の概念が生まれてから今日に至るまで、世界の人々を取り巻く脅威は様相 

を変えている。気候変動、武力紛争、パンデミック、自然災害、経済危機などの脅威が複雑

に絡み合い、より深刻な危機を引き起こしている。たとえ地球の反対側で生じた問題で

あっても、私たち一人ひとりの暮らしに大きな影響を与えるようになっている。

これらの世界の問題を正しく捉え、適切に対応していくには人間の安全保障の視座が有

効ではないか。本レポートでは、時代の変化に応じて人間の安全保障をどう理解すべきか、

またその適切な実践のためのアプローチとは何かという問いについて探求していきたい。

―多様な危機が複雑に絡み合うなか、人々の命、生活、尊厳を守るには？―

不確実な時代における人間の安全保障

Human Security in the Age of Uncertainty





JICA緒方研究所レポート「今日の人間の安全保障」 
第 2号の発刊にあたって

国際協力機構（JICA）緒方貞子平和開発研究所では、『今日の人間の安全保障』と題するフラッグシッ
プレポートを発刊している。第2号となる本書は、「複合危機下の政治社会と人間の安全保障」を特集のテー
マに取り上げた。
この「複合危機」という言葉は、様々な危機が重層的に発生し、連鎖する現在の世界の状況を表してい
る。例えば、気候変動や感染症などの地球規模の課題が深刻化している。また、地政学的競争の激化の中、
ロシアがウクライナに侵攻し、自由で開かれた国際秩序への挑戦や国際社会の分断のリスクが発生してい
る。こうした問題に連動し、途上国は複合的な危機に直面している。国際社会は、今、100年に一度ある
かないかの複合危機の中にあり、歴史的転換期を迎えている。
このような世界情勢を踏まえ、2023年 6月に日本政府は開発協力大綱を改定した。2015年以来とな
るこの新しい大綱は、現在の世界の状況を複合危機のもとにあると捉え、基本方針において人間の安全保
障をわが国のあらゆる開発協力に通底する指導理念に位置付けた。JICAは、すべての人々が恐怖と欠乏
から免れ、尊厳をもって生きる権利が保障された社会づくりを目的とする「人間の安全保障」を組織のミッ
ションに掲げている。人間の安全保障上、最大級の危機のさなかにいる国際社会において、新たな開発協
力大綱のもと、JICAの果たす役割は大きい。
さらに、開発協力大綱では「共創」と「連帯」という考え方を強調している。人間の安全保障への脅威
が、より複合化し深刻な影響を及ぼすなか、一国や一団体のみでは容易に対応できない状況になっている。
これからは、より対等なパートナーとして、様々な主体と連帯して、解決策を共に創り出すことが求めら
れており、これが、国際秩序維持のための連帯感を醸成する。人間の安全保障の理念のもと、「共創」と「連
帯」により、多くの国と信頼関係を築き、世界の協調行動を促していくことが重要である。
複合危機のもとで人間の安全保障の重要性は増している。一人でも多くの方々に、このレポートを手に
取ってもらい、日本そして世界において、人間の安全保障についての議論や実践を喚起する材料として役
立てていただくことを期待する。

 2023年 9月

 独立行政法人 国際協力機構（JICA）　理事長

 田中 明彦
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レポートの概要レポートの概要

複合危機下の政治社会と人間の安全保障を考える
峯　陽一

JICA緒方貞子平和開発研究所　研究所長

人間の安全保障は、様々な脅威から人（human beings）
の安全を確保しようとする理論と実践である。国土を守る国
家の安全保障は重要だが、それに加えて人間の安全保障とい
う言葉が強調されるようになってきた。なぜだろうか。そこ
にはどのような背景、どのような意義があるのだろうか。こ
の小文では、本レポートに収録されている多彩な論考を紹介
しながら、この問いに答えていくことにしたい。

危機の複合性―何から安全を守るの
か（Security from what?）

あらためて人間の安全保障の考え方が注目されるように
なった理由のひとつは、人間の社会経済的な活動が自然のシ
ステムを加速度的に改変するにつれて、私たちをとりまく脅
威が深刻化し、かつ複合的になってきたことである。リスク
はつながっている。グローバル化の時代、世界が隅々まで結
びつくことで、近隣のみならず地球の反対側で起きる出来事
までが、私たち一人ひとりの暮らしに大きな影響を与えるよ
うになってきた。そして、そのような出来事を私たちは一瞬
で知ることができるようになった。
この特集号でもいくつかの論考が言及しているが、JICA

の田中明彦理事長は、「人間の安全保障の理論に向けて」と
いう論考において、私たちをとりまく脅威の階層性と複合性
を正面から論じている（“Toward a Theory of Human Security”, 
JICA-RI Working Paper, No. 91, 2015）。私たちをとりまく脅
威の源泉は、地震や火山の噴火、洪水や干ばつをもたらす地
球の物理システム、感染症や農漁業の変調に対応する生命シ
ステム、暴力的な紛争や経済社会の危機を引き起こす社会シ
ステムの三層に分類することができる。
田中が議論するように、これらの三層に由来する脅威は互
いに絡み合っている。たとえば、気候変動といった物理シス
テムの大規模な変調をもたらしたのは、社会システムの動き、
すなわち人間の経済活動である。近年の出来事としては、

2019年に発生した新型コロナウイルス感染症は生命システ
ムにかかわる事象だが、失業や経済変調など社会システムに
も深刻な打撃をもたらした。2022年 2月のロシアのウクラ
イナ侵攻は、世界に軍事的な脅威を与えただけでなく、エネ
ルギーや食糧の安全をも脅かしている。
複合的な脅威について研究を進めようとすれば、物理学、
化学、工学、生物学、医学、農学、社会科学・人文学などの
すべての学問分野が協力する必要がある。異分野の緊密な協
力が要請されるのは、多彩な領域で活動を展開している
JICAなどの開発協力機関も同じである。人間の安全保障は、
研究や実務の諸分野の「縦割り」を超えて価値と知識の「共
創」を目指していくツールになりうる。
このような脅威の複合性から出発し、東南アジアと日本の
協力の展望に至るまで、人間の安全保障の課題を縦横に論じ
たものとして、本レポートは田中理事長と南洋理工大学のメ
リー・カバレロ＝アンソニーによるダイナミックな対談を収
録している（4–15頁）。この対談は、人間の安全保障の理論
と実践の全体像を知る手引きとしても役に立つことだろう。

一人ひとりを大切にする―何の安全
を守るのか（Security of what?）

さて、これらの複合的な脅威から、私たちは「何を」守る
のだろうか。第二次世界大戦以降、世界の各地で人びとは人
間開発の成果を享受してきた。達成のペースはまだら模様で
あるにしても、人類社会全体として見て、一人ひとりの人間
の生き方の幅が広がってきたのは歓迎すべきことである。し
かし、私たちが一度手に入れた選択権を明日も行使できると
は限らない。今の相対的な安全にもかかわらず、私たちは未
来に強い不安を感じている。
国家の安全保障は、外部の国家や人間集団の行為に由来す
る脅威から国家の完結性を守るアジェンダである。それに対
して人間の安全保障は、多様な脅威から人間の安全を守るア
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ジェンダである。人間の安全保障が「何の安全」を守るのか
と問うなら、それは制度や領土ではなく、実存する一人ひと
りの人間の安全を守るものだ、というのが答えだ。
安全の指示対象として人間一人ひとりを中心に据えること
は、人間が自然を支配することとは異なる。人新世の時代、
人間の活動により、人間と自然の関係が、そして人間の社会
が変調をきたし、人類の生存そのものが危機に瀕するように
なっている。人間の安全保障は人類の存続の危機を認識し、
一人ひとりの人間の命、暮らし、尊厳、そして傷つきやすさ
（vulnerability）から出発することで、安全の概念を根底から
組み替えようとする試みだとも言える。

政府の役割を再考する―誰が安全を
守るのか（Who provide security?）

それでは、多様な脅威から一人ひとりの安全を、「誰が」
守るのだろうか。多様な脅威が結びついているのだから、そ
れらに対処するには、様々なアクターが力をあわせる必要が
ある。政府に加えて、民間企業、地方自治体、市民社会、大
学や研究機関などが協力すること、組織内部の部門が協力す
ること、そして国と国の協力、国際機関との協力を組織する
ことが不可欠である。2023年 6月に閣議決定された開発協
力大綱も、世界で人間の安全保障を実現していくために、多
様なアクターが協働することの重要性を強調している。
では、そこにおいて、政府はどのような役割を果たすのだ
ろうか。ここで、人間の安全保障においても国家がきわめて
重要な役割を果たすことに注目したい。
人間の安全保障が強調されるようになった理由のひとつは
脅威の複合性だったが、もうひとつの理由として、逆説的な
ことであるが、人びとに安全を保障する責任を果たせない国
家が世界のあちこちに残っていることを指摘できる。国家が
国家安全保障を口実に国民に襲いかかるとすれば、本末転倒
である。市民の生活に介入する硬質の権威主義国家は、強い
ように見えて、実際には脆弱さを抱え込んでいる。しなやか
で開放的で、国民からも隣国からも信頼される国家は本当の
意味で強い国家であり、長続きするし、一人ひとりの人間の
安全保障にも貢献するだろう。
第 1部の後半に配置されている志賀の論考（57–69頁）と

高原のエッセイ（70–75頁）は、ガバナンスの観点から、
この重要な問いに正面から答えようとしている。志賀は民主
的で包摂的でもあるような国民のまとまりを涵養しつつ（健

全なナショナリズム）、人びとに公共財と安全を保障する国
民国家を下から築いていく道を展望する。高原は中国を鏡と
して、アカウンタビリティを保障する国家の大切さを説く。
中国の経済発展の成果は刮目すべきだが、新型コロナ感染症
への政府の厳しい対応は人びとの安全を脅かし、その積極的
な海外事業は各地のガバナンスにも影響を与えてきた。
ネオリベラリズムとも権威主義とも距離を置きつつ、本レ
ポートにおいて佐藤が考察を加える社会的次元を考慮に入れ
ることで（76–77頁）、私たちは、日本でも、それ以外の場
所でも、人間の安全保障の理想に親和的な国のかたちを構想
することができるのではないだろうか。

緒方セン委員会の射程―誰がどのよ
うに安全を守るのか（Who provide 
security, and how?）

このように国が人を守ること、人を守れる国を築くことは
大切である。そうはいっても、人びとに安全を保障するのは
国家だけではないことを再確認する必要がある。
ここで 2003年の人間の安全保障委員会（緒方セン委員会）

報告書に立ち戻ってみよう。緒方貞子は人道援助の観点から、
国際機関や政府が人びとを保護する契機に着目し、アマル
ティア・センは開発の観点から、人びとの暮らしが守られ、
自己決定の空間が広がる契機に着目した。私たちは、政治と
経済にまたがる緒方セン委員会のアプローチを、複合危機の
文脈でさらに深化させていくことが求められる。
第 1部前半の原田論考（16–29頁）は、新型コロナ感染
症の勃発を契機として世界経済が経験した変調を跡づける。
特定の危機が別の危機をもたらし、異なる危機が互いに強め
合い、しかもそうしたプロセスが予測不可能な形で進行する
ことで、適切な政策を実施することが難しくなる。原田論考
は世界的インフレと債務危機のメカニズムを分析するととも
に、特定の国、特定の人びとに困窮を強いる危機の傷跡が長
期にわたって残りかねないとを指摘する。後退局面での安全
の確保（セン）と、そのための政策調整が重要である。
野村・牧本論考（30–41頁）は、戦争や感染症などが諸
個人の食糧の安全保障に複合的な影響を与えること、栄養危
機は栄養の不足だけでなくバランスの崩壊や過多の問題でも
あることを指摘したうえで、マルチセクター／マルチステー
クホルダーの協力のあり方の問題に正面から切り込む。本論
考は、保健を含め、それぞれのアクターが独立志向を強める
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傾向が常にあること、協力の成果をエビデンスで見せること
が大切であることを強調する。そして、部分の自律性を互い
に尊重しながら協働する手法の可能性を展望している。
中東のシリアでは、2023年 2月、トルコ南東部を震源と

する大地震の勃発により、多数の被災者が出た。ところがシ
リアは暴力的紛争の渦中にあるので、反政府勢力が支配する
被災地域に支援を届けるのは容易ではなかった。社会システ
ムの紛争と物理システムの地震が人びとを襲う複合危機がも
たらされたのだ。武藤論考（42–56頁）は、保護の大切さ
を強調しながらも、R2Pのような介入的な実践とは一線を
画し、国際機関や援助機関は、支援対象地域の政府とも反政
府勢力ともつきあうべきだとする。人びとの命に加えて、暮
らしと尊厳を守ることの重要性にも目配りする。
人間の安全保障の実践の領域に踏み込もうとすると、開発
協力大綱でも強調されている共創と連帯が重要になる。この
論点については、第 2部と第 3部の諸論考が多面的に論じ
ている。

共創と連帯の作法―人間の安全保障
のフロンティア

人間の安全保障の政策的な応用のひとつに、指標化の試み
がある。第 2部の花谷論考（78–101頁）は、これまでの指
標作成の試みを参考にしながら、アフリカを舞台として安全
と不安に関する人びとの主観的認知と、それに影響を与える
客観的要因を定量的に分析し、人間の安全保障の政策ツール
を練り上げることを提案する。花谷論考は、客観的な発展の
レベルと安全感覚、そして尊厳指標の高さとが必ずしも一致
しないことなど、興味深い問題を指摘するとともに、支援を
受ける人びとの主観の分析が開発政策に貢献することが期待
される回路を具体的に提示している。
難民は平和の不在の犠牲者であるだけでなく、避難先にお
いてジェンダーにもとづく暴力にさらされることがある。杉
谷他論考（102–115頁）は、アフリカでの事例研究を念頭
に置き、人間の安全保障とジェンダーの概念的な関連を論じ
る。さらに武藤論考の議論を引き継いで、支援する者と支援
される者の現場での関係性、連結性にまで踏み込む。支援す
る者が人間中心、被害者中心の態度をとろうとすれば、支援
される人びとの尊厳と自己決定権を尊重し、文化的な文脈に
注意を払うことが要請される。
このように、本レポートの諸論考は、経済から政治へ、そ

して社会の様々なアクターを巻き込む実践へと思考を展開し
ていく。JICA緒方研究所は、政治・ガバナンス、経済成長
と貧困削減、人間開発、平和構築と人道支援、地球環境、開
発協力戦略という 6つの領域に分かれて、研究活動を行っ
ている。本レポートの第 3部には、それぞれの領域の研究
活動が人間の安全保障とどうかかわるかについて、独自の観
点から問題を提起する論考が収められている。
日本では「縦割りを超える」とか、「タコ壺から出る」と
いう言い方をするが、英語では「サイロ（飼料・穀物の貯蔵
庫）から出る」という言い方をする。本レポートのテーマで
ある「危機の複合性」に対応するには、研究と実務の両方に
おいて、専門の強みを生かしつつも、自らの担当領域から外
に出て周囲を見回し、他分野と対話し、共創の空間に参入し
ていくことが求められる。複合的な脅威に対処するには、人
びとに安全を保障するアクターも複合的な全体へと―各自
が相対的な自律性を維持しながら―脱皮していく必要があ
るのだ。今回のレポートの執筆者たちは、人間の安全保障に
関する共通理解を育みながら、そのような努力を重ねてきた。
この試みは、かなり成功したのではないかと思う。それぞれ
の論考を、じっくりお読みいただければ幸いである。
ここまで本レポートの概要を紹介しながら、人間の安全保
障アプローチの特徴を整理してきたが、最後に新しい展開に
ついて付言しておきたい。2024年 1月、人間の安全保障に
関する国連事務総長報告（A/78/665）が発表された。そこ
では、ローカルコミュニティにおいて「誰も取り残されない
社会」を築くことの重要性が強調されている。一人ひとりの
人間に安全を保障するには、人びとがどこでどのような困難
に直面しているかを可視化し、人びとの顔が見える水準で保
護とエンパワメントを機能させていくことが不可欠である。
日本全国の課題を都道府県ごとに分解した「人間の安全保障」
フォーラム編『SDGsと日本』、さらに都道府県の課題を市
町村ごとに分解した高須幸雄・峯陽一編『SDGsと地域社会』
（いずれも明石書店）は、日本において人間の安全保障を実
現していくツールを示した書物であるが、いずれも JICA緒
方研究所から英語版が出版されている 1。日本社会の実践を世
界に伝え、世界の実践から日本が学ぶことで、人間の安全保
障の普及が加速することを期待したい。
1 SDGs and Japan: Human Security Indicators for Leaving No One 

Behind. https://www.jica.go.jp/jica_ri/publication/booksandreports/ 

20201117_01.html 
SDGs and Local Communities: How to Create Human Security 

Indicators in Your Town ! https://www.jica.go.jp/jica_ri/publication/

booksandreports/1531176_21881.html

https://www.jica.go.jp/jica_ri/publication/booksandreports/20201117_01.html
https://www.jica.go.jp/jica_ri/publication/booksandreports/20201117_01.html
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対
談

複合危機下の人間の安全保障を読み解く
　2023年 8月 2日、シンガポールの南洋理工大学のメリー・カバレロ＝アンソニー教授をお迎えし、
JICA理事長の田中明彦と、世界が直面している危機の性質、人間の安全保障という概念の起源とそ
の今日的意義、人間の安全保障の実現と推進のための取り組み、東南アジアそして世界における人
間の安全保障の主流化への期待などについて対談を行いました。対談のモデレーターは JICA緒方
貞子平和開発研究所の峯陽一研究所長が務めました。

メリー・カバレロ＝アンソニー
シンガポール 南洋理工大学　教授

香港大学で政治学の博士号を取得した後、南洋理工大学にて国際関係論および安全保障学
の教授、そして非伝統的安全保障研究センターのセンター長に就任。専門分野は非伝統的安
全保障、人間の安全保障、アジア太平洋地域における安全保障及び地域主義。主要著作とし
て Nuclear Governance in the Asia-Pacific（Routledge）や、Nagotiating Governance on Non-

Traditional Security in Southeast Asia and Beyond（Columbia University Press）をはじめ、著
書、論文多数。

峯 陽一
JICA緒方貞子平和開発研究所　研究所長

京都大学大学院経済学研究科修士課程を修了。現在は JICA緒方貞子平和開発研究所の研
究所長、同志社大学教授を兼任。ステレンボッシュ大学客員教授。専門分野は人間の安全保
障、開発経済学、アフリカ地域研究。『開発協力のオーラル・ヒストリー』（東京大学出版会）、
『2100年の世界地図―アフラシアの時代』（岩波新書）、『現代アフリカと開発経済学―市場
経済の荒波のなかで』（日本評論社）など著書、編著、訳書多数。

田中 明彦
国際協力機構（JICA）　理事長

東京大学教養学部卒業後、マサチューセッツ工科大学政治学部大学院にて博士号を取得。
ルール大学（ボーフム）客員教授、オックスフォード大学セント・アントニーズ・カレッジ
客員研究員、東京大学副学長等を経て、2012年から JICA理事長へ就任。その後、政策研
究大学院大学学長等を経て、2022年から再び JICA理事長へ就任。専門分野は国際政治学。
『新しい「中世」』（日本経済新聞社）、『ワード・ポリティクス』（筑摩書房）ほか国際政治学
に関する著書多数。2012年に紫綬褒章受章。

本対談で述べられている見解は登壇者個人の見解であり、JICAや JICA緒方研究所としての見解を示すものではありません。
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「何からの安全か」を問う

峯：人間の安全保障に対するグローバルな脅威をめぐる議論
から、対話を始めていただければと思います。「何からの安
全か」という問いに答えるものです。今日の世界が直面する
複雑で、複合的で、連鎖的な脅威の様々な側面について議論
していきたいと思います。まず、本日のゲストのメリー・カ
バレロ＝アンソニー先生におたずねします。コロナ禍やウク
ライナ戦争による一連の危機をどうとらえていますか。

カバレロ＝アンソニー：田中理事長との対談に招待してくだ
さった JICAにお礼を申し上げます。今日ここでお話しでき
ることは本当に光栄で、嬉しく思います。さて、ご質問につ
いては、この数年にわたり私たちが直面している脅威の性質
をうまくとらえた言葉があります。それは、世界経済フォー
ラムでアダム・トゥーズが広げた「ポリクライシス」という
言葉で、経済や地政学、自然環境などの要因を引き金とする
危機の組み合わせを指します。このような危機は、COVID-19

という一世代に一度のパンデミックと、それがもたらした事
態によって端的に示されました。
私は COVID-19が発生したアジア地域に焦点を当てて考

えています。COVID-19は、一年もたたないうちに巨大な経
済的被害をもたらし、人びとの生活に深刻な影響を与えまし
た。2020年には主要国の経済は 8%ほど縮小したと言われ
ています。世界の貧困は著しく悪化し、絶対的貧困層はおよ
そ1.5億人にまで増加しました。雇用が失われるだけでなく、
およそ 7百万人とされる人命が失われました。世界は、い
まだにコロナ禍の影響に直面しています。まさにそこで、ウ
クライナ戦争が勃発しました。世界の各地で多くの命や財産
が失われており、これらが積み重なって、人びとの人間の安
全保障を脅かしています。
コロナ禍が食料安全保障に与える影響は、世界の主要な食
料供給を担っていたウクライナでの戦争によって、さらに深
刻化しています。ポリクライシス、あるいは永続的な性質を
強調するのであれば「パーマクライシス」と言ったりするの

ですが、こうした考え方は、今起きていることを説明するの
にぴったりです。何らかの問題が発生したとき、人間の安全
保障のいくつかの要素が影響を受けると、それは分野を横断
して影響を及ぼしていくことになるのです。パンデミックは、
健康だけでなく、経済や食料、そして個人の安全保障に深刻
な打撃を与えることになりました。

峯：一般の市民の生活が複合的な脅威によって破壊的な打撃
を受けました。私たちは、深刻な災害が重なる「パーフェク
ト・ストーム」と呼ばれる事態に直面していると言えます。
では、続けて田中理事長におうかがいします。同じテーマに
ついて、理事長のご見解を共有していただけますか。

田中：カバレロ＝アンソニー先生の見解に賛同します。ここ
2、3年の間に、私たちは、人間の安全保障に対する重大な
脅威が人間生活のあらゆる側面に影響を与えているのを目の
当たりにしてきました。私たちは洪水、台風、サイクロンと
いった形で、気候変動の被害を受けてきました。そうしたな
かで、COVID-19というパンデミックに遭遇し、それからロ
シアのウクライナ侵攻が起きました。他にも内戦やクーデ
ター、多くの政治体制の不安定化といった人為的な問題もあ
り、これらの危機が複合的に絡み合って非常に複雑な危機の
連鎖をつくりだしています。

パンデミックは、健康だけでなく、経済や食料、そして個人の 
安全保障に深刻な打撃を与えることになりました。

―メリー・カバレロ＝アンソニー
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このような状況では、危機をばらばらに扱うことはできま
せん。自然災害は、政治的に不安定な地域において大きな被
害をもたらす傾向があります。COVID-19は世界中のすべて
の人々に影響を与えました。ウクライナでの戦争は基本的に
国家の安全保障上の危機として始まりましたが、多くの発展
途上国で食料危機を引き起こしており、脆弱な地域では飢餓
をもたらす可能性があります。エネルギー価格も食料価格も
高騰し、インフレと金利上昇の圧力が強まりました。それが
為替相場に影響し、途上国の債務状況を悪化させることにな
ります。これらすべてが、最後には政治危機をもたらすかも
しれません。世界各地でこのような危機が発生し、人間の安
全保障が多面的に脅かされているのです。
国際社会は、複合的な危機に対処しようと最善を尽くして
います。しかし、国連安全保障理事会の常任理事国が大規模
な軍事侵攻を行ってしまったので、国連システムはこれらの
危機に十分に対処することができません。私たちが直面して
いる危機は真の国際協力を必要としているのですが、そこに
は大きな障壁があるというのが実情です。

峯：国連の意思決定機関には大きな分裂が見られます。カバ
レロ＝アンソニー先生も国連で仕事をされたご経験がおあり
なので、また後ほどこの話ができればと思います。ここで田
中理事長におうかがいしたいことがあります。私たちは複合
的な危機に直面しており、それを体系的に理解したいと願っ
ています。田中理事長は「人間の安全保障の理論に向けて 1」
という斬新な論文を書かれましたが、そこでは物理システム、
生命システム、社会システムの相互作用が明快に説明されて
いました。この枠組みから現在の状況を見ると、どうなるで
しょうか。

1 “Toward a Theory of Human Security”（JICA Research Institute 

Working Paper No.91）は JICA緒方貞子平和開発研究所のウェ
ブサイトにて閲覧可能（英語のみ）。

三層のシステムから複合危機を理解する

田中：あの論文で、私は何か新しいことを示したとは思って
いません。ただ、人間の安全保障に対するあらゆる脅威は、
人間を中心としたアプローチで理解されるべきだということ
を強調したかったのです。これまで国家の安全保障というと
きには、脅威は国家間システムの他の構成員からもたらされ
ると考えられてきました。国家の安全保障それ自体は、社会
システムの問題です。社会システムが破綻すると、人間一人
ひとりの生活が危うくなるのは明らかです。戦争や内戦が起
こると、私たちの命が危険にさらされるのです。社会的な差
別に直面すれば、人びとは恐怖にさらされ、尊厳を奪われる
ことになります。深刻な貧困や不平等に直面すると、人間の
安全保障が脅かされます。
最近の経験から、パンデミックとその帰結は、人間の安全
保障にかかわる深刻な問題であり、多くの人々にとって恐怖
の源であることが分かりました。病気の広がりは社会システ
ムに関するものですが、根本的には、生命システムと人体の
相互作用によって引き起こされます。人間の生命は生命シス
テムの条件によって左右され、地質的、物理的システムの力
学によっても影響を受けます。太古の昔から、人類は地震や
津波の影響に対処しなければなりませんでした。そして今、
私たちは気候変動によって引き起こされる自然災害に直面し
ています。主に物理システムで発生する巨大地震や巨大台風
は、深刻な恐怖と欠乏の原因となっています。
私たちは、生命システムと物理システムの状況にもっと注
意を払うことで、人間の安全保障に対する脅威の範囲を広く
理解する必要があります。このようなシステム間の相互作用
が激しくなったために、人新世という概念が広く受け入れら
れるようになったのだと思います。地球システム、もしくは
大気圏のシステムは、気候変動を加速させる人間の活動に
よって大きな影響を受けています。私たちが取り組むべき課
題は、これらの 3つの異なるシステムからの脅威が、非常
に複雑な形で、私たちに恐怖、欠乏、そして危険を生み出し
ているところにあると思います。物理システムにおいて起こ

生命システムと物理システムの状況にもっと注意を払うことで、 
人間の安全保障に対する脅威の範囲を広く理解する必要があります。

―田中 明彦
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る現象は、社会システムの条件次第で、より大きな被害をも
たらすかもしれません。これまでの 2、3年間の経験は、3

つのシステムの複雑な相互作用を分析する必要性を示唆して
いると思います。

峯：田中理事長の理論的なご説明は、カバレロ＝アンソニー
先生が示したポリクライシスやパーマクライシスと共鳴する
ものですね。

カバレロ＝アンソニー：田中理事長のご説明は、複雑な危機
が人間の福祉と安全保障に与える多次元的な影響を理解する
上で、とても役に立つ分析枠組みを提供してくれていると思
います。私たちは、多様な脅威が個人、集団、コミュニティ
に与える影響について議論してきました。たとえば、環境安
全保障の専門家は、安全保障の概念を広げるよう求めていま
す。ここで問題になっているのは、脅威の起源や影響だけで
なく、安全保障が何を対象とするかです。というのも、気候
変動や人新世に関する言説では、私たちは人間の安全保障だ
けでなく、環境システムの安全保障についても語っているか
らです。安全保障の対象が人間や人間集団だけでないとした
ら、人間の行動が環境の安全保障にどのような影響を与える
かも考えなければなりません。
ですから、私たちはさまざまなシステムと、それらがどの
ように相互作用しているかに目を向けるべきです。田中理事
長の理論的な洞察が評価されるべき点は、ここにあると思い
ます。私たちは、脅威のさまざまな発生源や、それらがさま
ざまな安全保障の対象に与える影響、そしてこれらのプロセ
スがダイナミックに相互作用するあり方について、より深く
掘り下げるべきです。このような相互作用に関する研究は、
政策立案者、研究者、専門家だけでなく、私たち自身のコミュ
ニティにも役立ちますし、グローバルな課題にどのように対
応すべきかをよりよく理解することにもなるでしょう。再生
可能エネルギーに対する需要の増加が良い例です。この需要
は、鉱物や金属に対してこれまでにない需要を引き起こし、
そのことで環境に影響を与え、意図しない結果を引き起こす

かもしれません。このように、私たちは社会システムと地理
的なシステムの相互作用について語ることができます。さまざ
まな分野を横断的に考慮に入れて分析することで、私たちはよ
り包括的な政策手段をつくりあげることができると思います。

峯：地球の物理システムは 46億年前に形成されました。生
命システムは 40億年前に誕生しました。しかし、最初の人
類が誕生したのはわずか 30万年ほど前のことです。地球の
歴史は超長期的ですが、人類は非常に短いスパンで環境に恒
久的な影響をおよぼしています。人類の生存が危機に瀕して
いることは明らかです。カバレロ＝アンソニー先生は、安全
保障の対象について話されました。人間の安全保障の理論の
核心には、「何の安全か」という問いがあると思います。田
中理事長、トマス・ホッブズの著作などの政治学の観点から、
この問いについてどうお考えですか？

人間の安全保障の理論の核心にせまる

田中：人間は人間中心の生物だと思います。人は常に人のこ
とを考えているので、地球システムや大気圏システムが直面
している危機を考えることは容易ではないでしょう。しかし、
私の考えでは、人間を中心とする安全保障観に忠実であると
しても、物理システム、生命システム、そして 3つのシス

私たちは、国家の役割だけでは人間の安全保障を守るには 
不十分であることに気づきました。

―田中 明彦



JICA緒方貞子平和開発研究所8

テムの相互作用の条件を検証しなければ、人間の安全を維持
することはできません。私たちの安全を維持するだけであっ
ても、環境システムに対してもっと注意を払う必要がありま
す。人間の運命を考えるために、環境と地質学的システムの
運命を考えなければならないのです。
人間の安全保障の概念と政治理論の関係について、もう少
しお話ししましょう。人間の安全保障という観点から政治思
想の発展を再解釈するのは、かなり珍しい試みだと思います。
ご存知のように、人間の安全保障は、1994年の『人間開発
報告書』においてマブーブル・ハクがつくりだした言葉です。
人間の安全保障とは、恐怖からの自由、欠乏からの自由、そ
して人間の尊厳の保持を組み合わせたものであり、人権と良
き人間社会を基礎づけるものです。この観点から、近代の政
治思想史を解釈し直すこともできるでしょう。トマス・ホッ
ブズが最も憂慮したのは、自然状態がもたらす万人の万人に
対する戦争状態です。戦争状態においては、人は恐怖なしに
生きることはできず、貧困状態から抜け出すことができず、
人間の尊厳もありません。
そこでホッブズの処方箋は、リヴァイアサン、つまり主権
国家を創設することでした。しかし、それから政治思想が発
展すると、リヴァイアサンを樹立するだけでは、いま私たち
が人間の安全保障と呼んでいるものを守るには不十分である
ことがわかってきました。というのも、リヴァイアサン、つ
まり国家そのものが暴君となり、人間の安全保障を守らない
どころか、国家によって守られるはずの自国民に危害を加え
る可能性があるからです。このジレンマから、人間の不可侵
の権利という概念が生まれました。支配者が暴君となった場
合、私たちは人権を主張し、政権を交代させることができる。
これがリベラルデモクラシーと人権の基礎になります。ホッ
ブズの時代から 21世紀までの政治思想の発展は、国家に力
を与えて人びとに安全を提供するとともに、専制政治の出現
の危険を軽減しようとする試みと、歩みをともにしていたの
です。
そして 20世紀後半、私たちは、国家の役割だけでは人間
の安全保障を守るには不十分であることに気づきました。そ

もそも国家は、その政府が専制君主に支配されていなかった
としても、人びとの人間の安全保障を守ることはできないか
もしれません。これは、物理システムや生命システムの影響
と関連しています。巨大な地震や津波、パンデミックに直面
すると、一国の政府では効果的な対処ができないかもしれな
いのです。もともと人間の安全保障の概念は、社会システム
と国家の役割に関わるものでした。現代の脅威の多くは、ひ
とつの国家やひとりの人間の力だけでは対処できないほど巨
大かつ複雑になっていますから、国家の役割に加えて、他の
ステークホルダー（利害関係者）の役割、そして彼らとのより
広範な協力の必要性を考える必要があります。人間の安全保障
の概念は、こうした必要性があって生まれたものだと思います。

峯：国民国家の出現とその限界に関する非常に深い洞察をあ
りがとうございます。ステークホルダーが多様であることが
何を意味するかについても議論したいと思います。海に囲ま
れた都市国家シンガポールからいらしたカバレロ＝アンソ
ニー先生にうかがいます。リヴァイアサンは陸の怪物だと誤
解されることもありますが、旧約聖書によれば、本来は海の
獣です。非伝統的安全保障の研究者として、リヴァイアサン
についてご意見をいただければと思います。

カバレロ＝アンソニー：田中理事長が投げかけてくださった
魅力的な哲学の議論に参加しましょう。「誰が誰のために安

人間の安全保障の理論の核心には、「何の安全か」という 
問いがあると思います。

―峯 陽一
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全を提供するのか」という観点からすこし単純化して話しま
す。社会契約説による政治体制の理解では、市民、つまりそ
の国の人びとに安全を提供するのは国家の責任です。した
がって、国家は国民がリヴァイアサンに服従するのと引き換
えに、国民の安全を保障する義務があるわけです。
近年の人類の歴史で起きたことを振り返ってみると、国民
を保護する国家の責任というものは、実際には果たされてい
ません。冷戦終結後のヨーロッパ（ボスニア・ヘルツェゴビ
ナ）やアフリカ（ルワンダ）の戦争に対して国家が対応に失
敗してきたことを、私たちは目撃しました。こうした悲劇を
受けて国際社会がなすべきことは、国家が安全を提供しよう
としない場合、その行動に責任をとらせることでした。こう
して生まれたのが「保護する責任」という考え方です。それ
は、国家が残虐な犯罪から住民を守らなかったり、守ろうと
しなかったりした場合、国家は主権を失うと主張するもので
す。国家の責任に関するホッブズの議論と並んで、平和の要
件について論じたカントについても議論することができま
す。この点において、私はホッブズのリヴァイアサンに異議
を唱えることができると思います。田中理事長が指摘された
ように、国家が人々に安全を提供できなければ平和はありま
せん。そこで重要になるのがコスモポリタン（地球市民的）
な権利です。
これに関連して、さまざまな非国家主体、そしてそれらが
どのように相互に作用するかに目を向けるべきだという田中
理事長のご意見に、賛同します。3つの異なるシステムが作
用しあう状況では、国家の能力は著しく制約されることにな
ります。気候変動による災害の場合、個々の国家が提供でき
るものは極めて限られます。したがって、国家以外の者も安
全を提供しなければなりません。では、それは誰なのでしょ
うか？国際機関、民間セクター、そして市民社会グループが
考えられるでしょう。カントの平和論に立ち返ると、永遠の
平和を達成するためには、国家が他の国家と協調的な取り決
めを結ぶことが欠かせません。私が言いたいのは、すべての
人びとに安全を提供するためには、国際協調が決定的に重要
だということです。

峯：田中理事長、カバレロ＝アンソニー教授のご意見をどう
思われますか。カントの平和論にはいくつかの側面があると
思いますが。

田中：近代の政治思想の発展について、さらに詳しく議論し
ていただきありがとうございました。ホッブズに加えて、確
かに、ジョン・ロックやイマヌエル・カントの理論も考慮に
入れるべきです。カントは国際協調によって平和の基礎を築
こうとしましたが、現在の複合危機という現実に直面してい
る私たちには、国家間の協調が本当に必要になっています。
カントは国家間の協力の意義を強調しましたが、同時に国家
の統治におけるリベラルデモクラシーの優位性を説いたこと
も忘れてはなりません。永遠平和を実現するためには、リベ
ラルデモクラシーを実践している国は独裁的な国よりも戦争
を引き起こしにくいということを、覚えておかなければなら
ないとカントは主張しました。
これに関連して、私たちは社会的な条件にもっと注意を払
うべきです。ひとつの政府だけでは、人間の存続に影響を与
える多くの問題に対処することができません。一人ひとりの
市民、人びとと国家、市民社会組織、そして人々の連帯感の
相互作用というレベルを考えるとき、ロバート・パットナム
のソーシャル・キャピタル（社会関係資本）という概念が、
人間の安全保障を維持するために非常に重要だと思います。
政府が即座に対応できないような自然災害に直面した場合、
コミュニティが重要な役割を果たすことが期待されます。政
府の役割に加えて、市場や社会の役割に目を向ける必要があ
ります。

峯：カバレロ＝アンソニー先生は、政府に責任をとらせるこ
とが重要だとおっしゃいました。そして、田中理事長はソー
シャル・キャピタルと連帯の大切さを指摘されました。そろ
そろ人間の安全保障の実践について議論したいと思います。
カバレロ＝アンソニー先生にうかがいます。国家には人びと
を守る責任がありますが、人びとが自分自身を守ろうとする
とき、私たちはそのような実践をエンパワメントと呼ぶこと

永遠の平和を達成するためには、 
国家が他の国家と協調的な取り決めを結ぶことが欠かせません。

―メリー・カバレロ＝アンソニー
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ができます。JICA緒方研究所の研究プロジェクトの成果と
して、先生が筆頭編者となり、アジアのエンパワメントに関
する本が出版される予定です 2。エンパワメントを強化する方
策についてお話いただけますか。

エンパワメントの実践

カバレロ＝アンソニー：もちろんです。いま峯先生がおっ
しゃったように、JICAはコロナ禍における保護とエンパワ
メントの結びつきに関する研究プロジェクトを実施するため
に、アジアの研究者を集めてくださいました。本当に感謝し
ています。日常生活における慢性的な脅威からの保護は、通
常はトップダウンで提供されるものですが、私たちは、与え
られた保護がどのようなものかを吟味しながら、自分たち自
身をボトムアップでエンパワーしていきます。このプロセス
を通じて人びとは、人間の安全保障の対象として、よりよい
選択をする能力を高めていくのです。緒方貞子氏によれば、
エンパワメントとは、不安全（insecurity）の影響を積極的
に予防し、軽減できるように、人びとが必要な選択をするの
を助けることです。私たちがさらに前進する際には、選択の
質について考えることも重要になります。
極度の苦しみと脆弱性のなかで、人びとは実際に自分たち
自身をエンパワーしています。たとえばコロナ禍において、
人びとは健康上の脅威に直面していただけでなく、多くの場
所で食料不安にも直面していました。脅威には二重の性質が
あったのです。ある事例研究では、現金給付が脆弱な人々の
直接的な保護手段となっていることが紹介されました。現金
があれば、必要な時に必要な種類の食料を購入することがで
きます。日本の自然災害の場合、高齢の住民たちは村からの

2 Human Security and Empowerment in Asia: Beyond the Pandemic

（メリー・カバレロ＝アンソニー、峯陽一、石川幸子共編）は、
JICA緒方研究所の研究プロジェクト「東アジアにおける人間の
安全保障とエンパワメントの実践」の成果として、2023年 10

月 26日に Routledgeよりオープン・アクセス形式にて出版さ
れた。

避難先で一時的なシェルターを提供されたのですが、彼らは
受動的な被災者ではありませんでした。自分たちをエンパ
ワーして、避難所生活での困難に対処していったのです。
もう一つの例は暴力的紛争です。暴力的な紛争を予防し、
解決するために、私たちはどうやってコミュニティをエンパ
ワーすることができるでしょうか。どうすれば自分たちをよ
りよく守ることができるでしょうか。エンパワメントを促進
するひとつの方法は、政府だけが保護を提供するという状況
を避けることです。コミュニティは常に相互につながってい
ます。人びとは孤立して生きているわけではありません。政
府は人びとの声に耳を傾け、人びとに関与して交流すること
で、適切な支援を提供することができます。そのような政府
と市民の相互作用を通じて、人びとは、制約があっても意思
決定や選択をすることができます。そうやって、エンパワー
されていると感じることもできるのです。
私たちの研究プロジェクトの事例研究は、何らかの保護手
段が提供されたときに、コミュニティや個人はどのような選
択権や行為主体性（エージェンシー）を発揮できるかを示し
ています。これらの研究が示しているように、エンパワメン
トとは単に資源を提供することではなく、十分な情報を得
た上で自分で意思決定する機会を人びとに与えることなの
です。

極度の苦しみと脆弱性のなかで、人びとは実際に自分たち自身を 
エンパワーしています。

―メリー・カバレロ＝アンソニー
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峯：田中理事長、このエンパワメントの議論についてお考え
をお聞かせいただけますか。

田中：カバレロ＝アンソニー先生は、エンパワメントの重要
な側面に触れていると思います。人々の選択の幅を広げ、コ
ミュニティをエンパワーすることは、開発協力の主要な目標
であるべきです。この機会に JICA理事長として、人びとを
エンパワーするためには、制度や物理的なインフラを強化す
る必要があることも付け加えたいと思います。
人間の安全保障について語るとき、物理的インフラの役割
について語られることは少ないのですが、この面での協力の
価値を過小評価すべきではありません。脅威の性質、特に気
候変動がもたらす脅威を考えると、それに対する適応の必要
性が大きくなります。気候変動が与える潜在的には巨大な影
響や、パンデミックや風土病のような生命システムにおける
大規模な混乱に対して、社会がレジリエントになる（回復力
をもつ）ことが必要です。質の高いインフラが、それを助け
てくれるのです。私たちは、そうした災厄に備えるために、
堅牢な物理的インフラを構築する必要があります。
津波や洪水に対処しようとすれば、住民を保護するシステ
ムをより充実させる必要があります。多くの発展途上国にお
ける健康上の危機を解決するためには、患者ができるだけ早
く病院に行って適切な治療を受けられるように、農村部に全
天候型の道路を整備することが不可欠になります。安全な水
を供給することができれば、平常時のみならず緊急時におい
ても、多くの人々の命を救うことができます。脅威の範囲を
社会システムから生命システム、そして物理システムへと拡
大しながら、私たちは多層的なシステムを起源とする緊急事
態に対する物理的な備えを強化する必要があります。こうし
た取り組みは、人間の安全保障へのアプローチに含まれるべ
きです。

峯：脆弱な立場にある人々を守るために設計された質の高い
インフラは、本当に不可欠だと思います。人間の安全保障に
関する最近の国連開発計画（UNDP）の報告書は、人新世の

時代における行為主体性の原則と、多様なステークホルダー
間の連帯の重要性を強調しています。田中理事長やカバレロ
＝アンソニー先生も同意しているように、国家の能力には限
界があり、連帯の精神をもって他のステークホルダーと協力
して行動すべきです。このテーマについて議論いたしましょう。

連帯とマルチステークホルダーによる
協力

田中：国家や政府の能力には限りがあるため、すべての潜在
的な危険に対処することはできません。可能な限りたくさん
のステークホルダーと協力関係を構築する必要があります。
さらに、国家以外のステークホルダーが参加することは、国
家単独では埋められないギャップを埋めるという意味で、非
常に大きな付加価値があると私は思います。
残念ながら、既存の多くの公的機関には「タテ割り」構造
があります。さまざまな省庁の管轄が一定の領域に固定され、
それぞれに標準的な業務手順があり、それでは対応できない
問題は存在しないかのように無視される傾向があります。こ
れは多くの人びとにとって、ひどい欠陥、さらには危険さえ
生み出しかねません。さまざまな非国家主体が参加すること
で、国家には対処できないギャップを埋められるかもしれま
せんし、国家がうまくやれていない部分を指摘できるかもし
れません。

カバレロ＝アンソニー：田中理事長が提起された他のアク
ターの参加について、私は完全に同意します。国家の能力に
は限界があり、それは気候変動による自然災害の事例にも示
されています。東南アジアには、巨大台風などの自然災害に
対して非常に脆弱な国々があります。しかし、政府や地域コ
ミュニティの資源は限られているので、人道的な緊急事態が
発生した場合には、国際機関や他国の政府による迅速な支援
が期待されます。2013年にフィリピンを襲った台風ハイヤン
は、フィリピン政府がすぐには対応できないほどの壊滅的な被
害をもたらしました。フィリピンは ASEANの近隣諸国や外部

人びとをエンパワーするためには、制度や物理的なインフラを 
強化する必要があることも付け加えたいと思います。

―田中 明彦
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のパートナーとの間で、機材の提供や捜索、救助活動、その
他の支援について取り決めを行っていました。このような協
力がなかったら、状況はもっと悪化していたことでしょう。
他にも強調すべき要素がいくつかあります。自然災害に最
初に対応するのは必ずしも政府ではなく、むしろ地域コミュ
ニティだということです。2004年のアチェの地震と津波（ス
マトラ沖地震）の場合がそうでした。地域コミュニティ、市
民社会グループ、宗教団体は、自発的に支援を提供できる独
自の組織を有しているので、非常に積極的でした。ロジスティ
クスの問題を解決するために、民間セクターも積極的に関与
すべきです。なぜなら、物資をうまく供給するには、民間企
業の大型トラックやサプライチェーン能力、そして緊急救援
を促進するロジスティクス能力が必要だからです。
国のシステムについては、田中理事長が今おっしゃったよ
うなタテ割り化した組織から脱却することが重要な課題にな
ります。これは政府横断的（ホール・オブ・ガバメント）ア
プローチの概念に関連しています。コロナ禍はその典型的な
例で、医療チームだけでなく、その他の政府機関もパンデミッ
クの収束のための活動に参加しました。遠隔地へのワクチン
配布には軍の協力も必要でした。ただし、調整は言うは易く
行うは難しです。国際機関は不可欠な役割を果たしますが、
さまざまな国連機関は協力しあって活動する必要があります。
いずれにせよ、私たちが直面している課題の大部分が互いに
関係しているというのは事実です。多面的な人間の安全保障上
の課題に対処するために採用されるべき政府横断的アプローチ
について、より説得力のある議論がなされないといけません。

峯：国連だけでなく、JICA自体も巨大な組織ですから、
JICAで働く人たちもタテ割りから抜け出し、JICAの外のス
テークホルダーと協力することで、ギャップを埋めていく努
力をすべきだと思います。

田中：ひとつ付け加えておきましょう。危機が発生し、迅速
な対応が必要になったとき、多くのステークホルダーが参加
するのは望ましいことです。しかし、そうした対応を可能な

限り効果的なものにするには、即時の対応に加えて、平時か
ら協力する習慣をつくっておくことが大切です。コロナ禍の
際、私たちは、カバレロ＝アンソニー先生が言及された政府
横断的アプローチの必要性に気づかされました。平時から政
府全体で取り組む習慣がなければ、危機の時になってそれを
実践するのは非常に難しいと言えます。多くのエージェント
による能力構築の長期的な実践がなければ、危機の際にそれ
らの活動を調整することはできないのです。責任ある政府、
責任ある国際機関、責任ある市民社会組織、そして多くの地
域コミュニティは、今すぐにでも、より大きな協力をめざす
実践に取り組まなければならないと、私は思います。日本の
経験では、自然災害に対して常日頃から協働を実践している
コミュニティは、大きな危機が起こったときに犠牲者が少な
いことが示されています。国際的にも、すべてのステークホ
ルダーが実践に取り組む準備を整えるよう望みます。

峯：本当にその通りだと思います。平和的な日常において 

も、協力しあう習慣が育まれるべきです。保護する責任に関
する従来の議論では、この点が軽視されがちでした。さて、
議論は最後のテーマ、東南アジアと日本の過去と未来へとつ
ながっていきます。まず、開発協力を通じて地域全体で信頼
と連帯を高めることの意義について議論いたしましょう。田
中理事長、信頼の醸成という課題についてご意見をお願いし
ます。

即時の対応に加えて、平時から協力する習慣をつくっておくことが 
大切です。

―田中 明彦
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ASEANと日本―信頼を育む

田中：世界の地域のなかでも、東南アジアは、指導者と人々
の間に信頼を育むことにとりわけ成功している地域です。こ
の地域は、日本その他の対話パートナー国とも非常に良好で
安定した関係を築いてきました。カバレロ＝アンソニー先生
が言及されたように、自然災害の頻度からもわかることです
が、東南アジアは気候変動によって最も深刻な打撃を受ける
地域のひとつかもしれません。私たちは、この分野における
協力の努力をこれまで以上に強化する必要があります。その
ためには、信頼関係をさらに深めていく努力を惜しんではい
けません。
東南アジアと日本は、これまでにかなりの程度、人と人の
交流を育んできました。しかし、さらに協力していくための
下地作りとして、より一層努力する必要があるかもしれませ
ん。国家アクター以外のステークホルダーも、すでにお互い
の信頼関係が構築されていれば、より効果的に協力できるで
しょう。これは、私が実践の必要性について述べたこととも
関連しています。実践において一緒に力を合わせると、協力
に参加する人たちの信頼関係が強まります。日本と東南アジ
アの市民社会組織は、このように相互に関与しあう機会を、
平時から最大限に活用できるはずです。

JICAのような政府機関には、そのような相互協力の機会
をつくることができます。現在、東南アジア諸国には独自の
国際協力機関があリます。政府機関も非政府組織も、水平的
な交流から恩恵を受けます。そうすることで、相互の信頼が
より強まるでしょう。

峯：田中理事長、力強いメッセージをありがとうございまし
た。それでは、カバレロ＝アンソニー先生におうかがいしま
す。相互的な信頼に基づいて、ASEANの枠組みのなかで人
間の安全保障をどのように主流化できるでしょうか。

カバレロ＝アンソニー：田中理事長が問題提起された信頼か
ら始めたいと思います。私たちが ASEANの枠組みを超えて
国境を越えた課題に対処するとき、相互の信頼はより一層重
要になります。信頼関係があってこそ、協力の習慣が確立す

るのです。ASEANが結成された 1967年当時、東南アジア
の国々の間には不信と反感が渦巻いていました。しかし時が
経つにつれて、東南アジア諸国は協力することを学び、とも
に多くの課題に対処するようになりました。そして ASEAN

諸国は、対話パートナー国協力と呼ばれるメカニズムを通じ
て、域外の国々にも働きかけるようになりました。

ASEANと日本の関係は模範的なものです。 2023年、
ASEANと日本は友好協力 50周年を迎えます。このような
実質的な友好関係がこれほど長く続き、さらに深まっている
理由は、私たちが信頼関係を育んできたことにあります。シ
ンガポールの東南アジア研究所が毎年発表している「東南ア
ジア・サーベイ」には、ASEANの対話パートナー国に対す
る好感度の世論調査結果が含まれています。日本は常に高い
評価を得ています。日本は 1977年に福田ドクトリンを導入
して以来、ASEANにとって最も関係が長いパートナーであ
り続けてきました。日本はこの地域全体の経済発展に貢献し
てきました。ASEAN諸国は日本からの海外直接投資によっ
て大きな恩恵を受け、域内諸国で製造業が創出され、とりわ
け後発の ASEAN諸国においては人的資源や能力の向上につ
ながりました。
今、私たちはパンデミックとポスト・パンデミックの課題
に対処するために、共同行動、連帯、協力を推進しています。
大国間の競争が激化し、私たちは多くの不信に直面していま
す。このような現在の地政学的環境においては、信頼関係が
より重要になっています。東南アジアと日本は相互協力を深
め、核拡散やサイバーセキュリティなどの問題に取り組み、
人間の安全保障を守っていく必要があります。
人間の安全保障を求める取り組みの事例を共有させてくだ
さい。日本は ASEAN感染症対策センターの設立に協力しま
した。COVID-19が最後のパンデミックではないことを考え
ると、このセンターは今後も重要であり続けるでしょう。各
国が次のパンデミックに備え、対応能力を向上させるには国
家間の協力が必要であり、同時に医療能力のレベルアップも
必要です。私たちはいずれ、疾病監視と対応のための地域セ
ンターを設立すべきであり、日本が日・ASEAN統合基金を
通じてそのようなセンターの設立計画を支援しているのは素
晴らしいことだと思います。田中理事長のご指摘に戻ります

現在の地政学的環境においては、信頼関係がより重要になっています。
―メリー・カバレロ＝アンソニー
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が、このような協力関係は、域内諸国の間、そして日本と
ASEAN諸国の間の信頼関係がなければ成り立ちません。

峯：ありがとうございます。先生に質問をひとつ。人間の安
全保障の規範が、制度的あるいは機能的に ASEANの枠組み
に盛り込まれていく見通しについてはどうお考えですか？

カバレロ＝アンソニー：実を言いますと、ASEANの共通ア
ジェンダによれば、ASEAN共同体は政治的安全保障、経済
的安全保障、社会文化的安全保障の 3つの柱で成り立って
います。この傘の下に、経済、健康、環境、食料など、人間
の安全保障のあらゆる要素がすでに存在しているのです。次
のステップとしてできることは、ASEAN諸国が自国民に対
してより多くの責任を引き受けるように働きかけることで
しょう。ASEANのアジェンダに人間の安全保障の多くの要
素が盛り込まれているのは事実です。しかし、政府が説明責
任を果たすように促すといった人間の安全保障のいくつかの
要素については、さらに強化していく必要があります。具体
的には、ミャンマーを取り巻く状況がそうです。ミャンマー
の人びとのために人間の安全保障が確保されるような政治環
境が生まれるよう、私たちは望んでいます。

人間の安全保障の実現に向けて

峯：ありがとうございました。では、そろそろまとめに入り
ましょう。田中理事長、カバレロ＝アンソニー先生、それぞ
れ最後に一言ずつお願いします。

田中：東南アジアは日本にとって非常に重要な地域ですか 

ら、協力と相互的な信頼をさらに育んでいく必要があります。
人間の安全保障の概念が、世界のあらゆる地域、とりわけ東
南アジアのビジョンや将来計画に取り入れられていくように
期待しています。
日本と JICAにとって、人間の安全保障は常に重要です。

日本政府が今年 6月に改定した開発協力大綱が、日本の

ODAや JICAの活動における人間の安全保障の重要性を強
調していることは、非常に幸運であり、適切なことだと思い
ます。開発協力大綱の一文を引用しましょう。「我が国は、
引き続き、人間の安全保障を我が国のあらゆる開発協力に通
底する指導理念に位置付ける」と書かれています。今回の開
発協力大綱の改定は、この概念の重要性を再確認するもので
あり、そのことは過去の大綱以上に明確になっています。言
及の頻度と概念の重要性は直接は関係ないかもしれません
が、新たな大綱の英語版では、人間の安全保障は前の大綱で
は 3回だったのに対して、9回にわたって言及されています。
JICAが開発協力大綱が定めた方向性に従うのは明らかなこ
とですし、人間の安全保障の概念や人間の安全保障の優れた
取り組みを、JICAの活動に積極的に導入していく必要があ
ります。

カバレロ＝アンソニー：これは実に心強いニュースですね。
気候変動に見られるように世界は急激に変化しています。そ
こで私たちは、人間の安全保障の概念の重要性を再発見し、
人間の安全保障を脅かす脅威に目を向けようとしているのだ
と思います。グローバルな脅威は、アジアだけでなく、その
他の地域でもはっきりと実感されるようになっています。私
は、日本が人間の安全保障を最前線で提唱し続けていること
を知っており、国連で「人間の安全保障フレンズ 3」のよう 

なフォーラムを再活性化させるべきだと思っています。グ
ローバル・サウスからの声が人間の安全保障の理想を主導し
ていくことになると思います。新たな出発点として、日本の
開発協力大綱が人間の安全保障を提唱したのは素晴らしいこ
とです。東南アジアでも、それを補完するような主張が見ら
れます。

3 人間の安全保障フレンズは 2006年にニューヨークベースの非公
式・自由なフォーラムとして結成された。人間の安全保障フレ
ンズの目的は、国連加盟国及び関係国際機関と人間の安全保障
の理念について異なる視点から議論しつつ、人間の安全保障の
共通理解を醸成し、国連の諸活動において人間の安全保障を主
流化するための共同の取り組みを探ることである。

人間の安全保障の概念や人間の安全保障の優れた取り組みを、 
JICAの活動に積極的に導入していく必要があります。

―田中 明彦
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最後に申し上げます。これまで人間の安全保障のための協
力というと、政府間のレベルだけで語られがちでした。しか
し、田中理事長は、人と人とのつながりを強化する必要性を
説かれました。この点を大切にする必要があると思います。
なぜなら、人間の安全保障の目標を達成し、さらに前進させ
るのは、結局のところ人間自身だからです。

峯：田中理事長、カバレロ＝アンソニー先生、今日は魅力的
な対談を本当にありがとうございました。私は司会者として
お二人の会話を直接聞くことができて、たいへん光栄に思っ

ています。すべての論点を非常に明晰に、あいまいさを残さ
ずに議論していただきました。人間の安全保障は、複合的な
危機と人新世の時代において、私たち全員が直面する共通の
課題を解決するために、より一層必要になっています。そし
てまた、人間の安全保障に関する議論は、知的な喜びと学問
的な刺激を与えてくれます。私たちは皆、人間として、世界
をよりよく理解したいという本能を共有しているのです。

 ＜おわり＞

人間の安全保障の目標を達成し、さらに前進させるのは、 
結局のところ人間自身だからです。

―メリー・カバレロ＝アンソニー
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コロナショック以降の途上国経済 
―インフレーション、債務危機の考察と今後の展望

原田　徹也
JICA緒方貞子平和開発研究所　上席研究員

要旨要旨　　人間の安全保障を考えるうえで、経済のダウンサイドリスクに目を向ける必要がある。複合危機と呼ばれるコロ
ナショック後の世界経済の情勢は、複数のリスクの連鎖やその相互影響、不確実性の大きさ、政策的ジレンマ
といった特徴が際立っている。途上国のインフレーションは主に食料品価格高騰が影響しており、所得水準が低
いグループには特にその負担が大きい。また、2010年代以降、途上国の対外公的債務の貸し手の構成が変化し
てきた中、特に財政や対外部門の脆弱性を抱えた国で、コロナショック後資金繰りに困難が生じ、債務返済に支
障が出ている。途上国は健全な経済運営を行い、債務リスクの管理能力を向上させ、質の高い投資を行って成長
の機会を模索するという、基本に立ち返った方向性が、経済のレジリエンス向上にとって重要である。国際社会
もまた、こうしたグローバルな経済ショックに協調して立ち向かう枠組みをさらに進化させていくことが必要で
ある。

はじめに

ノーベル経済学賞受賞者で人間の安全保障の概念形成に大
きな影響を与えたアマルティア・センは、1990年代末のア
ジア通貨危機の後に開かれたシンポジウムの中で、「公平を
伴う成長（growth with equity）」に加え、「景気後退におけ
る安全の確保（downturns with security）」の重要性を述べ
た（Sen 2000）。

2020年初頭からの新型コロナウイルスの世界的感染拡大
を契機としたグローバルな経済危機は、アジア通貨危機や
2000年代末の世界金融危機を超える大きなショックを全世
界にもたらした。さらに、2022年 2月のロシアのウクライ
ナ侵攻は、コロナによる経済危機からの回復の途にあった世
界経済・社会にさらなる混乱と打撃を与えた。ここ数年の世
界経済は、まさに、人間の安全保障の概念が注目するダウン
サイドリスクが大きく発現した状況と言える。
本稿は、新型コロナウイルスの世界的感染拡大（以下「コ
ロナショック」）以降の世界経済の危機が、どのような特徴

を持ち、また特に途上国に対しどのような影響を与えたかを
考察するとともに、これら諸国を今後取り巻く環境と、レジ
リエンスの強化の展望について整理したものである。
以下、まず第 1節では 2020年初頭のコロナショックから
本稿執筆時点に至るまでの世界経済の状況について概観し、
複合危機と言われる 2020年以降の経済状況にどのような特
徴があったか整理する。第 2節、第 3節ではそれぞれイン
フレーションと債務問題について、その背景、要因や途上国
の経済・社会への影響について議論する。第 4節では、そ
れまでの考察を踏まえ、今後の途上国の回復の上で留意すべ
き点や取り組むべき課題について論じる。

1.　コロナショック以降の途上国経済
―複合危機とは何か？

1.1.　2020–2023年の世界経済の概観
2019年末に中国・武漢で発生した新型コロナウイルス感

染症は、地域・国境をまたぐ活発な人の移動を背景に、急速

本レポートで述べられている見解は執筆者個人の見解であり、JICAや JICA緒方研究所としての見解を示すものではありません。
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に世界中に広がった。感染が拡大し、移動制限を導入する国
の増加に伴い、経済活動が急激に収縮した。経済の見通しも
悪化し、2020年 2・3月には各国株式市場が大きく落ち込
むなどした。2020年 4月には、IMFのゲオルギエバ専務理
事が同年の経済について「大恐慌以来最悪」の経済危機に直
面すると見込まれると述べた（Georgieva 2020）。
このような事態に対し、先進国では大規模な財政政策と金
融緩和が各国で行われた。2008年の世界金融危機の教訓が
生かされ、こうした対応は決定のタイミングも早かった。一
方、途上国では同じように大規模な経済対策を打てる余力は
相対的に限られていた。コロナの感染拡大からまだ間もない
2020年 4月までの段階で、途上国から IMFへの支援要請は
100か国に上った。世界銀行などの国際機関や日本を含めた
先進国からも緊急財政支援についても実施された他、債務支
払い猶予イニシアティブ（Debt Service Suspension Initiative: 

DSSI）のもと、公的債務元利払いの猶予について、低所得
国を中心に 73か国が適格国とされた。
図 1に先進国と、途上国の 1990年以降の GDP成長率を

示す。2020年の経済ショックがいかに大きかったか、過去
の経済危機との比較からも明白である。大規模な財政出動や
金融緩和にも関わらず、先進国経済は 2020年に-4.2%の

マイナス成長を記録した。また、2000年代以降、先進国を
上回るペースで成長を遂げ、2000年代終わりの世界金融危
機下でプラス成長を維持できた途上国も、2020年には-1.8%

のマイナス成長となっている。
2021年はコロナワクチンの普及に格差があったことや、

財政余力の違いなどから、国別で回復の度合いに差が生じた
ものの、前年の反動から先進国、途上国とも大幅なプラス成
長となった。しかし、2022年 2月にはロシアのウクライナ
侵攻により、世界経済は再び混乱、戦争による需給バランス
の崩れから、食料・エネルギー価格の上昇が世界中で加速し
た。同年に、米国・欧州は利上げに動き、またコロナの感染
拡大は徐々に制御されるようになった。こうした流れのなか
で 2023年は、前年ほどの大きな経済の変動はなかったものの、
本稿執筆時点でロシア・ウクライナ戦争は継続しており、ま
た中国経済の不振も見られるなど、依然不透明な要素が多い。

1.2.　複合危機の特徴
コロナの世界的感染拡大から、ロシアのウクライナ侵攻を
経て今に至る世界経済の状況は、しばしば「複合危機」と表
現される。英語でも compounding crises、multiple crises、
polycrisisと似通った表現がいくつかある。これらについて

先進国

途上国
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-2

0
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%

アジア通貨危機
(1997.7-)

世界金融危機
(2007後半-)

新型コロナウイルス
感染症の世界的流
行(2020初頭-)

ロシアのウクライナ
侵攻(2022.2-)

図 1　世界の GDP成長率（先進国、途上国）
注：グラフの途上国は、出典元のデータベースでは新興市場国と発展途上国（Emerging Markets and Developing Economies）」
として集計されたもの。2023、24年は予測値。
出典：IMF World Economic Outlook Database April 2023に基づき著者作成
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統一的な定義があるわけではなく、論者によってその意味す
るところは異なる場合もあるだろう。しかし、コロナショッ
ク以降の世界経済は図 2のような特徴が特に強く、これらを
称して「複合危機」という言葉がふさわしいものと思われる。
第 1の特徴は、様々なリスクが連鎖して発現してきたこ

とである。例えば、コロナの疫学的なショックが、経済の供
給・需要両側面の経済ショックにつながったこと自体がその
一つである。またロシアのウクライナ侵攻が、グローバルな
経済の相互依存関係の中で、世界全体の食料・エネルギーの
需給バランスを崩し、これらの国際価格の上昇をもたらした
こと、またそれがそのような物資を輸入に依存する途上国の
国内価格に転嫁されたこと、そしてそれが当該国で社会不安
を巻き起こすといったことも、やはりリスクの連鎖というに
ふさわしい。
第 2に、複数の異なるリスクの発現が相互に作用し、影
響が増幅されることが、しばしば見られたことである。イン
フレーションに関する次節でも指摘するが、食料やエネル
ギーの国際価格の上昇率が 2022年半ばにピークを迎えた一
方、米国の金融引き締めなどを背景に、ドル高の傾向が、他
の先進国通貨及び途上国通貨に対して継続した。その結果、
食料価格高とドル高の二つの要素で、食料やエネルギーを輸
入に頼る途上国の資金的負担が増大した。

第 3に、「不確実性」の大きさである。コロナショックの
初期、感染の拡大と収束がどのような経路をたどるか、また
その社会経済への影響がどのようなものになるか、正確な予
測に困難が伴った。その後、コロナの感染はワクチンの開発
などを通じ、より制御されるようになったが、感染の再拡大
や変異株などの脅威が無くなったわけでは決してない。ロシ
ア・ウクライナ戦争も本稿執筆時点では終焉の兆しは見えて
いない。また、気候変動など、やはりその影響の程度を正確
に予測することが難しい新たな課題もある。コロナショック
以降、このように不確実性が高まる中で、各国政府は様々な
政策判断を求められる場面が多くなった。
そして第 4の特徴が、特に途上国の政策当局者の頭を悩

ませた、政策的ジレンマである。例えば、コロナショックの
対抗手段として、特に影響の大きい家計や企業への救済措置
は不可欠であったが、それには政府の債務の増大という代償
が払われた。またインフレーションの進展を背景として
2021年には米国が金融引き締めに転じたなか、途上国は国
内の景気対策を優先して金融緩和を続けるのか、同じように
金利を上げて資本の流出を防ぐのかといった選択を迫られた。
このような特徴を持つコロナショック以降の世界経済情勢
の中、特に途上国に影響を与えたのがインフレーションと債
務問題であった。以下の節でそれぞれ詳しく議論したい。

連鎖するリスク
(chained risks) 
一つのリスクの発現が他のリスクの発現の原
因となり、連鎖していく。

例：ロシア・ウクライナ戦争→食糧の供給制約と国
際価格上昇→輸入財インフレ→国内の社会不安増大

不確実性
(uncertainty)
その確率や結果の程度が容易に推し量れない
事象の存在。

例：コロナの感染再拡大の可能性、ロシア・ウクラ
イナ戦争終結の見込み、地政学的変化、気候変動

相互影響するリスク
(risks reinforcing each other)
複数の異なるリスクの発現が互いに影響しあい
強化される。

例：食糧の国際価格高騰×ドル高

ジレンマ
(dilemmas)
特に途上国において政策に二者択一が迫られる。

例：インフレ抑制のための金利引き上げ vs 国内景気
活性化のための金融緩和、コロナ禍の中での補助金
他支出政策 vs 債務拡大の制限

図 2　コロナショック以降の「複合危機」を特徴づける要素
出典：筆者作成
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2.　インフレーション

2.1． グローバルインフレーションの動向とその
特徴

コロナショック後の世界で発生したインフレーションは、
グローバルインフレーションと呼ぶのがふさわしいもので
あった。コロナ以前から、途上国においては、インフレの制
御は重要な政策課題であったのに対し、先進国では 2000年
代以降、インフレが懸念となることは少なく、すでに克服さ
れた課題とさえ捉えられることもあった。日本のように、む
しろ物価が下がるデフレーションが問題となった国もある。
これに対し、コロナショック後、インフレーションは、先進
国、途上国両方を巻き込み、改めて大きな世界的課題となった。

インフレーションの指標は多種あるが、最も一般的な指標
の一つが、消費者物価指数（Consumer Price Index: CPI）
の前年同期比での上昇率である。以下特別な断りがない限り、
これをインフレ率と呼ぶ。図 3に IMFのデータを用い、所
得グループ別に、毎月のインフレ率に対するさまざまな消費
財・サービスの物価上昇の寄与度を示した。元のデータは
12品目からなるが、その中から特に重要度が高い「食料、
非アルコール飲料」「住宅、水、電気、ガスその他燃料」「交
通」の３つを取り出し、それ以外の品目については「その他」
としてまとめている。

2020年からのインフレ率の推移について、所得グループ
の間で、異なる様相を示していることがわかる。高所得国で
は、2020年はインフレ率は極めて低調であった。感染拡大
の初期は、物・サービスの供給の制約よりも、行動制限など
を通じた需要の落ち込みの影響が大きかったことがうかがえ
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図 3　所得グループ別消費者物価上昇率への寄与度
注 1： 所得グループは世銀基準による。一人当たり GNIが 13,846米ドル以上が高所得国、1,136–13,845米ドル

が中所得国、1,135米ドル以下が低所得国。
注 2： 「運輸」、「住居、水道、電気、ガス、その他燃料」、「食料品、非アルコール飲料」、「その他」の各項目の寄与

度についての所得グループ内での中央値を示しており、合計値は必ずしも所得グループ別の消費者物価指数
の上昇率に完全には一致しない。

出典：IMF Data Consumer Price Indexに基づき筆者作成
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る。図 4にエネルギー価格、食品価格の世界的な価格動向
を示すが、エネルギーの国際価格は 2020年は当初落ち込み、
これを反映して、先進国で、ガソリンを含む「交通」項目の
物価水準の寄与度も図 3でマイナス水準となっている。
2021年に入り、エネルギーの国際価格が世界的に上昇し始
め、「交通」「住宅、水、電気、ガスその他燃料」の項目が物
価上昇をけん引し、特に 2022年に入ってから「食料、非ア
ルコール飲料」の寄与も拡大し、インフレ率がさらに上昇し
ている。その後「その他」の寄与が大きくなっている。
一方、低所得国及び中所得国では、先進国に比べ、もとも
とインフレ率の水準は相対的に高い。特に、低所得国では、
家計支出に占める食料品への支出割合が大きいことから、「食
料品、非アルコール飲料」の寄与度が従来から著しく高い。
また、中所得国も、低所得国ほどではないが、食料品価格の
インフレ率上昇への寄与度は先進国に比べて高い 1。こうした
中、コロナショック以降、2020年半ばから食料品の国際価
格が上昇傾向にあったことに加え、2022年には小麦などの
穀物の重要な生産・輸出国であったロシア・ウクライナ戦争
の激化が穀物価格相場を押し上げ、食料インフレが加速した。
こうした状況も背景に「食料品、非アルコール飲料」の物価
上昇が特に低所得国・中所得国では物価水準全体の上昇に大
きく貢献した。エネルギー価格の上昇を反映する「交通」「住
宅、水、電気、ガスその他燃料」によるインフレ率上昇への

1 消費支出の内訳の違いを反映し、消費者物価指数の計算におい
て低・中所得国はより高いウエイトを食料品にかけている。

貢献は高所得国と比較すると低所得国・中所得国では相対的
に小さい。しかし、農産品などの生産・輸送コストの上昇な
どを通じて、食料品価格の上昇に、エネルギー価格の上昇が
間接的に影響していることは考えられる。
次に、図 5にインフレ率の地域別動向を示す。いずれの
地域もその中央値を中心に上下に国別のばらつきの範囲を示
している。なお、各地域で極端にインフレ率が高い国の実績
は、外れ値としてグラフから除外している。
まず、アジアの新興国は、コロナ以降のインフレーション
を比較的コントロールできており、大半の国でインフレ率は
10%以内に押さえ込まれていたが、モンゴルや島嶼国は
2022年以降インフレ率が 10%を超える水準であった。ス
リランカとラオスは外れ値としてこのグラフには含まれてい
ない。スリランカについては次節でも議論するが、2022年
に債務危機を迎え、以降のインフレ率が一時は 60%を超え
た。ラオスも 2022年後半、40%を超えるインフレ率を記
録している。
サブサハラ・アフリカについては、グラフからも国毎のち
らばりが著しいことがうかがえるが、外れ値となっている国
の数もこの地域では多い。特に顕著な国としては前年同月比
で 800%を超えるハイパーインフレを記録したジンバブエ
があるが、コロナ禍やロシア・ウクライナ戦争による経済
ショックというよりも、同国の従来からの経済運営の不備に
負うところが大きい。この他、債務危機に陥ったガーナ、ザ
ンビア、エチオピアについても、時期によっては高いインフ
レ率が目立つ。
中央・東ヨーロッパは、最もインフレーションが進行した
地域で、多くの国で 2022年には 20%前後のインフレ率を記
録している。トルコ、モルドバは外れ値となっており、2022

年にそれぞれ 80%、30%を超えるインフレを記録している。
中東・中央アジア、およびラテンアメリカ・カリブ地域は、
それぞれ中央値としては最大で 10%程度のインフレ率を 

記録した。中東・中央アジアの方がばらつきが大きく、外れ
値としてレバノン、スーダンが一時期はそれぞれ 200%、
400%を超えるインフレ率を記録。イラン、エジプト、パキ
スタンもそれぞれ高いインフレに見舞われた。ラテンアメリ
カ・カリブ地域の外れ値であるアルゼンチン、ハイチ、スリ
ナムなどは恒常的なインフレ国である。例えばアルゼンチン
はインフレ率が徐々に上昇し、2023年以降は 100%以上を
記録している。

2023年に入り、物価水準は前年に比して落ち着いてきた
途上国が多い。しかしながら、継続的な物価上昇の結果、物
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図 4　食品、エネルギー価格動向
注：2020年 1月を 100とした場合の相対水準の推移
出典：World Bank（2023b）に基づき筆者作成
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価の絶対水準はコロナ前に比べてここ数年で大きく上昇して
いる。また、次節でも論じるが、公的債務の返済に支障が生
じた国や、そのリスクが高い国を中心に、一部の国ではイン
フレ率が高止まりしている国もある。
また、世界的なドル高傾向にも注意が必要である。2022

年からの米国の金融引き締めの結果、米国政策金利、長期金
利が上昇している。この結果、高い利回りを求めて途上国に
集まっていた資金が引き上げられ、先進国に投資される傾向
があり、ドル高の要因となっている。このような状況で、食
料価格の国際的な価格水準が落ち着いても、輸入食料品の途
上国での流通価格は、現地通貨安のため高止まりする場合が
ある。例えばエジプトでは 2021年には 1ドル 15エジプト・
ポンド台であった為替レートが、その後断続的に急落し、2023

年に入って以降は 30エジプト・ポンドを超えており、通貨
価値が半分になっている。エジプトは従来から、海外との間
で証券投資の流出入の変動が大きかったが、米国が自国の物

価高騰に際し、2021年終わり以降、金融引き締めの方向に
舵を切ったこと、また、エジプトが小麦輸入をロシアとウク
ライナに多く頼っていた中で戦争が両国の間で発生したこと
などから、国外への資金流出が進展し、自国通貨価値が下落
した。このような背景で、エジプトは 2023年 8月でもイン
フレ率が前年同期比 37.4%と引き続き高い水準を記録した。

2.2.　インフレーションの生活への影響
インフレーションは途上国の暮らしにどのような影響を与
えたであろうか。2022年初めから、生活費危機（Cost of 

Living Crisis）という言葉がメディアなどで使われるように
なった。これは主に英国をはじめ欧州でエネルギー価格の高
騰を契機に、記録的なインフレが賃金の伸びを上回る状況が
消費者の生活に与える影響を議論する際に用いられることが
当初は多かった。だが、インフレーションの影響は途上国の
家計にとっても、もちろん大きい。先に触れたように、途上
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図 5　インフレ率の地域別動向
出典：IMF Data Consumer Price Indexに基づき筆者作成
注： グラフは箱ひげ図であり、中央の箱の中に中央値を中心に第一四分位から第三四分位まで、全体の 50%の観測値が

入る。なお、第三四分位から上方に（第一四分位から第三四分位の距離）×1.5以上の値となるもの、および第一四
分位の下方から（第一四分位から第三四分位の距離）×1.5以下となる観測値は外れ値として扱い、本グラフでは表
示していない。



JICA緒方貞子平和開発研究所22

国では消費者物価指数で食料品のウエイトが高かったなか、
ロシア・ウクライナ戦争などによる需給バランスの崩れで食
料品の国際価格が高騰したことがインフレ率全体に大きな影
響を与えている。また、前節で述べたように、エネルギー価
格の高騰が、生産や輸送コストの増大を通じて食料品価格に
影響を与えた部分もあると考えられる。
図 6に、食料品支出の総支出に占める割合の国別比較を
示す。所得水準が低く、食料品に絶対額で小さな金額しか支
出できていない国ほど、総支出に占める食料品支出の割合が
大きく、食料品価格の高騰が、生活に大きな影響を与えるこ
とが示唆される。もちろん賃金の上昇が物価上昇を上回れば、
影響はそれほどでもないかも知れないが、ILOの Global 

Wage Report 2022–2023によれば、世界全体の実質賃金の
上昇率は 2022年に-0.9%とマイナス成長であり、同年の
インフレーションの影響が実質賃金に与える影響が大きかっ
たことを報告している（ILO 2022）。
途上国の食料品のインフレーションについては、その影響
の度合いや方向性が、影響を受けるグループによっても異な
ることには注意が必要である。同一国の中でも、食料支出の
総支出に占める割合は、低所得者層ほど高く、食料インフレ
による負の影響を総じてより大きく受ける。ただし、農業従
事者で、まさに国際的に価格が高騰している農産品の生産者

であれば、むしろ当該農産物の価格上昇は望ましい部分もあ
る。また、途上国の農村で食料を自家生産、自家消費してい
る場合もあるので、輸入品などの価格高騰に際して、自家生
産に切り替えるなどの一定の対抗手段が取れる家計もあるだ
ろう。逆に、都市の貧困層はこのような手段がとれず、物価
高騰の影響を受けやすい。また、酪農や養鶏業など、外国の
飼料に頼った自営業者も、負の影響を受けやすい。
途上国での生活費危機は、特にその影響が大きい層にとっ
ては、食事の回数を減らす、より安く買えるが栄養価が低い
食品を選択するなどの行動につながる。例えばコロナショッ
ク前の 2019年と比較し、飢餓に直面する人口が 1億 220

万人増えたということが報告されている（FAO, IFAD, UNICEF, 

WFP and WHO 2023）。また、教育投資などに振り向ける資
金を犠牲にしてしまうこともある。報道によると、2023年
にラオスの大学入学者数が 2018年以来、最低になっており、
生活費の高騰、インフレ、自国通貨の切り下げが、学生の高
等教育への進学に一斉に影響を及ぼしているとしている 2。
このように、経済危機の家計への影響について、個別家計
による対処に限界もあるところ、危機時においては政策対応

2 https://laotiantimes.com/2023/08/15/laos-records-decline-in-

university-enrollment-across-the-country/ 2023年 9月 29日ア
クセス。
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図 6　食料品支出の総支出に占める割合の国際比較
出典：Ritchie（2023）に基づき筆者作成
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が必要となってくる。影響の度合いの把握とともに、影響を
受けやすいグループを見極めて、適切なターゲティングを行
うことが必要である。しかし現実的にはこれも必ずしも容易
ではない。例えば、貧困率の推計は国毎に行われるセンサス
などの大規模調査に拠る場合が多く、実施頻度の限界に加え、
そのタイミングや調査・集計に要する時間など様々な制約が
ある。貧困人口に関する統計では世界銀行が 2019年の 6億
4,800万人から 2020年に 7億 1,900万人に増加する（World 

Bank 2022a）としているが、これも 2020年の数字は予測
値である。国別ではそれぞれの国の統計機関がより新しい実
測値を発表しているが、定義の違い等から必ずしも他国比較
には馴染まないことも多い。なお、コロナショック後は、ター
ゲットを絞って電話調査を通じてタイムリーに途上国家計の
生活状況を調査するなど、こうした既存の統計とは異なる方
法での危機の程度や影響を受けやすいグループの把握を行う
試みなども模索がされてきている 3。

3.　債務問題

3.1.　コロナショック下での公的債務の増加
インフレーションとともに、コロナショック後、世界的に
注目を集めたのが債務問題である。本節では、特に途上国で
問題となった公的債務、すなわち政府部門の借入について議
論する。IMFの統計によると、コロナショック前後の 2019

年と 2020年で、公的債務の対 GDP比率は先進国で 105.4%

から 124.4%へ、新興国で 55.7%から 65.8%へ、低所得途
上国で 42.9%から 48.5%へそれぞれ上昇し、2021年以降

3 一例として、世界銀行による Covid-19 Household Monitoring 

Dashboardなどがある。

は若干の減少は見られるものの、コロナ禍以前の水準にまで
は戻ることなく高止まりしている。
ここで強調しておきたいが、コロナの感染拡大などの深刻
な疫学的、経済的な緊急事態において、政府が社会的なサー
ビスの提供や必要な経済対策を講じるために債務を増やすこ
とは、全く間違ったことではなく、むしろ経済社会がさらに
深刻な状況に陥ることを防ぐために適切な判断である。しか
し、先進国においては低金利政策に加え、中央銀行による非
伝統的金融政策としての国債買い入れもあり、公的債務の拡
大は経済に大きな負の影響を与えることなく行うことが可能
だった一方、途上国では、債務負担の持続性への懸念から、
必要な財政支出を維持することが難しい場合があった。それ
どころか、いくつかの国では、コロナショック以降の経済の
低迷の中で、過去の債務の返済が困難となる、あるいはその
リスクが急増する国が見られた。
表 1に民間格付会社の定義に基づく、途上国の公的債務
の 2020–2022年の債務不履行実績を示す。2020年以降、
公的債務の不履行の件数は以前までのペースを大きく上回っ
ている。
また、本稿の執筆時点で、IMFは低所得国の債務返済のリ
スクを 26か国について「高い（high）」、また 10か国を最
も厳しい評価である「返済に困難が生じている（in debt 

distress）」の状態にあるとしており、依然として債務問題は
注視が必要な状況となっている。

3.2.　債務危機の背景
コロナショック以降、途上国で公的債務危機が生じた背景
を論じるうえで、まず政府財政と公的債務の関係を整理した
い。図 7にあるように、当該年の歳入と歳出の差額が財政
収支（fiscal balance）であり、マイナスとなる場合は財政
赤字（fiscal deficit）となる。これに加え、過去の政府債務

表 1　2020–2022年の途上国政府の債務不履行実績

2020年
アルゼンチン（2月）、レバノン（3月）、エクアドル（4月）、スリナム（7月）、ベリーズ（8月）、
ザンビア（11月）

2021年 ベリーズ（9月）

2022年
ロシア（3月）、スリランカ（4月）、ベラルーシ（7月）、ウクライナ（8月）、エルサルバドル
（9月）、ガーナ（12月）

注： 格付会社Moody’sが、2020–2022年にデフォルト認定したケースを記載。債務再編などによりすでにデフォルト状態を脱
した国も含む。

出典：Moody’s（2023）に基づき筆者作成
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の当該年の元本返済額を加えた額が、政府にとってのファイ
ナンス必要額（gross financing needs）であり、新たな借入
の必要額である 4。
この資金調達には、国内借入と対外借入がある。政府が自
国通貨建ての国債を発行するなどし、それを主に国内の銀行
などの金融機関が購入することが主な国内借入の方法であ
る 5。しかし途上国では、国内の金融システムが未発達である
ことや、特に外貨資金が必要であることから、対外借入、す
なわち自国以外の資金ソースからの借入に頼ることも多い。
しかし対外借入は多くの場合が外貨建てであり、外貨の資
金繰り、すなわち、必要な時に十分な外貨が確保できている
かという課題を伴う。輸出競争力のある産業をもち、十分な
輸出ができている、あるいは海外から新たな借入や投資によ
る外貨流入が十分ある場合には、外貨の資金繰りは問題にな
らない。しかし、外貨の流出が上回り、政府の手元外貨が不
十分になるような状況においては、政府は対外公的債務の元
利払いや輸入決済に窮することになる。
コロナショック以降の途上国の債務不履行は、このような
外貨の資金繰りが困難になったことが直接的な契機となった

4 なお、借入の他に政府資産の売却などによる資金調達の方法も
あるが単純化のため省略している。

5 国内債務を外国の主体が保有する比率も一部の国では多く、経
済の不安定要素となりうるが、ここでは深く立ち入らない。

ケースが多く見られた。
このことを理解するうえで重要な背景は、途上国の対外債
務の構成が、2010年代以降、急速に変化してきたことである。
図 8に低所得国（low income countries）・低中所得国（lower-

middle income countries）の対外公的債務残高とその内訳を
示す。

2000年代半ばより、低所得国・低中所得国の対外公的債
務の残高が急激に増えていることがわかる。だが、それ自体
はそれほど驚くべきことには当たらない。途上国経済は
2000年代以降、高い経済成長率を記録してきており、GDP

の規模も増大してきた。例えば 7%で成長している国であれ
ば GDPの規模は 10年後には 2倍、20年後には 4倍になる。
そうした中、その国の公的債務の負担能力は、債務の絶対額
よりも、対 GDP比率で評価されることが多い。成長して
GDP規模が大きくなった国は、課税できる経済基盤も大き
くなり、負担できる公的債務の絶対量も通常増えると考えら
れるためだ。また、実態としても GDPが大きくなれば政府
部門の必要支出の規模も増え、社会保障費など、所得水準が
低い時には整備されていなかった項目も加わっていくことに
なるため、政府の資金ニーズ自体、以前より増えていくこと
が一般的である。したがって、図 8で、低所得・低中所得
国の債務残高の絶対額が加速度的に増えていくことは高成長
国であれば、ある程度自然なことと言える。

歳入

元本償還歳出 利払い

基礎的財政収支
Primary Balance
財政収支
Fiscal Balance

ファイナンス必要額
Gross Financing Needs

債務負担/債務元利払い
Debt Service

国内借入 対外借入

国内金融部門がどれだけ支えられるかという問題 国際収支部門（民間取引を含む）での外貨の資金繰りの問題

図 7　政府財政と公的債務の関係
出典：筆者作成
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しかし、注意すべきは債権者構成の内訳の変化である。図 8 

で、2010年代以降、債券保有者、すなわち一般にユーロ債
と呼ばれる、国際市場での債券発行（主にドル建て）による
借入残高、及び中国からの借入残高が特に増加してきている
ことがわかる。2000年代までは途上国政府への民間部門か
らの貸し付けは、民間金融機関のシンジケートローンなどが
中心であったが、その残高を大きく上回るペースで、国際市
場での債券発行が増えてきたということである。この背景と
して、2010年代は米国をはじめとした先進国の金利は低水
準にあり、高利回りを求める投資家資金が、より高い金利で
発行する途上国政府の債券の購入を積極的に進めたというこ
とがある。また、中国からの借入残高増加については、
2013年に習近平国家主席が提唱した「一帯一路」の経済圏
構想も背景にある。
このような新たな対外資金ソースは、2000年代に入って

から高い成長を続けた途上国にとって、その成長を支えるた
めに極めて重要であった。しかし、これら資金は、それまで
途上国の政府に対する貸し手として主流であった世界銀行な
どの国際金融機関や、パリクラブメンバーと称される、日本
や欧米諸国を始めとした先進国による公的資金とは異なる特
有のリスクがある。まず、国際市場での債券発行による資金
調達は、譲許性の高い公的金融機関の融資に比べて金利が高
いことに加え、償還スケジュールも、毎年少しずつ返済義務
が生じるのではなく、5年後、10年後に元本の一括償還と
いうように、返済額が一度に大きなものとなりやすい。また、
金融環境の変化で新規発行が突然難しくなることもあるとい
う不安定性を抱えた資金でもある。また、中国の資金につい
ても途上国にとって貴重なリソースであることには間違いな
いが、債務の透明性や、融資対象事業の妥当性や採算性に疑
義が呈されることがしばしばある。

Multinational creditos such as 
the World Bank 世銀等多国間

貸し手

Paris Club creditors excl. Japan 
パリクラブ債権者（日本以外）

Japan 日本

China 中国

Non-Paris Club creditors excl. China 
非パリクラブ債権者（中国以外）

Commercial banks/Other private 
creditors 商業銀行他民間債権者

Bondholders 債券保有者
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図 8　低所得国（low income countries）・低中所得国（lower-middle income countries）の対外公的債務残高
とその債権者別内訳
注 1：低中所得国は、一人当たり GNIが 1,086–4,255米ドルの国、低所得国は同指標が 1,085米ドル以下の国。
注 2： 債権者構成のうち、パリクラブ債権者とは、先進国を中心とする伝統的な債権国グループ（日本をはじめ、22か国がメ

ンバー）。非パリクラブ債権者とはこれ以外の二国間債権者で、中国のほか、インド、サウジアラビア、UAEなどが含
まれる。

出典：World Bank, International Debt Statistics 2022に基づき筆者作成
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コロナショック以降の経済環境の中では、このような新た
な債務構成の変化のリスクが顕在化したといえる。その典型
的な例として、2022年 4月に債務危機に陥ったスリランカ
について以下議論する。スリランカ経済は 2000年代終わり
に国内の内戦が終結して以降、高い成長を続けたが、コロナ
禍以前より慢性的な財政赤字と貿易赤字の状況にあった。財
政については医療・教育といった基礎的社会サービスが無料
であり、また多くの省庁・国営企業を抱えるなど構造的に歳
出が大きかったが、税収などの歳入基盤は一方で弱かった。
また、主要な輸出品は衣類や紅茶であるが、生活物資や工業
品の多くは輸入による外国製品に頼る構造であり、大幅な貿
易赤字を生み出していた。観光業によるサービス収支で一
部補填される部分があるものの経常収支は慢性的な赤字で
あった。
こうした財政の脆弱性や外貨獲得能力の弱さにもかかわら
ず、新たな資金ソースからの対外借入は 2010年代に進み、
中央政府の公的債務の対 GDP比率は 2010年の 71.6%から
2020年には 101.2%まで増大した。2010年代はほぼ毎年
新規の外債発行を行うことができ、対外公的債務に占める外
債の割合が急速に増加した。また、同時期に、中国の公的・
民間部門からの借入も増加した。これらの対外借入はスリラ
ンカ経済の構造的問題の改善を促すことはなく、むしろ脆弱
な構造の温存に貢献した部分があったとも言える。しかし、
2010年代後半からこのような経済のあり方に綻びが見え始
め、2017年には南部ハンバントタ港の開発で中国輸出入銀
行から借り入れた債務の返済に窮し、同港の運営権が中国に
長期にわたりリースされるという事態も生じた。
そして、2019年 4月に同国で起こった連続爆破テロや、

2020年以降の新型コロナの感染拡大は、観光業を中心に同
国経済に大きな影響をもたらした。観光による外貨収入が見
込まれない中、国際金融市場の同国に対する見方は厳しくな
り、2020年以降、新規の外債発行は困難となった。このよ
うに対外借入の制約が出てきた場合、国内借入を増やすしか
ないが、多くの場合、国内借入はより大きな金利負担を伴う。
コロナ禍の影響に加え、2019年には大幅な減税を実施して
いたこともあり、2020年は歳入が激減し、以降公的債務の
利払い費は歳入の 7割に上る事態となった。
そして、スリランカの外貨準備の水準は、新たな外貨流入
が限られるなか、2020年以降急速に低下した。2021年終
わりには輸入決済資金が 1か月分を切るような状況となっ
た。スリランカ政府は 2022年 3月には為替変動を許容する
も、事態は好転しないまま、翌 4月に緊急事態宣言、モラ

トリアム宣言を行い、対外債務の支払いを停止したのである。
同じような状況は、スリランカだけに留まらず、サブサハ
ラ・アフリカのザンビアやガーナでも見られた。これら諸国
でも 2010年代に公的債務における外債依存度を高めていた
が、コロナショック以降、国際市場での債券発行が困難な状
況となり、それまでに発行した外債の元本、利払い負担に支
障をきたすという状況が生じている。

3.3.　債務危機の帰結
それでは、政府が対外公的債務の不履行を起こすことで経
済にはどのような変化が起こり、社会的な影響はいかなるも
のであろうか。第 1に、債務不履行を契機に為替の下落と
インフレ率の高騰が起こるとともに、特に輸入に頼っていた
物資を中心に、その調達が困難になることがある。為替の下
落は債務不履行前から発生していることもあるが、不履行が
実際に起こるとその国の信認はさらに低下するため、国内か
らの資本逃避が加速、自国通貨売りが進み、通貨価値がさら
に下落することが多い。また、この結果、輸入製品の自国通
貨建ての価格が高騰することから、インフレーションが進行
したり、あるいは外貨自体が枯渇してしまえば、輸入物資の
調達そのものが難しくなる。
例えば、スリランカでは債務危機前に 1ドル＝ 200スリ
ランカ・ルピー前後であった為替が、2022年 4月の債務不
履行の後、同年半ばまでに 1ドル＝360スリランカ・ルピー
まで下落し、インフレ率は 2022年 9月には前年同期比で
72%まで高進した。輸入に頼っていたガソリンなどの入手
が特に債務危機直後は困難になり、ガソリンスタンドの前で
利用者が長蛇の列をなす姿が報道され、一週間の間に給油可
能な量が制限されるなどした 6。ザンビア、ガーナも債務不履
行後にインフレ率がピークを迎え、それぞれ最大で 50%、
25%程度まで進んだ。
第 2に、債務危機以降、特に債務再編交渉が長引く場合
などに、海外からの追加的な資金調達が困難になることが多
い。元本・金利の支払い時期を迎える対外公的債務について、
不履行宣言を行ったからと言って、これら債務がすぐさま帳
消しになるということではない。各債権者と債務国のあいだ
で、繰り延べや削減の交渉が行われることになる。だが、通
常ではこれら交渉がまとまらない限り、新規の借入や投資に
よる新たな資金流入は多くは望めない。かつては、特に低所
得国では主な海外からの貸し手は国際機関や先進国政府であ

6 その後、給油上限規制は 2023年 9月に撤廃されることとなった。
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り、その融資は援助という意味合いが強く、債務再編交渉は
同じような立場、考え方を持つグループの間での対話であり、
比較的早期にまとまりやすかった。しかし、現在は貸し手が
多様化し、中国、インド、サウジアラビアといった新たな二
国間の貸し手や、民間の外債保有者など、立場の異なる当事
者が増え、債務再編交渉も複雑さが増している。コロナショッ
ク後、コモンフレームワークと呼ばれる、これら多様な貸し
手の間の債務再編交渉の枠組みが作られたが、実際の交渉に
は時間がかかっている。交渉が長引く中、新たな資金調達手
段が限られ、政府は大規模な支出を行うことは難しくなる。
第 3に、経済の再建については、IMFが資金を融通しなが
ら、当該国と経済再建計画について合意しながら進めていく
ことが一般的である。こうした経済再建計画では、もともと
の債務危機が、財政赤字や外貨不足などに起因する場合、歳
出の抑制や、緊縮的な政策の中での必要外貨の確保といった
点が追求されることが多い。かつてはこうした経済再建計画
が途上国にとって「痛みを伴う」として批判されることも多
かったが、近年では IMFも、財政赤字の削減を目指しなが
らも脆弱層への支出等については確保することを途上国政府
に働きかけている。とはいえ、増税や、補助金の削減など、
危機の前に比べての相応の国民負担増は免れないものとなる
ことが一般的である。経済を安定的な軌道に戻す過程では、
過去の経済運営に放漫な部分があれば正していくことは必要
となってくる。

4.　ポストコロナの世界経済と途上国
―レジリエンスを高めるために

2023年半ば以降、主な先進国ではインフレーションが収束
しつつあり、経済の大きな変動は収まってきているように見
えるが、ロシア・ウクライナ戦争は継続しており、また中国
経済の先行き不安などもある。このような個別の事象ととも
に、途上国経済に影響を与える要因として以下をあげておき
たい。
第 1に、世界の金利情勢である。特に、先進国の金利動
向は、途上国への資本フローにも大きく影響を与えるところ、
その動向からは目が離せない。短期的には、コロナショック
以降のインフレの抑制のために始まった米国をはじめとした
主要先進国の金融引き締め傾向が、いつ再び転換するかとい
う点がある。またより長期的には、コロナショック後の世界

経済が落ち着きを見せた先には、途上国に資金が集まるきっ
かけとなった 2010年代のような先進国の低金利の時代が再
びやってくるのか、それとも今後は世界的な金利水準が高止
まりするのかによっても途上国の資金調達を取り巻く環境は
大きく変わってくる。
第 2に、経済危機の「傷跡（Scar）」の影響の程度である。
これは、景気後退が起こった場合に、中期的に経済損失が持
続して元の成長経路に容易に戻れない、いわば後遺症のよう
な事象が長期間にわたって続く可能性のことを言う。これは
パンデミックの中では、学校閉鎖による児童の学習損失や、
長期の失業による労働者のスキルの損失などの長期的な影響
に特に注意を払う必要がある。特に、コロナショック以降の
経済の低迷時に、先進国ほどに財政出動や各種の政策による
十分な対応を行えなかった途上国では、このような傷跡がよ
り大きくなる可能性がある。これは当該国の経済成長の潜在
能力を後退させるとともに、影響を受けた個々人を長期にわ
たり苦しめる可能性があり、人間の安全保障の観点でも注視
が必要である。
第 3に、コロナショックを経て、企業や家計の行動様式
がどれほどに変化していくかということである。移動制限を
きっかけとした、モノ需要のサービス需要に対する相対的な
高まり、リモートワークなどの働き方の変化、また主に米国
などで指摘されている、コロナ禍以降、自発的な離職などの
要因による労働供給の減少など、さまざまな変化が観察され
ている。コロナショックに関わらず、AI技術についてもこ
こ数年の進歩は目覚ましい。これらは先進国のみならず、途
上国の今後の経済活動や産業構造にも抜本的な変化をもたら
す可能性がある。
第 4に、経済のブロック化や、貿易・投資の分断といっ
た動きがどの程度進むかということである。コロナショック
以降、グローバルサプライチェーンの脆弱性が露呈するとと
もに、食料・エネルギー分野でも、その調達を他国に過度に
依存してきたことによる安全保障上のリスクの発現が見られ
た。また、特定国によるコロナワクチンの買い占めなどの問
題も生じた。こうした体験を踏まえ、今後各国が自国中心主
義を過度に追求し、反グローバリゼーションの動きが高まる
可能性には注意が必要である。
人間の安全保障は、景気の後退時は特に脅威にさらされる。
本稿の冒頭に紹介したセンの言葉も特にこのような景気後退
時のための備えの必要性を示唆している。コロナショック以
降の経済危機の経験を踏まえて、途上国が改めて立ち返るべ
き課題について特に以下の点を強調したい。
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第 1に、平常時から健全なマクロ経済運営と財政規律を
追求することの重要性である。人間の安全保障の議論は、保
健や教育など、個別分野でのセーフティーネットのあり方に
注目が集まりがちである。しかし、それは平時からの健全で
安定的な経済運営が続けられてこそ、その財源も積み上げら
れ、経済危機時にも余力を持った対応が可能になる。また財
政規律のない経済運営は、景気後退時には自らを窮地に立た
せることが、コロナショック下においても観察された。社会
的な支出や保護的な政策も、歳入や外貨の資金繰りなど、マ
クロ経済上の様々な制約を考えずに野放図に実施しては、持
続可能なものにはなり得ない。
第 2に、公的債務のリスク管理の強化の必要性である。
本稿で議論したように、途上国の対外資金調達環境は 2010

年代以降大きく変化し、低所得国でも外貨建国債発行による
民間からの資金調達や、中国を始めとした新たな公的資金の
貸し手の重要性が増した。膨大な開発資金のニーズの中で、
これらを活用していくに際しては、これまでの援助を中心と
した資金とは異なる金利水準や、償還期間の設定、また資金
の流入の継続に不安定性要素があることに十分留意して、適
切な債務管理ができる体制を整えていくことが極めて重要で
ある。
第 3に、持続的な成長機会の獲得である。特に途上国に
おいては人口増加のペースなどにも鑑み、安定的な経済成長
は不可欠である。途上国の発展の過程では輸入品への需要も
増えてくるところ、それに見合う外貨獲得能力の向上が必要
であり、その際には国際価格の変動に極端に左右されないよ
うに、産業の多角化を図っていくことも重要である。また公
共投資は生産力の向上への貢献が見込まれる事業を適切に選
択・実施していく必要がある。
国際社会の役割も重要である。コロナ禍のような大規模な
経済ショックの際に、迅速に、機動的に、脆弱な国を支援し、
回復の道のりに乗せる国際的な支援メカニズムの確立も不可
欠である。コロナショック直後の財政支援や債務支払い猶予
などの国際的支援は、世界金融危機の教訓なども踏まえ、か
なり迅速に意思決定がなされた。今後、コロナショック以降
大きく経済が混乱した国に対して、国際社会がどのように力
を合わせ、債務の再編を進めるか、また傷をうけた経済をど
のように支え、回復への道のりにどのように関わるか、これ
は現在進行中の課題であり、これは人間の安全保障の視座か
ら見ても重要なプロセスである。

おわりに

人間の安全保障を考えるうえで、人々の生活が拠って立つ
経済活動の状況悪化の意味するところは大きい。本稿は、コ
ロナショックから現在に至る世界経済の危機が、どのような
特徴を持ち、また特に途上国にとってどのような影響を与え
たかを考察するとともに、これら諸国の回復とレジリエンス
の強化の展望と課題を整理した。
複合危機と呼ばれる近年の経済危機は複数のリスクの連鎖
やその相互影響、不確実性の大きさ、政策的ジレンマといっ
た特徴があることを論じた。また、途上国のインフレーショ
ンにはとりわけ食料品価格高騰の影響が大きいが、地域毎、
国毎でもインフレの程度にはばらつきがあり、所得水準が低
い国や社会階層・グループに特に負の影響が高い可能性があ
ることを考察した。また、債務問題についてはコロナショッ
ク後の債務の増加自体が悪いわけではないが、2010年代以
降の途上国の対外公的債務の貸し手の構成変化などの背景の
中、特に財政や対外部門の脆弱性を抱えた国で債務返済に支
障が出たことを述べた。
今後の世界経済がどのように回復に向かうのか、不透明な
部分も未だ大きいが、途上国は健全な経済運営を行い、債務
リスクの管理能力を向上させながら、質の高い投資を行って
成長の機会を模索するという、基本に立ち返った方向性が、
経済のレジリエンス向上にとって重要である。国際社会はま
た、こうした甚大な経済ショックに協調して立ち向かう枠組
みを、多様な当事者の間でさらに進化させていくことが必要
である。コロナショック後の大きな経済危機はその損害は甚
大であったが、そこからの学びを生かしてこれからの時代に
備えることが求められている。
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複雑化する栄養問題へのマルチセクター／マルチ 
ステークホルダー・アプローチの実践による対応

野村　真利香 1）・牧本　小枝 2）

1）JICA緒方貞子平和開発研究所　客員研究員
2）JICA緒方貞子平和開発研究所　主席研究員

要旨要旨　　人びとの栄養状態は、気候変動、新型コロナウイルス感染症、紛争など複合危機の相互作用に加えて人口構造の
変化、疾病構造の変化を背景としながら、現代のグローバルなダイナミクスの影響を直接的にかつ間接的に受け
ている。世界の栄養問題は複雑化しており、世界のあらゆる地域で集団の栄養状態が低栄養から過栄養に変化す
る「栄養転換」に加えて、今後は気候変動の観点で「グローバル・シンデミック」と呼ばれるように、食料生産
の低下と不安定化による栄養不良が悪化することが予想されている。複雑な課題に効果的な対応が求められる今
日の栄養協力においては、人間の安全保障の視点に立ち、この急激な変化を人間中心に捉えることが必要である。
今後は、個人や集団の行動変容のためのエンパワメントに加えて保護の観点で健康的な食環境を整備すること、
そして課題特有の複雑性、ローカル性、多様性に対応するべくマルチセクター／マルチステークホルダー・アプ
ローチの実践が求められている。

はじめに

2021年 9月にニューヨークで行われた国連フードシステ
ムサミット 1では、複合危機が食・栄養問題に影響を与える
構造について議論された。この構造とは、3つの Cとして気
候変動（Climate Change）、新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）、紛争（Conflict）と、5Fsとよばれる食料（Food）、
肥料（Fertilizer）、財政（Finance）、飼料（Fodder）、燃料（Fuel） 
の 5つの地政学的影響との間に相互作用があり、その相互
作用の結果として食料安全保障、人びとの食事・栄養・健康、
環境持続性、生活に影響が生じるというモデルである
（Hendriks et al. 2022）（図 1）。このモデルは、経済が弱く
なると人びとの食料安全保障に影響が生じること、また紛争

1 国連フードシステムサミット（Food Systems Summit: FSS）は、
国連の持続可能な開発目標（SDGs）の達成のためには持続可能
な食料システムへの転換が必要不可欠だという、グテーレス国
連事務総長の考えに基づき開催される国連主催のサミット（農
林水産省）。

が食料だけでなく飼料、肥料、燃料の輸出入に影響し、世界
の食料生産能力ならびに供給能力にも影響が及ぶことを示し
ている。現実に近年のウクライナ侵攻によって、世界中で食
品へのアクセス状況に変化が起きた。たとえばイエメンでは、
国連からの支援物資の大半であるウクライナ産穀物の物流が
停滞したことにより、ウクライナ侵攻以前に比べると小麦価
格は 1.5倍に上昇、燃料の供給危機や輸送コストの高騰によ
り、人びとが小麦や穀物を購買することができていない。そ
の結果、2022年 12月までにイエメンだけで飢餓と低栄養
に苦しむ人びとの数（IPC2フェーズ 3以上）はイエメン全
人口の 53%にあたる 1,900万人に達すると予測された 3。ウ
クライナ侵攻前の 2020年には 1,350万人であったのに対し

2 総合的食料安全保障レベル分類（The Integrated Food Security 

Phase Classification: IPC）で IPCフェーズ 1が「食料が十分な
状態」、IPCフェーズ 2「食料不安」、IPCフェーズ 3「急性食料
不安」、IPCフェーズ 4「人道的危機」、IPCフェーズ 5「飢きん」
と分類される。

3 The Integrated Food Security Phase Classification 2022, The 

Integrated Food Security Phase Classification (IPC), Yemen: 

Acute Food Insecurity Situation January–May 2022 and 

Projection for June–December 2022. Accessed on January 5, 

2023. Available at https://www.ipcinfo.org/

本レポートで述べられている見解は執筆者個人の見解であり、JICAや JICA緒方研究所としての見解を示すものではありません。

https://www.ipcinfo.org/
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て急増した。このように 3Csが 5Fsと言われる地政学的影
響と相互作用することによって、人びとの身体に起こる最終
的な栄養状態として飢餓や低栄養が引き起こされている。
また 3Csは栄養の不均衡、そして過栄養をも引き起こし
た。COVID-19で長く続いた外出制限によって消費エネル
ギー量が極端に減り、さらに精神的ストレスも加わり体重増
加が生じたり、通常の保健医療サービスへのアクセスが制限
されたことで血糖値や血圧のコントロールへの影響も指摘さ
れた（Stefan et al. 2021）。また昨今の気候変動によって食
料生産に影響が生じ、生鮮食品流通の停滞・アクセス制限に
よる食生活の乱れを起因とした過体重・肥満、そして慢性疾
患増加などの影響が出てくることから、地球環境と人間活動
の関係をどのように再構築するか考えることが、国際的な喫
緊の課題となっている（Fanzo and Downs 2021）。
さらに同時進行で加速する人口構造の変化は、栄養問題を
考える上で無視できないものになっている。低中所得国の人
口増加によってこれまで以上に食料やエネルギー配分に不均
衡が起こることで、低中所得国だけでなく地球全体の格差や
貧困を増加させることとなり、飢餓や低栄養がこれまで以上
に課題となることが予想される（FAO et al. 2020）。アジア
は、日本や先進国が経験したよりも早い速度で高齢化するこ
とも予測されている。人口が高齢化することによって、高齢
者の低栄養・フレイル（加齢に伴う虚弱）が増加するだけで

なく、慢性疾患も増加し、医療負担増加をもたらすことにな
る。しかし多くの低中所得国においては疾病予防への資源配
分が十分ではないため、今後は疾病予防を重視した健康・栄
養政策と、疾病予防への資源配分が必要となる（Wang and 

Wang 2021）。また人びと自身もより一層、健康的な食事を
含む疾病予防・健康管理に取り組むことが求められる。
このように人びとの栄養状態は、複合危機、すなわち上述
のような 3Csと 5Fsの相互作用に加えて人口構造の変化、
疾病構造の変化を背景としながら、現代のグローバルなダイ
ナミクスの影響を直接的にかつ間接的に、そしてあらゆるレ
ベルで、あらゆる方向から受けている。もとをたどれば、人
間の安全保障の概念の誕生にかかわったアマルティア・セン
の原点は飢饉に関する経済学であり、飢饉の原因が食料供給
量の不足ではなく、食料へのアクセスという構造的な問題で
あることを明らかにしたことが知られている（Sen 1983）。
しかし上に述べたように、複合危機下の現代においてもまだ、
その構造は変わっていない。であるとすれば、今日の複合危
機下における栄養問題において、「人間の安全保障」がもた
らす視座は何だろうか。
そこで本稿前半では、現代における複合危機下における栄
養問題の国際的議論の要点を人間の安全保障のレンズを用い
て確認する。この際、より効果的に今日の地球規模課題に対
応するための議論が展開されている「新時代の『人間の安全

図 1　複合危機下の食と栄養で懸念される 3つの Cと 5つの F

出典：Fanzo and Shauna（2021）（筆者訳）
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保障』―JICAの取り組み―」（JICA 2019）の概念に依拠す
ることとする。その後、現代の栄養問題を解決するための有
用なアプローチとして、マルチセクター・アプローチの具体
的活用について JICAによる協力事例を用いて議論する。こ
れら一連の作業を通じてマルチセクター・アプローチによる
栄養協力の政策、歴史、現場実践、概念を行き来し、今後の
栄養問題解決のためのアプローチとしてマルチステークホル
ダー・アプローチの必要性にも触れつつ、栄養問題における
複合危機下の人間の安全保障の今日的意義を考察する。

1.　栄養問題の整理

持続可能な開発目標（SDGs）においては、栄養は目標 2 

「飢餓をゼロに」に位置付けられ、8つのターゲットで構成
されている。ターゲット2.1では飢餓の撲滅、そしてターゲッ
ト 2.2では「あらゆる形態の栄養不良を撲滅する」ことが宣
言されている（United Nations 2015）。
世界保健機関（World Health Organization: WHO）は 2016 

年に栄養不良を「エネルギーや栄養素を摂取する際の不足、
過剰、または不均衡のこと」と定義している（WHO 2021）。
つまり栄養不良とは、低栄養（発育阻害、消耗症、微量栄養
素欠乏）だけでなく過栄養（過体重・肥満、そして食事関連
の非感染性疾患）も含む概念である。これまでは低中所得国
の栄養問題は低栄養が中心であったが、社会経済の発展に伴
うライフスタイルの変化によって、都市部を中心に過栄養が
みられるようになった。このように、集団の栄養状態が低栄
養から過栄養に変化することを栄養転換という。そして栄養
転換の過程においては、低栄養を解決しないまま、過栄養の
問題が急速に拡大することも多く、個人・世帯・地域・国で、
低栄養に加えて過栄養が同時に併存することを「栄養不良の
二重負荷」という（WHO 2017）。たとえば都市部で糖尿病
者や高血圧者の割合が高く、地方部では依然としてやせの割
合が多い国は少なくない。また、同じ家族で母親がやせで子
どもが肥満といった場合も二重負荷である。一個人でも、肥
満（栄養過多の状態）と鉄欠乏性貧血（微量栄養素が足りな
い状態）を併発し、食塩を過剰摂取（微量栄養素が足りすぎ
ている状態）している場合は三重負荷ということもある。こ
の栄養不良の二重・三重負荷は、世界のほとんどの国・地域
で起こっている現象である（Development Initiatives 2018）。
栄養問題を考える際には、食（food）と栄養（nutrition）
の関係も重要である。一般的に栄養とは、食物がエネルギー

や体組織に変換されることで、体が自ら栄養素を補給するプ
ロセスである。一方食（食物）とは、栄養素と呼ばれる必要
物質を供給するための食べ物のことである。食は、食事量や
食行動を調整することができる、重要な介入手段と考える。
しかし栄養状態には、食の他に遺伝や健康状態、活動量など
も関わることから、代謝性疾患の予防・管理には統合的なア
プローチが重要となる。しかし栄養状態が飢餓の場合には生
命維持と栄養状態回復のために、栄養素摂取としての食が重
要となる 4。したがってこの 2つの言葉には優劣の関係はな
く、本稿においては、栄養状態を向上させるアプローチの 1

つとして食があると考えることとする。

2.　栄養問題の複雑化、グローバル・
シンデミックと二重・三重責務行動

近年では気候変動の観点から栄養問題が議論されている。
2019年に世界的権威の医学雑誌 Lancetに発表された 56

ページにもわたる Lancetコミッション報告が、“The Global 

Syndemic of Obesity, Undernutrition and Climate Change: The 

Lancet Commission report” である（Swinburn et al. 2019）。
この論文は、肥満、低栄養、気候変動という 3つのパンデミッ
クは「グローバル・シンデミック 5」を構成し、人類の健康と
生存にとって現在最も深刻な脅威であると警鐘を鳴らした。
「グローバル・シンデミック」とは時間的・場所的な集積、
生物学的・心理学的・社会的レベルでの相互作用、共通の大
規模な社会的要因や決定要因によって生じる現象である。た
とえば気候変動が進行することで、食料生産の低下と不安定
化が生じ、低栄養が増える。またそのような状況で妊娠・出
産をすると、子どももまた、低出生体重児として生まれる。
低出生体重児は将来、心血管疾患、高血圧、あるいは糖尿病
などの非感染性疾患にかかるリスクが大きいので、より進ん
だ気候変動下においては、慢性疾患者の保健医療サービスへ

4 Encyclopedia Britannica “nutrition”. Encyclopedia Britannica. 

https://www.britannica.com/science/nutrition
5 「グローバル・シンデミック」とは、シナジー（synergy、相乗
効果）｣ と「エピデミック（epidemic、疾病の大流行）｣ を合わ
せた言葉で、1990年代に医療人類学者のメリル・シンガーによっ
て考案された用語・概念。

 Singer, Merrill et al. “Syndemics and the biosocial conception of 

health.” Lancet (London, England) vol. 389, 10072 (2017): 

941–950.

https://www.britannica.com/science/nutrition
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のアクセスにさまざまな支障が出ることが予想される（図2）。
このように、気候変動のもとで、栄養問題は不可逆的に、
かつ急激に悪化の一途をたどることになる。この変化の速度
が速く、大きなダイナミクスであるために、これらの課題に
1つずつ取り組む時間は我々にはもはや残されていないこと
から、この背後にある根本原因に取り組むことが重要である。
たとえば低栄養か肥満か、あるいは栄養問題か気候変動かの
どちらかだけではなく、両方に働きかけるようなアプローチを
採用することが、これからの栄養問題解決の在り方である。こ
のアプローチを栄養の二重責務・三重責務行動という（Hawkes 

2020，野村他 2022）。環境学分野でいう、コベネフィット・
アプローチ（1つの活動がさまざまな利益につながっていく
こと、共便益の考え方）に近い。たとえば、食料安全保障を
確保しながら肥満・生活習慣病の予防に価値を置き、人間の
健康とウェルビーイング、ジェンダーなど社会的衡平性の確
保、気候変動の課題に対応した環境持続性を推進するなど複
数の課題に働きかけることを意図とした国の食事ガイドライ
ンは、スウェーデン、ドイツ、カタール、ブラジルで策定さ
れており、難しいが不可能なことではない（Hawkes 2020）。
このようにグローバル・シンデミックの考え方は、複合危機
にどのように取り組むべきかの示唆を与えている。

3.　人間の安全保障を通して見る栄養
問題

JICAは人間の安全保障の実現にむけて、2つの行動原則
を掲げている。人びとが自らの可能性を追求できるように、
人・組織・社会の能力強化（エンパワメント）を行うこと、
そして多様な脅威に対して弾力性のある強い社会・環境をつ
くる（保護）ことである（JICA 2019）。この 2つの行動原
則の実践を通じて、目指すべき人間の安全保障の実現とは、
まさに一人ひとりの「命、暮らし、尊厳を守る」ことである。
本稿の議論において「命、暮らし、尊厳を守る」とはどの
ようなことか再考すれば、飢餓や低栄養に陥る脅威から母子
や脆弱な人びとの命を守ること、そしてもし命の危険に陥っ
ても、適切な治療や栄養を提供して命を守ることは、栄養問
題に取り組む上でのもっとも重要な使命であると言える。た
とえば、低中所得国において、産まれたばかりの子どもに与
える最初の母乳は、感染症を防ぎ、免疫を高め、新生児の成
長を促進するとともに、母親の産後の回復を助ける。必要に
応じて専門職によって適切に支援されながら母乳哺育を行う

家族

学校
病院 職場

公共空間

食物
交通 都市計画

土地利用

規範 経済 政治・政策
自然システム

地域 交友関係

肥満 気候変動

生態系の健康と
ウェルビーイング

人間の健康と
ウェルビーイング

低栄養

ミクロシステム
メゾシステム
マクロシステム
ガバナンス

図 2　グローバル・シンデミック：３つのパンデミック（肥満、低栄養、気候変動）間の相互作用
出典：Swinburn et al.（2019）（筆者訳）
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ことで、命が守られなければならない。そして人体機能を最
適化し健康を維持・増進するため、毎日の生活の中で食の営
みが行われるコミュニティでの暮らしもまた、守られなけれ
ばならない。
他方、現代において栄養問題として扱う課題は、もはや飢
餓や低栄養だけではなく、過栄養と呼ばれるような肥満、生
活習慣病にも対象が広がっており、対応・対策が急務である。
生活習慣病はかつて贅沢病と呼ばれ、国際協力の対象とすべ
きではないという議論も存在したが（Templin et al. 2019）、
今では複合危機下、かつ地政学的な影響を受けやすい食環境
で限られた選択肢しかなく、肥満や生活習慣病になる人が大
勢いる。WHOによれば 2016年には世界で 20億人以上が過
体重・肥満で、大洋州では成人の 59%が過体重、20%が肥満
である（Helble and Kris 2017）。大洋州のように脆弱な環境で
は運搬しやすく保存がききやすい Empty Calories food（エネル
ギーは高いが栄養がほとんど含まれないような、加工食品やア
ルコール、清涼飲料水などの食品）が蔓延するフードシステム
が島嶼の隅々にまで浸透している。ラジオでは毎日広告が流れ、
地方のスーパーでは清涼飲料水が水よりも安価なこともある。
そういった環境で、人びとは自分の明日の健康を考え、健
康的な選択ができるだろうか。人間の安全保障の視点で人間
中心に栄養問題を見てみると、低栄養だけでなく過栄養・肥
満・生活習慣病の人びともまた、複合危機下の地政学的影響
において命・暮らし・尊厳が脆弱である。言い換えれば、人
間の安全保障に照らせば、21世紀の現代的文脈において、
毎日過不足なく栄養を取れること、新鮮で健康的な食事が選
択でき、同時に人生の最後まで食を楽しめるという尊厳が守
られていない人びとの存在が浮かび上がる。

4.　栄養問題の対応におけるマルチセ
クター・アプローチの重要性

JICAは人間の安全保障を実現するため、具体的な 5つの
アプローチ（脆弱層の視点に立った協力、予防の重視、保護
と能力強化を組み合わせる、マルチセクター／マルチステー
クホルダーで取り組む、新しい課題に新しい解決方法を）を
挙げている（JICA 2020）。複数の要因が複雑に絡み合う栄
養問題の解決は、シングル・セクターでの取り組みでは不十
分なため、ここからは、マルチセクター・アプローチをとり
あげて栄養問題を考えてみたい。

多くの栄養問題の所在はコミュニティであり、人の日々の
生活行為にある。課題特有の複雑性、ローカル性、多様性が
あるために、従来からマルチセクターで取り組む必要性が指
摘されてきた。1970年代に特に低中所得国において飢餓・
低栄養が深刻化すると、国際社会では栄養改善の重要性およ
びその多様な原因が認識され、報告によれば、26カ国以上
でマルチセクターの栄養計画が立案・実施されていた。しか
しこれらのマルチセクター計画は、保健セクター以外では当
初想定したようには受け入れられることはなかった。その理
由の 1つとして、保健セクター以外がマルチセクターに参
画することで、各セクターが自らの権限に基づいた計画・実
施のプロセスを犠牲にされることを嫌ったことが指摘されて
いる（Levinson and Balarajan 2013）。その後、1978年に
アルマ・アタ宣言でプライマリ・ヘルス・ケアが提唱される
と、その具体的取り組みとして地域での栄養改善が行われる
ようになったが、同時期に起こったオイルショックがもたら
した経済不況による債務によって各国経済が悪化した。この
ため費用対効果が高く、より具体的な目標を指向する取り組
みに資源を集中させることとなった。結果として 1980–

1990年代に保健セクターは自らの責任で取り組める栄養直
接介入 6の活動を志向するようになり、マルチセクターの取
り組みが衰退したという歴史がある。
その後、ミレニアム開発目標の時代に選択と集中で母子の
死亡率削減が一定の効果を上げ、地球全体で社会経済の発展
が進むと、国際社会は栄養改善に再び関心を寄せるようにな
る。2008年に発表された Lancet誌の「母子低栄養」特集
においては、妊娠期から生後 2歳までの期間を「人生最初
の 1000日」と呼び、科学的根拠に基づいた費用対効果の高
い栄養介入が分析・特定されるとともに、この期間に十分な
栄養を確保することがその後の心身の発達・発育に重要であ
ることが強調された（Horton 2008）。2010年には各国政府、
国連機関、援助機関、市民社会、ビジネス、学術機関が参画
して栄養問題の解決に取り組む国際的枠組みで、国際的議論
を主導する役割を担う Scaling Up Nutrition （SUN）が発足
した。SUNの発足には日本政府の拠出によって創設された
日本社会開発基金（Japan Social Development Fund: JSDF）
が活用されたため、日本は SUNの生みの親である、と言わ
れることもある。この SUN発足によって、それまでに不在

6 保健サービスで行われる直接的な栄養介入（Nutrition-specific 

intervention）のこと。これに対して農業、水・衛生セクターといっ
た保健サービス以外の間接的な栄養介入を栄養間接介入
（Nutrition-sensitive intervention）という。
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と問題視された栄養分野におけるガバナンス機能が設定され
たのである。2013年にはWHOが、国際社会が取り組むべ
き栄養問題（発育阻害、消耗症、鉄欠乏性貧血、低出生体重、
完全母乳育児、小児肥満）を特定して「国際栄養目標」とし、
かつ数値目標を発表した（WHO 2014）。こうして、同年に
Lancet誌が再び「母子栄養不良」特集を発表し、栄養不良
の二重負荷、そして複雑化した栄養問題解決のためにマルチ
セクター／マルチステークホルダーで取り組む重要性が再び
提起されることとなり（Black et al. 2013）、持続可能な開
発目標における目標 2「飢餓をゼロに」の位置づけにつな 

がっている（Nomura et al. 2015）。
このように人間の安全保障で重要視されてきたマルチセク
ター・アプローチは、栄養分野においても同様に、重要性が
再認識されている。ただすでに記述したように、栄養分野は
マルチセクター・アプローチに一度失敗している。1980年代
と違うのは、2000年以降には、費用効果の高い介入の特定、
数値目標の特定、ガバナンスを担う国際的枠組みの構築、そ
してモニタリングを担う国際的枠組み構築など、それまで明
らかに欠けていたさまざまな体制が整えられてきたことであ
る。そして今、どのように組み合わせるのが効果的か、具体
的な実践が求められている。しかしながら、複数セクターの介
入による栄養改善への効果を定量的に示した研究は数少ない。

5.　子どもの低栄養の多元的要因に関
する分析事例

そこで JICAでは、マルチセクターによる介入が子ども 

の発育阻害率低減に効果的であることを示した 2018年の 

世界銀行の研究（World Bank 2018）に基づいて対象国や使
用する変数を拡大させ、追加分析を実施した（図 3）。方法
として Demographic and Health Surveys（DHS）プログラ
ム 7の個人レベルデータが得られるアジア（7カ国）とアフ
リカ（17カ国）の計 24カ国を対象としてデータセットを
構築した 8。対象国の最終的な選定に際しては、JICAの支援
対象候補となりうる国、栄養改善において特徴的な活動を
行っている国などを優先的に選定している。なお、DHSは
日本語で人口動態保健調査といい、多くの低中所得国の人口

7 Demographic and Health Surveys（DHS）は米国国際開発機関
（USAID）によって運営されている人口・健康統計調査で、世界
の低中所得国における個人レベルでのデータが提供されている。
詳細はウェブサイトを参照のこと https://www.dhsprogram.com/

8 詳細は、公開資料である全世界 2020年度テーマ別評価「多角的
アプローチによる栄養改善」 ファイナルレポートを参照のこと
https://www.jica.go.jp/Resource/activities/evaluation/tech_ga/

after/ku57pq00001cdfnb-att/202202_01_ja.pdf
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図 3　a取り組むセクターの数別の発育阻害減少への有効性
　   　b取り組むセクターの組み合わせ別の発育阻害減少への有効性
出典：JICA（2022）

https://www.dhsprogram.com/
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https://www.jica.go.jp/Resource/activities/evaluation/tech_ga/after/ku57pq00001cdfnb-att/202202_01_ja.pdf
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動態・保健に関する国際的な調査で、歴史も古く、各国の統
計代表値にも活用される包括的データセットである。
分析では、目的変数として 2歳未満児の発育阻害、説明
変数として、DHSで使用されているさまざまな変数から農
業セクター、水・衛生セクター、保健セクターに関連する変
数を選定した。農業セクターに関連する変数として最低食事
水準（Minimum Dietary Diversity: MDD）を採用した。水・
衛生セクターとして安全な水、改善された衛生施設、野外排
泄、手洗い設備、便の処理、下痢予防としての適切な授乳と
早期授乳を採用した。保健セクターとして産前健診、専門技
能者による分娩介助、産後健診、三種混合ワクチン、蚊帳の
使用を採用した。DHSは保健セクターの調査であり、保健
セクターと水・衛生セクターに関する変数は多くカバーされ
ているが、農業セクターに関連する変数はないため、1変数
のみが該当することとなった。また子どもの性別、母親の身
長、多胎、世帯構成員に占める 5歳未満児の割合、出生順位、
世帯構成員の人数、母親の婚姻状況、初産時の母親の年齢、
女性のエンパワメント、母親の教育レベル、世帯所得、居住
地域を調整変数とした。
まず、アフリカで見た場合、アジアで見た場合、アフリカ
とアジアの両地域で見た場合のすべてにおいて、介入セク
ター数が増えるほど係数の絶対値が大きく、目的変数である
発育阻害に与える影響が強いことが示された。次に、どのよ
うな介入の組み合わせが有効なのかを検討するため、それぞ
れの組み合わせのパターンでの回帰係数を算出した。結果と
して、農業セクターのみの介入、水・衛生セクターのみの介
入、農業セクターと水・衛生セクターの複数セクター組み合
わせによる介入のいずれにおいても有意とはならなかった
が、保健セクターとの組み合わせによる介入の場合に有意と
なる結果となった。そして、3セクターすべての場合、係数
の絶対値が大きくなった。すなわち、農業、水・衛生セクター
といった栄養間接介入は単独では効果が低いが、保健セク
ターにおける栄養直接介入と組み合わせることにより、発育
阻害の減少という効果に結び付く傾向が確認された。
発育阻害とは、長期的に十分なたんぱく質をはじめとした
栄養がとれずに慢性的な低栄養状態となって、年齢相応の身
長にまで成長しない栄養状態のことを言う。慢性的な低栄養
を防ぐためには、3セクターの協力した取り組みが必要であ
るということが改めて確認されるとともに、その組み合わせ
方として、保健セクターが軸となることで効果を生むことが
示されることとなった。この結果から、発育阻害の改善のた
めには、産前健診、専門技能者による分娩介助、産後健診、

三種混合ワクチン、蚊帳の使用など、シングル・セクターと
しての母子保健サービスによって、まず母子の命が守られる
必要があることが示唆された。施設で出産を終えた母子がコ
ミュニティに帰り、日々の暮らしの中で母乳育児、多様な食
品の活用、安全な水の確保、改善された衛生設備の利用など、
マルチセクターの取り組みによって支えられている構造が示
唆されたのである。

6.　JICAの協力事例（ソロモン諸島）：
人間の安全保障の観点から食・栄養の
実践を考える

さて、それでは人間中心でコミュニティのニーズに着目し、
低栄養対策、生活習慣病予防、マラリア予防、水・衛生の多
面的な健康課題に取り組んだ事例として、ソロモン諸島で実
施されたヘルシービレッジ推進プロジェクト9を紹介したい。
ソロモン諸島は近年の生活習慣や社会環境の変化により、こ
こ 30年程で米、小麦、砂糖、塩、インスタント麺、スナッ
ク菓子など、輸入の加工食品が身近になった。首都から遠く
離れた地方でも、野菜、イモ類、魚などをココナツミルクで
調理したような伝統食よりも、保存がきき、調理も簡単で手
に届く価格であることから、手軽な輸入の加工食品が多く食
されるようになった。その結果、国民の半数以上が過体重・
肥満、そして全死亡の 6割以上が心血管疾患や糖尿病など
の生活習慣病で占められるようになった。他方、マラリアな
どの感染症や、栄養不十分な食事で十分な成長が見られない
子どもが依然として多い地域もあり、「栄養不良の二重負荷」
に直面することになり、保健医療サービス省の予算は圧迫さ
れて深刻な状況であった。
ソロモン諸島では約 1,000の島に国の人口の 8割が住み、
病院や診療所に行くにも徒歩で森の中を数時間歩く、または
ボートに乗って数時間波に揺られる必要もあり、夜間や悪天
候では保健医療サービスを受けることも難しい。そこで JICA

は 2016年から 2021年の 5年間、限られた保健医療資源下
におけるコミュニティの健康力の底上げを目的として、住民
から推薦された健康推進員を育成する支援を行った（図 4）。
プロジェクトはマラリア、子どもの低栄養、成人の生活習

9 詳細は、ソロモン諸島ヘルシービレッジ推進プロジェクトの
ODA見える化サイトを参照のこと https://www.jica.go.jp/oda/

project/1500303/index.html

https://www.jica.go.jp/oda/project/1500303/index.html
https://www.jica.go.jp/oda/project/1500303/index.html
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慣病、水・衛生という 4つの健康課題を対象として、カウ
ンターパートの保健医療サービス省ヘルスプロモーション
（健康推進）部が中心となり他部署と連携を図りながら進め
た。そして人びとの生活に着目して、本当に自分たちに必要
なものはなにかということを住民組織と考えながら取り組ん
だ。たとえば、村の食生活を調査したところ、野菜の摂取が
偏っていることが初めて分かった。海辺の村では土に塩水が
しみ込んでいるために野菜が育たないので、何キロも離れた
山の上まで行く必要がある。急峻な山を登って畑まで行くの
は一苦労であるという状況もあった。そこでプロジェクトで
は農業省と協力し、農業指導員が講師となって、土の作り方、
海辺でも栽培可能な野菜の育て方に関する講習会を実施し
た。以前よりも手軽に葉物野菜が入手できるようになり、ソ
ロモン諸島では母の味であるトロロアオイという野菜のココ
ナツ煮が村でまた調理されることとなった。
首都から離れた地域でもインスタント麺やスナック菓子な
どの加工食品や清涼飲料水は好まれていることから、健康へ
の影響に加え、ごみの問題も深刻である。インスタント麺や
スナック菓子の包装、清涼飲料水の缶を浜辺や村のあちこち

に捨ててしまうので、山から流れる川にごみが溜まってしま
うことで、水流が滞ってしまう。この溜まった水面に蚊が卵
を産み付けてボウフラを発生させてしまうことでマラリア蚊
が発生するという事例が村人から共有されると、健康推進員
から、マラリア対策のための村の水路の清掃と、ゴミ集めの
活動が提案された。つまり島の食生活の変化がマラリア蚊の
発生の原因となり、その対策として衛生活動を行うことに
なったのである。このような事象において、人間の安全保障
の視座によって人間中心で物事を捉えると、コミュニティの
ニーズに多面的に応える、つまりマルチセクター的なアプ
ローチの必要性が導かれる。
このようにヘルシービレッジ推進プロジェクトでは、コ
ミュニティから直接選ばれ、コミュニティで村人と一緒に活
動する健康推進員の能力強化を通じたコミュニティのエンパ
ワメントに加え、これを持続可能に保護するための仕組みづ
くりも実施した。現場の経験と知見を体系化し、ヘルシービ
レッジ・モデルを開発し、全国展開するための政策・技術文
書、手引き書、啓発教材などを整備した。これらの文書・教
材は保健省から承認を得、さらに、このモデルを運用管理す

5

図 4　ソロモン諸島ヘルシービレッジ推進プロジェクトにおけるヘルシーセッティングのコンセプト俯瞰図
出典：JICA（2021）
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るための健康設定調整委員会を首都と州に設けるなど、まさ
にエンパワメントと、保護の両方でアプローチしたものである。
このヘルシービレッジ・モデルは、WHO西太平洋地域事

務局がこの大洋州島嶼地域を対象に推進している、限られた
保健医療資源下で健康を守るためのアプローチであるヘル
シーセッティングの 1つである 10。ヘルシーセッティングは
1980年WHO「ヘルスプロモーションのためのオタワ憲章」
が始まりで、地域社会の参加、パートナーシップ、エンパワ
メント、公平性が主要原則である。村だけでなく、学校、都
市、職場、市場などさまざまな場所が健康的であり、衛生的
であることを目指すコンセプトで、大洋州の国々に採用され
ている。JICAの技術協力によるヘルシービレッジ推進プロ
ジェクトは、WHO西太平洋地域事務局によって地域に提案
されたこのコンセプトをソロモン諸島政府とともに、村で具
現化・実践化し、ボトムアップで政策としてまとめ上げた事
例である。

7.　これからのマルチセクター・アプ
ローチによる実践

このように、栄養分野はマルチセクターの重要性に依拠し、
実務レベルにおいて様々な取り組みを行っている。ただし、
複数セクターによる取り組みの実施においては、各セクター
のターゲットの違いが障壁となる可能性がある。たとえば、
栄養介入が最も必要な対象集団は多くの場合、脆弱な人びと
である。したがって保健セクターでは、基本的な保健サービ
スに、地理的、経済的、社会的にアクセスできない母子を対
象とすることが多い。他方、農業セクターは生産能力を上げ
ることを目標とするため、一定以上の生産能力や土地を持つ
農家男性を対象とする。そして水・衛生セクターにおける給
水事業を行う場合は、水脈の有無が対象地選定の条件となる。
このような理由で、複数セクターでの別々のプロジェクトの
実施地域と時期を合わせるためには、計画段階において綿密
な調整が必要となる。具体的には、計画段階でプロジェクト
計画側の関係者がそれぞれのセクターが人びとの食・栄養に
及ぼす影響を理解した上で、必要な人に栄養が届くように、
対象地域あるいは対象集団を重ねて考えることが必要である。

10 詳細は Healthy Settings in the Western Pacificのウェブサイトを
参照のこと https://www.who.int/westernpacific/health-topics/

healthy-settings

モザンビークでは、保健プロジェクトを計画する段階から、
地方給水プロジェクトとコミュニケーションを開始し、両プ
ロジェクトで投入するモデル村を選定し、試行している。
JICAが開催した能力強化研修「栄養改善人材養成」に双方
のプロジェクト専門家が参加し、栄養に関して共通知識を得
た上で、それぞれのセクターの研修で齟齬がないように研修
内容を相互に確認している。複数セクターの行政官に同じ
メッセージとイメージが伝わるように、共通のイラストを使
うなどの工夫もしている。現在では、保健プロジェクトの対
象保健センター内に給水施設と衛生施設が建設される計画と
なり、この保健センターを利用する人びとが複数セクターの
サービスを受ける予定である。
このように、国レベルで JICA内複数のセクターが連携し

て対象を重ね合わせることで効果を狙うパターン（① JICA

内複数案件型）もあれば、国際機関との連携によって対象地
域のすみわけを行うこともある（②国際機関型）、また単一
案件の中で、JICA内の複数部が連携するパターン（③複数
部型）もある（表 1）。たとえばモンゴル国学校給食導入支
援プロジェクトは保健セクター主管であるが、プロジェクト
案件形成プロセスの段階で食材の持続的な調達システムの構
築が必須であることが判明し、農業セクターに議論への参加
を依頼した。その結果、プロジェクトの構成を保健セクター
の取り組みによる成果、農業セクターの取り組みによる成果、
それをつなぐ連携の取り組みによる成果という 3構造に整
理することとした。その他、単一案件の中でカウンターパー
トが複数セクター（複数省庁、複数部、複数課）にまたがる
パターン（④複数カウンターパート型）や、一案件の中で活
動レベルで複数セクターがかかわるパターン（⑤活動レベル
型）は、従来の JICAプロジェクトでもよく見られるマルチ
セクターの取り組みである。マルチセクター・アプローチを
進める場合には、対象国を俯瞰してどのような連携を志向す
るかを綿密に計画する必要がある。
マルチセクターと似たような言葉にマルチステークホル
ダーがある。栄養分野では、保健だけではなく農業、教育、水・
衛生など様々な分野（セクター）が連携することがまず重要
であるが、様々な行為主体（ステークホルダー）の参画によ
るパートナーシップも欠かせない。特に栄養分野の文脈では、
フードシステムに深く関係する食品企業、エビデンスを創出
する学術機関、地域に根付いて活動をする市民社会、栄養に
関する議論・ガバナンスを主導する国際機関、そして栄養実
践の行為主体である私たち自身が課題解決に参画し、「連帯」
の一部になることが望ましい。2022年 UNDP報告書では、

https://www.who.int/westernpacific/health-topics/healthy-settings
https://www.who.int/westernpacific/health-topics/healthy-settings
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それまでの保護とエンパワメントの人間の安全保障に加え、
人新世における人間の安全保障という実践のためには、縦割
り型を超えてあらゆるステークホルダーが協力する「連帯」
の重視が提案されている（UNDP 2022）。
では私たちの時代には、どのように連帯すればよいのだろ
うか。この連帯の再定義として、近年コレクティブ・インパ
クトに注目が集まっている。スタンフォードソーシャルイノ
ベーションレビューで発表されたコレクティブ・インパクト
は、2011年に John KaniaとMark Kramaerによって定義さ
れ、複雑化した現代の社会課題をセクターを超えた協働で取
り組む場合にとるべき手法で、5つの原則が特徴である
（Kania and Kramer 2011）。表 2に示すように、共通のアジェ
ンダを設定し、互いに強化し合う活動を独立して行い、主体
同士が継続的にコミュニケーションしながら、測定システム
を共有し、バックボーン組織に支えられるような体制を構築
することで、コレクティブ・インパクトは行われる。これま
での協働アプローチは、各主体者が構成員となってグループ
を形成し、グループの意思決定に則って活動し、グループの

成果を目指すというものである。これに対してコレクティブ・
インパクトは、各主体が得意分野を生かしつつ個別に活動し
て密な連携を求めないのが最大の特徴で、これをまとめるシ
ステム機能として、グループとしてアジェンダと測定システ
ムを共有する。コレクティブ・インパクトが目指す重要な点
は、人間中心、地域中心で特定されたアジェンダの解決であっ
て、グループの成果ではない点である。セクターやステーク
ホルダーによって使用する用語も、文化も、作法も異なるし、
当然ながら目指すべき経営理念やマテリアリティが異なる。
主体の志向や目的も多様化した現代においては、この言語化
できないズレを合わせるために密な連携を続けながら協働す
るのは調整コストが大きすぎる。このため、各主体の得意分
野がシステムとして集合体を形成し、人間中心、地域中心に
課題解決を実践するコレクティブ・インパクトのアプローチ
が着目されており、栄養分野でも、コレクティブ・インパク
トに依拠したマルチセクター・アプローチ、そしてマルチス
テークホルダー・アプローチの実践に挑戦している。

表 1　マルチセクター・アプローチによる JICA栄養協力の分類

大分類 小分類 マルチセクター連携の方法 JICA栄養協力における事例

複数 

案件型

① JICA内 

複数案件型
同じ国・地域で、JICA内複
数セクターの案件が連携する

・ 母子栄養サービス改善プロジェクト／ニアッサ州持続的給水システ
ム及び衛生促進プロジェクト（モザンビーク）
・ トゥルカナ持続可能な自然資源管理及び代替生計手段を通じたコ
ミュニティのレジリエンス向上プロジェクト（ECoRAD2）／乾燥・
半乾燥地域における気候変動適応力強化を通じた食と栄養改善プロ
ジェクト（IFNuS）／地方給水アドバイザー（ケニア）

② 国際機関型
同じ国・地域で、国際機関と
連携する

・ 食と栄養改善プロジェクトにおける世銀連携（マダガスカル）

単一 

案件型

③複数部型
単一案件の中で、JICA内複
数セクターにまたがる

・ 農業変革を通じた栄養改善のための分野別政策借款（ルワンダ）
・ 学校給食導入支援プロジェクト（モンゴル）

④ 複数 

カウンター 

パート型

単一案件の中で、カウンター
パートが複数セクター（複数
省庁、複数部、複数課）にま
たがる

・ 母子栄養サービス改善プロジェクト（モザンビーク）
・ プライマリ・ヘルス・ケアを通じた母子栄養改善プロジェクト（グ
アテマラ）
・ 国別研修 LEP2.0「給食ガイドライン開発」（マレーシア）
・ 栄養センシティブ農業モデル村構築プロジェクト（エチオピア）
・ 連邦首都区における栄養改善能力向上プロジェクト（ナイジェリア）
・ 農業を通じた栄養改善プロジェクト（ブルキナファソ）

⑤ 活動 

レベル型
単一案件の中で、活動レベル
で複数セクターがかかわる

・ ヘルシービレッジ推進プロジェクト（ソロモン諸島）

出典：筆者作成（2023年 10月現在）
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まとめ

本稿では、マルチセクター・アプローチによる栄養協力の
政策、歴史、現場実践、概念を行き来し、複合危機下の人間
の安全保障の今日的意義を見出すことを試みてきた。前提と
して、人びとの食・栄養は、気候変動、新型コロナウイルス
感染症、紛争による複合危機と、地政学的影響との相互作用
に影響を受けている。これに加えて、人口構造と疾病構造の
変化に伴い、今日の栄養問題は低栄養から過栄養へと変化し
ている。低栄養は何（エネルギーあるいは栄養素）がどれだ

け足りていないかに着目するが、過栄養や生活習慣病の対策
においては、何をどれだけに加えて、いつ、誰と、どこで、
どのように食べるのかを考える必要が出てきている。こう
いった複雑な対応が求められる今日の栄養協力において、人
間の安全保障の付加価値として次の 2点について強調したい。

1点目は、人間の安全保障が重要視する人間中心の視座で
課題を見ることで改めて、それまで取りこぼされていた人や
課題が拾えるようになることである。たとえば、過栄養や生
活習慣病を取り組むべき課題として包摂することができる。
人間中心に見ることで、生活習慣の行動変容（エンパワメン
ト）だけでなく、地政学的観点から健康的な選択を制限する
多様な脅威に対抗できる強靭な社会・環境づくり（保護）へ

表 2　コレクティブ・インパクトの 5つの原則

共通のアジェンダ
ステークホルダー全員が変化のビジョンを共有し、状況について共通認識を築き、合意
した活動を通じてともに課題解決に取り組む。

共通の測定システム
ステークホルダー全員のデータ収集と成果測定を定期的に実施し、活動全体の方向性を
維持し、相互にアカウンタビリティを果たす。

相互に補強し合う取り組み
活動は、各組織が独立して行うと同時に、相互に補強し合いながら協調的に実施されな
くてはならない。

継続的なコミュニケーション
多数のプレーヤー間で継続的かつオープンなコミュニケーションを行い、信頼関係の構
築、共通の目標や同期の確認を行う。

活動を支えるバックボーン組織
コレクティブ・インパクトを生み出してマネジメントしていくためには、活動主体とは
別に、バックボーンとしてのスキルを備えた人材から構成される単体あるいは複数の組
織が全体を支えてコーディネートする。

出典：Kania and Kramer（2011）（筆者訳）

表 3　個別活動、協働、コレクティブ・インパクトの考え方

個別活動 協働 コレクティブ・インパクト

成果 それぞれの成果 グループとしての成果 地域全体での成果

活動 それぞれの活動 グループ活動として一緒に行う。
各主体は個別に活動するが、継続的なコミュニケ
―ションによって連動するようにする。

連携 基本的になし グループの構成員となる。
共通のアジェンダを達成するために連携・協力・連
動を大前提とする。

意思決定
他者の影響を受けずに
独立して行う。

グループ構成員は、組織の意思決定
にのっとって行動する。

各主体はその中で独立した意思決定、活動を行う。
独立して実施する中で、自然と他者から影響を受け
る仕組みづくりを構築する。

評価 するしないは主体次第
こだわる場合もあれば、そうでない
場合もある。

共通のアジェンダ、評価手法で見える化する。

出典：筆者作成
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の取り組みも必要となる。2点目に、これからは、命を守る
保健セクターの取り組みに加え、暮らしと尊厳を守るために
マルチセクター・アプローチによって保健セクターだけでは
解決できない食料や水・衛生、教育、ジェンダーといった複
数セクターの取り組みが必要である。これからの課題解決に
向けて本質的な結果を得るためにはコレクティブ・インパク
トで調整コストの低減をはかりつつ、マルチセクター・アプ
ローチ、そしてマルチステークホルダー・アプローチを実践
していくことが求められる。
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論 考論 考

紛争中の自然災害―シリアにおける複合危機の 
発生から人間の安全保障への示唆

武藤　亜子
JICA緒方貞子平和開発研究所　専任研究員

要旨要旨　　本稿は、武力紛争中に突発的な大規模自然災害が発生するという複合危機に際し、人間の安全保障にいかなる実
践と課題があったのか、シリア紛争中の北西部地震を事例に論じた。人間の安全保障を実践するアプローチには
保護とエンパワメントがあり、緊急事態の発生に際しては保護が強化される。このため本稿では、命の保護（人
道支援など救命活動）、暮らしの保護（人道、復興、開発協力）、尊厳の保護（例えば暴力、虐待、強制、収奪の
予防や対応）の三つの保護を分析枠組みとした。国際社会は通常、大規模自然災害が発生すると一致して復興に
協力するが、紛争中の復興は紛争当事者の敵対関係の影響を受ける。シリア紛争の場合は複雑な国際関係も復興
に影響した。そうした中でも人間の安全保障を推進しうるきっかけとして、本稿ではシリアの人びと自身のエン
パワメント、欧米諸国の制裁の一部緩和、シリア政府とアラブ連盟加盟国との関係改善を挙げた。

はじめに

ウクライナ紛争による死者数は 2022年の 1年間だけで 8

万人を超え（Department of Peace and Conflict Research 

2023）、武力紛争（以後「紛争」と呼称する）が今なお私た
ちの安全を脅かす重大な危機であることを世界に示してい
る。多くの紛争は市街地を戦場とするため多数の一般人が命
を脅かされ、家屋や仕事を失い、貧困状態に陥る。紛争が長
期化していくと学校、病院、発電や浄水設備などの国家の基
幹インフラが破壊され、また行政機構や企業活動が影響を受
けるなどして社会・経済・統治基盤は劣化する。紛争という
危機が別の危機を引き起こして危機は複合化する。また、
COVID-19など感染症や突発的な大規模自然災害などの危機
は紛争とは無関係に発生するが、それらの危機への対応が紛
争の影響を受けたり、それらの危機が紛争の推移に影響を及
ぼしたりしてしまう。つまり別個に発生した危機が互いに影
響しあい、複合化する。このような、危機が危機を引き起こ
したり別個に発生して影響し合ったりする複合危機は、ウク
ライナやシリアに限らずミャンマーやアフガニスタン、イエ

メンなど多くの紛争で見受けられる。
本稿は、このような複合危機が人びとにどのような影響を
及ぼすのか、また複合危機に際してどのような国際協力があ
りうるのかについて、人間の安全保障の視座に立って考察す
る。人間の安全保障は人びとを中心にすえて命、暮らし、尊
厳を守ることに焦点を置く概念である。したがってこの概念
は、人間の安全保障を脅かすのは紛争だけではなく突発的な
大規模自然災害―地震、津波、洪水など―、貧困、経済危機、
気候変動、感染症など多岐にわたり、しかもそれらは互いに
関連し合うと捉える。そこで本稿では、危機として特定しや
すい紛争と地震を取り上げ、複合危機はいかに人間の安全保
障を脅かすのか、また複合危機に際して人びとの命、暮らし、
尊厳を守るためにいかなる対処や課題があるのかを明らかに
する。具体的には、本稿を執筆中の 2023年に発生した複合
危機、すなわちシリア紛争中の北西部地震を取り上げる。被
災地にはシリア政府が統治する地域に加え、反体制勢力が実
効支配する地域が含まれる。12年に及ぶ紛争により、すで
に人びとの命、暮らし、尊厳は脅かされていた。そうした状
況での地震発生は紛争の推移とどのように影響し合ったの
か。また、かかる複合危機は異なる勢力の支配下にある人び
との安全にいかなる影響を及ぼし、国際社会はいかに対処し

本レポートで述べられている見解は執筆者個人の見解であり、JICAや JICA緒方研究所としての見解を示すものではありません。
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たのか分析する。
人間の安全保障を実践するには人びとの保護とエンパワメ
ントという二つのアプローチがあり、緊急事態の発生に際し
ては保護が強化される。そこで次節では、紛争中の突発的な
大規模自然災害の発生という状況において人間の安全保障を
実践する保護アプローチの射程について整理し、本稿の分析
枠組みを提示する。第 2節では、シリア北西部地震に焦点
を合わせ、地震発生前の紛争の推移を概観しつつ、地震発生
に際していかに人びとを保護する取り組みがあったのか、そ
こにはいかなる課題があったのかを分析する。第 3節では
複合危機の発生における人間の安全保障への対処と課題を論
じ、最後に本稿全体から得られる示唆を提示する。本稿は質
的研究の手法を用い、分析に際しては、シリア国内で国際協
力に従事する機関へのインタビューや文献調査により取得し
たデータを基に、ナラティブ分析や過程追跡といった研究方
法を使用した。

1.　保護の諸相

1.1.　保護の三つの側面
人びとの命、暮らし、尊厳といった人の営みを守る人間の
安全保障を実践するうえでの基本的な考え方は、既述のとお
り、人びとの保護と人びとに対するエンパワメントという二
つのアプローチを組み合わせることである。ここでいう保護
とは人びとの命、暮らし、尊厳を守る方策のことであり、エ
ンパワメントとは人びとが自分や他人のために行動できる力
のことである（Commission on Human Security 2003）。保
護とエンパワメントの組み合わせは千差万別であるが、一般
に紛争や突発的な大規模自然災害などの緊急時には命の保護
が強化される。そして、人びとが緊急事態を脱して平時に向
かうにつれ、社会・経済・統治基盤を回復させて暮らしを保
護し、これにより、人びとのエンパワメントを強化していく
ことになる（武藤他 2018）。いずれの状況においても尊厳
の保護は人間の安全保障の基本である。もちろん、緊急事態
の最中であってもエンパワーされ、自分や他人のために行動
できる人はいる。しかし紛争などの危機が長期化したり、複
合危機が発生したりして命が危険にさらされ続ける状況では
保護が長期化し、人が自立して暮らしを営めるようなエンパ
ワメントの推進は、一般に困難になると考えられる。
それでは、保護アプローチの射程とはいかなるものか。今
に至る人間の安全保障の概念と実践の基礎となった「安全保

障の今日的課題」は、命を救う保護の実践の例として人道支
援に言及する（Commission on Human Security 2003）。人
道支援は伝統的に紛争などの被災者に対し、食料、水と衛生
的な環境、保健医療、避難所を提供してきた。倒壊した建物
の中から生存者を探索し、救助するレスキュー活動も命の保
護に直結する。既述のとおり紛争や突発的な大規模自然災害
など緊急事態の発生に際しては、伝統的な人道支援やレス
キュー活動などにより個人の救命を優先させる必要がある。
人びとが緊急事態を脱するにつれて、命のみならず暮らし
を保護する必然性は増していくが、実際には命の保護と暮ら
しの保護は互いにかかわりあう。二つの保護の関わりは、昨
日まで命の保護を実践し、今日から暮らしの保護を実践する
という意味での連続性とは異なり、重なり合うものである。
例えば現代の人道支援は食料や保健医療などに留まらず、農
業、教育、早期復興など幅広い領域を含む。また既出の「安
全保障の今日的課題」によると、保護とは人びとの基本的な
権利と自由を守るための国内および国際的な規範、プロセス、
制度、およびその整備であるという。具体的には、「警察制度、
環境規制、医療ネットワーク、教育制度、セーフティネット、
労働賃金制度、予防接種キャンペーン、外交活動、危機や紛
争の早期警告システムなど、社会のあらゆるレベルで機能す
る制度」（前掲書，132）が保護に必要とされている。これ
らは命、暮らしの両方の保護に資するものである。
複合危機下においては、尊厳の保護はより一層影響を受け
る。機関間常設委員会の「人道的な活動における保護に関す
る機関間常設委員会方針」（IASC 2016）は、人びとが保護
されない状況を、とりわけ紛争の間に人びとがさらされる暴
力、虐待、強制、収奪にあると整理した 1。仮に命や暮らしが
無事であっても暴力、虐待、強制、収奪を受けるようでは、
人びとの安全が保障されているとはいえない。現代の人道支
援や復興、開発協力は、これらの危機から直接的に人びとを
保護するため、暴力、虐待、強制、収奪の情報収集や記録、
子供やジェンダーに基づく暴力の被害者に対する避難所やメ
ンタルケアなどの物理的、心理的な保護の提供、地雷対策や
住宅・土地・財産に対する権利保全支援などを実施する。こ
れらの活動は私たちが人として認められ、不当な扱いを受け

1 同方針では、暴力を「身体的または心理的虐待の行為、または
脅迫」、強制を「本人の意思に反して何かを強要すること」、収
奪を「人びとが必要とする商品やサービスを利用できないよう
にすること。意図的であるかないか、直接的であるか間接的で
あるかを問わない。差別を含む場合もある。」と定義する（IASC 

2016, 13–15）
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ないことを保障するものではないが、少なくとも意図するも
のである。ただし、国際協力がこれらの活動をもれなく実施
したとしても、人びとの尊厳が確保されたと評価することは
難しい。一連の活動は尊厳の保護の一例に過ぎないことには
留意が必要である。
ここまで、人間の安全保障の二つのアプローチのうち、緊
急事態に際して強化される保護の実践には、命、暮らし、尊
厳の三つがあることを明らかにしてきた。実際にはこれらの
三つの保護は明確に分かれているわけではなく、密接にかか
わりあっている。以上の議論を総括したのが図 1である。
緊急事態においては、まず命の保護（人道支援など救命活
動）が必要である。しかしそれだけでは、私たちの安全は保
障されない。暮らしの保護（人道、復興、開発協力）も早急
に必要である。暮らしの保護のために整備された基幹インフ
ラ、経済基盤、行政制度、教育、保健医療といった社会基盤、
それらを運営管理する統治基盤は危機の発生を予防し、危機
が発生しても命を保護する人道支援に資するはずである。ま
た尊厳の保護（例えば暴力、虐待、強制、収奪の予防や対応）
のための活動は、平時か危機発生時かにかかわらず必要であ
る。他方で既述のとおり、尊厳の保護の実践が完全な尊厳の

保護を可能にするわけではない。尊厳を保護する活動のみを
実施しても命や暮らしが保護されなければ、尊厳が保護され
ているとはいえないであろう。命、暮らし、尊厳の保護は互
いに深く関連し合っている。緊急事態においては図 1のよ
うに三つの保護を意識して活動を実施していくことが、人間
の安全保障の推進に有用である。
なお、人間の安全保障の二つのアプローチのうち保護は、
一義的には政府により実践される（武藤他 2018）。政府が
整備する社会・経済・統治基盤や治安の安定は、人間の安全
を保障する核となる。しかしそれだけではなく、地元の
NGOや市民社会組織、さらに近年では企業が社会貢献活動
や人権を重視したビジネスを通じ、人間の安全保障の推進に
貢献している。さらに国連機関などの多国間協力機関、
JICAなどの二国間協力機関、アラブ連盟などの地域機関、
また国際 NGOや財団なども人道支援や復興、開発協力など
を通じて人間の安全保障の推進を支援している。多様な組織
が保護をもたらすことになる。ただし、緊急事態に保護を強
化する場合であっても、保護だけではなく人びとのエンパワ
メントが発現することで、人間の安全保障が包括的に推進さ
れることには留意が必要である。次に、本稿が主題とする紛

命の保護

暮らしの保護

尊厳の保護

緊急事態

図 1　緊急事態に強化される人間の安全保障の三つの保護―本稿の分析枠組みとして
出典：筆者作成
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争中の突発的な大規模自然災害という複合危機の発生に際
し、三つの保護はいかに対応しうるのか、補完的に論究する。

1.2.　 複合危機―紛争と大規模自然災害―におけ
る保護

前項で明らかにしたように、危機の発生に際し、国際社会
は命の保護（人道支援など救命活動）の実践に集中し、危機
が収束するにつれて暮らしの保護（人道、復興、開発協力）
を強化する。そして保護のいずれの実践においても、国際社
会は尊厳の保護（例えば暴力、虐待、強制、収奪の予防や対
応）を同時並行させる。この保護の実践は、紛争と突発的な
大規模自然災害のいずれにおいても共通する。しかし、紛争
と大規模自然災害それぞれの危機に対する国際社会の保護に
は、実際には二つの違いがある。
違いの一つは、保護を実践する主体であろう（Hanatani 

et al. 2018）。紛争の場合、反体制勢力が一部地域を実効支
配し、傘下の人びとを保護することがある。当該勢力が住民
との信頼関係を築き、事実上の国家のように機能する場合も
あるが、政府との関係や国際的な支持などの影響を受け、そ
の力量にはばらつきがある。敵対する勢力同士が、人道支援
その他の保護の実践を妨害することも珍しくない（アンダー
ソン 2006）。国際社会は政府に協力するだけではなく、実
効支配の状況に即し、現地の事情に詳しい市民社会組織など
と協力して保護を実践する場合がある。これに対し、紛争の
影響のない地域で突発的な大規模自然災害のみが発生する場
合、被災者を一義的に保護するのは政府であり、市民社会組
織や企業も参画する。この場合、人道支援の実施が人為的に
妨害されることも考えにくい。
もう一つの違いは、命の保護から暮らしの保護へ移行して
いくタイミングであろう。紛争の場合、国際社会は激しい戦
闘が続く間は命の保護を優先し、戦闘が収まりつつあるタイ
ミングで協力内容を暮らしの保護にシフトさせる。しかし、
紛争が長期化する場合や紛争の強度が地域により異なる場合
には、命の保護と暮らしの保護は混在する。つまり紛争の場
合、移行のタイミングは紛争ごとに異なり、紛争の推移や強
度、また紛争当事者同士の力関係など様々な文脈に即して決
まっていく。これに対し、突発的な大規模自然災害のみが発
生した場合、国際社会は災害が収まり次第できるだけ早く、
復興、開発協力の開始を求められる。紛争に比べても暮らし
の保護への移行のタイミングを見出しやすく、タイミングも
早い（Hanatani et al. 2018）。
それでは、紛争中に突発的な大規模自然災害が発生した場

合にはいかなる保護の実践があるのか。例えばインドネシ 

ア・スマトラ島大地震およびインド洋津波の大きな被害を受
けたスリランカは、全土で内戦中であった。スリランカの場
合、復興支援の割り当てをめぐる紛争当事者同士の争いが激
化してしまった。他方でインドネシアでは被害が紛争地ア
チェに集中したため、アチェはインドネシア政府による復興
の対象となり、国際社会もこれに協力し、この結果、紛争も
終結に至った（Billon and Waizenegger 2007; Perkasa 2019）。
このように先行研究からは、紛争の推移や被害状況などの文
脈が、大規模自然災害発生後の紛争の推移や被害に対する国
際協力を左右していた。紛争中の場合、突発的な大規模自然
災害の発生に際して必ずしも一致した保護の実践が観察でき
るわけではない。複合危機下の多様な状況に即し、人間の安
全保障を推進するアプローチも変化するし、推進できない場
合もある。
本節では、複合危機に対処する人間の安全保障の三つの保
護という分析枠組みを提示し、紛争中に突発的な大規模自然
災害が発生する場合の保護の実践は必ずしも一様ではないこ
とを確認した。次節では、シリア紛争中の北西部地震を事例
として、複合危機下の人間の安全保障における保護の実践と
課題を抽出する。

2.　シリア紛争中の北西部地震 

―保護の実践と課題

2023年 2月 6日、マグニチュード 7を超える地震がトル
コ南東部を震源として二度発生した。最大の被災地はトルコ
であるが、トルコと 900 kmにわたって国境を接するシリア
にも、北西部を中心に大きな被害が発生した。しかも周知の
とおり、シリアは 12年にわたる紛争中であり、シリア政府
が事実上統治していない被災地もあった。このため、被災者
の保護は必ずしも平時と同様には進展しなかった。本節では、
まず地震発生時にシリアの統治がいかなる状況にあったかを
概説し、続けて、地震の被害の概要を必要に応じて紛争によ
る被害に遡って明らかにする。そのうえで、三つの保護の実
践と課題を考察する。

2.1.　地震発生時のシリアの統治の状況
既述のとおり、地震発生の時点でシリアの一部地域は反体
制勢力が実効支配していた。図 2は、国連が公開するシリ
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アの大まかな勢力圏図である。このうち赤色はシリア政府が
統治する地域である。反体制勢力が実効支配する地域は主と
してシリア北部にあり、少なくとも三つの反体制勢力がそれ
ぞれ緑色、緑と黄色、青色の地域を実効支配していることが
わかる。

2 地名は本文中では、アルファベットに即してカタカナ表記とし
た。ただし、アラビア語の定冠詞（Alおよびその変化形、例え
ば Al Lādhiqīyaの Alや Ar Raqqahの Arなど）を「アル＝」「アッ
＝」など表記するのは煩雑なため、本文中では地名の定冠詞は
省略した。

3 南東部にある緑色の地域は、アメリカがそのプレゼンスを確保
したものであり、北部の緑色の地域とは実効支配の経緯も状況
も異なる。この地域は地震の影響を大きくは受けていないため、
本稿では考察の対象としない。

次に被災地の範囲を確認しよう。図 3は、震源地とその
周辺の地域の震度である。トルコの震源地（図 3の黄色）
からシリアの北部（図 3の水色）に至る地域全体が大きな
被害を受けた。図 2と重ねると、被災地は主要なすべての
勢力圏（図 2の緑色、緑と黄色、青色、赤色）にまたがっ
ていることがわかる。既述のとおり赤色はシリア政府が統治
する地域であり、他の紛争当事者による実効支配の状況は次
のとおりである。
まず図 2の北西部の緑色の地域は、震源地に最も近いア

レッポ県とイドリブ県の一部にまたがる。この地域は、主と
してシャーム解放戦線とその統治機関であるシリア救国政府
が実効支配する。シャーム解放戦線は国連により、過激派組
織アルカーイダの関連組織と認定されている（UNSC 
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2018）。次に図 2の青色の地域はアレッポ県とラッカ県、さ
らに北東部のハサカ県、ダイル・ザウル県にまたがり、主と
してシリア民主軍が実効支配する（United Nations Geospatial 

2023）。シリア民主軍は、過激派組織のいわゆる「イスラム
国（Islamic State: IS）」が一定の地域を実効支配していたと

4 地図の下に記載されている震度は改正国際メルカリ震度であり、
日本の震度とは異なる（気象庁 2023）。

き、アメリカなどの支援を受けて対 IS戦線の前線に立った。
シリア民主軍は ISの掃討に大きく貢献し、ISに代わって勢
力を拡大していった。しかしシリア民主軍はクルド人民防衛
隊を主体とするため、その台頭はとりわけトルコにとって脅
威であった。クルド人民防衛隊を擁すクルド民主統一党の関
連組織、クルディスタン労働党をトルコはテロ組織と認定し
ているからである。このため、トルコは 2016年以降 4度に
わたってシリア領内へ侵攻し、一部地域に影響力を確立した。

図 3　トルコ・シリア地震の震源地と周辺地域の震度 4

出典：USGS（USGS 2023）の一部を抜粋
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最後に図 2の緑と黄色の地域はアレッポ県とその東隣のラッ
カ県を含み、主としてトルコが支援するシリア国民軍と、同
軍と協力関係にあるシリア暫定政府が実効支配している。
このように、被災地はシリア政府が統治する地域と三つの
反体制勢力が実効支配する地域、つまり主要な紛争当事者が
関わる地域すべてに及んだ。次に、地震発生時のシリアの社
会・経済・統治基盤の状況と、地震がもたらした被害につい
て概説する。

2.2.　紛争の被害と地震の被害
紛争は既に、シリア国内に甚大な被害をもたらしていた。
冒頭、ウクライナ紛争の死者数が年間で 8万人超であった
ことを述べたが、シリア紛争の死者数は開始以来 40万人を
超えている（Department of Peace and Conflict Research 

2023）。しかも命の保護に関して言えば、例えば、シリア国
内の約 1,530万人が地震発生の時点で何らかの支援を必要
としていた。シリアの総人口は紛争が始まって以降は精緻に
確認できないが、紛争前には約 2,200万人であったので、
それに照らすと 10人中 7人になる。そのうち 1,210万人が
食料調達に不安を抱えていた（OCHA 2022, 9）。また 100

万戸以上の住宅が全壊、半壊、ないしは損害を受けていた（UN 

HABITAT 2022, 8）。
暮らしの保護をもたらすべき国家の制度や仕組みの状況も
深刻である。経済は欧米の制裁の影響（Al-Khalidi 2020）も
あり、例えばシリア・ポンドの対米ドルのレートは 2020年
に 224%下落したのに続き、2021年には 26%下落した。
ウクライナ危機の影響を受けて食料や燃料の値段が高騰した
ことも、シリアの経済に悪影響を及ぼしている（Luan et al. 

2022, xi–xii）。電力も不足し、2021年の国営電力の 1人当た
り消費量は、紛争前の 2010年の約 15%であった（Hatahet 

and Shaar 2021, 25）。保健システムも壊滅的な状況で、紛
争前のシリアのワクチン接種率はほぼ 100%であったが、
COVID-19のワクチン接種を 1度でも受けたのは 15.4%に
過ぎない。尊厳の保護に関し、政府および実効支配する反体
制勢力による恣意的な拘束や虐待、拷問、過剰な武力行使、
ジェンダーに基づく暴力などの尊厳を脅かす行為がいくつも
確認されている（UNGA 2023）。農地や道路、私有地、公共
施設に広範に仕掛けられた不発弾も、安全確保上の大きな懸
念である（OCHA 2022）。
紛争という危機にさらされたシリアの人びとの多くは、人
間の安全保障の観点からは、すでに適切な保護を受けにくい
状況にあった。地震という新たな危機は、その状況に更なる

被害を追加した。地震発生から約 3か月後の 6月、国連は
シリアの人道支援ニーズについての特別報告書を発表した。
それによると、地震の被害はイドリブ県とアレッポ市などア
レッポ県の北西部、ラタキア県の西部地域に集中し、最初の
二度の地震発生以降もマグニチュード 6を含む 9,000回以
上の余震が続いたとしている。地震は支配勢力を問わず、シ
リア国内の約 880万人に影響を与え、数十万人が避難し、
39万戸以上の住宅、2,149の学校、241の保健施設に被害
をもたらした。保健セクター関係者や保健省によると、5,900

人以上が死亡し、1万人以上が負傷した。また推定 17万人
が失業し、約 3万 5000の中小企業が影響を受けた。とりわ
け女性世帯主へのしわ寄せが大きい。地震の恐怖による新た
なストレスを訴える人も急増している。地震の前から滞って
いた電力、水、医療、教育など、命や暮らしを保護する仕組
みはさらに劣化した（UNSC 2023b）。
ただし、被害状況の詳細について、国連機関とは異なる数
値も発表されている。例えばイギリスに拠点を置くシリア人
権監視団は、死者数を 3月 4日の段階で 6,795人、このうち
反体制勢力が実効支配する地域の死者は 4,547人であるとし
た（The Syrian Observatory For Human Rights 2023）。また
シリア国内で活動する国際 NGOの International Medical Corps

（IMC）は、3月 8日の時点で 7,259人とした（International 

Medical Corps 2023）。被害を迅速かつ正確に把握すること
は、命を保護する前提であろう。しかし、紛争の影響を受け
て統治が分断されている状況が、被害の全容把握を困難にし
た。このことは、各種支援の実施にも影響している。

2.3.　緊急的な保護
地震という新たな危機の発生に、シリア政府は迅速に対応
する意思を見せた。地震の発生した 2月 6日に、アサド大
統領が議長を務める緊急閣僚会議が開催され、全国緊急行動
計画が策定されたのである。そして政府の調整に対応するた
め24時間体制の中央作戦室と、被災した各県に緊急オペレー
ションルームや救援委員会が設置された。シリア政府は被災
地支援に全力を挙げ、国民を守るという意思を表明したこと
になる。またシリア政府は、政府の技術チームとシリア・ア
ラブ赤新月社から成る対応チームを直ちに被災地に派遣し、
捜索や救助活動、調整などを行った。国連機関などに情報を
提供するため、省庁間のニーズ調整の準備も進められた。こ
のように、命を保護する取り組みが続いた（HCT 2023; Syria 

Report 2023）。
シリア政府の対応と同時並行的に、シリア人が被災者を保
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護しようとするする動きも確認できる。シリア国内外で寄付
が呼びかけられた。地震発生の前から人道支援に従事してき
た、シリア国内の組織の動きも活発である。例えばシリア開
発信託（アサド大統領夫人が紛争以前に設立）は、国連機関
や国際 NGOと連携して、政府が統治する地域における人道
支援を主導している。またシリア家族計画協会は、地震発生
後数時間のうちに被災者に避難所や宿泊施設の提供を開始
し、被災地に移動診療所を送り、緊急医療を実施した（Syria 

Report 2023; IPPF 2023）。その他にも革命青年同盟、シリ
ア国内の慈善団体や民間セクターなどによる自発的な物資の
提供や寄付、救急チームの結成といった動きが確認できる
（SANA 2023a; Al-Muhriz 2023）。
しかし既述のとおり、シリアの基幹インフラは長期化した
紛争という深刻な危機の影響を受けて壊滅的な状態にあっ
た。すでに多くの人が支援を必要とする状況にあり、また実
際に人道支援を受けていた。したがって、地震という新たな
危機に際して人びとを保護するには、より一層の国際協力が
重要になる。前節で明らかにしたとおり、地震の場合、国際
社会は直ちにレスキュー活動や人道支援などを実施し、政府
による被災者支援に協力する。実際、震源地やその周辺を中
心に地震により最も大きな被害を受けたトルコのチャヴシュ
オール外相は、地震発生から 1週間のうちに 96か国と 16

の国際機関から支援の申し出があり、56か国の 6,500人近
くが現地で活動していると述べた（Anadolu Agency 2023）。
これに対し、報道で確認する限り、同じタイミングでシリア
へ人道支援物資や資金を拠出した国・組織は 30弱、レス
キュー活動や医療チーム、人道支援を担う人材派遣に協力し
た国・組織は 15弱に留まる（SANA 2023b）。
この状況は、反体制勢力が実効支配する地域においてはさ
らに厳しかった。世界銀行が 3月中旬に発表した「2023年
シリア地震の緊急被害・ニーズ調査」は、現地に入れないと
いう制約を認めつつ、シリア全土で最も被害が集中したのは
アレッポ県であり、次いでイドリブ県であるとしている
（World Bank 2023）。図 3にあるように、両県とも政府の統
治と反体制勢力の実効支配が混在しているが、反体制勢力が
実効支配する地域の方が震源地に近い。人間の安全保障の観
点からはこれらの地域に対し、少なくとも政府が統治する地
域と同様の支援があってもよいであろう。しかし、地震発生
直後のこれらの地域に対する支援は、政府が統治する地域に
比べてより一層限定的であった。これから明らかにするよう
に、紛争に起因する大きな制約があったからである。
反体制勢力が実効支配する地域の被災者に対する保護の問

題は、大きく二つ挙げられる。一つは、支援を届けるルート
の問題である。反体制勢力が実効支配する地域で保護活動を
実施するには二つのルートがある。一つはシリア政府の許可
を得て、シリア政府が統治する地域から紛争の境界線を越え
て、反体制勢力が実効支配する地域向けに人道支援を実施す
るルートである（Sida et al. 2016）。もう一つのルートは国
連安保理決議 2672が定めている。それはシリア政府に通知
したうえで、国連機関とそのパートナー組織がトルコから図
2に記載のあるバーブ・ハワーの国境検問所を利用して、反
体制勢力が実効支配する地域に直接、人道支援を届けるルー
トである（UNSC 2023a）。他方で、安保理決議の有無にか
かわらず、地震発生以前から多くのシリア人がトルコ政府の
許可を受け、バーブ・ハワー以外の国境検問所を利用して人
道支援を実施していた 5。
ところが地震発生直後、人道支援物資の到着は滞った。一
つには、バーブ・ハワーに至るトルコ側の道路が地震により
損壊していたことがある（Makdesi 2023）。バーブ・ハワー
を通過してシャーム解放戦線が実効支配する被災地に国連機
関の人道支援が初めて届いたのは、地震発生の 3日後であっ
た（Chehayeb and Abduelgasim 2023）。また、この地域に
支援物資の提供や救助チームなど人材派遣を直接実施したの
は、3–4か国程度に留まった。地震によりトルコが被った被
害の大きさからも、越境型の人道支援全般に困難があったと
推察される。国連のグリフィス人道問題担当事務次長兼緊急
援助調整官は、このような状況はシリアの人びとを失望させ
たと述べた（Griffiths 2023）。地震発生後の初動において国
際社会の支援は、シリア政府が統治する地域に比べても著し
く少なかったと考えられる。
保護の実践におけるもう一つの問題は、人道支援物資の略
奪や人道支援の実施妨害である。一般に略奪は、どのような
場所で地震が発生しても観察される。シリア北西部地震にお
いても例外ではなく、複数の支配勢力によるいくつもの略奪
が報じられた（Salem 2023; Christou 2023）。人道支援の実
施妨害についても、既述のとおり武力紛争の場合、紛争当事
者同士が敵対する相手への人道支援を妨害することは珍しく
ない。シリアの場合も紛争の複雑さの影響を受け、人道支援
の妨害が多発した。例えばクルド勢力が手配して人道支援物
資を載せたトラックは、シリア政府およびトルコの影響を受
けた反体制勢力の妨害に遭った（Syrians for Truth and 

5 トルコを拠点にシリア向けの国際協力に従事するシリア人（1）
へ、TEAMSによる筆者のインタビュー。2023年 7月 21日。
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Justice 2023）。またシャーム解放戦線は、シリア政府の人
道支援を拒否した（Azhari and Gebeily 2023）。紛争の境界
線を越える人道支援が初めて被災地に届いたのは、6月下旬
である（OCHA Syria 2023）。保護をもたらすべきシリア政
府およびシリアの一部地域を実効支配する勢力は、結果とし
てその役目を果たせなかった。
このような困難な状況の中ではあったが、シリア人は互い
に助け合っていた。紛争下において、反体制勢力が実効支配
する地域でも政府が統治する地域同様、人道支援を受け入れ
る多くの組織が活動している。しかし、地震はそうした組織
も襲った。これまで経験したことのない規模の地震を突然体
験したショックから、多くの人は自身と家族の状況を確認し
た後、周りの人を助けられるようになるまで何日かを要した
という。それでもホワイトヘルメットと呼ばれる民間防衛隊
は、地震発生の次の日からレスキュー活動を実施した（The 

White Helmets 2023）。彼らは元パン職人、仕立屋、エンジ
ニア、薬剤師、塗装工、大工、学生などで、爆撃などで倒壊
した建物から生存者を救出するレスキュー活動を、数年以上
にわたり、反体制勢力が実効支配する地域で展開してきた
（White Helmets 2023）。爆撃などによる倒壊とは状況が異
なり、重機などの機材も圧倒的に不足している中で、ホワイ
トヘルメットは 3000人以上のボランティアを総動員し、他
組織の 300人以上のネットワークと協力して活動した（Swift 

et al. 2023）。また国際協力に従事する別の組織も、地震発
生の翌日から活動した。自身と家族の無事を確認した 30名
ほどのスタッフは、損壊を免れた備蓄倉庫から即座に避難所
に物資を提供したり、これまで支援してきた病院の医療器材
を被災地に搬送したりした 6。さらに別の組織の場合、それま
での人道支援実施における受託の権限が狭く、緊急時の資金
や物資を有していなかった。それでもこの組織のスタッフは
地震発生の翌日から寄付を呼び掛け、一定程度の資金を確保
した 10日以降に被災者支援を開始した 7。市場も機能してお
り、「現金それ自体が優先的なニーズ」、つまり多目的現金の
支援は有用であったことも確認されている（前掲書，15）。
地震という脅威の発生に際して十分な保護が提供されない状
況において、人びとは助け合って互いをエンパワーしていた。

6 トルコを拠点にシリア向けの国際協力に従事するシリア人（2）
へ、ZOOMによる筆者のインタビュー。2023年 7月 20日。

7 トルコを拠点にシリア向けの国際協力に従事するシリア人（1）
へ、TEAMSによる筆者のインタビュー。2023年 7月 21日。
インタビューの際、この組織は地震の前から人道支援の資金を
扱う権限が不十分であったため、緊急時に迅速な対応ができな
かったことを問題視した。

このように、地震の発生に際し、国際社会による命を保護
するための取り組みは大きく後手に回った。政府が統治する
地域には、一定程度の国際社会による支援が届いていたが、
限られていた。反体制勢力が実効支配する地域への人道支援
はさらに限定的であり、しかも人道支援の搬送も妨害されて
いた。悲惨な状況の中でシリア人は、自らの力でできうる被
災者支援を懸命に実施し、互いのエンパワメントを図っていた。

2.4.　中・長期的な保護
本項では暮らし、そして尊厳の保護を取り巻く状況を明ら
かにする。シリア政府は地震の発生直後から暮らしの保護に
も対応する意思を示し、住宅などの建物や給水所などの公共
設備の安全性を迅速に確認するとした。その後、シリア政府
はアレッポ県とラタキア県で、住宅など建物の再建を開始し
た。何十万ものアパートの安全性を診断し、強化が必要な建
物 6万近くを特定した。また民間セクターと協力し、被災者
の雇用機会確保のため、損壊した施設の再稼働や小規模事業
への融資支援を続け、4,500世帯が融資を受け始めた（Zain 

2023）。首都ダマスカス近郊のデイル・アリー発電所のリハ
ビリや、アレッポ発電所の再稼働も報じられた（Salameh 

and Al-Jazaeri 2023; Mhamad 2023a）。反体制勢力が大半
の地域を実効支配するイドリブ県が含まれないものの、これ
らは被災者の暮らしを保護し、これにより尊厳の保護にも資
する、シリア政府の優先的な取り組みと理解できる。
国際協力も報じられている。例えば UNICEFは損壊した

保健センター、診療所の復旧やプレハブの設置、さらにアレッ
ポ大学病院の小児病棟の復旧を実施した。また水処理施設と
ポンプ施設の復旧といった暮らしの保護も提供している。尊
厳の保護の実践も見られる。例えば UNFPAはジェンダーに
基づく暴力への対応支援を継続し、WHOはメンタルヘルス・
ワーカーを訓練し、移動保健チームを動員して心理的応急処
置、緊急カウンセリング、個別相談、専門サービスへの紹介
などメンタルヘルス・サービスを提供した（UNSC 2023b）。
国連機関の他、例えば中国や UAEなどは住宅の提供を支援
し、UAEは学校の復旧も支援している（Xinhua 2023; Sharja 

2023）。ノルウェー難民委員会は、校舎の復旧や教員の訓練
などの協力についてシリア政府と合意した（Mhamad 2023b）。
これらの支援も人間の安全保障の視座に立つと、命や暮らし
に焦点を合わせ、それらにより人びとが尊厳をもって生きて
いくことに資するものである。
しかし、本格的な震災復興は包括的な公共事業を伴う。こ
れまで明らかにしてきた保護の実践は有用であるが、基本的
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に救命に付随する活動である。シリア紛争自体は収束に向
かっており、2020年以降は年間の死者数も 1万人を切るよ
うになった。これは国際社会が復興支援を開始した当時のイ
ラクや、死者数が増加していく中でも復興支援を持続したア
フガニスタンより少ない（Department of Peace and Conflict 

Research 2023）。シリアでも復興支援の実施は技術的には
可能と考えられるが、これまで提供されてきた保護は限定的
と言わざるを得ない。
震災復興がシリアで進まない背景には、言うまでもなく紛
争の影響がある。地震の約 2か月半後の広島 G7サミット首
脳コミュニケは、復興支援について「政治的解決に向けた真
正かつ揺るぎない進展があった後」に検討するとした（外務
省 2023）。G7は紛争当事者に対し、震災復興のためにも紛
争終結に協力するよう促したといえる。しかし前項で詳述し
たように、シリア政府と主要な三つの反体制勢力は、人道支
援に際しても協力しなかった。紛争と地震という複合危機に
見舞われても、シリアは復興、開発協力など命のみならず暮
らしに重点を置く保護を推進できないことになる。
それでも地震の発生は、シリア政府、反体制勢力を支持す
る欧米諸国、そしてアラブ諸国による紛争や各種支援への対
応に変化をもたらした。まずシリア政府の変化は、国境管理
に見ることができる。シリア政府は地震発生の1週間後、バー
ブ・サラーマとラーイーの二つの国境検問所について国連機
関の通過を承認した（UNSG 2023）。いずれの国境検問所 

も、地震の前からトルコ政府の許可を得た人道支援従事者や
物資が通過しており、シリア政府による開放の承認は人道支
援の実施に実質的な変化をもたらさなかったという 8。しかし
国連機関は、シリア政府の承認により二つの国境検問所を通
過できるようになった。初動には間に合わなかったが、シリ
ア政府は加盟国の主権を尊重する国連機関に協力して、被災
者を支援する姿勢を示した。
その一方でシリア政府の対応は、前項に記したバーブ・ハ
ワーについては異なっていた。この国境検問所の通過を定め
た国連安保理決議 2672は、期間限定であった。国連安保理
は有効期間の更新を協議したが失敗し、決議は 2023年 7月
に失効した 9。その後、シリア政府はバーブ・ハワーの通過を

8 トルコを拠点にシリア向けの国際協力に従事するシリア人（1）
へ、TEAMSによる筆者のインタビュー。2023年 7月 21日。

9 ブラジルとスイスが共同提案した決議ドラフトと、ロシアが提
案した決議ドラフトのいずれも否決された（UNSC 2023c）。な
お、シリアは安保理のメンバーではないためこの決定に関与し
ていない。

承認するレターを国連に提出したが、それには国連機関の
パートナー組織を指定するという条件が付されていた
（UNSC 2023d）。国連機関は他の国境検問所と異なる条件を
容認できなかったため、シリア政府と交渉しなければならな
かった（Lederer 2023）。シリア政府は国連安保理決議の失
効を機に、トルコから越境して反体制勢力が実効支配する地
域で国連機関が人道支援を直接実施することについて、国境
通過の決定権がシリア政府にあると示したことになる。
次に、欧米諸国による対応の変化について、制裁をめぐる
動きから確認したい。紛争開始以来、欧米を中心とした国・
組織はシリアの何百という個人や組織に制裁を科し、石油、
銀行など金融、運輸、インフラ、電力、貿易といった部門の
取引や協力、また人の移動を制限してきた。シャーム解放戦
線も制裁の対象である。制裁はシリアのGDPの損失（Nasser 

et al. 2013）や人道支援の実施に影響を及ぼし（OCHA 2014）、
紛争の長期化とともに一層強化された。制裁の対象ではない
取引や協力には、複雑な承認手続きや、トルコなどシリアと
国境を接する国々から実際に物資を越境させるに至る、多く
の労力と時間を要する。制裁は紛争の終結を促す手段として
広く認識されているが、例外はあるものの、シリア国内の人
道支援に際して必要物資の入手や資金確保が困難になるなど
の影響を与えている（Human Rights Watch 2023）。紛争の
長期化に伴って制裁の負の影響も増加する。
しかし地震の発生以降、厳しい制裁が科された状況は少し
変化した。アメリカ、イギリス、EUは地震の被害への対応
として、半年間、制裁の一部緩和を決定した（Marsi 2023; 

Government of the United Kingdom 2023a）。いずれも制裁
は命を保護する人道支援の実施に影響しないと主張していた
が、緩和した。さらにイギリスと EUは、措置の延長も決定
した（Government of the United Kingdom 2023b; Council of 

the EU 2023）。これらの動きは、初動は遅れたものの、欧
米諸国が地震の被害に対処しようとする姿勢を示している。
といっても人道支援の実施への効果は限定的である。アメリ
カは人道支援機関の再三の要求にもかかわらず、緩和措置を
延長しなかった（Hagedorn 2023）。これまで述べてきたよ
うに、紛争の長期化は当事国の社会・経済・統治基盤の劣化
を加速する。制裁の正負の影響が時間の経過とともにどのよ
うに変化するのか、検証が必要と考えられる。
最後に、地震の発生以降、アラブ諸国がシリア政府との関
係を復活させているのは特筆に値する。とりわけ象徴的な変
化は、シリアが地域機関であるアラブ連盟に復帰したことで
あろう（Cafiero and Milliken 2023）。シリアは 2011年の紛
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争開始以来、アラブ連盟から紛争に対する政府の責任を問わ
れ、加盟資格の停止処分を受けていた。しかし地震の発生以
降、シリアの加盟資格停止を主導したサウジアラビアとカ
タールの立場が変化した。サウジアラビアは命の保護を優先
し、シリアの兄弟のためとして被災地全て―政府と反体制勢
力の双方―を支援したのである（Alhussein 2023）。カター
ルはシリアの復帰に反対であったが、アラブ連盟の決定は受
け入れた（Egypt Independent 2023）。両国の変化がシリア
のアラブ連盟への復帰を後押しした。地震の発生は、シリア
政府が存続しているという現実をアラブ諸国が受け入れ、欧
米諸国などの制裁によらず、アラブの同胞であるシリアを統
治する政府との関係を改善するきっかけとなった。
しかし、シリアのアラブ連盟への復帰をもって、紛争の終
結やそれに伴う人間の安全保障の推進に弾みがつくと考える
のは、やや早計である。例えば主要な三つの反体制勢力のう
ち、シリアのアラブ連盟復帰を歓迎したのはクルド勢力のみ
であった。他勢力とシリア政府との敵対関係は解消されてい
ない。また、地震の発生を機に少なくとも 20名の IS戦闘
員が刑務所を脱獄した。ISの脅威は残っている（Al Arabiya 

2023）。さらに、イスラエルも断続的にシリア領内を空爆し
ている（France 24 2023）。地震の前から複雑化していた紛
争終結の見通しは立っていない。復興に関していえば、シリ
アはアラブ連盟への復帰を足掛かりに湾岸諸国の資金に期待
していると考えられる。しかし、欧米諸国の制裁は第 3国に
よるシリア支援にも適用されるため、湾岸諸国も実際には人
道支援以外を実施しにくい可能性がある。難民の帰還も進ん
でいない。尊厳の保護に直結する暴力、虐待、強制、収奪は、
シリア政府のみならず反体制勢力によるものも引き続き報告
されている（UNGA 2023）。アラブ連盟はシリアの復帰に際
して、この問題を取り上げなかった。本格的な震災復興が進
まない中で、尊厳の保護は最も解決が困難な課題といえる。
このように、暮らしと尊厳の保護は大きな問題を抱えてい
る。問題の多くは紛争の推移やシリア政府と欧米諸国との対
立に起因し、地震の発生以降も対立の構図は基本的には変
わっていない。他方でアラブ連盟やその加盟国とシリア政府
との関係は変化した。暮らしと尊厳の保護の実践はこうした
国際関係の影響を大きく受けるため、複雑な国際関係を今後
も注視する必要がある。

3.　考察

これまで、紛争と地震という複合危機に見舞われたシリア
を事例として、人間の安全保障の視座に立って命、暮らし、
尊厳の保護にかかる実践と課題を明らかにしてきた。第 1

節で論じたように、地震のみが発生した場合、国際社会は基
本的に協働して被災国政府に協力し、可能な保護を速やかに
実践する。しかしシリアの場合、国際社会の地震への対処は
紛争の影響を大きく受けて限定的であった。ここから得られ
る示唆を三点に絞って考察したい。
まず複合危機の発生は、多くの場合、保護をより一層困難
にすることが指摘できる。シリア紛争の当事者は地震の発生
に際して協力する意思を見せず、敵対する勢力による人道支
援を妨害した。統治が分断されていた状況を反映して被害の
全容把握は困難になり、支援を表明した国・機関も限定的で
あった。つまり複合危機下において、人道支援などの命の保
護の実践ですら遅れたうえに不十分であった。さらに紛争の
影響を受けて、震災からの復興に直結する暮らしの保護の実
践はわずかであった。G7サミット首脳コミュニケに明らか
なように、紛争の政治的な終結の見通しが立たなければ震災
からの復興も困難であり、実際に暮らしの保護へのシフトは
進んでいない。さらに複合危機は、尊厳の保護の実践にも影
響する。シリアでは地震が発生する前から、主要なすべての
紛争当事者による暴力、虐待、強制、収奪が発生していた。
尊厳が守られているとはいえない状況である。さらに地震が
発生しても、シリアの人びとは国際的な支援から取り残され
た。支援がなければ命や暮らしは守られない。必要な支援が
届かない状況は、客観的に尊厳が保護されていない状況と理
解することができる。このように、複合危機を構成する二つ
の危機は互いに影響し合い、それぞれの危機に対処するはず
の三つの保護に影響を及ぼした。複合危機は人間の安全が保
障されない状況を悪化させた。
他方で考察の二点目として、複合危機は結果として、シリ
アの人びとのエンパワメントを促したことを挙げたい。政府
が統治する地域では地震の発生に際し、様々な組織が人びと
を守るために行動した。反体制勢力が実効支配する地域でも
ホワイトヘルメット、さらにそれ以外の組織がいくつも活動
していた。すべての組織が活動内容を明らかにしているわけ
ではないので、実際にはもっと多くの組織が活動していた可
能性がある。地震の発生前から何百という組織が支配勢力を
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問わず、全国で活動して人道支援の受け皿となっていたこと
も、地震発生に際してシリア人による支援活動を可能にした
と考えられる。複合危機下において、外部が主導する命の保
護の実践が複雑な国際関係の影響を受けて様々に限定される
中で、シリア人同士は助け合い、互いをエンパワーした。そ
もそも保護が不十分であったことは大きな問題であるが、こ
のような人びとのエンパワメントを強化していくことは、人
びとを中心にすえる人間の安全保障の推進につながる。
最後に、複合危機の発生は国際社会の現実的な対応を喚起
しうることを指摘したい。図 2の勢力圏図や死者数の減少
からシリア紛争の趨勢は事実上見えているが、紛争の政治的
な終結の見通しは立っていない。アメリカ、イギリス、EU

は制裁を緩和したが限定的であり、アメリカは緩和の期間を
延長しなかった。ロシアや中国がシリア政府を支持する姿勢
は一貫しており、国際社会の対立は解消されていない。しか
し地震の発生に際し、アラブ連盟加盟国の多くはシリアの人
びとのためにシリア政府との対話を再開し、命や暮らしの保
護を実践した。これらは十分とはいえないが人間の安全保障
の推進に資するものである。地震はアラブ連盟が現実を受け
入れて、シリアの連盟復帰を認める一つのきっかけになった
と考えられる。
複合危機の発生により現実的な対応は生まれたが、国際社
会が協調するようになったわけではない。制裁には人権侵害
となる行為を停止させる目的もあると理解できるが、これま
で論じてきたように、命や暮らしの保護の実践に支障をもた
らす場合がある。逆に、アラブ連盟やその加盟国は命や暮ら
しの保護を優先したと考えられるが、シリアのアラブ連盟復
帰に際し、主要な紛争当事者による人権侵害の問題を指摘し
なかった。命や暮らしの保護の実践が、必ずしも尊厳の保護
を保障するわけではない。人間の安全保障の実践には異なる
主体の協働が重要であるが、これまでのところ、それは実現
していない。それでもアラブ連盟は、シリア政府との対話の
再開を通じた紛争終結や震災復興に向けて、第一歩を踏み出
した。地域レベルでの現実的な保護の実践が国際社会全体に
拡大し、三つの保護を可能にする人間の安全保障の一層の推
進をもたらすのか、注視する必要がある。
以上を総括すると、紛争中の突発的な大規模自然災害の発
生という複合危機に対し、国際社会は命、暮らし、尊厳の保
護の実践を支配勢力にかかわらず、支援することが人間の安
全保障の視点からは有用である。紛争の終結は本格的な復興
を促す効果的な道筋であるが、先行研究や本稿で詳しく分析
したシリア紛争事例からは、大規模自然災害が発生したから

といって必ずしも紛争が短期的に終結するわけではない。そ
のような場合、紛争と大規模自然災害は相互に作用して人び
との保護をより一層難しくしてしまう。したがって、複合危
機下の人びとの人間の安全保障を推進するためには、紛争が
終結しない中でも可能な方策を検討する必要がある。本稿で
は様々な主体による保護の実践を検証したが、国連機関によ
る人道支援が人間の安全保障に貢献していることは間違いな
い。日本を含む国連加盟国の拠出は、支援の手の届きにくい
地域向けの人道支援を支えている。また、本稿ではシリアの
人びとの復興への意思に裏打ちされたエンパワメントの事例
を紹介した。不十分な保護の結果ではあるが、人びとが互い
にエンパワメントを図る動きを国際社会が迅速に後押しする
ことも、複合危機下の人びとの人間の安全保障を推進する方
策の一つと考えられる。さらに、国際社会は人間の安全保障
の視座に立ち、対立の解消が難しい場合でも命のみならず暮
らし、尊厳を保護する道筋を見出す努力を継続することが求
められる。

おわりに

本稿では、紛争中の突発的な大規模自然災害の発生という
複合危機への対処における人間の安全保障への示唆につい
て、わずか一例ではあるが、地震の発生したシリア紛争事例
から教訓を抽出した。複合危機の発生に際し、人間の安全保
障の観点からは迅速な保護が提供されたとはいえず、結果と
してシリアの人びとは助け合い、自らをエンパワーした。複
合危機への対処は、紛争の推移、地震の被害の範囲や程度に
より異なってくるが、適切な保護の提供と人びとのエンパワ
メントの組み合わせが人間の安全保障の推進に有用なはずで
ある。また、地震以降のシリア政府と国際社会の関係には少
し変化があったが、紛争という人間の安全を脅かす根本原因
に対処する道筋ははっきりしない。この点については今後の
紛争の動向を注視する必要がある。さらにいえば、複合危機
には紛争と地震以外にもパンデミックと経済危機、気候変動
と食糧危機など多くの組み合わせがある。困難な状況の中で、
人間の安全を保障するための正解を探すのは困難であるが、
人びとのエンパワメントや国際社会の協調は有用であった。
こうした事例研究の積み重ねが、複合危機下の人間の安全保
障の推進に資すると考えられる。
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ポスト・ポスト冷戦時代の人間の安全保障
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要旨要旨　　米ソ冷戦が終わり、国家間戦争の危険性が低下したことによって、「人間の安全保障」という新しい考え方が登
場した。それは、安全保障の受益者はひとりひとりの人間でなくてはならないという規範であった。しかし、近
年の大国間対立の激化に伴い、国家を単位とした軍事力中心の伝統的な安全保障観が再び注目されるようになっ
ている。もとより、国家の安全保障と人間の安全保障は矛盾するものではなく、相互に補完しあうものである。
しかし、国家の安全保障が確保されているからと言って人間の安全保障が実現されているとは言えず、また、国
家の安全保障の名のもとに人間の安全保障が犠牲になる危険があることは歴史が示すとおりである。国家の安全
保障が再び前景化するなかにあっても人間の安全保障が着実に実現されるようにするためには、経済のグローバ
ル化のなかで縮小した国家の公共財提供機能を回復・強化するとともに、多様な利害や価値観を調整しながら交
渉と妥協を通じて合意を形成する営みとしての「政治」を取り戻すことが不可欠である。そうすることによって
こそ、経済的格差の拡大によって失われた人々の尊厳を取り戻し、不毛な政治的分断を克服して社会的結束を回
復することができる。そうした国家は、国家の安全保障をもよりよく達成できるだろう。

はじめに： 

国家の安全保障の時代の再来？

1991年のソ連崩壊から今日に至る 30年余りの「ポスト
冷戦時代」は、「新たな課題」とともに幕を開けた。核戦争
にもつながりかねない国家間戦争の危険性が低下したことに
より、それまで二次的な問題とされてきた貧困問題や民族紛
争、地球環境の悪化やそれらに伴う難民の増加が重要な課題
として注目されるようになったのである。そうした新しい課
題への対応を考えるにふさわしい安全保障概念として提唱さ
れたのが人間の安全保障であった。それは、伝統的な安全保
障、すなわち外国による侵略から国家の領土を防衛する軍事
力中心の安全保障とは異なり、「安全保障概念の中身をより
人々を重視したものへとシフトさせることを意図」した概念
であり（栗栖 2002, 7）、安全保障の対象および受益者はひ
とりひとりの人間でなくてはならないという規範的な考え方
であった（Newman 2016, 1167）。

しかし、2010年代の後半から、中国の急速な経済的・軍
事的台頭とそれを抑止しようとするアメリカの戦略転換に伴
う米中対立の激化などにより、国家を単位とした伝統的な安
全保障が再び注目されるようになってきた。それを決定的に
したのが、2022年 2月のロシアによるウクライナ侵攻であ
る。国際的な平和と安全の維持に主要な責任を有する国連安
全保障理事会（国連憲章第 24条 1項）の常任理事国である
ロシアが大軍を動員し、核兵器の威嚇を交えながら隣国を文
字通り蹂躙している姿は、国際社会に衝撃を与えた。ドイツ
のショルツ首相が侵攻直後の政府声明で述べたように、この
戦争が「時代の転機（Zeitenwende）」（Scholz 2022）にな
るという受け止め方が先進諸国の間で広がった 1。アメリカや
欧州諸国の国家安全保障戦略は中国やロシアを戦後最大の安
全保障上の脅威と認定し、それに備えた国家安全保障政策を
追求するようになった。我が国でも、北朝鮮による核戦力の
急速な増強や中国の南シナ海における力による現状変更の試
みに刺激されて、軍事力整備を通じた国家安全保障の重要性

1 ショルツ首相は、「我々は時代の転機に生きている。それは、今
後の世界はもはやそれまでの世界とは同じではないことを意味
する。」と述べた（Scholz 2022）。

本レポートで述べられている見解は執筆者個人の見解であり、JICAや JICA緒方研究所としての見解を示すものではありません。
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を強調する見解が力を得つつあるように思われる 2。
こうした情勢を受けて、リアリスト 3と呼ばれる国際政治

研究者の主張が注目されるようになっている。そのなかには、
これからの世界を支配するのは自国中心主義的なナショナリ
ズムと、アナーキーな国際社会を生き抜くためのリアリズム
だと主張する者も現れている（Mearsheimer 2018）4。また、
大国間戦争を回避して世界の安定を維持するには、19世紀
の欧州列強に倣って、欧米諸国や日本がロシアや中国のよう
な非民主主義の大国と勢力均衡論的な発想に基づいて妥協し
ていく「新しい大国間の協調（New Concert of Powers）」
が現実的な選択肢だという主張もなされている（Haass & 

Kupchan 2021）。こうした論者の主張は、主権国家の軍事
力（およびそれを支える経済力）を中心とするハードパワー
を重視する点、大国間政治に注目する点、国際公共益の実現
のための国家間協力の限界を強調する点で共通している。
悪いことに、軍事力に重点をおいた国家間競争の熾烈化は
米中ロのような大国に限られない現象となりつつある。イン
ドやトルコ、東南アジア諸国などをはじめとして高度経済成
長に成功した新興国や途上国における軍事力増強の動きが顕
著になっているからである 5。増強された軍隊を投入して力 

による現状変更を試みる動きも見られるようになった 6。旧 

ソ連・東南アジア・南アジア・中東地域をはじめとして世界
のあらゆるところで、軍事力増強が相手国の不安を生んで軍
拡のスパイラルに歯止めがかからなくなるセキュリティ・ジ
レンマ状況（Herz 1950）が発生する危険性が高まっている。

2 例えば、国際安全保障を専門とする鶴岡路人は、日本が直面す
る蓋然性が高い戦争は「（日本が）攻められる戦争」だとしたう
えで、侵略を受けた際に「『戦争ができない国』では困る」と主
張している（鶴岡・細谷 2023）。

3 国際政治の本質はアナーキーな国際社会における主権国家の生
存競争であるとの認識に基づき、各国が自国の安全保障を中心
とした国益の実現を追求することは当然かつ不可避であり、伝
統的安全保障を巡る国家の対立や紛争もまた不可避であると主
張する国際政治学の一学派。

4 ミアシャイマーは、ロシアのウクライナ侵略について責任があ
るのは、ウクライナなどの旧ソ連・東欧諸国の NATO加盟を認
めたことによってロシアの国家安全保障上の利益を害したアメ
リカだ、と主張した（Mearsheimer 2022）。

5 インドの軍事費は 2008年から 2022年の間に中国とほぼ同じく
約 2.3倍に増加し、ラオスを除く ASEAN 9カ国の合計軍事費は
同じ期間に約 1.6倍に増加した（IISS 2023, 8）。

6 旧ソ連から独立したアゼルバイジャンは、旧ソ連地域の盟主を
もって任じるロシアがウクライナ戦争に忙殺されている間隙を
縫って、1990年代初頭からアルメニアに占領されて事実上独立
していた係争地（ナゴルノ・カラバフ地方）を 2023年に軍事力
で奪還した。

冒頭に述べたように、ポスト冷戦時代は、国家の安全保障
の下で顧みられることのなかった人間中心の安全保障が世界
中のすべての人に対して実現されなくてはならないという新
しい思考とともに幕を開けたはずだった。しかし、それから
30年以上が経過し、これからの時代は、冷戦終結の年にリ
アリストの一人であるスティーブン・ウォルトが語った「戦
争の危険は去ったわけではなく、今後も人間を脅かし続ける
だろう」（Walt 1991）という予想が慧眼だったと再評価され
る時代になるのだろうか。そして、先進国・新興国・途上国
を問わず、安全保障が国家を中心に語られる時代が再びやっ
てくるのだろうか。
本稿では、ポスト冷戦時代に伝統的安全保障観への異議申
し立てとして登場した人間の安全保障がどのような役割を期
待され、何を実現し、何を実現しえなかったかを、その概念
が生まれた 1990年代初頭に立ち返って振り返る。そして、
それを踏まえて、ポスト冷戦時代に進んだグローバリゼー
ションが国家の性質や役割の変質を加速させたなかで、また、
国家間戦争の危険性が亢進してポスト冷戦時代の終わりが叫
ばれるなかで、国家安全保障と人間の安全保障はいかなる関
係にあるのか、人間の安全保障を実現し続けていくには何が
必要なのかについて論じる。

1.　ポスト冷戦時代において人間の 

安全保障概念がもたらしたもの

1.1.　人間の安全保障とは何だったか
時計の針を冷戦終結直後の時代に戻してみよう。「新しい
時代」の「新しい課題」にふさわしい安全保障のあり方をめ
ぐる議論は 1990年代から盛んに行われるようになった。お
よそ安全保障を議論する際には、「誰が、誰（何）を、いか
なる脅威から、どのようにして守るのか」が焦点となる。冷
戦期においては、国家がその主権と領土を外国の軍事的脅威
から軍事力によって防衛する国家の安全保障が唯一の安全
保障として当然視され、核抑止や同盟政策によってどのよ
うにそれを確固たるものとできるかが議論されていた（Walt 

1991）。
これに対して、1994年に発刊された国連開発計画（UNDP）
の人間開発報告書は人間の安全保障の概念を打ち出し、人間
の福利（human welfare）こそが安全保障の最大の指標であ
るべきというメッセージを発した（UNDP 1994）。すなわち、
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安全保障の対象を国家から個人へと転換したのである。世界
の大多数の人々、特に途上国の人々にとっては、安全保障へ
の重大な脅威は疫病や飢餓であり、失業であり、犯罪や汚職
であり、自国の政府による弾圧やいわれなき差別だった。先
進諸国では当然視され、守るべきものとされている国家も、
多くの途上国では未完成で脆弱であり、人々の福祉や尊厳を
守ることが十分にできていないことがむしろ常態であった。
冷戦後の世界においてこうした事実に注目が集まるように
なったことに伴い、国境外の他者の安全には無関心な概念で
ある国家の安全保障に代えて、自国以外の人々の安全につい
ても責任感覚を持つというコンパッション（同情）に基づく
人間の安全保障の概念が登場したのである（押村 2004）。
「核による安全保障から人間の安全保障へ」（UNDP 1994, 

22）という発想の転換を迫る人間の安全保障の強力なメッ
セージに触発され、それが具体的に何を意味するのかを巡る
議論が活況を呈するようになった。1994年の UNDP報告書
は、人間の安全保障の具体的な内容として 7つの分野（経済、
食糧、健康、環境、個人、地域社会、政治）における安全保
障を挙げた。それは、食糧や健康などのベーシック・ヒュー
マン・ニーズの充足、環境問題への対応、戦争や民族紛争な
どの組織的暴力からの保護、人種的・民族的集団への帰属の
ゆえに不利益を蒙らないことの保障、政府による圧政からの
保護と基本的人権の充足など、幅広い事項への対処を求める
ものであった（前掲書）。そのうえで同報告書は、人間の安
全保障を「恐怖からの自由」および「欠乏からの自由」とい
う二つの自由の実現を目指す概念として提示した（前掲書）。
人間の安全保障の概念は、日本をはじめとする援助国や国
際機関に取り入れられたことで、様々に解釈され実践されて
いくこととなった。一つの方向性は、「開発こそがその他の
公共財や自由を生む根源的な価値である」という考えに基づ
き、ベーシック・ヒューマン・ニーズのような人間の最低限
のニーズの充足にとどまらず、環境面での持続可能性や、こ
れまで疎外されてきた人々の意思決定過程への参加、衡平な
配分などの幅広い開発課題を重視するものであった（Newman 

2001, 243）。日本はこうした考え方に基づいて開発協力を
実施していった（牧野 2022）。
その一方で、上述のような開発重視の方向性とは異なる理
論と実践も生まれた。それは、ポスト冷戦時代に続発した民
族紛争や崩壊国家・脆弱国家と呼ばれる国家の増加を背景と
して出現した「保護する責任」（Responsibility to Protect: 

R2P）論である。主唱者の一人であるカナダのアスクワージー
外相は「人間の安全保障は、国家および国際的安全保障政策

の成否を判定する新しい基準を樹立した。それは、国家によ
る侵害から市民を守れるかどうかだ」と主張した。そして、
カナダやオーストラリアが主導して設置した「介入と国家主
権に関する国際委員会（ICISS）」は、2001年の報告書にお
いて、大規模な人命の被害や民族浄化が発生した場合は、「本
来であれば国家が深刻な人道危機から自国民を保護するべき
であるが、国家がその意欲や能力を持たない場合には、国際
社会が（人々を）保護する責任を負う」と述べ、主権国家原
則の例外として、最終的な手段として外国が軍事力を行使し
て人道的に介入することを容認すべきだと主張した（ICISS 

2001）。
こうして、人間の安全保障概念は「首尾一貫した思考では
なく、時に競合する概念であり、様々な社会学的、文化的、
地政学的な方向性を反映するもの」（Newman 2001, 239）
と評価されるに至ったのである。

1.2.　人間の安全保障概念の功績と限界
1.2.1.　人間の安全保障概念の功績
人間の安全保障概念の功績は、伝統的安全保障観が見落と
してきた、あるいは敢えて不問に付してきた様々な問題に光
を当てたことに求められる。その意味において人間の安全保
障は「現状変革的」（栗栖 2009, 20）な考え方であって、開
発のあり方や開発戦略の進め方、人間と環境の関わり方、ガ
バナンスのあり方、国家と個人の関係に至る広い範囲で既存
の規範や制度に対する異議申し立てとなるものであった。
例えば、開発協力の分野では、長らく経済成長、すなわち
国家を単位とした経済規模を大きくすることが重視され、そ
のためのインフラ整備支援などが行われてきたが、国内での
経済格差には十分な注意が払われてこなかった。また、ネオ
リベラリズム的な考えに基づいて国際通貨基金（IMF）や世界
銀行が 1980年代から実施した構造調整政策は、市場の効率的
な資源配分機能に信頼を置き、マクロ経済の安定化を達成し
ようとするものであったが、性急な自由化や民営化、緊縮財
政政策のために多くの脆弱層にしわ寄せがいくこととなった。
人間の安全保障概念は、人間ひとりひとりに着目したミクロ
の視点から、国家というマクロの単位により大きな関心を払っ
てきた開発戦略の欠陥に警鐘を鳴らした。また、ネオリベラ
リズムが強調する市場の効率的な資源配分機能の恩恵に浴し
た人とそうでなかった人々の格差が広がるなか、国家の再配
分機能に着目した開発協力を行う必要性を議論の俎上に載せ
るうえでも、人間の安全保障概念は大きな役割を果たした。
人間の安全保障という個人に注目する視点が導入されたこ
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とで、伝統的安全保障観では安全（secure）だとされてき
た先進国でも、一部の市民の日常生活は安全・安心からは程
遠い（insecure）ということが明らかになった。それは、途
上国のみを対象としたミレニアム開発目標（Millenium 

Development Goals: MDGs）から、すべての人間が欠乏と
恐怖から解放され尊厳をもって生きられるようにするための
人類共通課題としての持続可能な開発目標（Sustainable 

Development Goals: SDGs）へ、という発想転換の素地の一
つとなった。さらに、政府は国民に対して安全保障を公平に
提供してはいないのではないかという疑問も提起されるよう
になった。アメリカの Black Lives Matter運動や、警官による
移民系少年殺害に端を発するフランス全土での暴動は、こう
した疑問の妥当性を裏付けている。また、テロ対策の一環と
して導入されたプロファイリングという捜査手法が人種バイ
アスに依拠しており、社会全体のセキュリティを確保しよう
とする試みが特定のマイノリティ集団に過重な負担を負わせ、
偏見をも強化してしまう効果を持つことも、人間の安全保障
の視点を応用した研究によって指摘されるようになっている。
人間の安全保障の概念は、あまりに多様な内容を含んでい
て何を意味するのかよく分からないと批判されることも多
い。しかし上述のとおり、この概念は、従来はバラバラに論
じられてきた様々な問題を有機的に関連づけ、総合的に捉え
る視座を提供したといえる（高橋・山影 2008, ii）。その良
い例が小型武器問題である。安全保障概念が人間的側面を含
むかたちで拡大されたことにより、それまで軍備管理の問題
と狭く捉えられてきた小型武器問題は、女性や子供などの脆
弱層の安全保障や人権、途上国開発、犯罪や治安といった幅
広い問題に関わる問題として捉えられるようになった（Krause 

2002）。そして、その取引を国際的に規制すべきだという新
たな国際規範が醸成され、2001年の「小火器・小型兵器の
不正取引の防止・抑止・撲滅に向けた国連行動計画」（United 

Nations 2001）の成立に至ったのである。

1.2.2.　人間の安全保障概念の限界
一方で、人間の安全保障概念は様々な限界を露呈した。ま
ず挙げられるのが、人間の安全保障が様々に解釈され実践さ
れていくなかで、カナダやオーストラリアなどの一部の国家
が「保護する責任」論へと傾斜していったことが生んだ問題
である。国民を保護する能力はおろか意思すら欠くような政
府の支配の下で人道危機に苦しむ人々への支援を可能にする
という理想は確かに崇高であった。しかし、そうした理想を
掲げた国際武力介入は、現実には西側諸国の国益やメディア

によって形成され単純化された善悪の判断に基づいて実施さ
れ、紛争当事者にとって公平なものとは言えなかった 7。
2012年の国連総会決議は、国家主権尊重原則を再確認した
うえで、人間の安全保障概念は「保護する責任」論とは関
係がないことを宣言したものの（United Nations General 

Assembly 2012）、内政不干渉原則の例外を正面から認めた
「保護する責任」論のインパクトは大きく、途上国が人間の
安全保障概念に対して警戒心を抱く一因となった。
より深刻だったのは、2001年 9月 11日のアメリカにお
ける同時多発テロ事件を契機として、「異質な他者がもたら
す脅威を、国家が、軍事力や警察力などの強制手段によって
除去することこそが安全保障の要諦である」という安全保障
観が支配的になっていったことである。テロ事件の頻発は、
先進国において、宗教的・民族的・文化的に異質な他者への
不信感・警戒感の高まりを招いた。テロリストを匿っている
と名指しされたアフガニスタンのような脆弱国（あるいは難
民・移民を送りだす途上国一般）が脅威の源泉として危険視
されるようになり、そうした脅威から国民を守るのはやはり
国家をおいて他にはないという信念が強化されていった。そ
もそも人間の安全保障は、国籍・宗教・文化・人種の違いに
拘わらず、およそ人間の尊厳と安全は守られなくてはならな
いという普遍的な理念だった。しかし現実には、安全保障の
担い手としての国家の役割が重視されるようになるなか、国
民とそれ以外（他国民や難民・移民）を区別する国籍や国境
の壁を乗り越えて人間の尊厳と安全を保障するという実践は
ますます困難になった。また、軍事以外の様々な問題（食糧
問題や環境問題など）が「セキュリティ問題」として捉えら
れるようになり、「セキュリティ」という言葉が持つ切迫感・
緊張感のゆえに、問題の本質が他者とのゼロサム的な競合で
あるかのような意識が醸成され、「他者への恐怖の政治」が
生まれたという批判も提起された（土佐 2003）。

2.　ポスト・ポスト冷戦時代における
人間の安全保障

こうして、我々と他者、自国と他国という分断線が異質な
他者への恐怖に裏打ちされて人々の心に定着してしまったな

7 2011年のリビア内戦に際して行われた NATO軍による攻撃は、
カダフィ政権の転覆が隠された真の目的ではないかとの疑念を
呼び、ロシアや中国が強く反対する事態となった。
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か、国家間戦争が再び現実のものとなる時代（ポスト・ポス
ト冷戦時代）が来るとすれば、それは我々にとって何を意味
するのだろうか。緒方貞子が早くも 2003年の段階で懸念し
ていたように（Commission on Human Security 2003, 5）、
安全保障概念が従来の国家の安全保障に逆戻りする恐れが現
実化する時代になるのだろうか。「テロとの戦争」の名の下
でアメリカをはじめとする国々で現実に起きたように、国家
が国内外で人間の安全保障を侵害するようになるのだろう
か。その危険性が無いとは決して言いきれない以上、ポスト・
ポスト冷戦時代の入り口にあって、我々は今こそ国家の安全
保障と人間の安全保障の関係を検討しなくてはいけない。

2.1.　国家の安全保障と人間の安全保障の関係
多くの論者が指摘するのは、国家の安全保障と人間の安全
保障の関係は、いずれかを選択しなくてはならないという二
者択一的な関係ではない（栗栖 2002, 7）という点である。
まず、人間の安全保障にとって国家の安全保障は重要な意
味を持つ。なぜなら、国際機関や多国籍企業、NGOなどの
非国家主体の影響力がいかに増大したとはいえ、依然として
国家は国民の安全保障について最大の責任を負っており、か
つその能力があるからである。それは、外国軍隊の侵略から
国民を守れるのは国家だけであるという意味ではない。人間
の安全保障によって安全保障概念が劇的に拡大された今日、
国家は、外敵から国民の生命と財産を守るという意味での安
全保障のみならず、社会保障政策をはじめとする様々な政策
手段を通じて国民一人一人の福祉や尊厳を保障する責務を国
民に対して負っている。こうした幅広い任務を担う国家が、
まずもって外国の侵略や支配を受けずに存立し十分に機能す
ることは、人間の安全保障の前提条件なのである。ロシア軍
がウクライナで犯した虐殺や拷問、年少者誘拐などの人道犯
罪は、国家の安全保障が人間の安全保障にとって重要である
ことを強く印象付けた。
逆に、人間の安全保障も国家の安全保障にとって欠かすこ
とができない。人間の安全保障概念の定立に貢献した緒方貞
子も、人間の安全保障委員会報告書で「人間の安全保障は国
家の安全保障にとって代わるものではなく、これを強化する
ものである」と述べている（Commission on Human Security 

2003, 5）。国内の一部の人々が開発の恩恵を享受できなかっ
たり政治的な意思決定への参加の機会を奪われたりしている
国では、そうした政治的・経済的疎外状況が国内での対立や
分断の深刻化や紛争の激化に結びつき、主権国家としての一
体性は内側から脅かされるだろう。そして、そうした脆弱な

国は外敵から侵略されるリスクも高まるだろう。
このように、人間の安全保障と国家の安全保障は相互に補
完する関係にあると言える。しかし、ここで留意すべきなの
は、国家の安全保障が実現されているとしても、人間の安全
保障が実現されているとは限らないということである。先進
国で深刻化する貧困問題はその証左であり、この点に注意を
喚起したことが人間の安全保障概念の功績のひとつであるこ
とは既に論じたとおりである。さらに、国家の安全保障が人
間の安全保障を危険にさらすことがあることは指摘されなく
てはならない。元来、国家安全保障の論理、特に軍事の論理
が人間の安全保障と緊張関係にあることは歴史が証明してい
る。特に、戦時下やそれに近い「非常事態」の下では、国民
の団結強化の掛け声のもとに少数者や弱者の声が圧殺される
ことが多く、また「小の虫を殺して大の虫を生かす」の論理
が働きやすい。この点、国家の安全保障の重要性を印象付け
たウクライナ戦争は、同時に国家の安全保障の論理の怖さを
も見せつけることとなった。ロシアの侵略に必死に立ち向
かっているウクライナでは、18歳から 60歳の男性が兵役
のために出国を禁止され、2023年 12月までに既に 3万人
が戦死していると見積もられている（Reuters 2023）。これ
は、国家の安全保障のために国家が国民に戦場での死の危険
を強いていること、すなわち人間の安全保障が犠牲となって
いるという現実を意味している 8。

2.2.　ポスト冷戦時代における国家の変質
このように、人間の安全保障と国家の安全保障は、相互補
完的な関係にありながら、後者が前者を危険にさらすことも
あるという意味において緊張関係にもある。
さて、これからの時代（ポスト・ポスト冷戦時代）が国家
の安全保障が前面に出てくる時代になるとすると、人間の安
全保障と国家の安全保障の関係はどうなるのだろうか。ひと
つ言えることは、両者の関係が冷戦期に逆戻りするわけでは
ないということである。というのは、ポスト冷戦時代におい
て、国家の性質とその役割は大きな変化を遂げたからである。

8 2024年度のウクライナ国家予算案において軍事費が歳出の 5割
近い 1兆 7千億フリブナ（約 7兆円）となっていることは
（Stepanenko 2023）、平時であれば教育や医療、福祉に充てら
れて人間の安全保障に貢献していたはずの予算が、軍事による
国家の安全保障に優先的に投入されていることを意味している。
これも、国家の安全保障と人間の安全保障の緊張関係を示す一
例である。
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2.2.1.　理念形としての主権国家・国民国家
国家の変質を理解するためには、理念型としての近代国家
がどのようなものかを確認する必要がある。今日、国際社会
の主たる構成要素である国家は、「主権国家」であり「国民
国家」であるとされている。まず主権国家とは、主権・領土・
国民の 3つの要素をもつ国家のことである。主権とは、国
内においては政治についての最終意思決定権であり、国際的
には他国に干渉されずに意思決定する権限を意味する。
主権国家の出現は、30年戦争を終結させた 1648年のウェ

ストファリア条約にまで遡るが、1789年に起きたフランス
革命は、主権国家に国民国家という新たな性質を付け加える
契機となった。国民国家とは、国民意識（ナショナル・アイ
デンティティ）、すなわち「自分たちは文化的・歴史的・宗
教的な起源あるいは政治的基本価値を共有する仲間である」
という国民の一体感を基礎として形成される主権国家のこと
である。革命によって王政と身分制が廃止され、国民主権原
則（国家主権は国民の意思に基づいて行使され、その正当性
の根拠は国民に存するという原則）が成立したことによって、
国民が国家への共通の帰属意識を持つことが可能となった 9。
こうして成立した国民国家のもとで、国民は国政への参加権
を保障され、国家から生命・財産の庇護（安全保障という公
共財の供給）を受ける代わりに、国家を支えるために納税や
兵役の義務を果たすこととなったのである。国民としての一
体感に支えられた国民国家の軍隊は無類の強さを発揮した。
また、平時においても、国民の一体感は経済発展を支える基
盤となった。このため、フランスで最初に成立した国民国家
モデルは他の欧州諸国や明治期の日本がこぞって模倣すると
ころとなり、第一次・第二次大戦後には新独立諸国にも採用
されていった。こうして、19世紀および 20世紀は世界中
の国家が主権国家・国民国家の理念型を追求する時代になっ
たのである。

2.2.2.　主権国家・国民国家の変化
もちろん、上記のような主権国家・国民国家の性質はあく
までも理念型であるし、現実の国家の性質は歴史を通じて常
に変化し続けている。しかし、ポスト冷戦時代における国家
の性質の変化は特に顕著であった。

9 「共通の帰属意識を持つことが可能となった」というのはあくま
でも理念上のことであって、実際には義務教育や徴兵制の導入、
少数民族の強制的な同化などによって「上からの国民意識創出」
が図られた。

（1）主権国家の変質：政治の空洞化
まず、国家が主権国家として自ら決定できる政策事項の範
囲は大きく狭まっている。国家は、激化する外国投資の誘致
競争を勝ち抜くために市場開放や規制緩和、法人税減税など
の政策を実施しており、このために自国の産業・労働者・自
然環境を保護する政策や、社会保障費捻出のための法人税増
税政策を採用することが難しくなっている（徳永 2015, 34）10。
人間の安全保障実現のために国家が供給してきた公共財の
性質にも変化が生じている。1990年代には多くの国々で電
気や水道、運輸などのインフラ事業が民営化されたが、その
問題点は 2000年代に入って露わになった。事業の効率化に
よってサービスの質の向上と料金低下が実現できるという期
待に反し、独占企業体となった事業者が料金を値上げしたり、
低所得者層へのサービス提供が打ち切られたりするなど、社
会の弱者にしわ寄せがいく事態が頻発し、人間の安全保障の
観点から様々な問題が生じた 11。
民営化や民間アクターの役割の増大は、国防や警察という
国家機能の中枢部分でも見られる。セキュリティの民営化・
コモディティ化が進んでいるのである（Newman 2016, 

1168）。民間軍事会社による軍隊や警察機能の代替は 1990

年代から見られるようになったが、近年では、現代の戦争の
帰趨を左右するようになった情報戦やサイバー戦争におい
て、巨大 IT企業や広告企業が大きな役割を果たすようになっ
ており、軍事力の民営化はさらに進んでいる。こうした事例
は、マックス・ウェーバーが指摘した主権国家の重要な属性
としての「正当な物理的暴力行使の独占」（ウェーバー 1919 

[2022], 9）の重大な変質を意味している。国家が正当な暴
力行使を独占するには、国家以外のアクターによる恣意的な
暴力行使を実効的に取り締まるための物理的実力の圧倒的な
優位を保持しなくてはならないが（萱野 2015, 63–64）、今
やこうした国家の属性は少しずつ失われつつある。国家の民
主的アカウンタビリティの埒外にある企業や個人が、その巨
大化した富 12と先端技術の力で、国家の安全保障、さらには

10 こうした狭められた政策スペースは、ポスト冷戦時代に盛んに
締結されるようになった多国間の自由貿易協定（Free Trade 

Agreement: FTA）によって制度化されつつある。例えば、ラチェッ
ト条項と呼ばれる規定は、投資受入国が国際投資家に供与した
優遇政策を後になって撤回・後退させることを禁止する。

11 例えば、イギリスでは水道民営化以降の 20年間で料金は約
45%値上がりした。

12 2018年時点で、世界の上位 100位までの経済主体のうち、69

主体は国家ではなくアマゾンやマイクロソフトなどの企業と
なっている（Global Justice Now 2018）。
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国際平和の帰趨をも左右する存在になっているのである 13。
上述のような主権国家の変質、すなわち自国で決定できる
政策事項の縮減と公共財の変質は、「政治の空洞化」をもた
らした。本来、政治とは、多様な利害や価値観を調整しなが
ら交渉と妥協を通じて合意を形成し、政策を決定する営みで
ある。それは、人間の安全保障をどのように実現するべきか
について、国民と国家が社会契約の具体的内容を再交渉し調
整する不断の過程でもある。しかし、公共財の提供における
民間アクターの役割の増大に伴って、また、グローバリゼー
ションによって「国内政策の柔軟性を犠牲にしてでも国際投
資家にとって良好な投資環境を整備することが経済発展に
とって不可欠だ」という考えが浸透したことに伴って、人間
の安全保障を実現するうえで不可欠な公共財の提供や公共社
会政策のあり方は、政治の埒外に置かれるようになっている。
懸念すべきは、こうした政治の空洞化が、人々の政治離れ
をもたらしていることである。イギリスの政治学者コリン・
ヘイは、グローバリゼーションが主権国家の政策形成能力と
自律性を奪ったことにより、人々は政治に不信を抱き、政治
から離れるようになったと主張した（ヘイ 2012）。彼は、
こうした傾向の中で社会的多元性が顧慮されなくなり、グ
ローバリゼーションで利益を享受する一部の者のみに有利な
世界が構築されつつあると警告する。また、トルコに生まれ
アメリカで活躍する政治経済学者ダニ・ロドリックは、グロー
バリゼーションと国家主権、民主主義を同時に追求すること
はできず、どれか一つを犠牲にしなくてはならないというト
リレンマ（「グローバリゼーション・パラドックス」）を指摘
した（ロドリック 2014）。
こうした主権国家の変質の原因の一つは、ネオリベラリズ
ムと呼ばれる経済思想の台頭と、それを追い風とした経済の
グローバリゼーションの進展である。ネオリベラリズムとは、
強力な私的所有権の保障、自由市場、自由貿易などの制度の
もとで個人の企業活動の自由が最大限に発揮されることに
よってこそ人類の富と福利が最大化できると考える理論であ
る（ハーヴェイ 2007: 10）。それは、経済活動への国家の介

13 その典型例が、イーロン・マスク氏が保有するスペース X社が
運用し、ウクライナ軍の情報通信・指揮命令系統の唯一の基盤
となっているスターリンク衛星ネットワークである。マスク氏
はウクライナ軍が同ネットワークへどの程度アクセスしうるか
を差配しており、そのことは戦争の帰趨に重大な影響を及ぼし
ている。そして、ウクライナ政府のみならずアメリカ政府も、
マスク氏という個人が核戦争にも発展しかねない国家間戦争に
過大な影響力を行使していることを懸念するようになっている
（New York Times 2023）。

入を最小限にすべきと主張し、自由化、民営化や規制緩和な
どの市場メカニズム重視の政策を選好する 14。国家が公共政
策の決定者・公共財の提供者として経済や社会に良い影響を
及ぼしうるという従来の前提が疑問視されるようになり、
1990年代に入ると、「政府なき統治（governance without 

government）」が称揚されるようになった（Peters & Pierre 

1998, 223–24）。さらにネオリベラリズムは、資本や財が国
境を越えて自由に移動するグローバリゼーションは不可避で
あると主張する。マーガレット・サッチャー英首相の「市場
にたてつくことはできない（You can’t buck the market）」
という発言に集約されたこうした考え方は、ネオリベラリズ
ム的な政策を政治的討議の対象から外す「政治の空洞化」の
思想的背景として機能した。さらに、個人の自由を重視する
ネオリベラリズムは、貧困の原因を貧困層自身の態度や行動
に見出す自己責任論にも結び付いていった。この自己責任論
によって、福祉国家が解決を図ってきた諸課題は、個人の責
任でリスク管理すべきものへと変貌してしまった。言い換え
れば、国家の再配分機能を通じて社会全体で受け止めるべき
ものとされてきたリスクが個人化されたのである 15。そのこ
とは、社会生活において不可避な、災害や事故、疾病、失業
などの様々なリスクに対する個人の脆弱性を高め、人間の安
全保障を危ういものにしつつある。ネオリベラリズムの経済
政策は、IMFおよび世界銀行の構造調整政策や体制移行支援
を通じて途上国や旧社会主義国へも伝播していった。こうし
て、主権国家機能の縮減と公共財のコモディティ化、そして
それに伴う政治の空洞化は世界に拡大することになった。

（2）国民国家の変質：社会的結束の弱体化
世界で最も早く国民国家を樹立した欧米諸国においてす
ら、「国民」国家であることは当然視できなくなっている。
経済的・政治的な分断が深刻化した結果、国民国家を支えて
きた国民の一体感と社会的結束が損なわれつつあるのである。
国内に分断を生んだ原因のひとつが、経済格差の急速な拡

14 国家ではなく市場こそが効率的な資源配分を実現できるとする
考え方は、ロナルド・レーガン米大統領の「政府は問題を解決
しない。政府が問題なのだ」（Reagan 1981）という発言に端的
に表現されていた。

15 アメリカの政治哲学者アイリス・マリオン・ヤングは、かつて
貧困は「国家の恥」と考えられ、貧困対策が国家政策上の重要
課題とされていたのに、ネオリベラリズムのもとでは、貧困の
原因は貧困層自身の態度や行動にあるという自己責任論が主流
になり、貧困の理解に関する地殻変動がもたらされたと批判し
た（ヤング 2014）。
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大である。2013年に『21世紀の資本』で注目を浴びたフラ
ンスの経済学者トマ・ピケティによれば、米国をはじめとす
る先進国における所得格差は 1980年代から急速に拡大し、
その傾向は今も続いている（ピケティ 2014）。その結果、
世界不平等研究所の「世界不平等レポート 2022」によれば、
2021年時点で世界の上位 1%の富裕層が保有する富の割合
は、2016年の 22%を大きく上回って約 40%を記録するに
至った（World Inequality Lab. 2022）。経済的格差は世代を
超えて承継されて固定化しつつあり、これまで政治的・経済
的安定を支えてきた中間層は崩壊の危機に直面している。
さらに、ポスト冷戦期には、BRICSと呼ばれる新興国や

東南アジア諸国をはじめとする多くの国々が経済成長の軌道
に乗った反面、低成長に甘んじる国々や、主権国家・国民国
家の体をなしていない脆弱国家と呼ばれる国家もなお多く存
在している。こうした国々からは多数の移民・難民が流出し、
移住先の国々で、民族的・文化的・歴史的に定義された国民
の一体性が動揺することを危険視するポピュリズムの台頭を
惹起して、政治的な分断を生んだ。こうした事態を受けて、
World Economic Forumの 2022年度のグローバルリスク報
告書は、格差の拡大による社会の二極化とそれに伴う社会的
結束の弱体化（social cohesion erosion）を短期的な脅威の
最上位に挙げた（World Economic Forum 2022, 8）。

3.　ポスト・ポスト冷戦時代における
人間の安全保障の実現に向けて

3.1.　尊厳の重要性
このように、人々が安全安心に暮らしていくうえで不可欠
な役割を果たす国家が顕著な変質を遂げつつある。そうした
なか、大国間競争の激化に伴ってかつてのような狭義の国家
の安全保障が前面に出かねない昨今の国際情勢を踏まえて、
人間の安全保障を実現していくためには何をすべきかを考え
ておくことが喫緊の課題となっている。
この課題を検討していくうえで、UNDPが 2022年に発行

した特別報告書が注目すべき指摘をしている。それによれば、
コロナ・パンデミック以前の時点で、世界の 7人中 6人が「現
在の世の中は安全ではない（insecureだ）」と感じていたと
いうのである（UNDP 2022, 3）。この「人間の安全保障の
不在（human insecurity）」の認識は、人間開発指標が非常
に高い国、つまり先進諸国で顕著であった（前掲書，6）。

つまり、人々はかつてよりもより長く、より健康的に、より
豊かに暮らせるようになっているのに、そのことは人々のセ
キュリティ感覚（すなわち人間の安全保障が充足されている
という感覚）の増進には貢献していないのである（前掲書，
iii）。グテーレス国連事務総長は、これを「開発のパラドクス」
と呼んだ（前掲書，iii）。それでは、このパラドクスを解決
するためには、何が必要なのだろうか。
この点、上述の UNDPの報告書は、「恐怖からの自由」お

よび「欠乏からの自由」に加えて、尊厳（freedom from 

indignity）の重要性を改めて強調している。これは傾聴すべ
き指摘である。というのは、尊厳 16は客観的な条件の充足と
密接に関連するものであるが、それだけでは十分でなく、極
めて主観的な側面をも併有しているからである（武藤他
2022, 37–39）。これまで、開発戦略は物理的な側面、すな
わち身体的安全の保障や物理的ニーズの充足を優先する嫌い
があった。しかし、「開発のパラドクス」が示すとおり、そ
れだけでは人々の尊厳は満たされず、尊厳が満たされない限
りは自分の安全が確実だという感覚を持つことはないので
ある。
このことは、安全保障を意味する英語（security）の語源
であるラテン語の原義が「不安のないこと」であることから
も明白であろう。つまり、セキュリティは、客観的な脅威に
起因するものであると同時に主観的なものでもある。そうだ
とすれば、人々はどのような時に尊厳が侵されていると感じ
るのか、何を不安に思い、何に不満を持ち、何を不正義と感
じて怒るのか、を考慮することが、人間の安全保障の実現の
ために必要となるのである。
ここで留意すべきなのは、人々の不安・不満や怒りが、自
分たちとは異なる民族・文化・宗教を排除した純粋にエスニッ
クな国民国家を強化せんとする排他的で偏狭なナショナリズ
ムに結びつきやすいことである。事実、多くの国で、そうし
たナショナリズムが高揚しつつある。これは、近代化とグロー
バリゼーションの過程で社会が流動化し、個人が「砂粒化」
したことと関係があると考えられている。近代化の過程では
地縁・血縁のような伝統的な共同体が崩壊してその保護機能
が失われたが、グローバリゼーションで経済的競争が激化し
たことによって、労働組合や会社のような機能的共同体の保
護機能の喪失も加速化した。さらに、ネオリベラリズム的な
思考の主流化によって、貧困や格差は社会全体で解決すべき

16 「尊厳」は極めて多義的であるが、ここでは、他者から辱められ
たり貶められたりすることで敬意を欠いた扱いを受けないこと、
という意味でこの語を使用する（ローゼン 2021）。
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問題ではなく自己責任の問題として個人に帰責されるように
なった。こうしたなか、人々は、共同体や組織に帰属して安
定した人間関係のなかに身を置きたいという帰属欲求や、自
分の存在価値を他者に認めてもらいたいという承認欲求を満
たすことができず、そのために不安や不満を募らせるように
なる。自分が社会から敬意をもって扱われていない、という
尊厳の欠如の認識である。そして、ある国家や民族に属して
いるという事実だけで帰属欲求を満たしてくれ、「わが国家・
わが民族の偉大さ」言説を通じて承認欲求をも満たしてくれ
る自民族中心ナショナリズムに傾斜していくことになるので
ある（中島・島薗 2022, 18）。アメリカの政治学者フランシ
ス・フクヤマは、承認欲求が満たされないことへの人々の不
満を背景に、国民という集団の尊厳の回復を主張するポピュ
リスト的な政治家が「憤りの政治（politics of resentment）」
を展開しており、それが近年の偏狭なナショナリズムの高揚
をもたらしていると主張した（Fukuyama 2018）。
そして、これを背景に、「愛国」という言葉が世界中で政
治を語る言葉として復活を遂げつつある（将基面 2022, 

11）。習近平政権やプーチン政権が愛国心の発揚に熱心であ
ることは周知のとおりだが、アメリカでも 2001年の同時多
発テロ事件以降、同年に制定された「愛国者法（the Patriot 

Act）」という法律の名に代表されるように、「愛国的」とい
う言葉が氾濫するようになった。自分たちの尊厳が損なわれ
たと考える人々、特に「ラストベルト（Rust Belt、錆びつい
た地帯）」17と呼ばれる地域に住む白人男性は移民などの異質
な他者への怒りや警戒心、偏見を募らせ、それは「アメリカ・
ファースト」という「愛国」を掲げたトランプ政権成立の素
地になった。愛国主義を掲げる政治体制はアジアや東欧へも
拡がっている。共通しているのは、国家と国民を特定の民族・
宗教・文化と結びつけ、それを共有しない少数者に対して排
他的であること、「偉大な過去」へのノスタルジアを煽り、
国民の団結強化によってそれを取り戻すことを唱導すること
である。こうした政治的主張は、砂粒のようにバラバラに孤
立した個人が、アイデンティティのよりどころと尊厳の回復
を求めて国家や国民という大きな「想像の共同体」18に一体
化して安心を得る傾向と見事に一致し、大きな政治的支持を

17 「ラストベルト」とは、アメリカ中西部から東部大西洋岸に至る
地域で、かつて製鉄業や自動車産業の中心地帯だったが、産業
空洞化によって今は長期の不景気に苦しむ地域のこと。

18 アメリカの政治学者ベネディクト・アンダーソンは、「国民
（nation）」という人間集団は、出版資本主義の登場などの近代的
条件に支えられて可能になった「想像上の共同体（imagined 

community）」にすぎないと論じた（Anderson 1993）。

獲得しつつある。こうした傾向は人間の安全保障を危うくし
かねない。というのは、国内の少数者あるいは異質な他者に
対する偏狭で攻撃的な姿勢は多様性や包摂性を重視する人間
の安全保障の理念と相容れないし、「過去の偉大さ」の強調
は攻撃的な外交に繋がり、隣国との軋轢を生んで戦争という
人間の安全保障にとっての最大の危険を招来するからであ
る 19。

3.2.　どのように主権国民国家を立て直すべきか
いかに変質しつつあるとはいえ、国際社会においても国内
においても、最も基本的な政治単位は依然として国家である。
過度に強大化した国家が国内外で暴走して人間の安全保障を
侵害する危険性には十分留意すべきであるが、そうだからと
いって国家が弱体化すれば、人間の安全保障の実現はおぼつ
かなくなる。というのは、政治的影響力を強める巨大企業な
どの非国家主体に有効に対峙しながら、国民に教育や医療な
どの公共財を十分に供給する能力と意図を持つ主体は今なお
国家以外には考えられないからである（Garrard 2022, 

7–8）。それゆえ、人間の安全保障の実現のためには、主権
国家・国民国家の変容を踏まえて国家をどのように立て直す
か、あるいは多くの途上国にとっては、どのようにそうした
国家を建設するかが課題となる。さらに、多様な利害や価値
観を調整しながら交渉と妥協を通じて国家の政策を集合的に
選択していくという、本来の意味での政治をどのように取り
戻すのか、を考えることも必要である。ピケティが主張する
ように、富の分配や格差の問題が、経済メカニズムだけによっ
て決まるのではなく、極めて政治的な要因によって決定され
ること（ピケティ 2014, 22–23）を考えれば、「政治の回復」
の重要性は自明である。歴史的に格差の縮小に貢献してきた
知識と技能の普及は、市場メカニズムで自動的に供給される
財ではなく国家が供給する公共財であり（前掲書，23–24）、
そうした公共財が確実に供給されるようにするための集合的
選択を、政治の回復を通じて確実にしていく必要があるので
ある。

19 フランシス・フクヤマは、人間の承認欲求には、他者と同等の
承認への欲求と、他者よりも優越した存在だと認められたいと
いう欲求の二種類があると指摘している（Fukuyama 2018, xiii）。
後者が偏狭な自民族中心ナショナリズムと結びつくとき、戦争
の危険性は高まるだろう。
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3.2.1.　 健全なナショナリズムを通じた国民国家再建
の重要性

国家が、国民という人間集団から構成されるものである以
上、グローバリゼーションの下での過度な競争や拡大する格
差が奪った国民の一体感や連帯感をどのように取り戻すのか
を考えなくてはならない。偏狭なナショナリズムは国際平和
にとっても人間の安全保障にとっても危険だが、主権国民国
家が基本的な政治単位であり続ける以上は、国民の一体感や
連帯感の基盤となるナショナリズムは悪いものとは言えず、
必要ですらある。
それでは、望ましいナショナリズムとはどんなものだろう
か。参考になるのは、ウクライナ情勢の緊迫化を受けて開催
された国連安全保障理事会の緊急会合でケニアのキマニ
（Martin Kimani）国連大使が行った演説である。彼は、多く
のアフリカ諸国が、列強が民族配置を無視して恣意的に引い
た国境線に不満を抱えつつも、民族の壁を越えた新しい「国民」
の形成に奮闘していることを指摘した（Kimani 2022）。その
うえで、「偉大な過去」を取り戻そうとして隣国を侵略してい
るロシアを念頭において、「我々は、危険なノスタルジアをもっ
て歴史を振り返って国民を形成するのではなく」、「より偉大
な何か（something greater）を欲している」と述べた。
キマニ大使は「より偉大な何か」が具体的に何であるかに
は言及していない。しかし、彼が特定の民族の「偉大な歴史」
を振りかざすことの危険性に警鐘を鳴らしていることを考え
ると、それは、特定の民族や宗教、言語、文化によって「国
民性」を狭く定義するのではなく、その国家の領域内に住む
あらゆる属性の人々を包摂的に「国民」として受け入れて国
家という政治共同体を形成していくことを意味するのだろ
う。それはユートピア的な構想に聞こえるかもしれない。し
かし、特定の民族・宗教・文化を共有する人々だけが連帯感
を感じられるような国家のあり方は少数派を疎外することに
なる。それは、個人の尊厳と多様性・包摂性を重視する人間
の安全保障の理念に照らして許されることではない。また、
とかく危険なものとみなされがちなナショナリズムを健全で
包摂的なものにしていくための構想は既に多く検討されてい
る。例えば、イスラエルの政治学者ヤエル・タミルは「市民
的ナショナリズム（civic nationalism）」の必要性を強調して
いる（Tamir 2019）。彼女は、主権国民国家に代わる政治共
同体が見出せない以上は、国家が分裂しないように、異なる
他者への寛容や苦境にある同胞への共感（エンパシー）に基
づいて国民の一体感を維持するナショナリズムが今こそ必要
であると主張する。

3.2.2.　主権国家機能の回復の重要性
それでは、そうした包摂的で健全なナショナリズムを涵養
するには、言い換えれば多様性を超えた国民の一体感・連帯
感を回復するには、どうすればよいのだろうか。そのために
は、タミルが主張するように寛容や共感の精神を育むことが
必要なのだが、国民の多くが貧困や格差、生活への不安にさ
いなまれ、帰属欲求・承認欲求の充足の欠如とそれに伴う尊
厳の欠如を感じている状況下ではそれは難しい。アメリカに
おける偏狭で不寛容な白人ナショナリズムの高揚を分析した
渡辺が指摘するとおり、そうした状況は「政治的部族主義
（tribalism）」と呼ばれる政治の分断を加速させるだけである。
人々は人種や民族、宗教やジェンダーなどの分断線に沿って
自分の所属する集団の中に閉じこもり、他の集団を徹底的に
敵視して対話を拒み、相手を叩きのめす「強い指導者」を希
求する（渡辺 2020, 188–92）。同じ国のなかで「部族」と「部
族」がいがみ合っていては国民融和や連帯感の醸成はおぼつ
かないことは明白である。
そこで必要となるのが、こうした政治的状況の根本原因に
対処することである。つまり、グローバリゼーションのもと
で失われてきた、国家が公共財を提供する能力を回復し、自
律的に決定できる政策スペースを回復すること、そして国内
における利害や理念の多様性を前提として、妥協と調整を通
じて公共的な関心事項を決定していくという本来の意味での
政治を回復することが必要である。こうした視点は、「民主
主義の危機論」とも相まって、盛んに提起されるようになっ
ている。
例えば、イギリスの社会学者であるグレーム・ガラードは、
市場に対する国家の管理と関与を強化することによって、あ
まりに市場と巨大企業の側に傾き過ぎた国家と市場のバラン
スを国家の側へと取り戻し、「公益国家（Public Interest State）」
を確立すべきだと主張する（Garrard 2022, 14–15）。また、
長年にわたって国際 NGOで貧困問題について取組み、提言
を行ってきたベン・フィリップスは、不平等との闘いには、「正
しく機能し、活動的で強力かつ責任をきちんと果たせる政府」
が不可欠だと主張している（フィリップス 2023, 132）。こ
こで留意すべきなのは、フィリップスが「政府は正しいエビ
デンスによって裏付けられた政策提言を受けさえすれば行動
に出るという幻想」（前掲書，138）を持つべきではなく、
適切な政策を実行させる国民側の取り組みが不可欠だと主張
していることである。彼が強調する「普通の人が参加し、政
府に圧力をかけ続けること」の重要性は、新しい民主主義や
ガバナンスのあり方に関する議論につながる。つまり、選挙
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などの公式な政治参加形態だけでは周縁化され排除されてし
まうような人々の声をすくいあげ、彼らのニーズと尊厳を満
たしていく下からの自発的自己組織化と相互扶助に基づく政
治参加のあり方を模索する方向性である（グレーバー
2020）。それは、国民の多くが「公共」的なことがらについ
て「自分たちには問題に対処する能力も責任もないと思って
いる」（松村 2021, 13）なか、身近な問題を自分たちで話し
合い、困っている人には手を差し伸べることで皆に「安全な
居場所」を確保し、「暮らしに政治を取り戻す」という思考
と実践である。文化人類学者の松村圭一郎は、強制力や多数
決によらずに共同体の構成員の同意を調達して共同性を維持
するそうした実践はユートピアニズムでも何でもなく、どこ
の国や社会にでも見られるものであったし、日本でも大災害
の際に現実にこうした実践が行われていることを強調してい
る（前掲書）。そして、そうした政治を実現していくには、
周縁化され排除されてきた人やグローバルな経済競争の中で
取り残されてきた人を「自己責任だ」と突き放すのではなく、
そうした人々を苦しめている構造的な原因を変える責任が
「国民」という共同体のメンバー全員にあるのだという自覚
を持つことが求められる（ヤング 2014, 197–98）。
このように書くと理想論に聞こえるかもしれないが、

2020年代に日本で「エンパシー」20という言葉がちょっとし
たブームになったことは希望を抱かせるに足りるものであ
る。それは、自己責任論がまかり通る現代社会において、ど
んなに働いても日々の十分な食事にすらありつけないワーキ
ングプアが増えている現状に怒ること 21、「他者の靴を履いて
みる」（ブレイディ 2021a）こと、それに基づいて社会的連
帯を取り戻すことの重要性にますます多くの人々が気づきは
じめていることの証左ではないだろうか。
国家間競争の時代を迎え、国民の団結の名のもとに同調圧
力が高まって多様性と異議申し立ての声がかき消される危険
性が高まるなか、人間の安全保障を実現していくためには、
国家の公共財の提供機能を強化するとともに、人々の連帯に
もとづく下からのガバナンスを活性化し、主権を実質的に国
民の手に取り戻すことがますます必要となっていくだろう。

20 「エンパシー」の語も多義的であるが、ここでは「自分とは違う
もの、自分は受け入れられない性質のものでも、他者として存
在を認め、その人のことを想像してみること」（ブレイディ
2021a, 31）と理解しておく。

21 2010年代半ばのイギリスでは、家庭の 27%が貧困家庭であり、
そのうち 66%は勤労家庭であった（ブレイディ 2021b, 4）。

おわりに

イギリスの歴史家 E. H.カーは、第一次世界大戦によって、
戦争は職業軍人だけに、外交は職業外交官だけに任せておけ
ばよいという考えは消し飛んだと述べた（カー 1939 [1996], 

21）。大国間の関係が緊張を孕むものになり、外交・安全保
障をパワーエリートが国家の視点から語るようになっている
昨今、そして酸鼻を極めた第一次世界大戦と比べても戦争の
惨禍が格段に悲惨なものとなった現代において、カーの言葉
の意味は大きい。ウクライナ戦争が示すように、国家の命令
によって前途ある若者が徴兵され、戦場で「大砲の餌（cannon 

fodder）」となって肉体を四散させて死んでいく現実に国民
一人一人が想像力を働かせなくてはならない。そして、戦場
での死は決して公平ではなく、少数民族 22や経済的弱者 23が
先に軍隊に入ることを余儀なくされて先に死んでいく現実を
知らなくてはならない。そしてそれゆえにこそ、戦争や安全
保障に関する国家の意思決定やその遂行に関する議論に主権
者として参加したり監視したりしなくてはならない。今後の
安全保障はどうあるべきか、国家の安全保障と人間の安全保
障の関係はどうあるべきかを、国民ひとりひとりがわが身に
引き寄せて考えることの重要性を、人間の安全保障は訴えて
いる。
上述したカーは国際政治学におけるリアリズムの始祖の一
人とされているが、リアリズムがともすれば改革されるべき
現状を追認する思考停止に陥る危険があることを指摘し、時
には理想を重視する「ユートピアニズム」が、「リアリズム
のもたらす不毛な結果を防ぐために」呼び出されなくてはな
らないと警告した（前掲書，34–35）。時代の転機だと言わ
れる今こそ、人間の安全保障の視点に立ちながら、「どうし
ても目的に向かって走りがちな未成年者の思考であるユート
ピアニズム」と「目的を全くしりぞける老齢者の思考である
リアリズム」（前掲書，35）を巧みにバランスさせるべきで
あろう。その際、ネオリベラリズムが唱道するように「市場

22 ウクライナ戦争におけるロシア軍戦死者を分析したロシア独立
系メディアの報道によれば、ブリヤート、トゥバ、北オセティ
アなどの少数民族居住地区出身の戦死者の割合は際立って高い
（Важные истории 2022）。

23 貧困層の若者に対し、奨学金付与などの経済的支援を行うこと
によって軍隊への志願を奨励し、兵員を確保することを「経済
的徴兵（economic conscription）」と呼ぶ。アメリカやイギリス
（BBC News 2006）でこうしたことが行われているとされる。
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には逆らえない」とか、国際政治学のリアリストたちが主張
するように国家の安全保障の前景化が不可避であるといった
宿命論に陥らないようにしなくてはならない。リアリズムは
「希望なき学派（school of no hope）」であり、空を飛ぼうと
する人間に対して重力の不可避性を説いているようなものだ
と表現した研究者がいるが（Poast 2022）、それでも人類は
理想や理念を掲げて空を飛ぼうとしてきたのである。国家の
安全保障が前景化する時代になっているとしても、健全な主
権国家・国民国家の再建の試みのなかで、国家が人間の安全
保障を理念として掲げることはけっして不自然ではなく、む
しろ必要なことだといえよう。人間の安全保障の理念やそれ
に基づく構想がユートピアニズムとして退けられることが
あってはならない。
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人間の安全保障とガバナンス―中国の場合
高原　明生

東京大学大学院　法学政治学研究科　教授

ガバナンスという鍵

世界秩序が流動化し、複合危機が迫る中で、人間の安全保
障を如何に実現するのか。我々がこの課題に向き合う上では、
当然ながら新興大国である中国の動向に様々な観点から注目
しなければならない。

1992年以降の市場化の加速、そして 2001年のWTO加
盟などの政策が功を奏し、中国の国力は急速に増進した。そ
の結果、世界的にも前例がないほどの高度成長が続いて人々
の生活水準はおしなべて向上した。しかしその一方で、補償
が不十分な地上げや所得格差の拡大などのひずみも広がり、
成長の光と陰の対照が鮮明となったのも事実だ。
海外に目を転じれば、多くの中国企業が資源や市場を求め
て経済進出を進めた。中国政府は、シーレーンの安全確保や
政治的影響力の拡大も視野に入れてインフラ建設に多額の資
金を投入した。多くの国がそれらの恩恵を受け、経済発展の
バネとしてきた。しかしその反面、立案や実施過程における
不透明性や一部の非効率性、そして裨益層の偏りなどへの疑
問や不満も広がった。また、デフォルトに陥った国々を苦境
から救出する上での協調性の欠如は突出しており、問題の解
決を遅らせている。斯くして、中国の急速な成長と対外進出
は、正負両面において、世界の人間の安全保障を取り巻く状
況に大きなインパクトを及ぼしてきた。
大国の目覚ましい経済成長が人間の安全保障に及ぼした影
響を検証し、評価する上で有効な切り口はガバナンスである。
そもそも人間の安全保障のエッセンスが一人一人の命、暮し、
そして尊厳を守ることであるならば、その実現のための必要
条件は何だろうか。この問いから、ガバナンスの重要性につ
いて考えてみよう。
田中明彦は、人間の安全保障に対する脅威の発生システム

を三つに分類している 1。すなわち、①自然災害などを起こす
物理的システム、②伝染病などをもたらす生命システム、そ
して③構造的貧困や武力闘争などの原因となる社会的システ
ムの三つである。いずれの問題についても、ガバナンスの如
何が人間の安全保障に大きく影響することは明らかだろう。
例えば、気候変動やパンデミックに対してはグローバルな共
通行動が必要だし、自然災害への対応はどの国においても国
家や地方政府が取り組むべき大きな課題だ。そして国内社会
の在り方が人々の命や暮し、そして尊厳を脅かしているなら
ば、それは国家や地域のガバナンスの機能不全による場合が
多い。
ここで言うガバナンスとは何か。それは、世界、あるいは
一国ないし一地域の経済、社会資源を管理する上で権力が行
使される際の、その権力の行使のされ方だと定義できる 2。国
の内外で行使される中国の権力が、人間の安全保障の実現あ
るいはその侵害にどのような影響を及ぼしているのかを検討
することが本章の課題である。このアプローチですべての問
題をカバーすることはできない。だが、重要な問題のいくつ
かについて意味のある指摘が可能になるだろう。

中国と人間の安全保障

中国政府が人間の安全保障という概念を進んで受入れ、積
極的に使用してきたわけではない。しかし、特に胡錦濤が総
書記を務めた時期（2002–2012年）には、高度成長が社会

1 Akihiko Tanaka, “Toward a Theory of Human Security”, JICA-RI 

Working Paper, No.91, March 2015, https://www.jica.go.jp/

Resource/jica-ri/ja/publication/workingpaper/jrft3q0000000xzx-

att/JICA-RI_WP_No.91.pdf.
2 これは、アジア開発銀行の定義に準じている（John P. Burns, 

‘Governance and Civil Service Reform’, in Howell, Jude (ed.), 
Governance in China (Rowman and Littlefield, 2004), 37–38）。

本レポートで述べられている見解は執筆者個人の見解であり、JICAや JICA緒方研究所としての見解を示すものではありません。

https://www.jica.go.jp/Resource/jica-ri/ja/publication/workingpaper/jrft3q0000000xzx-att/JICA-RI_WP_No.91.pdf
https://www.jica.go.jp/Resource/jica-ri/ja/publication/workingpaper/jrft3q0000000xzx-att/JICA-RI_WP_No.91.pdf
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にひずみをもたらしたことへの反省の下に、人を根本となす
（「以人為本」）ことや、調和社会（「和諧社会」）の建設が開
発政策のスローガンとして掲げられた。そしてその文脈で、
人の安全保障（「人的安全」）や人類の安全保障（「人類安全」）
といった概念が、研究者のみならず指導者によっても使われ
始めた 3。だが、それらの言葉が全面的に受け入れられ、頻繁
に使用されることには至らなかった。その要因としては、
2012年に指導者が交代して前の政権のスローガンが後景に
退いたことや、人間の安全保障を建前とした人道的介入が行
われ、内政に干渉されるのを警戒したことなどがあったと思
われる 4。
ガバナンスという概念にも当初は人間の安全保障の場合と
似たような警戒感が抱かれた 5。ガバナンスに含意された「権
力の行使のされ方」とは、国家のあり方のみならず、国家と
社会、あるいは為政者と一般国民との関係に関わる問題であ
る。したがって、ガバナンスの主な要素としては、政府のア
カウンタビリティ、透明性、効率、効果、政治参加などが通
常は挙げられ、一部のドナー国は途上国一般に対するガバナ
ンス協力に民主化を含んでいる 6。だが、ガバナンスの解釈に
は幅があり、自由権や三権分立などとは違って共産党の一党
支配体制の否定に直接結びつくような、統治の内在的原理に
関わる概念ではないとされた。そのため、ガバナンスは「治
理」と漢訳されて中国でも用語として定着した 7。
現在の中国当局は、ガバナンスの重要性を認識している。
例えば、2022年 10月に開かれた中国共産党第 20回全国代
表大会（いわゆる党大会）での習近平総書記の演説において

3 Ren, Xiao, Human Security in Practice: The Chinese Experience, 

JICA-RI Working Paper No. 92, March 2015，後井隆伸「中国に
おける非伝統的安全保障論の展開と人間の安全保障」、『国際公
共政策研究』、2010年、15(1)、243–257、https://ir.library.

osaka-u.ac.jp/repo/ouka/all/12816/27_243.pdf。
4 同上、251、福島安紀子『人間の安全保障　グローバル化する多
様な脅威と政策フレームワーク』千倉書房、2010年、168。

5 高原明生「中国におけるガバナンス―中国共産党の位置と能
力」、菱田雅晴編著『中国共産党のサバイバル戦略』、三和書籍、
2012年、103。

6 Jude Howell, ‘Governance Matters: Key Challenges and Emerging 

Tendencies’, in Howell, Jude (ed.), Governance in China (Rowman 

& Littlefield, 2004), 1.
7 1997年に書かれた徐勇のエッセイ、「GOVERNANCE：治理的
闡釈」を見よ（徐勇『徐勇自選集』華中理工大学出版社、2001年、
317–326）。

も、ガバナンスという言葉が多く使われた 8。法治の実現とい
う文脈では「国家ガバナンス」、環境保護については「系統
的なガバナンス」、気候変動に関しては「グローバル・ガバ
ナンス」、そして国家と社会の安全については「グローバル・
セキュリティ・ガバナンス」と「公共安全ガバナンス」、そ
れに「社会ガバナンス」の強化が必要だといった具合だ。
それでは、世界人口の 17.5%を占める中国の、国内にお

ける人間の安全保障の実現状況についてどのような評価がで
きるだろうか。過去数十年の平和と発展の下で、恐怖や欠乏
からの自由については、その実績を高く評価することができ
よう。急速な経済成長のおかげで、さまざまな社会指標につ
いて顕著な向上が認められる。経済制度の改革と対外開放を
進める政策が強力に推進され始めた 1980年、中国の一人当
たり GDPは 312米ドルに過ぎなかった。それが 30年後の
2022年には約40倍の12,720米ドルに到達した 9。生活水準、
保健衛生水準の向上は長寿社会の到来に反映されている。
人々の平均寿命は 1980年の 64.4歳から 2021年には 78.2

歳に延びている 10。
2021年、建党 100周年を祝った年に、中国共産党は貧困

撲滅宣言を行った。1970年代末以来、世界銀行の国際貧困
基準によれば、貧困脱却した中国の人口は累計 7億 7,000

万人に上り、同期間に減少した世界の貧困人口の 70％以上
を占めたという 11。中国における貧困削減は、必ずしも貧困
地域のインフラ開発や経済構造の高度化によるばかりではな
く、補助金の供与による部分も小さくない。したがって、一
旦は脱貧困に成功しても、後戻りする恐れがあり、警戒も呼
び掛けられている。それにしても、物質的な豊かさに関して
近年の中国社会が急速な進歩を遂げたことは間違いない。総
体として、中国共産党の領導下におけるガバナンスのプラス
の効果が今までの中国の台頭を可能にした一因であったこと
は誰も否定できないだろう。

8 習近平「中国の特色ある社会主義の偉大な旗印を高く掲げ　社
会主義現代化国家を全面的に建設するために団結奮闘しよう」
新華ネット、2022年 10月 28日、https://jp.news.cn/20221028/ 

7d7768e4a1b34579b9b49d0bcad9ec14/202210287d7768e4a

1b34579b9b49d0bcad9ec14_zhongguogongchandangdi%EF%

BC%92%EF%BC%90huidangdahuibaogaoquanwen.pdf。
9 世界銀行のデータによる。https://data.worldbank.org/indicator/

NY.GDP.PCAP.CD?locations=CN。
10 国連のデータによる。https://population.un.org/wpp/Download/

Standard/MostUsed/。
11 習近平「在全国脱貧攻堅総結表彰大会上的講話」（全国脱貧困難
関攻略総括表彰大会における講話）、『人民日報』2021年 2月
26日 2面。

https://ir.library.osaka-u.ac.jp/repo/ouka/all/12816/27_243.pdf
https://ir.library.osaka-u.ac.jp/repo/ouka/all/12816/27_243.pdf
https://jp.news.cn/20221028/7d7768e4a1b34579b9b49d0bcad9ec14/202210287d7768e4a1b34579b9b49d0bcad9ec14_zhongguogongchandangdi%EF%BC%92%EF%BC%90huidangdahuibaogaoquanwen.pdf
https://jp.news.cn/20221028/7d7768e4a1b34579b9b49d0bcad9ec14/202210287d7768e4a1b34579b9b49d0bcad9ec14_zhongguogongchandangdi%EF%BC%92%EF%BC%90huidangdahuibaogaoquanwen.pdf
https://jp.news.cn/20221028/7d7768e4a1b34579b9b49d0bcad9ec14/202210287d7768e4a1b34579b9b49d0bcad9ec14_zhongguogongchandangdi%EF%BC%92%EF%BC%90huidangdahuibaogaoquanwen.pdf
https://jp.news.cn/20221028/7d7768e4a1b34579b9b49d0bcad9ec14/202210287d7768e4a1b34579b9b49d0bcad9ec14_zhongguogongchandangdi%EF%BC%92%EF%BC%90huidangdahuibaogaoquanwen.pdf
https://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.PCAP.CD?locations=CN
https://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.PCAP.CD?locations=CN
https://population.un.org/wpp/Download/Standard/MostUsed/
https://population.un.org/wpp/Download/Standard/MostUsed/
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しかし、本稿の冒頭で紹介した、田中が整理した 3つの
システムに由来する脅威の複合性に照らせば、人間の安全保
障の観点から中国のガバナンスのさらなる強化が求められて
いることは明らかだ。例えば物理的システムについては、気
候変動の影響により毎年多くの地方で激しい洪水被害が出る
ようになった。また、生命システムに大きな脅威をもたらし
たのは言うまでもなく新型コロナウィルスの大流行だ。そし
て中国の社会システムだからこそ可能であった、それを抑え
込むための強力な行動制限は、結果的に人々の命、暮し、尊
厳を脅かすこととなった。その事情について、次節で少し詳
しく検討してみよう。

ガバナンスの難問 

̶̶アカウンタビリティ

人間の安全保障の実現のためにはガバナンスが極めて重要
であり、そのことは世界に複合危機が迫る状況下でいよいよ
明らかであろう。その一例は新型コロナの世界的流行への各
国における対処である。果たして中国はうまく対応できただ
ろうか。

2020年初めより、新型コロナが武漢から全国に、そして
全世界に広まった。前年 12月末にウイルスの出現に警鐘を
鳴らしたところ、不正確な情報をネットに流したとして公安
部門から訓戒処分を受けた医師たちがいた。当局は当初、判
断を誤り、危険情報の広報周知を怠ったのだった 12。ウイル
スの発生源をめぐっては一致した見解はないが、初動の遅れ
が爆発的な感染拡大につながったことは確かだろう。
訓戒処分を受けた医師の一人である李文亮氏が自らウイル
スに感染して死亡したことは、中国社会に大きな衝撃を与え
た。亡くなる 8日前、メディアの取材に対し、李氏は「健
全な社会には一つの声だけがあるべきではない」と語っ
た 13。李氏は意識していなかっただろうが、図らずもこれは
習近平氏が 2018年 7月に語った次の言葉を否定する発言に
なった。すなわち習氏は、「党中央は大脳であり中枢であり、

12 財新編集部「中国・新型コロナ ｢遺伝子情報｣ 封じ込めの衝撃」、
東洋経済オンライン、2020年 3月 5日、https://toyokeizai.net/

articles/-/334358?display=b。
13 財新編集部「新型肺炎を武漢で真っ先に告発した医師の悲運」、
東洋経済オンライン、2020年 2月 7日、https://toyokeizai.net/

articles/-/329129?page=5。この記事では「健全な社会に必要な
のはさまざまな声です」と翻訳されている。

必ず一尊を定め、一発の銅鑼の音が全体のトーンを規定する
権威を持たねばならない」と述べていた 14。これは同年春、
憲法を改正して国家主席の任期を撤廃したことにつき一部か
ら批判を受けていた習近平氏が発した言葉である。李文亮医
師の死去を受けて、特に若者たちの間で、真実を伝える自由
な発言が出来ない政治体制に問題があると考える者が増えた
といわれるのも無理はない。
その後、習近平政権はウイルスを押さえ込み、それを党の
強力な領導のおかげだと宣伝することに注力した。まず行っ
たのは、武漢の都市封鎖に象徴される、強権発動によるウイ
ルスの制圧である。日本の町内会、あるいは戦時中の隣組に
相当する社区居民委員会の幹部たちが人の出入りがないよう
に監視した。そして人の行動経路を記録するアプリが開発さ
れ、公共交通機関の使用や建物の出入りがすべて把握される
ようになった。当局への批判や体制への不信感が広がらない
ように、WeChatなど中国版のSNSに対する監視も強化した。
他方、公式マスメディアで宣伝キャンペーンを展開して共産
党とその指導者の威信を回復しようとした。
このとき、中国共産党を図らずも助けたのが米国であり、
トランプ大統領だった。中国当局は、感染症への対応をめぐ
る米国の混乱ぶりを指差して、「民主主義より、習近平同志
の強力なリーダーシップの下で新型コロナを抑え込んだ中国
の体制のほうがよほど優れている」と宣伝した。防疫キャン
ペーンも成功し、4月を過ぎる頃には感染の広がりはほとん
ど止まった。その結果、国内における習近平および共産党の
声望は新型コロナ流行前より高まったと言ってよいだろう。
ところが、オミクロン株の流行とともに状況はまた変わっ
てゆく。2022年 10月の時点で習総書記は、党中央は「人
民至上、生命至上」を堅持し、揺るぐことなく「動的ゼロコ
ロナ」を堅持してきたと胸を張った。頻繁な PCR検査と厳
しい行動規制でウイルスを抑え込む、いわゆるゼロコロナ政
策を維持する方針を党大会で明らかにしたのである。衛生当
局はゼロコロナ政策を続ける理由として、オミクロン株の感
染力の強さに加え、流行した場合に起こり得る中国の医療資
源のひっ迫や高齢者の多さなどを挙げていた 15。だが同年 5

月、上海で厳しい行動制限が取られていた最中には、習氏は

14 2018年 7月 3日、全国組織工作会議における発言。「“11211”，
習近平談新時代党的組織路線」（『11211』̶̶習近平、新時代の
党の組織路線を語る）、新華ネット、2018年 7月 4日、http://

www.xinhuanet.com/politics/xxjxs/2018-07/04/c_1123080191.htm。
15 国家衛生健康委員会の記者会見、同委員会のウェッブサイト、

2022年 10月 13日、http://www.nhc.gov.cn/xcs/s3574/202210/

73d717e4fd82496b8075a6aa69e9d038.shtml。

https://toyokeizai.net/articles/-/334358?display=b
https://toyokeizai.net/articles/-/334358?display=b
https://toyokeizai.net/articles/-/329129?page=5
https://toyokeizai.net/articles/-/329129?page=5
http://www.xinhuanet.com/politics/xxjxs/2018-07/04/c_1123080191.htm
http://www.xinhuanet.com/politics/xxjxs/2018-07/04/c_1123080191.htm
http://www.nhc.gov.cn/xcs/s3574/202210/73d717e4fd82496b8075a6aa69e9d038.shtml
http://www.nhc.gov.cn/xcs/s3574/202210/73d717e4fd82496b8075a6aa69e9d038.shtml
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次のように檄を飛ばしていた。「我々の防疫、管理方針は党
の性質と宗旨により決定されたものだ……我々は武漢防衛戦
に勝利したし、必ず大上海防衛戦にも勝利できる……動的ゼ
ロコロナ総方針を堅持し、我が国の方針や政策を歪曲、懐疑、
否定する一切の言動と断固闘争する」16。つまり、ゼロコロナ
政策が修正されなかった理由には、過去の成功体験と、それ
を体制の優位性によるものだと指導者が政治的に規定したこ
とが含まれていたのだ。
だが、厳しすぎるほどの外出制限や隔離、検査の実施など
に人々はフラストレーションを募らせた。食料や薬が入手し
にくくなり、感染者が出た場合は建物や地区全体が封鎖され、
強制的な隔離が行われた。病人や妊婦が治療を受けられず死
亡したり、自殺したりする場合もあった 17。そうした厳しい
措置が取られたにもかかわらず、2022年秋から流行がほぼ
全国に広がり始め、感染を制御する社会コストが上昇した 18。
そこで同年 11月 10日に隔離期間の短縮や隔離対象地域

の縮小などの緩和措置が打ち出された。ところが、その後も
感染が拡大する一方、「ゼロコロナ政策による疲労感、焦燥感、
緊張感など複雑な感情が社会で広がり始め、防疫措置を続け
るコストが日増しに増大した」と新華社の記事は認めてい
る 19。11月下旬、人々のフラストレーションは「白紙運動」
と呼ばれた抗議活動の形を取った。街頭では、共産党や習近
平氏の下野を叫ぶ者まで現れた。近年の厳しい社会統制の下
では極めて異例の事態である。

12月 7日、定期的な住民の PCR検査や移動の際の陰性
証明の提示、行動履歴のチェックなどの廃止が発表された。
結果的に人々の命、暮し、そして尊厳を守れなかったゼロコ
ロナ政策は全面的に緩和された。しかし、その結果、次に起
きたのは爆発的な感染拡大であった。ワクチン接種が不十分
であり薬の用意などの準備態勢が整っていなかったことも
あって多数の死者が出たが、中国当局はその数値を発表して

16 『人民日報』2022年 5月 6日 1面。
17 「ゼロコロナ政策まだ続くの？　中国人の本音は」、NHK国際
ニュースナビ、2022年 10月 12日、https://www3.nhk.or.jp/

news/special/international_news_navi/articles/feature/2022/10/ 

12/25997.html。
18 新華社記者「中国戦 “疫” 進入新階段―我国因時因勢優化疫情
防控措施紀実」（中国の戦『疫』が新段階に突入̶我が国の時
と情勢に応じた防疫措置改善の記録）、新華ネット、2023年 1

月 8日、http://www.nhc.gov.cn/xcs/yqfkdt/202301/53e4bdbadd

0f4a3384c0af7e38f16427.shtml。これは、ゼロコロナ政策の緩
和、撤廃を説明するための、公式メディアの中で最も権威のあ
る新華社によるドキュメンタリー風記事である。

19 同上。

いない。海外の研究所で行われた推計によれば、12月から
2023年 1月にかけての 2か月で超過死亡者数が 190万人近
くに達したという 20。
以上のように、厳しい統制は結果的に人間の安全を効果的
に保障できなかった。実は、ウイルス制圧のための厳しい行
動規制は中国の専売特許ではない。オーストラリアやニュー
ジーランドなど、民主主義国においても同様の統制が行われ、
初期の中国と同様に大きな効果を上げていた。したがって問
題は体制ではなく政策であることは明らかだ。しかし、権力
を制約するメカニズムが存在せず、住民へのアカウンタビリ
ティが考慮されない場合、ガバナンスが硬直化して状況の変
化に対応した政策変更が難しくなる。その上、現場の実情、
住民のニーズへのケアよりも上級機関への忖度が強くなる体
制であれば、政策執行が極端に走る傾向が現れる。以上は一
般論だが、中国の新型コロナ対策にはこのような特徴が見ら
れたのではないか。

海外事業の透明性の不足が脅かす 

人間の安全保障

前節の中国の国内事情の分析からは、アカウンタビリティ
なき権力の行使が人間の安全保障を脅かしうることが見て取
れた。では、中国がかかわる海外の事業についてはどうだろ
うか。
中国の経済的な台頭と海外進出によって、多くの発展途上
国が裨益したことは間違いない。例えば近年のアフリカ経済
の発展は、投資や貿易を通した中国との経済交流の拡大を抜
きにして語れない 21。様々な世論調査を見ても、途上国にお
ける中国の好感度はおしなべて高い 22。総じて言えば、世界

20 フレッド・ハチソン癌研究センターのジョセフ・アンガー氏ら
が執筆した研究論文を報じた次の記事による。Michelle Fay 

Cortez「中国の「ゼロコロナ」解除、2カ月で超過死亡 190万
人―米研究」、Bloomberg、2023年 8月 25日、https://www.

bloomberg.co.jp/news/articles/2023-08-25/RZWUYTT1UM0W01。
21 平野克己「アフリカ史の新たな動力源、中国」、川島真ほか編『中
国の外交戦略と世界秩序―理念・政策・現地の視線』、昭和堂、
2020年、81–101。

22 Views of China, 2002-2022, a table of Pew Research Center 

survey results, https://www.pewresearch.org/global/2022/09/28/

views-of-china-xi-era-appendix-detailed-tables/, 遠藤貢「アフリ
カにおける中国認識　中国の南部アフリカ進出と域内関係の変
容」、川島ほか前掲書、103–122。

https://www3.nhk.or.jp/news/special/international_news_navi/articles/feature/2022/10/12/25997.html
https://www3.nhk.or.jp/news/special/international_news_navi/articles/feature/2022/10/12/25997.html
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の人間の安全保障の実現において中国が果たしている役割は
決して小さくない。
しかし、国内と同様、一般の人々に対するアカウンタビリ
ティが欠如している事情は、海外事業をめぐるガバナンスに
ついても存在する。人間の安全保障にとっては、中国の台頭
にはプラスの面とマイナスの面が混在しているのが実態だと
言える。ここで、あまり問題を広げすぎると小論で扱える範
囲を超えてしまう。例えば気候変動やウクライナ戦争、ガザ
での戦闘といったグローバル・ガバナンスにかかわる問題に
関してはそれぞれにつき詳細な検討を行う必要があり、稿を
改めるほかはない。以下においては、小国と中国との関係を
検討した緒方貞子平和開発研究所の研究プロジェクトの成果
から、中国の対外進出が現地政府のガバナンスとの関連でも
たらす問題の例を提示してみることとする 23。
第一に、中国の政府や企業が海外で事業の形成と実施に携
わる場合、当該事業をめぐるガバナンスの主体は当然ながら
現地政府である。だが、政府関係者と進出する中国側との間
に不透明な関係がある場合、現地政府のガバナンスに負の影
響が及ぶことになる。例えばフィリピンでは、アロヨ政権期、
中国企業は饗応や贈答を通して政府高官たちに深く食い込
み、彼らの横領行為にかかわったという 24。次のアキノ政権
は中国に厳しい姿勢で臨んだが、それに代わってドゥテルテ
政権が発足すると、120社を超える中国系のオンライン賭博
会社がフィリピンに進出した。ある推計によれば、それに伴っ
て人口 1,200万人のメトロ・マニラ地域に 50万人ほどの中
国人従業員が移住し、その結果、公共サービスが逼迫して現
地住民の間に強い反発を引き起こした。ドゥテルテ政権の中
枢は、賭博会社から多額の資金供与を受けていたとされる。
中国政府は、他の国々には圧力をかけて不法なオンライン賭
博の取締りを行わせた。だが、アキノ政権と異なり、南シナ
海問題で協調姿勢を示すドゥテルテ政権には強く出ることが
できなかった。

23 プロジェクト名は、“The New Dynamics of Peace and Development 

in the Indo-Pacific: How Countries in the Region Proactively Interact 

with China”。その成果は、Journal of Contemporary East Asia 

Studies vol. 12に掲載されている（https://www.tandfonline.com/

action/showAxaArticles?journalCode=reas20 無料で閲覧、ダウ
ンロード可能）。

24 Alvin Camba, “From Aquino to Marcos: political survival and 

Philippine foreign policy towards China”, Journal of Contemporary 

East Asia Studies, November 2023, https://doi.org/10.1080/2476

1028.2023.2281165. フィリピンについての記述はこの資料に
拠る。

第二に、現地政府の意思決定における透明性が欠如し、権
力のチェック・アンド・バランスのメカニズムも不十分であ
る場合、たとえ実益をもたらす事業であったとしてもその形
成と実施により関係住民の暮らしや尊厳が脅かされることが
ある。例えば、2021年 12月、ラオスの首都ビエンチャン
と中国との国境の町ボーテンをつなぐ高速鉄道が開通した。
長年にわたるラオス側の強い働きかけに中国が応じたプロ
ジェクトである。その経済効果は良好で、開通から 2年弱
が経った時点では、「観光客らの人気を集め、ラオス経済の
回復に寄与している」と報じられた 25。他方、鉄道敷設地に
元々住んでいて他所への移転を強いられた住民への補償が滞
り、多くの家族は移住できないでいた。国際基準に合致した
他国とのインフラ開発事業であれば起こり難い事態である。
問題を解決しない政府の怠慢や地上げ屋のハラスメントに対
し、人々は憤りを募らせていた 26。住民へのアカウンタビリ
ティを欠く政府のみならず、投融資する側も責任を免れ得る
ことではない。
緒方貞子平和開発研究所の研究プロジェクトは、中国の投
融資の受け手の側にもいわゆるエージェンシー（agency）、
つまり自分の行動を決定する能力が一定程度はあることを明
らかにした 27。だがラオスのように、他のパートナーを選ぶ
オプションが限られている場合、また非政府組織が存在しな
い、あるいはその発言力が弱い場合においては、中国を相手
にする際のエージェンシーは限定的なものとなる 28。やはり
人間の安全保障を実現する上で鍵となるのは、透明性と住民
に対するアカウンタビリティというガバナンスの問題であ
る。それは第一義的には現地政府の問題だが、投融資する側
の責任も当然問われることになる。日本にとっても他人事で
はない。人間の安全保障とガバナンスの関係を常に意識して、
協力事業を展開していかなければならない。

25 共同通信、2022年 10月 5日、https://www.47news.jp/9951407.

html。
26 Cheng-Chwee Kwik and Zikri Rosli, “Laos-China infrastructure 

cooperation: legitimation and the limits of host-country agency”, 
Journal of Contemporary East Asia Studies, October 2023, https://

doi.org/10.1080/24761028.2023.2274236.
27 Cambridge Dictionaryによれば、agencyの語義の一つは以下の
通りである。“the ability to take action or to choose what action 

to take” (https://dictionary.cambridge.org/ja/dictionary/english/

agency)。エージェンシーについては、UNDPの 2022年特別報
告書「人新世と人間の安全保障」も参照されたい（https://www.

undp.org/ja/japan/press-releases/human-security-report-japanese-

edition）。
28 Cheng-Chwee Kuik and Zikri Rosli, op.cit.
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今後への期待

先に述べたように、中国の指導部はガバナンスを重視して
いる。海外の事業に関しても、その透明性、そして現地住民
の支持を得ることの重要性について、中国の指導部は理解を
深めているように思える。例えば、2019年 4月に開かれた
第 2回一帯一路国際協力サミットフォーラムにおいて、習
近平国家主席は次のように語った。「すべての協力について
オープンで透明度の高い運営を堅持し、共にゼロ容認の姿勢
で腐敗を取り締る必要がある」29。そして 2023年 10月の第
3回一帯一路国際協力サミットフォーラムにおいては、シン
ボリックなプロジェクトとともに「小さくて美しい」民生プ
ロジェクトも推進していくことを強調した 30。現地住民が直
接裨益するようなプロジェクトを増やせという指示が出され

29 北京週報、「第 2回一帯一路国際協力サミットフォーラム　習近
平国家主席の演説要旨」、2019年 4月 27日、http://japanese.

beijingreview.com.cn/js/2019/201905/t20190508_800167269.

html。中国語の原文は、「堅持一切合作都在陽光下運作、共同以
零容忍態度打撃腐敗」。

30 人民日報、2023年 10月 19日、http://paper.people.com.cn/rmrb/

html/2023-10/19/nw.D110000renmrb_20231019_1-01.htm。

たのである。
もちろん、その背景としては中国の国益がある。米国との
戦略的競争が激化し、いわゆるグローバルサウスの支持の獲
得競争が起きていること、中国経済の減速が続き、2017年
頃をピークとして中国の対外資金協力の額が減少しているこ
となどが新たな指示の要因として挙げられよう。だが、世界
の人々の命、暮し、そして尊厳を守る上では、力を有する国
の協力の動機が利他的であるかどうかは問題ではない。大事
なことは、事業の形成と実行のプロセスで透明性とアカウン
タビリティを確保できるかどうかである。私たちは、ロシア
のような大国が 21世紀になっても他国を侵略するのかと
がっかりもするが、人間には賢さもあるだろう。複合危機に
直面しているからこそ、そこから学び、改善へ動くこともで
きるはずだ。中国の人々は、次のパンデミックにはどう対応
するだろうか。

http://japanese.beijingreview.com.cn/js/2019/201905/t20190508_800167269.html
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「人間の安全保障」とは、「国家」を基本単位とはしない安
全保障のことである。国ではなく個々の人間を念頭においた
安全保障を唱えたところに発想の特徴がある。もとより、長
い歴史をもつ教育や保健分野における公共活動では、人間の
安全保障という考え方が提示される以前から、国家に縛られ
ることなく個々の人間をめがけて行われてきた。しかし、「人
間の安全保障」を国家の安全保障に比肩する脅威への対応と
して位置づけ、個々人よりも政府を主たる相手にしてきた
JICAという対外援助機関が打ち出すことには大きな意味が
あったのである。
ここで、少し立ち止まって考えてみよう。そもそも、ここ
でいう「人間」とはどのような主体を指すのか。「人間の安
全保障」をめぐる議論の大半が、その言葉の後半にある「安
全保障」の中身をめぐって展開されてきたのに対して、前半
部分の「人間」の意味が案外見逃されてきたのではないか。
なるほど SDGs（持続可能な開発目標）でも「誰一人取り残
さない」というスローガンが打ち出されているように、開発
協力の究極の対象を一人ひとりの人間とする考え方は、ごく
一般的になっていると考えてよい。
だが、人間は一人で生きているわけではない。人間をどの
ような集団の一部と見なすかによって、そこに向けられる援
助の在り方も変わってくるはずである。かつてアマルティア・
センが指摘したように、人間は家族、地域社会、学校・職場、
民族や国家など、様々な集団に同時に所属しながら、自らの
アイデンティティを形成する（セン 2017）。個々の人間の
帰属先は目に見えにくく、なおかつ複数の領域を跨いでいる
ために、それらの相互関係は外部の目には特にわかりにくい。
しかし、例えば難民支援が、難民キャンプの在り方だけでなく、
難民の出身地域に残った家族や仲間との関係を踏まえて措置
される必要があるのと同じように、「現場だけ」に視野を限
定してしまうと、課題の本質も、対処方法も的外れになる。
家族であれ村落や自治会といった地域に根付く共同体であ
れ、いざというときに最も頼りになるのは、こうした身の回
りの帰属先である。そう考えると人間の安全保障は、必ずし

も「一人ひとり」を相手にしているのではなく、何らかの集
団に属する「一人ひとり」を相手にしているということがわ
かる。ここで「集団」というのは、教会やモスクといった宗
教的な集団かもしれないし、民族や出身地にもとづく人的
ネットワークを指すのかもしれない。あるいは農協や漁協と
いった職業集団もあれば、労働組合のような社会経済的な地
位にもとづく結社もあろう。
個々人を独立した主体として考える思想的系譜は、西欧思
想ではエマニュエル・カントにさかのぼることができる。フ
ランス革命やアメリカの独立宣言などを通じて鍛え上げら
れ、ヒューマニズムを体現した概念である「個人」は、国家
権力から「独立した人」を意味する。ところが、日本では「各
個人」「一個人」のように、あくまで集団の一部を成す個人
という捉え方が長く定着してきた（石神 2012）。
それでも、日本が欧米流の「個人」を熱心に取り入れよう
とした時代はあった。その最も顕著な例が、個人（individual）
を国家（national）と対置して、前者の独立こそが国家にとっ
て重要であると説いたサミュエル・スマイルズの Self-Help

（自助論）の教科書採用である。明治時代の初期に『西国立
志編』として邦訳された自助論は、新たに近代的な教育機関
として設置された小学校の教科書に採用された。福澤諭吉の
『学問のススメ』と並んで当時の日本でベストセラーになっ
た自助論は、国家の基礎を自立した個人の確立に求めた点で、
文明開化の日本にふさわしい理念として当時の教育分野の指
導者らに強く支持された。次の文章はスマイルズの考え方を
要約した部分である（Smiles 1872，2、引用者訳）。

政府なるものは、その国を構成する諸個人を反映したも
のに過ぎない。政府が人々より先に進んでいても、やが
ては諸個人の水準まで引き下ろされるであろうし、人々
のほうが優れていれば政府はやがてその水準まで押し上
げられることになる。（中略）高貴なる人々は高貴なる
統治を受け、無知で退廃した人々はその程度にしか統治
されない。私たちの経験が教えてくれるのは、国家の力

コラムコラム

人間の安全保障の「人間」とは？
佐藤　仁（東京大学　東洋文化研究所　新世代アジア研究部門　教授）

本レポートで述べられている見解は執筆者個人の見解であり、JICAや JICA緒方研究所としての見解を示すものではありません。
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というのはそれがよって立つ制度に依存するのではな
く、人々の品行（character）に左右されるのである。

今であれば迷うことなく「個人」と訳される individualと
いう原語に、この本を明治時代に初めて邦訳した中村正直は
「人民」を充てた。「人民」は、「人々」という意味である。
現在であれば「個人」を充てるべき「一人ひとりの人間」を
想定していたスマイルズの議論は、日本の文脈に翻訳される
過程で「人民」という集合的なニュアンスの強い概念に置き
換えられたわけである。「個々人の権利」という本来の力点が、
主語が不特定多数を指す「人民」になったことで原著者の意
図は曖昧になってしまった。明治期の日本で individualを単
数形として翻訳する適当な言葉がなかったのである（丸山・
加藤 1998）。
それでも、スマイルズの自助論が明治維新直後の日本に新
鮮な風を吹き込んだことは間違いない。自助論がヒットした
背景には、日本に長く根づいていた家族や村、藩といった共
同体の封建的な集団主義、家族主義、村社会に対する反発も
あったからであろう。それでも相互扶助を原則とする日本の
農村社会では、互いに依存しあいながら生きることは避けら
れない現実であった。
こうした中で明治の中期に入って天皇を中心とする国家主
義の機運が顕著になると、個人を柱にしたスマイルズの思想
は、むしろ疎ましいものになった。「仁義忠孝」へと儒教的
な伝統に回帰した文部省によって、『自助論』は採用からわ
ずか 10年で教科書としての使用を禁じられてしまう。人間
一人ひとりという意味での個人が日本に定着し、それが国家
に認められるまでには、まだまだ時間が必要だった。
単数形としての個人の定着は、現代になっても十分とはい
えない。「人づくり、国づくり、心のふれあい」というスロー
ガンは、長く JICAの標語として親しまれた考え方である。
現在に至っても、「人」が個々人を指すのか、何らかの集団
の一部を成す人であるのか、その共通理解はないように思わ
れる。家制度の解体、町内会や自治会といった地域集団の弱
体化は、一見すると「個人の時代」の本格的な到来を予感さ
せる。たしかに、インターネットの普及は、諸個人の自由を
拡大し、ネット上でのコミュニティ形成を促すことにもなっ
た。しかし、その反面で、孤独死や引きこもりなど、そうし
た個人をささえる集団の欠如が社会問題になっていることも
見逃せない。
個人が個人として自立するためには、周りの支えがなくて
はならないという忘れられた事実を、日本は再び思い出そう

としている。個人を単数としてみる視点は、一人ひとりの人
間が多様な特性を持っている点で、大事な視点である。しか
し、広がる格差や不平等の背景には、孤立した個人が増えて
いることや、頼れる人や組織が身近にないという構造的な課
題が横たわっているのではないか。開発協力は、現代の資本
主義社会にまん延する「これをするから、あれをして」とい
う何らかの互恵的な取引からはみ出す、国境を越えたケアと
しての性質をもつ。必ずしも等価の見返りを求めて行われる
行為ではないからである。
そもそも現代社会は、自立した諸個人同士の契約関係から
のみ成り立っているわけではない。介護や子育ての例を出す
までもなく、誰かに依存しなければ生きていけない非対称な
人間関係は、われわれの身の回りで大きくなっている。そも
そも、現に生存の脅威にさらされている人々に何か見返りを
求めて援助するのは現実的ではない。だからこそ、脆弱な個
人を支える身近なシステムとしての中間集団を見る必要が出
てくる。
「人間の安全保障」には、「個人だけ」を見ようとするので
はなく、対象となる人々がどのような諸集団に帰属しながら
生きているのかという視点が不可欠になる。そうした諸集団
が、生存を脅かす様々なショックを緩和する機能をもってい
る可能性に目を向けるのである。つまり、人々の暮らしを取
り巻いている様々な中間集団の性質を見極め、抑圧的な集団
を制し、開放的な集団への依存の分散を促すような支援を考
えるのである。長期的には中間集団の選択肢を増して、その
地域に根差した方法で脆弱な個人を救い出すようなメカニズ
ムを維持・拡張する必要もある（佐藤 2023）。
まずは、大前提となる「個人」の再定義をした上で、単数
形としての個人が、国家以外の複数の集団に頼って生きられ
る道筋を見出すことである。これは、国家そのものが生存の
脅威になるという、目をそむけたくなるような危機にさらさ
れている国や地域においては、なおさら言えることである。
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人びとの視点からアフリカの人間の安全保障を捉え直す 
―アフリカ 5ヵ国における意識調査結果から

花谷　　厚
JICA緒方貞子平和開発研究所　主任研究員

要旨要旨　　人間の安全保障は、人間一人ひとりを守るといった意味で規範的概念であり、その特性により、これまで外交、
軍事、開発、人道など異なる領域の人びとが協働するための共通の理念を提供してきた。その一方で、学術・政
策論上の分析概念としては不十分であるとして批判の対象にもなってきた。本稿では人間の安全保障を、安全／
不安全に関する人びとの意識―将来に対する不安感―の観点から捉えることにより、同概念を分析概念とし
て用いることの可能性について検討した。データとして、アフリカ 5ヵ国の計 7,600人を対象とした意識調査
結果に基づき算定した人間の安全保障スコアを用いた。分析の結果、人びとの意識から見た人間の安全保障は、
①社会内脆弱層とその不安の具体的内容の把握、②尊厳を中心とする人間の安全保障を構成する中心的価値の可
視化、③将来リスクに関する主観的情報の把握、の 3点において付加価値を持つとともに、危機管理学・防災
学のリスク評価の枠組みを援用することにより操作可能性を持つことが明らかになり、分析概念として一定の可
能性を持つことが示された。

はじめに

人間の安全保障は、安全保障の対象として人間一人ひとり
に焦点を当て、命、生活、尊厳という人間の中心的価値に対
する危機（ダウンサイドリスク）の存在を認識するとともに、
その危機からの保護とエンパワメントを重視した概念であ
る。人間の安全保障は、人間一人ひとりを守るといった意味
で規範的であり、その特性により、外交、軍事、開発、人道
など異なる領域の人びとが協働するための共通の理念を提供
してきた 1。
その一方で、人間の安全保障は、学術上、政策論上の概念

1 2005年国連世界サミット成果文書における反映（UN 2005）、
国連総会決議の採択（UN 2012）は言うまでもなく、対人地雷
禁止条約の締結、国際刑事裁判所の創設は人間の安全保障の名
の下に推進された（栗栖 2009）。国際機関においては、欧州連
合（EU）が人間の安全保障ドクトリンを 2004年に採用した他
（Study Group on Europe’s Security Capabilities 2004）、アフリ
カ大陸の地域機構であるアフリカ連合（AU）設立の背景にも人
間の安全保障の影響が認められる（花谷 2022）。

としては批判も受けてきた（例えば、Owens and Arneil 

1999; Suhrke 1999; Paris 2001）。主な批判としては、人間
の安全に対する脅威として紛争から感染症まで多様な事象を
含むがゆえに、特定の社会、人びとにとっていかなる脅威が
最も重要なのか優先順位を付けがたいという問題、人間を取
り巻く様々な脅威はどの時点で人びとの安全を脅かす危機と
なるのか閾値が明確でないという問題、人間の安全／不安全
が測定できる形で定義されていないがゆえに、因果関係を明
らかにすることができないという問題などが含まれる 2。これ
らの論者によれば、人間の安全保障は、操作可能な分析概念
としては「弱い」（Newman 2004）ものと見做されてきた。
これらの批判に対して、人間の安全／不安全の状況を客観
的に表すことを意図した指標化の試みも行われてきた。
例えば、King and Murray（2001）は、人間開発指標（Human 

Development Indicators: HDI）に倣って、「個人の人間の安
全保障」（Individual Human Security: IHS）の策定を試みた。

2 これらの批判を含む文献レビュー論文として、Tadjbakhsh and 

Chenoy 2006; Muguruza 2007; Fukuda-Parr and Messineo 

2012; Gasper and Gomez 2015; Newman 2016などがある。

本レポートで述べられている見解は執筆者個人の見解であり、JICAや JICA緒方研究所としての見解を示すものではありません。
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同研究では、人間の安全保障の定義として、人びとが将来「一
般貧困」（generalized poverty）3の状態を経験しないですむ
年数の期待値とし、その平均値をその国の IHSとすること
を主張した。

Owen（2004）も同様に、人間の安全保障に閾値を設ける
ことを目的に、脅威を「人間の中心的価値を脅かす重大かつ
広範な」ものに限定し、それに影響する要因を特定すること
を提案した。さらに、評価の対象を一国レベルではなく、ロー
カルレベルに置くべきと主張し、実際にカンボジアの 1600

のコミューン（地方自治体）を対象に、地域ごとの人間の安
全保障の状況を明らかにした（Owen and Benini 2004）。
これらの試みは、一定の閾値を設定することにより人間の
安全保障の定量化、操作化を試みたという意味で重要な試み
である。しかし、何を安全／不安全の構成要素と見做すかに
ついては論者の間で見解が異なる上に、指標が結局は国家の
パフォーマンスを表すものとなっているとの批判もあり
（Homolar 2015）、これらの指標化、定量化の試みはその後
広がりを見せているとは言い難い。この概念上の操作可能性
の難しさもあって、政策実践面における人間の安全保障の活
用には限界があった（日本の例については、柳原 2019参
照 4）。
今日、ロシアによるウクライナ侵攻などにより国家レベル
の安全保障が再び注目されるとともに、感染症や気候変動な
どにより我々の生活は複合的な危機に晒されている。これら
の複合危機の経験は、人間の危機への脆弱性や取り得る対応
能力が、人びとの置かれている社会・経済構造に深く根差し
ていることを再認識させた（Abello-Colak 2021; Umukoro 

2021）。これらは正に従来人間の安全保障が主張してきたこ
とであり、人間の安全保障の規範的概念としての価値には近
年改めて注目が集まっているところである（Newman 2022; 

UNDP 2022; JICA 2022）。
このように人間の安全保障に改めて注目が集まる今日、人
間の安全保障の有用性をさらに一歩進め、具体的な政策分析
や政策策定に用いられるようにするはどのようにしたらよい
だろうか。この点に関し人間の安全保障概念を批判した
Paris（2001）は、人間の安全保障が政策論として有効であ

3 なお、ここで言う一般貧困とは、所得、健康、教育、政治的自
由を含むウェルビーイング要素について、一定の閾値を下回る
状態を指すものである。

4 柳原は、人間の安全保障概念が日本の開発援助の実地活動には
有意な影響を及ぼさなかった理由として、日本の援助実施体制
の問題に注目しているが、その背景には概念として操作可能性
の難しさがあったものと読むことも可能である。

るためには、特定の問題に対して独自の解決策を提示する必
要があり、また政策分析概念として有効であるためには、人
間の安全保障が測定され、因果関係の回路が明確化される、
すなわち操作可能性を持つ必要があるとした。果たして人間
の安全保障概念は、これらの特性を持ちうるだろうか。
本稿では、人間の安全保障が政策論や政策分析概念として
の特性を持ちうるかのという問題に対して、個々人の安全／
不安全に対する意識を通じてアプローチする。人間の安全保
障を人びとの意識を通じて捉えるという考え方の背景には、
人間の安全保障は所得水準や犯罪件数だけでは測定できず、
究極のところ「人は何によって安全、不安全を感じるか」
（what makes people feel secure and insecure）（Glasius 

2008, 37）を問うことによってしか明らかにし得ない、と
の理解がある。
実際、人間の安全保障における人びとの意識の重要性につ
いては、最初に人間の安全保障概念が提唱された 1994年の
人間開発報告書（UNDP 1994）（以下、HDR1994）の第 2

章に、“Human Security ̶ as people see it”（人びとの視点
から見た人間の安全保障）と題したコラムが含められている
ことからも伺える（前掲書，23）。さらに、同じ国連開発計
画（UNDP）による 2022年の人間開発報告書特別報告書
（UNDP 2022）では、レポートの冒頭今日の世界状況を表現
する中で、「人々の心のなかに、自らの安全が脅かされてい
るのではないかという不安感（＝人間の安全保障の喪失感）」
があるとし、人間の安全保障を人びとの意識の側面から表現
しようとしている。このような人びとの意識を通じた人間の
安全保障へのアプローチの重要性は、Jolly and Ray（2006）、
Glasius（2008）、栗栖（2009）、Mine and Gomez（2013）、
Gomez et al.（2013）、de Simone（2020）などにおいても
指摘されてきたところである。
本稿では人間の安全保障概念を、開発に関わる政策論 5や

政策分析概念（ここでは両者合わせて政策ツールと呼ぶ）と
して用いることは可能かという問題意識に基づき、その問い
に対する一つの試みとして、人間の安全保障を安全／不安全
に関する人びとの意識―将来に対する不安感―の観点か
ら捉えてみたい。そしてそこから得られる情報が、政策論の
視点からいかなる付加価値を持つのかについて考察するとと
もに、人間の安全保障概念の操作化に向けて安全／不安全意
識の背景要因を探って行く。

5 本稿では断りのない限り、政策論を途上国開発に関わるものと
理解する。



JICA緒方貞子平和開発研究所80

検討の材料としては、2021年から 22年にかけてアフリ
カの社会調査ネットワークであるアフロバロメーター
（Afrobarometer以下、AB）が第 9回定期調査（Round 9）
を実施したのに合わせて、JICAが一部質問項目を追加して
委託したアフリカ 5ヵ国（チュニジア、ナイジェリア、ケ
ニア、ガボン、アンゴラ）における意識調査の結果を用いる。
次の第 1節では政策論の観点から人間の安全保障に人び

との意識の側面からアプローチした先行事例を振り返り、そ
の成果と課題を明らかにするとともに、本稿における問いを
提示する。第 2節ではデータの概要と分析の方法論を示す。
第 3節では分析結果を、第 4節では分析結果に基づく考察
を示し、最後の第 5節で人びとの意識を通じた人間の安全
保障への接近が持つ可能性と限界、政策的含意を示す。

１.　意識からの人間の安全保障への接
近事例

人間の安全保障概念を政策ツールとして活用するにあた
り、人の意識に注目することの意義とは何だろうか。
人間の安全保障は人間一人ひとりの安全／不安全を問題に
しているのであるから、その究極の目的は彼ら／彼女らを取
り巻く脅威の軽減である。しかし、人間を取り巻く状況は、
年齢、ジェンダー、居住地などの個人および個人の属する集
団の属性や置かれた環境によって異なる。人びとを取り巻く
自然災害リスクの評価とそれへの対応を取り扱う防災学にお
いても、脅威から影響を受ける度合は、個々人の教育水準、
所得水準、利用可能な保護や社会的ネットワークなどを含む
脆弱性の高低によって異なるとされる（例えば、UNDRR 

2022）。人間の安全／不安全の問題を一人ひとりの置かれた
状況―文脈―に即して考えるのが人間の安全保障概念の
特性の一つであるならば、安全／不安全に関する意識を（そ
れを最も直接的に意識しているであろう）個人に問うことは、
その概念の特性上、一定の意義があるものと考えられる 6。
もう一つ重要な点は、人間の安全保障概念が重視する 3

つの中心的価値の一つである尊厳を視野に含めることができ
ることである。同概念に含まれる 3つの中心的価値のうち
命と生活は、平均余命、保健、所得などに関わる客観的指標

6 個人の意識から安全／不安全にアプローチする手法は、犯罪学
における市民安全学（citizen security）において先行的に採用さ
れている（例えば、Stevens and Vaughan-Williams 2016）。

による評価が比較的容易であるのに対し、尊厳は数値化し測
定することが難しい。これは尊厳が多分に主観的なものであ
ることに由来する 7（高須・峯 2022, 15–24）。このため上で
見た過去の指標化の試みにおいても、尊厳の側面は明示的に
取り扱われては来なかった。しかしもし、人びとの尊厳が脅
かされているか否かを人びとの意識から観測し、それを分析
の対象に含めることができるのであれば、人間の安全保障を
人間の中心的価値に焦点を当てたものにすることにおいてい
ささかの前進となるだろう。
実際、人間の安全保障を人びとの意識の観点から明らかに
しようとする試みは、これまでにも行われてきた。ここでは、
Jolly and Ray（2006）、Gomez et al.（2013）において、過
去に国別の人間開発報告書（National Human Development 

Report: NHDR）において意識の面から人間の安全保障に接
近した限られた事例として挙げられるラトビアおよびベナン
の NHDR、ならびに近年日本の地方自治体を対象に、意識
調査結果を含めて人間の安全保障の指標化を試みた事例（「人
間の安全保障」フォーラム・高須 2019; 高須・峯 2022）を
取り上げ、本稿における分析への含意を探る。

1.1.　ラトビアの 2003年版 NHDR
2003年版のラトビアの NHDRでは、人の安心感に影響を
与える客観的・主観的な要因を統合した「安全確保可能性」
（securitability）という概念を用いて、同国の人間の安全保
障の状況を評価した。同概念は、本報告書で独自に開発され
たものであり、「不安な状況を回避し、不安な状況が発生し
ても安心感を保つことができる能力、また、不安や安心感が
損なわれても、再び安心感を取り戻すことができる能力」
（UNDP Latvia 2003, 15）と定義される 8。
本報告書では、国民の安全確保可能性を判断するにあたり、
個人の「安全に関する認識」（sense of security）を把握す
るために、無作為に選ばれた成人 1,000人を対象とする質
問票調査、およびその一部に対する記述式調査が行われた。

7 ここでは尊厳を、高須・峯（2022）に従い、「人間ひとりひとり
が自分に対して持つ誇り」と理解する。同書では、人が自分に
対して誇りを持つためには、他者から適切な敬意をもって扱わ
れること、地域社会の連帯、民主的な制度への信頼が重要であ
るとする。

8 例として、「安全確保可能性」の高い人は、迫りくる危険を早期
に察知し、危険を回避ないしは危険から自身を守ることができ
るとともに、危険に襲われた場合も影響を緩和し、早期に安全
な状態に戻ることができる。逆に「安全確保可能性」の低い人は、
これらの能力に欠けるため、恒常的な不安に苛まれることにな
る（UNDP Latvia 2003, 13）。
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質問票調査では、回答者が不安の原因として認識しているも
の、安心感をもたらす状況、関係、制度、行動、戦略につい
て聞いている。また、記述式調査では回答者に極度の不安を
与える可能性が最も高い要因について聞いている。
報告書では、主にこの意識調査結果に基づき、HDR1994

で挙げられた 7分野ごとの安全認識、ハイリスクグループ（低
所得者層、女性、健康不安を抱える人など）の不安とその背
景要因、安全確保可能性に影響を与える要因としての個人の
特性、集団との関係、国家への信頼について分析した。結論
として、ラトビア国民の安全確保可能性に影響を及ぼす要因
（securitability factors）として、①個人の特性（生への満足度、
変化を起こすことができるという自信、自尊心、健康、信仰、
集団への帰属意識）、②家族との関係、③経済的安定性、④
社会的ネットワーク構築の可能性、⑤政府、国際社会への信
頼、の 5つを抽出している。
報告書では、人間の安全保障に影響を与える複雑な要因に
ついて意識調査結果に基づく詳細な分析が随所に見られ、女
性、低所得者層など弱者グループについても属性毎の分析を
行っている。

1.2.　ベナンの 2010/11年および 2016年版NHDR
2010/11年および2016年のベナンのNHDR（Gouvernment 

du Bénin et PNUD 2011; 2016）では、人びとが何にどの程
度の脅威を感じているかを表す「人間安全指標」（Human 

Safety Index: HSI）を作成して同国内の人間の安全保障の状
況を把握することを試みた。同報告書では、全国 77の自治
体（コミューン）の約 17,000世帯を対象にして行われた意
識調査を通じて、HDR1994で挙げられた 7つの脅威分野に
ついて設定された 88の具体的な項目に対して、調査対象者
の感じる脅威の程度を聞いている。調査対象者が、ある脅威
項目に対して 3以上の評価を選択した場合（最も弱い 1～
最も強い 4）、その世帯はその脅威に対して不安な状況にあ
ると仮定され、脅威項目別にそのように回答した世帯の割合
が HSIとして示される。すなわち、HSIが高ければ高いほど、
ある脅威項目に対してより多くの人が不安に感じていること
になる。
報告書では、88の脅威項目のうち特に不安感の高かった

21の脅威項目が選ばれるとともに、回答結果をジェンダー、
所得水準、教育水準、居住地間で比較し、属性ごとの HSI

状況を把握している。さらに、自治体ごとの HSIを各地域
の人間開発指標（HDI）と比較し、相互の関係を明らかにす
ることを試みた。分析の結果、ベナンにおける人間開発は、

人間の安全保障を体系的に伴っていないこと、HDIを向上さ
せるという意味での人間開発は、人間の安全保障を確保する
ために必要条件であるが、十分条件ではないことを指摘して
いる。
ベナンでは、同手法を経時的にモニタリングすることを意
図し、2015年に 2010年と同様の手法で行った意識調査結
果を用いて 2016年版の NHDRを作成している。同報告書
によれば、ベナン国全体の HSIは、2010年の 0.746から
2015年の 0.797と悪化していることが報告されている。
ベナンの NHDRでは、人びとの認識する脅威に焦点を絞っ

て意識調査を行い、人びとの感じる不安の対象としての脅威
の具体的内容を把握するとともに、HDIと比較することに
よって、人間の安全保障と人間開発との相互補完性を追求し
ている。

1.3.　日本の取り組み
日本の NPO法人「人間の安全保障」フォーラムは、2019

年に日本の各都道府県を対象とした人間の安全保障指標（以
下、HS指標）を表した「SDGsと日本」（「人間の安全保障」
フォーラム・高須 2019）を、また 2022年には、宮城県内
の各自治体に焦点を当てた HS指標を表した「SDGsと地域
社会」（高須・峯 2022）を発表している。
これらの報告書では、SDGsを含む国連のアジェンダ

2030が掲げる「誰も取り残されない社会」を実現するには、
「その目標から最も遠ざかった人びとから出発する」（前掲書，
9）必要があるとの問題意識から、誰がどこでどのように取
り残されているのか、取り残されそうなのかを明らかにしよ
うとする。そのために、人びとの暮らす地方自治体レベルに
焦点を当てて、人間の安全保障が重視する人間の中心的価値
である、命、生活、尊厳の 3領域に関わるデータを用いて HS

指標を作成した。同指標には、都道府県別ないしは宮城県内
の自治体別の客観データが用いられるとともに、尊厳指標に
関しては自分の人生への満足度や将来に向けての展望、他者
との連帯感についての意識調査の結果が反映されている 9。
データや調査結果は HDIに倣った手法により指数化され、一
番望ましい状態が1、その逆の状態が0として位置付けられる。

9 命指標としては生命、健康に関する指標、生活指標としては経
済状況、雇用、教育、福祉、生活習慣、環境、防災・安全に関
する指標、尊厳指標としては子どもと女性、公への信頼、地域
社会、連帯感、国際性、満足度等に関する指標が取り上げられ
ている。なお、「SDGsと日本」、「SDGsと地域社会」の間では
対象となった個別指標に多少の異同がある。
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データの分析により、各自治体の人間の安全保障の達成状
況が、命、生活、尊厳の 3つの領域、ならびに主観的な社
会的連携、自己充足度を加えた計 5つの領域別にランキン
グ化され、指数チャートや地図を用いて視覚的に示される。
地域別比較に加えて、子ども、女性、若者、高齢者、障がい
者、（東日本大震災の）被災者など、個人の属性毎の状況や
課題についても分析されている。
「人間の安全保障」フォーラムによる HS指標による各自
治体の評価は、SDGsの精神を誰も取り残されない包摂的な
社会づくりであると認識した上で、そのような社会を実現す
る上で不可欠な社会内で最も脆弱な立場に置かれた人びとや
地域における優先課題を明らかにすることを目指している。
本稿の観点からその特徴をあげるとすれば、HDR1994に示
された脅威の 7領域ではなく、人間の安全保障が守ろうと
する 3つの中心的価値に焦点を当てていること、一国全体
ではなく地方自治体に焦点を当てていること、そして客観
データだけでなく特に尊厳に関する人びとの意識にも注目
し、両者を統合して評価していることなどが指摘できる。

1.4.　本稿における問い
以上見てきたように人間の安全保障を政策論として用いる
試みにおいて、人間の意識に接近する取り組みはこれまでも
行われてきた。それらは人びとの意識から見た脅威と対応能
力双方に注目したもの（ラトビア）、脅威を感じる対象に注目
したもの（ベナン）、脆弱層を明らかにすることに注目したも
の（日本）と目的と対象は異なるが、いずれも人間の安全保
障を人びとの意識から見た安全／不安全に関する現状として
把握し、政策に反映するという意図の下に行われたものであ
るといえよう。ベナンの事例に見られたように、意識調査の
結果を HDIを含む客観指標と比較することにより、マクロな
数値だけでは見えてこない、地域別、属性別の安全／不安全
状況や課題を明らかにすることが可能になる点も重要である。
これらを踏まえ、本稿においても、人間の安全保障を人び
との意識を通じて捉えることにより、同概念を政策ツールと
して用いることの可能性を探ってみたい。そのためには、前
述のとおり政策論としての独自性を有することを明らかにす
るとともに、分析概念としての分解可能性を明らかにするこ
とが必要となる。この観点から本稿においては、人びとの持
つ安全／不安全意識を把握、分析することは、政策論の観点
からいかなる付加価値を持ちうるのか、そして安全／不安全
意識の背後にはいかなる要因が関係しているのか、を問うこ
とになる。

2.　調査・データの概要と分析の方法論

ここでは本稿で用いるデータを収集した調査の概要、回答
者の属性、分析に当たっての方法論を示す。

2.1.　調査の概要
本稿で用いるデータは、アフリカの社会調査ネットワーク
組織である ABが 1999年から行っているアフリカ各国 10の
社会・政治・経済状況に関する国民意識に関する定点観測調
査の第 9ラウンド（2021/2022年）により収集されたもの
である。ただし、本稿で対象とする 5ヵ国については、JICA

との契約に基づき、ABがアフリカ各国で用いる共通調査票
に人間の安全保障と COVID-19に関する質問を追加して、
他国とは若干異なる内容で調査を実施した。

JICA調査の対象国は、アフリカ大陸の 5つの地理的ゾー
ン（北部、西部、東部、中部、南部）と言語の多様性（アラ
ビア語、英語、フランス語、ポルトガル語）を代表すること
に加えて、期間内での調査実施可能性を条件として選定した。
最終的には、チュニジア（北部）、ナイジェリア（西部）、ケ
ニア（東部）、ガボン（中部）、アンゴラ（南部）の 5ヵ国
が対象となった。
サンプルサイズは、各国の国勢調査台帳を基とし、信頼度

95%区間において ±2.5%ポイントの誤差を想定して設定さ
れた。さらに対象社会の主要属性（都市／農村、ジェンダー、
教育水準、宗教、貧困レベル、年齢階層、エスニック集団、
雇用の有無）を考慮した層化無作為抽出法を用いてサンプル
を割り当てた。コロナ下の調査ではあったが、調査は全て対
面インタビューによって行われており、言語については、現
地語を含む複数の調査票を用意し、回答者の選択する言語に
よる回答を得た。
調査対象国、調査実施時期、サンプルサイズは表 1のと

おりである。

2.2.　回答者の属性
各国調査の結果得られた回答者の属性は表 2のとおりで
ある。
ここで居住地の都市、農村の別は、各国の統計局が人口統

10 第 9ラウンドまでに対象となった国は合計 39ヵ国である
（Afrobarometer 2022）。
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計や家計調査を実施する際に用いる定義を踏襲している。お
およその目安としては、アンゴラ、ガボン、ケニアにおいて
は人口 2,000人以上、ナイジェリアでは人口 20,000人以上の
集落が都市とされる。ただし、チュニジアでは人口規模に拠
らず、行政区分上の“municipalités”が都市として扱われている。

生活貧困度（Lived Poverty Index: LPI）とは、質問票調査
において回答者から所得・消費に関する情報が得られにくい
という状況の中で、ABが独自に開発した回答者の主観的認
識に基づく対象世帯の貧困度を示す指標であり、これまでの
ABの累次調査でも用いられてきたものである。

表 2　回答者の属性

属性 属性内訳 アンゴラ ガボン ケニア ナイジェリア チュニジア

居住地
都市 65% 86% 34% 43% 68%

農村 35% 14% 66% 57% 32%

ジェンダー
男性 50% 50% 50% 50% 50%

女性 50% 50% 50% 50% 50%

年齢階層

18–25歳 35% 20% 29% 27% 13%

26–35歳 33% 31% 27% 33% 21%

36–45歳 17% 26% 16% 22% 22%

46–55歳  9% 13% 13% 10% 17%

56歳以上  6%  9% 15%  8% 27%

最終学歴

正規教育なし 14%
13%

 4% 17%  9%

初等教育のみ 29% 33% 17% 34%

中等教育のみ 43% 46% 41% 43% 35%

中等後教育 12% 41% 22% 23% 21%

生活貧困度

無  4%
21%

 5%  8% 20%

低 19% 36% 21% 39%

中 34% 43% 37% 31% 30%

高 44% 36% 22% 31% 11%

（注）上記数字は回答者の割合を示す。小数点一位で四捨五入しており、合計が 100%にならないこともある。ガボンの教育、生活貧困度では、
一部の結果が合計して報告されている。
出典：Afrobarometer 2022に基づき筆者作成

表 1　調査の概要

地域 対象国 調査実施時期 サンプルサイズ

東部 ケニア 2021年 11月 2,400

中部 ガボン 2021年 11月 1,200

北部 チュニジア 2022年 2月 1,200

南部 アンゴラ 2022年 2月 1,200

西部 ナイジェリア 2022年 3月 1,600

出典：Afrobarometer 2022に基づき筆者作成
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この指標は、人びとが過去 1年の間に、食料、水、医薬
品／医療、燃料、現金収入を含む基本的な生活必需品が不足
する事態に陥った頻度を測定するものである。LPIの評価は
0から 3の間の 4段階でなされ、数字が大きくなればなるほ
ど不足を経験する頻度が高い、すなわち貧困度が高いと理解
される 11。
表 2に基づき、属性別、国別の特徴を整理しておく。ま
ず居住地別では、ガボンの都市居住者が 85%を超えている
のが特徴的である。これに 60%台のアンゴラとチュニジア
が続く。ケニアとナイジェリアでは農村居住者の割合が過半
数を超えている。
年齢階層別にみると、18–25歳の若年層はアンゴラで最

も高く 35%を記録しており、これにケニア、ナイジェリア
が続く。これに対しチュニジアでは 13%と最も低い。56歳
以上の高齢者層では、チュニジアの 27%が最も高く、これ
に 15%のケニアが続く。他の 3ヵ国では 10%以下である。
教育レベルについては、アンゴラ、ガボン、ケニア、ナイ
ジェリアとも最終学歴として中等教育とする回答者が 40%

以上あるが、チュニジアでは 35%と若干低い。チュニジア
においては、初等教育を最終学歴とする回答者も 34%と他
国と比べて最も高い。中等後の教育終了者はガボンで 41%

と最も高い。
生活貧困度で見る貧困状況については、生活必需品を得ら
れなかった経験がない、または一度か二度とする回答者、す
なわち貧困を経験することの低い回答者は、チュニジアで
59%と最も高く、これにケニアの 41%、ナイジェリアの
30%が続く。一方、貧困を経験する頻度が高いとする回答
者は、アンゴラで 44%と最も高く、これにガボン 36%、ナ
イジェリアが 31%で続く。同じ数字は、ケニアでは 22%、
チュニジアでは 11%となり、対象 5ヵ国のうち特にチュニ
ジア、ケニアの貧困度は低くなっている。

11 具体的な質問は以下のとおり。「過去 1年間で、あなたやあなた
の家族が以下の生活必需品（食べるのに十分な食料、家庭で使
用する十分な清潔な水、医薬品または医療、料理のための十分
な燃料、現金収入の 5項目）を得られなかったことがあるとす
れば、それはどれくらいの頻度ですか？」。回答は、「不足を経
験したことがない」、「一度か二度だけ」、「何度か」、「何度も」、「常
に」の 5段階の中から選択する。それぞれの回答者について、5

つの質問の回答の平均値を求め、それを LPIと呼ぶ。LPIスコア
は 0～ 3の 4段階（0点台：生活貧困なし、1点台：低レベルの
生活貧困、2点台：中程度の生活貧困、3点台以上：高レベルの
生活困窮（基本的生活必需品すべてが常に不足している状態））
に分けて評価され、LPIが高くなるほど、当該回答者の貧困レベ
ルは上がる。

2.3.　分析の方法論
分析は二つの角度から行った 12。一つは、人間の安全保障
を人びとの安全／不安全意識に基づきスコア化し、明示化す
る試みであり、もう一つは、人びとの安全／不安全に関する
意識が何に基づくものなのか、その背景要因を探ることを意
図とした分析である。

2.3.1.　人間の安全保障スコアによる評価
この分析では、どのような属性を持つ回答者が、（人間の
安全保障を構成する）どの価値に対して安全／不安全を感じ
ているかを把握することを試み、それを人間の安全保障スコ
ア（以下、HSスコア）として表した。
具体的には、「人間の安全保障」フォーラム・高須（2019）、
高須・峯（2022）を参考に、人間の安全保障概念が重視す
る命、生活、尊厳の 3要素を対象とし、ABの質問票の中から、
各要素に関連する分野―例えば、命であれば生命や健康
―に関する質問 78を選び出した。これらの関連および関
連する質問数は表 3のとおりである 13。
これらの質問に対する回答は、頻度や程度を回答するカテ
ゴリー変数で得られていることから、一定の閾値で切って人
間の安全保障に最も強く正の相関があると思われる回答を
1、そうでない回答を 0とする二値変数とした。例えば、命
－生命に関連する質問として、“Over the past year, how often, 

if ever, have you or anyone in your family felt unsafe walking 

in your neighbourhood?（過去 1年間で、あなた又はあなた
の家族の誰かが、近所を歩くのに危険を感じたことがありま
すか）” という質問に対し、“Never（全くない）” と安全に
対してポジティブな回答をした場合を 1、それ以外を答えた
場合を 0とする。このようにして、命、生活、尊厳に分類
した質問の回答をすべて二値変数化し 14、それらを合計した
数をその人の人間の HSスコアとする。この HSスコアを、
国別、主要素別、各属性別に比較し、その特徴を明らかにす
ることにより HSスコアとして表された人間の安全保障の持
つ付加価値を探る。

12 今回用いたデータの分析に当たっては、（株）メトリクスワーク
コンサルタンツの吉川香菜子氏の支援を受けた。記して感謝し
たい。

13 具体的質問内容については、本稿の Appendixを参照のこと。
14 教育水準を除く。教育水準については元々 9段階に分かれてい
たのを 4段階（0：初等教育未満、1：初等教育修了、2：中等教
育修了、3：中等教育以上）に統合し、最大 3を取る変数として
評価した。
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2.3.2.　安全／不安全意識の背景要因を探るための分析
ここでは人びとの安全／不安全意識に影響を与える主な要
因を探索するにあたり、防災学や危機管理学における災害リ
スク評価の枠組みを参照する。その理由としては、（人間の
安全保障を含む）安全保障研究は、防災学を含む危機管理学
と高い親和性を有していると考えるからである。例えば、安
全保障論の観点から加藤（1999）は「危機管理とは安全保
障の別の表現に過ぎない」としている他、人間の安全保障の
操作概念化を試みた Busumtwi-Sam（2008）も「人間の安
全保障の実践は、実際のところ、危機管理の一形態である」
としている。
一般に自然災害、防災の分野では、災害リスク（災害によ
り人や資産が損害を被る蓋然性）は、危険源（hazard）、曝
露（exposure）、脆弱性（vulnerability）の関数によって決ま
るとされる（UNDRR 2022）。ここで危険源とは、被害をも
たらす可能性のある自然現象や人間の行為の物理的規模や頻
度を意味し、曝露とは危険源により損失を被る可能性がある
地域に存在する人口や資産の規模（全体に対する割合）を指
す。脆弱性とは危険源による被害を受けやすくするような個
人や社会、経済や物理的特性を意味する（前掲書）。しかし、
危険源が人間にとって実際に危険なものとなるには、人との
接触、すなわち曝露があることが前提となるため、危険源と
曝露をあわせて脅威度として評価する考え方もある。例えば、
自然災害分野における各国の災害リスク評価を行うWorld 

Risk Reportでは、各国の自然災害リスクの程度を表す
WorldRiskIndex（WRI）を、曝露と脆弱性の乗数の平方根と

して表しており、ここで危険源は曝露の一部として評価され
ている 15。

Busumtwi-Sam（2008）は、人間の安全保障の実践は危
機管理であるとみなし、人間の安全保障の中心的価値である
尊厳、健康、生計などに対して影響を与える要素として、脅
威と脆弱性を取り上げた。ここで脅威は「有害な被害をもた
らす偶発事象が発生する確率」を言い、脆弱性は「ある脅威
から被害を受ける確率」を意味する。同論者によれば、脆弱
性はさらに、貧困、格差、差別などを含む政治、社会、経済
上の構造である「剥奪と排除」（deprivations and exclusions）
により媒介、条件付けられるものとするが、これらは（将来
ではなく）現在における制約条件であり、可能性の問題とし
ての人間の安全／不安全に直接影響を与える主要な要因とし
ては、あくまでも脅威と脆弱性に焦点を当てている。
上記より、人びとの安全／不安全に関する意識に影響を与
える要因を探索するにあたり、各枠組みで共通認識の見られ
る脅威（意識）と脆弱性（意識）を説明変数として措定し、
これらと被説明変数として設定した質問の回答を回帰分析す
ることにより、人びとの安全／不安全意識の背景要因を探る
こととしたい。
具体的には、被説明変数として安全／不安全に関する意識

15 WRIでは、危険源は、災害事象ごとの強度と頻度に応じた曝露
人口の算出を通じて、曝露評価の一部として扱われている（IFHV 

2022）。この例に倣えば、危険源（物理的規模、頻度）と曝露（空
間的影響範囲）は、両者合わさって災害の脅威度を示すものと
考えられる。

表 3　AB調査に含まれる質問の分類

主要素 関連分野 関連質問数

命 生命  9
健康  1

生活 経済、労働、仕事  6
教育  3
福祉  6
生活環境、自然環境  8

尊厳 子どもと女性 11

公への信頼、政治・言論の自由 18

共同体、市民的関与、国際社会 13

自己充足  3

合計 78

出典：筆者作成
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を問う質問として、ABの質問票にある “Q3. Would you say 

that the country is going in the wrong direction or going in 

the right direction?”（あなたの国は間違った方向に進んでい
ると思いますか、それとも正しい方向に進んでいると思いま
すか）を選んだ。安全保障分野において安全とその対立概念
としての危機が「獲得した価値に対する損害の蓋然性の高低」
（加藤 1999）と定義されているように、安全／不安全に関
する意識は、現在の状況が悪化するのではないかという将来
に対する不安に根差している 16。その意味で所属する社会の
将来の状況について聞いたこの質問は、回答者の安全／不安
全に関する意識を表すのに適切と考えた。回答の処理に当
たっては、“Going in the right direction” と回答したものを 1、
それ以外の回答をしたもの（“Going in the wrong direction”
ならびに “don’t know”）を 0として二値変数化した。
説明変数としては、まず回答者の脅威に関する意識を聞い
ている質問を 31選んだ 17。これらの質問に対して、「全く危
険を感じない」など、安全に対してポジティブな回答を 1、
それ以外の回答を 0として二値変数化した。
もう一つの説明変数である脆弱性に関しては、UNDRR、

WRIならびに Busumtwi-Sam（2008）を参考に、①感度
（sensitivity）、②対応能力（coping capacity）、③剥奪（deprivation）
の 3つに分解し、これらに関連する質問を 37取り上げた 18。
ここで感度とは、（発生前の）脅威からの影響の受けやすさ
を表し、対応能力とは（発生後の）脅威からの回復可能性を
意味する。剥奪とは、感度と対応能力に影響を与える構造的
要因であり、貧困や格差などの経済的な剥奪状況だけでなく、
政治的自由や差別など、政治、社会的な抑圧や排除をも意味

16 HDR1994において人びとの視点から見た人間の安全保障を説明
するにあたって、「自分と家族の食べ物は十分にあるだろうか。
職を失うことはないだろうか。圧政的な政府に拷問されないだ
ろうか」と表現していることからわかるように、将来における
不安として説明している（UNDP 1994, 22）。

17 例えば、命に対する脅威に関する質問としては、「過去一年間で、
あなたないしはあなたの家族が近所を歩くのに危険を感じまし
たか」、生活に関する質問としては、「現在の経済状況は 12か月
前と比べてどのように変化していますか」、尊厳に関する質問と
しては、「あなたは法の下に平等に扱われていると思いますか」
等の質問が含まれる。

18 一例を挙げると、感度に関する質問としては、「あなたは政府が
経済運営／雇用創出／治安維持等について適切に対処している
と思いますか」、対処能力に関しては、「あなたは他者に対して
信頼をしていますか」、「あなたは現金収入のある職業に就いて
いますか」、そして剥奪に関しては、「あなたの国は自由だと思
いますか」、「あなたの国のメディアは政府からの介入なしに自
由に報道することができていると思いますか」等を選んだ。

するものと理解される。ここでは ABの質問票の制約から、
政治・言論に関する自由についての質問を選んだ。別言すれ
ば、感度は脅威に対する事前（ex-ante）の脆弱性、対応能
力は事後（ex-post）の脆弱性、剥奪は構造的（structural）
な脆弱性を意味する。回答については、上記同様ポジティブ
な回答を 1、そうでないものを 0として二値変数化した。
コントロール変数としては、年齢、ジェンダー、居住地、
教育（最終学歴）、生活貧困度をダミー変数化して回帰分析
に投入した。

3.　分析結果

ここでは上記方法論に基づく分析を行った結果に基づき、
3要素合計ならびに各要素別 HSスコアの国間ならびに主要
属性間比較、人びとの安全／不安全認識に関する回帰分析の
結果の概要について記述する。

3.1.　HSスコアの国別比較
3要素に振り分けた質問は 78あるため、すべての質問に

ついて値 1をとった回答者の HSスコアは 78点となる。前
述のとおり、各質問に対して安全／不安全の観点から肯定的、
すなわち安全認識が高いと読み取れる回答を 1としている
ため、点数が高いほど、安全に対して正の状況と認識してい
ると解釈する。
二値変数化した命・生活・尊厳すべての HSスコアを 5カ

国分合計すると表 4のとおりとなり、最小値が 1、最大値が
65、平均が 17となる。国別に見ると、平均値ではチュニジ
ア、ケニアが 19点台と突出して高く、次いでアンゴラが
15点台、ガボンとナイジェリアは 13点台と最も低い値を
示す。
次に HSスコアを命、生活、尊厳の 3要素に分解し、これ
らを国別に比較する（図 1）。これを見ると、命スコアにお
いてはチュニジアが突出して高いが、他の 2要素において
はケニアとの差はなく、生活スコアにおいてはむしろケニア
の方が高い値を示す。命スコアではナイジェリアが最も低く、
生活スコアではアンゴラが、尊厳スコアではガボンが最も低
い値を示す 19。

19 各要素における質問数が異なるため、ここでは要素毎の平均値
を比べることはできないことに留意が必要。
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3.2.　HSスコアの属性別比較
次に 3要素合計および 3要素別の HSスコアを、回答者の

主要属性別に示す。ここでは ABによる調査における内訳に
従い、居住地、ジェンダー、年齢階層、教育水準、生活貧困
度別に HSスコアを集計し、国間、属性間で比較した。

（居住地別）
居住地別では回答者の HSスコアを都市、農村別に見た 

（図 2）。これを見ると合計スコアではアンゴラとケニアにお
いて（わずかにガボンにおいても）、農村の HSスコアが都
市居住者のそれより高く表れている。しかし、その他の国で
は都市－農村間でほとんど差がない。アンゴラとケニアでは、
特に命と尊厳の側面において農村居住者の高スコアが見られ
る一方で、生活スコアにおいては各国押しなべて都市の方が
高い結果となった。

表 4　3要素合計 HSスコアの記述統計

（5ヵ国合計） サンプルサイズ 平均値 標準偏差 最小値 最大値

３要素合計 HSスコア 7,600 16.60553 6.928577 1 65

（国別） サンプルサイズ 平均値 標準偏差 最小値 最大値

アンゴラ 1,200 15.15833 6.402923 1 48

ガボン 1,200 13.8475 5.715021 2 59

ケニア 2,400 19.045 7.043755 2 65

ナイジェリア 1,600 13.63438 5.760767 1 53

チュニジア 1,200 19.89333 6.545175 3 48

出典：筆者作成

図 1　3要素別・国別 HSスコア
出典：筆者作成
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（ジェンダー別）
ジェンダー別では、全ての側面、国において男性の HSス
コアが女性のそれを上回っていることが確認できる。しかし、
国間比較においては、やはりチュニジア、ケニアの値が高く、
特に命スコアにおいてその差が顕著である（図 3）。

（年齢階層別）
5ヵ国を統合したスコア（図 4）を見ると、合計スコアで
は特に 40歳代以降年齢が上がるほど HSスコアが高くなっ
ていく傾向が読み取れる。しかし、3要素に分解するとそれ
ぞれ異なる傾向が見えてくる。命スコアでは 10歳代から
30歳代にかけて徐々に下がった後に 40歳代以降徐々に上
昇に向かう。他方、生活スコアでは年代間で大きな差はみら
れないものの、20歳代、30歳代をピークに 60歳代に向け
て徐々に低下していく。尊厳スコアでは 50歳代、60歳代
の高さが顕著である。
合計スコアについてだけ国別に比較すると図 5のとおり
となり、50歳代を除く全ての年代においてケニアのスコア
がチュニジアを上回る値を示している一方で、全ての年代に
おいてガボンとナイジェリアのスコアが低いことが確認でき
る。アンゴラはこれら 2群の中間の値を示す。

（教育水準別）
教育水準を正規教育無／一部初等、初等教育修了、中等教
育修了、中等教育以上の 4段階に分け、各段階に所属する回
答者の HSスコアを見ると最終学歴の水準と HSスコアの間
には明確な対応関係が見られない、すなわち高学歴者の HS

スコアが必ずしも高いわけではないし、またその逆でもない
ことがわかる。特に生活スコア、尊厳スコアでは、初等教育
修了者の値が最も高くなっているのが特徴的である（図 6）。
合計スコアについて国別に比較すると、他の指標と同様、
全ての階層においてチュニジア、ケニアの順で高いスコアが
記録されている一方で、ナイジェリアとガボンの値は全ての
階層において最も低い。アンゴラは両群の中間値を示す（図7）。

（生活貧困度別）
貧困度別の HSスコアを見ると、すべての国において生活貧

困度が低い、すなわち貧困ではないグループの人間の HSスコ
アの平均が他のグループに比べて高い傾向にあり、これは貧困
度が増すに従い低下する。この傾向は命スコア、生活スコアに
おいても当てはまるが、特に命スコアにおいて著しい。しかし、
尊厳スコアについてはこの傾向は当てはまらず、回答者の貧困度
によってHSスコアの間には顕著な差異は認められない（図8）。
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図 2　居住地別・国別 HSスコア
出典：筆者作成
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図 3　ジェンダー別・国別 HSスコア
出典：筆者作成

図 4　年齢階層別 HSスコア
出典：筆者作成
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図 5　年齢階層別・国別 HSスコア
出典：筆者作成
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図 6　教育水準別 HSスコア
出典：筆者作成

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

平
均
値

合計スコア

0.0

1.0

2.0

3.0

平
均
値

命スコア

0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0

平
均
値

生活スコア

0.0
2.0
4.0
6.0
8.0

10.0
12.0

平
均
値

尊厳スコア

15.5 
17.3 16.5 17.3 2.5 2.7 2.7 

3.0 

2.4 
2.7 

2.4 2.4 10.6 10.8 
9.4 8.9 

初
等
教
育
修
了

中
等
教
育
修
了

中
等
教
育
以
上

正
規
教
育
無
／
一
部
初
等

初
等
教
育
修
了

中
等
教
育
修
了

中
等
教
育
以
上

正
規
教
育
無
／
一
部
初
等

初
等
教
育
修
了

中
等
教
育
修
了

中
等
教
育
以
上

正
規
教
育
無
／
一
部
初
等

初
等
教
育
修
了

中
等
教
育
修
了

中
等
教
育
以
上

正
規
教
育
無
／
一
部
初
等



今日の人間の安全保障 No. 2 91

第
２
部　
人
間
の
安
全
保
障
を
め
ぐ
る
諸
課
題

3.3.　 人びとの安全／不安全意識の背景要因に関
する回帰分析

（安全／不安全意識と脅威・脆弱性意識との関係）
安全／不安全意識と脅威・脆弱性意識との関係を見るにあ
たり、最初に二変数間の関係として後者を統合して両者間の
関係を見た 20。結果としては、脅威・脆弱性統合スコア（生存・
生活・尊厳の加重平均）の係数の推定値は、コントロール変
数を入れ替えた様々なモデルにおいて、いずれも正で、有意
水準 1%で統計的に有意であった。このことは、脅威・脆弱
性の合計スコアが高い回答者ほど（脅威・脆弱性の低い回答

者ほど）、国が正しい方向に進んでいると考えている（将来
に対する不安が低い）ことを示唆している。この結果を、ビ
ン化された散布図として表すと図 9のとおりとなる。

20 集計に当たっては、脅威意識における命、生活、尊厳、脆弱性
意識における感度、対応能力、剥奪各カテゴリーにおける質問
数が異なることを踏まえ、各質問に対する二値変数の回答を単
純に合計するのではなく、回答の合計を各カテゴリーの設問数
で割り、値 1を取る設問の割合を計算した上で、1/3ずつのウェ
イトをかけ加重平均したものを用いた。以下の分析でも同様の
集計方法を用いた。
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図 7　教育水準別・国別 HSスコア
出典：筆者作成
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次に脅威意識、脆弱性意識それぞれと安全／不安全意識と
の関係を見ると、両者とも係数の推定値は、いずれのモデル
においても全て正で、有意水準 1%で統計的に有意であった
（図 10）。すなわち、脅威意識、脆弱性意識いずれについても、
スコアが高い回答者ほど（すなわち主観的な脅威や脆弱性が
低い状態の回答者ほど）、国が正しい方向に進んでいると考
えている（将来に対する不安が低い）と解釈できる。
上記より、今回調査の回答者の脅威意識と脆弱性意識は、
回答者の安全／不安全意識と相関関係があると解釈できる。
さらに安全／不安全意識と脅威意識、脆弱性を構成する感

度、対応能力、剥奪との関係を見るために、脅威スコアを統
合したものを一つの説明変数として置く一方で（生存・生活・
尊厳の加重平均）、脆弱性スコアを感度、対応能力、剥奪に
分解し、それぞれを説明変数として、安全／不安全意識との
相関を見た。その結果、これらの説明変数の推定値はいずれ
も正で、脅威意識、感度、剥奪については有意水準 1%で統
計的に有意であり、対応能力については有意水準 5%で統計
的に有意という結果が得られた。ただし、対応能力について
は集計方法によっては統計的有意が確認されないという不安
定な結果が得られた。

図 9　安全／不安全意識と脅威・脆弱性統合スコアとの関係
出典：筆者作成

図 10　安全／不安全意識と脅威・脆弱性意識との関係
出典：筆者作成
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4.　考察

ここまでの分析結果を改めて整理すると以下のとおりとなる。
まず人間の意識に基づく HSスコアの平均値を用いた国間

比較では、チュニジアとケニアが他に比較して高い値を示す
一方で、アンゴラ、ガボン、ナイジェリアが低い値を示した。
この傾向は、3要素別に見た場合も基本的に同じである。
属性毎の比較では、男女別では、概ね男性の方が女性より
高いスコアを示すが、その差は僅かである。居住地別では、
総じて都市居住者のスコアが農村居住者のそれより高いが、
尊厳スコアにおいては逆に農村＞都市という結果であった。
年齢階層別では、全般的には高年齢層、命面では若年層と高
年齢層、生活面では 30歳代から 40歳代の壮年層、尊厳面
では高年齢層のスコアが高い。教育水準別では、高学歴＞低
学歴とは一概に言えず、初等教育修了者でも特に生活、尊厳
面では高いスコアを示す。貧困レベルについては、概ね低貧
困者＞高貧困者の傾向を示しているが、尊厳スコアにおいて
はその差は僅かである。
さらに要素間比較を行うことを意図して、国別の HSスコ

アを各要素の質問数で割って指数化し比較してみた（図
11）。左図は上で示したとおりであるが、右の 3要素別の図
を見ると、チュニジア、ケニアについては特に命スコアが高
いことがわかる。ガボンは命スコアではある程度高い値を示
すものの、生活、尊厳スコアではナイジェリアと並んで最も
低い部類に属する。アンゴラは命、生活スコアでは低い一方
で、尊厳スコアではチュニジア、ケニアに次ぐ値であった。

ナイジェリアは合計で最も低く、3要素を通じて特に高い値
を示した要素はなかった。

3要素の値を比較すると、命＞尊厳＞生活の順で大きな値
を示しており、このことは人びとが、生活＞尊厳＞命の順で
不安を感じていることを示していると考えられる。特に生活
スコアについては、各国共通で人びとの不安の最も重要な一
部を構成しているようである。
以上を踏まえて、人びとの意識から人間の安全保障を捉え
ることが政策ツールとして独自の価値を持つかどうかについ
て考えてみたい。ここでは 3つの側面から考察する。
第一に、人びとの持つ安全／不安全に対する意識は一様で
はなく、国家間、属性間、3要素間で異なることが明らかに
なった。この相違を一国内の地域に敷衍すれば、国内の様々
な地方や地方自治体の間にも安全／不安全意識の差は当然存
在するだろう。例えば一国内において、今回行ったような人
びとの安全／不安全意識を調査すれば、国内の何処のどのよ
うなグループが、何について不安を抱いているかについて明
らかにすることができるだろう。すなわち人間の安全保障の
喪失感を抱く脆弱層の所在とその不安、喪失感の具体的内容
に明らかにすることができる可能性がある。このような情報
を把握することは、今日の国際開発が目指す、全ての人を包
摂し、公正な開発を行っていく上で極めて重要であり、ここ
に（意識により把握される）人間の安全保障の政策ツールと
しての価値も存在する。
第二に、これらの将来に対する不安は、既存の客観的指標
からは読み取れない性質のものであることに注目したい。上
の結果を見ると、一人当たりの所得や HDIなどの客観的指
標からの推測で直感的に理解できるものがある一方で、それ

図 11　指数化した 3要素別・国別 HSスコアの比較
出典：筆者作成
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とはいささか異なる傾向を示すものがある。例えば国レベル
の客観的指標と HSスコアとの関係（特にケニア、ガボンに
ついて）、都市－農村間の HSスコアの関係、教育水準と HS

スコアとの関係などである。
例えば、ガボンは 2022年の一人当たり所得が USD 7,540

を持つ上位中所得国であり、HDIでみても 0.71と高位国に位
置づけられる。また、ケニアの一人当たり所得は USD 2,170

で低位中所得国であり、HDIは 0.575の中位国である 21。脆
弱国家指数においてもガボンは低警戒度国（Low Warning）
である一方、ケニアは高警戒度国（High Warning）である。
都市－農村間については、一般に都市の方が所得面だけでな
く公共サービスや職業機会へのアクセスなどにおいて高く、
その限りでは人びとの生活への不安は農村におけるそれより
も低いと推測される。また教育水準についても、高ければ高
いほど高収入や職業選択の自由と結びついていることから、
教育水準が高い人の方が将来へ不安は低いように思われる。
しかし今回結果を見る限り、必ずしもこれらの一般的理解と
は合致しないものが含まれていた。
これらの結果は、人間の意識に基づく安全／不安全の水準
には、HDIを代表とする開発の客観的指標からだけでは推し
量れない側面があることを示唆している。貧困指標などを以て
人間の安全保障を表そうとする既存の試みを批判した Homolar

（2015）は、国家のパフォーマンスを示す客観的指標によって
は人間の安全保障を測定することはできないと主張したが 22、
上で示した結果は正にそのことを示しているのではないか。
この理由の一つとして、人間の安全保障には、尊厳の要素
が含まれていることが考えられる。上で見たように、ガボン
の場合、ケニアに比して特に低い値を示したのは命スコアと
ともに尊厳スコアであった 23。また、農村居住者、低教育水

21 一人当たりの所得についてはWorld Development Index（World 

Bank 2022）、HDIについては UNDP 2022に基づく。試みに
HDIを構成する平均余命指数、教育指数について計算してみた
ところ、ガボンはそれぞれ 0.70で上位レベルに位置づけられ、
ケニアは 0.64、0.60と中位レベルであった。なお、もう一つの
構成指数である GNI指数は、ガボンで 0.74、ケニアが 0.57と
さらに差が拡大する。

22 例えば、人間開発指標に含まれる GNI指数は、国家の経済パ
フォーマンスを示す GNIを人口で除したものであり、必ずしも
個々人の経済的な安全／不安全を表すものではない、とされる
（Homolar 2015, 848）。

23 さらに傍証として、2022年度のケニアの世界自由度指数
（Freedom in the World）は、1～100を取る指標において 52を
記録し「部分的に自由」（partly free）とされているのに対し、
ガボンのそれは 20と「自由ではない」（not free）に区分されて
いる（Freedom House 2022）。

準者に共通した特徴は、尊厳スコアの高さであった。これら
は一例に過ぎないが、ここから類推するに、人びとの将来に
対する安全／不安全意識には尊厳に対する意識が深く関係し
ている可能性がある。尊厳に対する意識―すなわち自分自
身に対して誇りが持てること―は、高須・峯（2022）が述
べたように、自分自身、他者、共同体、公への信頼に支えら
れる必要があり、これらは一人当たり所得や人間開発に含ま
れる要素とは異なる価値に根差している。そしてそれを測定
するためには人びとの主観に迫るという独自のアプローチを
要する。このような性格を持つ尊厳の要素を含むがゆえに、
人びとの意識を通じて人間の安全保障を把握することには独
自の価値があると言える。このことは UNDP（2022）が、人
間の安全保障概念の持つ特性として、「開発を単に人々のウェ
ルビーイングの側面だけで評価することで生じる盲点を補う
ことである」（前掲書，3）、としているのと通じるだろう。
第三に、将来に対する不安としての人間の安全保障を測定
することが開発に対して持つ意味について注目する。人間開
発を含む開発が基本的に将来に向けた改良志向の概念である
とすれば、ここで規定した人間の安全保障は現在得られた価
値が将来失われるかもしれないという不安、すなわち将来の
リスクに焦点を当てた概念である（人間の安全保障委員会 

2003, 32）。人にとって将来に対するリスクが大きく、投資
からの将来リターンが不確定なものであれば、人は今手元に
ある資源を長期的な目標のために投資するのではなく、より
身近な目標達成のために用いてしまうだろう。そのことによ
り短期的な満足は得られるかもしれないが、長期的な厚生水
準向上への効果は低くなってしまうだろう 24。そのため人間
の安全保障に必要な最低限の条件が存在しない場合、すなわ
ち将来に対する不安、リスクが大きい場合には、長期的な営
みである開発を阻害することになる。その意味で人間の安全
保障は人間開発を含む開発の前提条件を成すと言える
（Busumtwi-Sam 2008）25。そしてこの人間の安全保障の欠
落、格差は、上で見たように様々な属性や国家、地域の間で
確実に存在するのである。このように人びとの意識から見た
人間の安全保障を明らかにすることは、人びとの将来リスク

24 ミクロ経済学における不確実性下の期待効用理論研究において
も、保険や金融市場が未整備な条件下においては、「貧困層にお
いてはリスクの厚生コストが大きくなるため、期待利潤が大き
い生産や投資の機会が存在しても、リスクが大きければ、貧困
層はその事業に乗り出せずに所得向上の機会をみすみす見逃さ
ざるを得なくなる」（黒崎 2002, 4）ことが知られている。

25 言うまでもないが、貧困削減や格差是正などを通じて開発は人
間の安全保障を補完する。その意味で両者は相互補完的である。



今日の人間の安全保障 No. 2 95

第
２
部　
人
間
の
安
全
保
障
を
め
ぐ
る
諸
課
題

についての主観的情報を得るという意味でも独自の価値を持
つと言える 26。
このように人びとの意識から見た人間の安全保障には、①
社会内脆弱層とその不安の具体的内容の把握、②尊厳を中心
とする人間の安全保障を構成する中心的価値の可視化、③将
来リスクに関する主観的情報の把握、の 3点において独自
性を持ち、その意味で開発の政策ツールとして付加価値を持
つと言える。
他方で、回帰分析の結果からは、回答者の将来の安全／不
安全に対する意識はその背後にある脅威意識ならびに脆弱性
意識とそれぞれ正の相関関係にあることが確認された。すな
わち脅威を感じる度合が低ければ低いほど将来に対する不安
が低く、脆弱性を感じる度合が低ければ低いほど将来に対す
る不安感は低いことが示された。さらに脆弱性意識は、感度、
剥奪と統計的に有意な関係があり、不安定ではあるが対応能
力とも一定の相関関係にあることも明らかになった。これら
の安全／不安全意識を巡る背景要因との関係は直感的に理解
できるところではあるが、今回改めて人びとの意識調査を通
じて実証的に確認できたことは、人間の安全保障が一定の操
作可能性を持つことを示しており、今後人間の安全保障を分
析概念として用いることを容易にする意味において意義があ
ると考える。
なお、脆弱性の構成要素とした感度と対応能力は、それぞ
れ自分は将来の脅威から守られるか否か、脅威に見舞われた
場合に対処できるか否かに関する意識であると理解され、こ
れらは人間の安全保障が重視する保護とエンパワメントに対
応していると考えられる。一方で剥奪に関する意識について
は、今回そこに含まれた質問内容が政治的自由や言論の自由
に関するものであることから、これらの政治や言論空間に関
する自由度（認識）が脆弱性意識を通して人びとの安全／不
安全意識に影響を与えていることが確認できる。今回分析に
おいて、政治・言論の自由は尊厳の一構成要素として扱って
きたことから、この結果は改めて自由と尊厳が不可分なもの
であることを示唆しているだろう。

26 ミクロ経済学の観点から、脆弱性に関する定性的・主観的調査
の重要性を指摘したものに黒崎（2005）がある。柳原（2019）は、
人間の安全保障概念には、「最上位の価値として『人間の安全』
を掲げ、生命・生活・尊厳の確保を究極の目的として置くこと
には、『保全』を『開発』に先立つものとして位置付け、脅威に
対する事前および事後の対応を重視し優先する、という独自の
意義がある」とした。

結論

以上、見てきたように、人間の安全保障は、人びとの安全
／不安全に対する意識―将来に対する不安―として把握
することにより、社会内の脆弱層の所在とその不安の内容を
明らかにすることができ、それを通じて包摂的開発の推進に
貢献することができる。さらに尊厳を可視化することを通じ
て、これまで客観的指標からは捕捉できなかった人間の安全
保障を構成する重要な一側面を照らし出すことができる。そ
して、人びとの安全／不安全意識は、開発の前提条件として
の将来リスクに関する主観的情報を提供することができる。
これらを根拠として、人びとの意識から人間の安全保障を把
握することは、政策ツールとして十分に付加価値を持つと言
える。そしてそれを分析するに当たっては、危機管理学や防
災学のリスク評価の枠組みを援用することによって操作可能
性を持つことができる。つまり人間の安全保障を政策ツール
として発展させる余地は大いにあると言える。
人間の安全保障の可能性をこのように理解した上で、実際
の政策現場においてどのように活用可能であろうか。
一つには、人びとの安全／不安全意識に関する意識調査を
通じて、一定地域内で不安全を感じる人びとがどこに存在す
るかを明らかにすることは有用だろう。今回は AB調査に基
づく属性比較に留まったが、日本での事例が示すように、障
がい者、移民・難民などを対象とした分析も可能であろう。
また今回は行い得なかったが、同様の調査を通じて脅威認識
の具体的対象やその強度を把握することも可能である。
もう一つは、人びとの安全／不安全の意識を、その対象集
団に関する客観的指標に照らし合わせて相互の異同、差異を
見ることにより、具体的な政策課題を把握することが可能に
なるだろう。例えば、客観的指標と主観的な意識の間には、
双方が高い、双方が低い、一方が高く他方が低い（そしてそ
の逆）といった 4つの組み合わせが想定できるが、このうち
双方が高い場合を除き、その他の 3つの状況について、脅威
－脆弱性枠組みを念頭に安全／不安全意識の背景を分析し、
開発の前提条件の欠如の所在を明らかにすることを通じて具
体的な政策課題を同定することに繋げられるのではないか。
これらの分析を、「人間の安全保障」フォーラム・高須

（2019）、高須・峯（2022）が行ったように、一国内の特定
地域（さらにはそれを構成する小地域）に適用して地域間比
較を行うことにより、人間の安全保障を踏まえたきめの細か
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い地域開発につなげることができると考える。さらに同様な
調査を特定の地域を対象にして継続的に行い、時系列的変化
を追うことができればより有効だろう。具体的には、今回取
り上げた ABだけでなく、世界価値観調査（World Values 

Survey）のような既存の意識調査の枠組みに人びとの安全／
不安全意識に関する質問項目を加えることにより、継続的な
調査も可能になる。人間の安全保障概念を支えてきた日本政
府や UNDPは、同概念のより一層の具体化を促進する観点
から、このような意識調査に参画し人間の安全保障に関する
質問を挿入するよう働きかけることを検討してもよいだろう。
今回の分析は、人間の安全保障概念の政策ツールとしての
操作化を目指したごく初歩的な試みである。分析のベースと
なった意識調査は ABの定期調査をベースとしたものであ
り、人間の安全保障だけを対象としたものではない。また、
尊厳に関する質問を含め、HSスコアや回帰分析に用いた質
問の選択も既存の質問の中から選択せざるを得ないという制
約があった。さらに安全／不安全意識とその背景要因との関
係も相関関係を推定するに留まり、因果関係を明らかにする
には至っていない。これらは今後の課題である。
そのような制約はありつつも、今回人間の安全保障概念を
人びとの主観に基づく安全／不安全として捉えるアプローチ
の可能性について一定の見通しが得られた。「開発はどうし
てもある程度『集合的』な概念にならざるを得ないが、危険
な状況に対処することを考える場合には、個人を中心に置く
必要がある」（人間の安全保障委員会 2003, 17）と言われる
ように、人間の安全保障は本来人間一人ひとりの状況に関心
を持った概念である。その意味で、今回試みたように一人ひ
とりの声に耳を傾けてみることにも一定の意義があるだろ
う。人びとが多様な危機に見舞われる今日であるからこそ、
開発においても一人ひとりの抱える不安に正面から向き合っ
たより丁寧な対応が求められていると言える。
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Appendix　HSスコア質問リスト

質問番号 質問文 質問のカテゴリー 命・生活・ 
尊厳区分

脅威・ 
脆弱性区分

脆弱性細区分 
（感度・対応能力・剥奪）

3
Would you say that the country is going in the wrong direction 
or going in the right direction?

Life satisfaction 尊厳 NA

4A The present economic condition of this country? Life satisfaction 尊厳 NA

4B Your own present living conditions? Life satisfaction 尊厳 NA

5A
Looking back, how do you rate economic conditions in this 
country compared to 12 months ago?

Economy, jobs and work 生活 脅威

5B
Looking ahead, do you expect economic conditions in this 
country to be better or worse in 12 months’ time?

Economy, jobs and work 生活 脅威

6A
Over the past year, how often, if ever, have you or anyone in 
your family gone without: Enough food to eat?

Life 命 NA

6B
Over the past year, how often, if ever, have you or anyone in 
your family gone without: Enough clean water for home use?

Life 命 NA

6C
Over the past year, how often, if ever, have you or anyone in 
your family gone without: Medicines or medical treatment?

Life 命 NA

6D
Over the past year, how often, if ever, have you or anyone in 
your family gone without: Enough fuel to cook your food?

Life 命 NA

6E
Over the past year, how often, if ever, have you or anyone in 
your family gone without: A cash income?

Life 命 NA

7A
Over the past year, how often, if ever, have you or anyone in 
your family: Felt unsafe walking in your neighbourhood?

Life 命 脅威

7B
Over the past year, how often, if ever, have you or anyone in 
your family: Feared crime in your own home?

Life 命 脅威

8
When you get together with your friends or family, how often 
would you say you discuss political matters?

Community, civic engagement, 
and international outlook

尊厳 脆弱性（強靭性） 剥奪

9A In this country, how free are you: To say what you think?
Community, civic engagement, 
and international outlook

尊厳 脆弱性（強靭性） 剥奪

9B To join any political organization you want?
Community, civic engagement, 
and international outlook

尊厳 脆弱性（強靭性） 剥奪

9C To choose who to vote for without feeling pressured?
Community, civic engagement, 
and international outlook

尊厳 脆弱性（強靭性） 剥奪

10A

Here is a list of actions that people sometimes take as 
citizens. For each of these, please tell me whether you, 
personally, have done any of these things during the past 
year. Attended a community meeting?

Community, civic engagement, 
and international outlook

尊厳 脆弱性（強靭性） 剥奪

10B Got together with others to raise an issue?
Community, civic engagement, 
and international outlook

尊厳 脆弱性（強靭性） 剥奪

10C Participated in a demonstration or protest march?
Community, civic engagement, 
and international outlook

尊厳 脆弱性（強靭性） 剥奪

14C
On the whole, how would you rate the freeness and fairness 
of the last national election, held in 2017?

Trust in public sector 尊厳 脅威

33B
In your opinion, how often, in this country: Does the president 
ignore the courts and laws of this country?

Trust in public sector 尊厳 脅威

33C
Does the president ignore Parliament and just do what he 
wants?

Trust in public sector 尊厳 脅威

33D Do people have to be careful of what they say about politics? Trust in public sector 尊厳 脅威
33E Are people treated unequally under the law? Trust in public sector 尊厳 脅威

33I
How often, if ever, are people treated unfairly by the 
government based on their economic status, that is, how rich 
or poor they are?

Trust in public sector 尊厳 脅威

33H
In your opinion, how free is the news media in this country to 
report and comment on the news without censorship or 
interference by the government?

Trust in public sector 尊厳 脆弱性（強靭性） 剥奪
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35A

How likely is it that you could get the following information 
from government or other public institutions, or haven’t you 
heard enough to say?: If you contacted the local school to 
find out what the school’s budget is and how the funds have 
been used.

Trust in public sector 尊厳 脆弱性（強靭性） 剥奪

36B
How likely is it that you could get someone to take action: If 
you went to the local school to report teacher misbehavior 
such as absenteeism or mistreatment of students.

Trust in public sector 尊厳 脆弱性（強靭性） 剥奪

37A
How much do you trust each of the following, or haven’t you 
heard enough about them to say? : The president

Trust in public sector 尊厳 脅威

37G
How much do you trust each of the following, or haven’t you 
heard enough about them to say?: The police

Trust in public sector 尊厳 脅威

38C
How many of the following people do you think are involved in 
corruption, or haven’t you heard enough about them to say?: 
Civil servants

Trust in public sector 尊厳 脅威

38E
How many of the following people do you think are involved in 
corruption, or haven’t you heard enough about them to say?: 
Police

Trust in public sector 尊厳 脅威

39A
In your opinion, over the past year, has the level of corruption 
in this country increased, decreased, or stayed the same?

Trust in public sector 尊厳 脅威

39B
In this country, can ordinary people report incidents of 
corruption without fear, or do they risk retaliation or other 
negative consequences if they speak out? 

Trust in public sector 尊厳 脅威

44A
In your opinion, how often do the police in Kenya: Operate in 
a professional manner and respect the rights of all citizens?

Trust in public sector 尊厳 脅威

44C
In your opinion, how often do the police in Kenya: Use 
excessive force in managing protests or demonstrations?

Trust in public sector 尊厳 脅威

46A
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Managing the economy

Economy, jobs and work 生活 脆弱性（強靭性） 感度

46B
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Improving the living standards of the poor?

Welfare 生活 脆弱性（強靭性） 感度

46C
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Creating jobs

Economy, jobs and work 生活 脆弱性（強靭性） 感度

46D
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Keeping prices stable?

Economy, jobs and work 生活 脆弱性（強靭性） 感度

46E
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Narrowing gaps between rich and poor?

Welfare 生活 脆弱性（強靭性） 感度

46F
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Reducing crime?

Life 生存 脆弱性（強靭性） 感度

46G
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Improving basic health services?

Health 生存 脆弱性（強靭性） 感度

46H
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Addressing educational needs?

Education 生活 脆弱性（強靭性） 感度

46I
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Providing water and sanitation services?

Living conditions, 
environmental quality and 
personal security

生活 脆弱性（強靭性） 感度

46J
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?:  Fighting corruption in government?

Trust in public sector 尊厳 脆弱性（強靭性） 感度

46K
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Maintaining roads and bridges?

Living conditions, 
environmental quality and 
personal security

生活 脆弱性（強靭性） 感度
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46L
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Providing a reliable supply of electricity?

Living conditions, 
environmental quality and 
personal security

生活 脆弱性（強靭性） 感度

46M
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Preventing or resolving violent conflict?

Life 生存 脆弱性（強靭性） 感度

46N
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Promoting equal rights and opportunities for women?

Children and women 尊厳 脆弱性（強靭性） 感度

46O

How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Protecting and promoting the well-being of vulnerable 
children?

Welfare 生活 脆弱性（強靭性） 感度

46P
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Addressing the problem of climate change?

Living conditions, 
environmental quality and 
personal security

生活 脆弱性（強靭性） 感度

46Q
How well or badly would you say the current government is 
handling the following matters, or haven’t you heard enough 
to say?: Reducing pollution and protecting the environment?

Living conditions, 
environmental quality and 
personal security

生活 脆弱性（強靭性） 感度

49A
In our country today, women and men have equal 
opportunities to get a job that pays a wage or salary.

Children and women 尊厳 脅威

49B
In our country today, women and men have equal 
opportunities to own and inherit land.

Children and women 尊厳 脅威

50B

If a woman in your community runs for elected office, how 
likely or unlikely is it that the following things might occur?: 
She will be criticized, called names, or harassed by others in 
the community?

Children and women 尊厳 脅威

52A

For each of the following actions, please tell me whether you 
think it can always be justified, sometimes be justified, or 
never be justified: For parents to use physical force to 
discipline their children?

Children and women 尊厳 脅威

52B

For each of the following actions, please tell me whether you 
think it can always be justified, sometimes be justified, or 
never be justified: For a man to use physical discipline on his 
wife if she has done something he doesn’t like or thinks is 
wrong?

Children and women 尊厳 脅威

53A
 In this area, how common do you think it is for men to use 
violence against women and girls in the home or in the 
community?

Children and women 尊厳 脅威

53B

If a woman in your community goes to the police to report 
being a victim of gender-based violence, for example, to 
report a rape or report being physically abused by her 
husband, how likely or unlikely is it that the following things 
might occur?: Her case will be taken seriously by the police?     

Children and women 尊厳 脅威

53C

If a woman in your community goes to the police to report 
being a victim of gender-based violence, for example, to 
report a rape or report being physically abused by her 
husband, how likely or unlikely is it that the following things 
might occur?: She will be criticized, harassed, or shamed by 
others in the community?

Children and women 尊厳 脅威

55A
How frequently do you think the following things occur in your 
community or neighbourhood?: Adults use physical force to 
discipline children?

Children and women 尊厳 脅威

55B
How frequently do you think the following things occur in your 
community or neighbourhood?: Children are abused, 
mistreated, or neglected?

Children and women 尊厳 脅威

55C
How frequently do you think the following things occur in your 
community or neighbourhood?: Children who should be in 
school are not in school?

Education 生活 脅威
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56A

For each of the following statements, please tell me whether 
you disagree or agree.: In general, people in this community 
are able to get help for children who are abused, mistreated, 
or neglected.

Welfare 生活 脆弱性（強靭性） 対応能力

56B
In my community, children who have a physical disability are 
generally able to get the support they need to succeed in life.

Welfare 生活 脆弱性（強靭性） 対応能力

56C
In my community, children and adults who have mental or 
emotional problems are generally able to get the help they 
need to have a good life.

Welfare 生活 脆弱性（強靭性） 対応能力

66A

In your experience, over the past 10 years, has there been 
any change in the severity of the following events in the area 
where you live? Have they become more severe, less severe, 
or stayed about the same?: Drought?

Living conditions, 
environmental quality and 
personal security

生活 脅威

66B

In your experience, over the past 10 years, has there been 
any change in the severity of the following events in the area 
where you live? Have they become more severe, less severe, 
or stayed about the same?: Flooding

Living conditions, 
environmental quality and 
personal security

生活 脅威

72A
How serious of a problem is pollution, such as the 
accumulation of trash or garbage, or damage to the quality of 
the air or water, in your community? Is it

Living conditions, 
environmental quality and 
personal security

生活 脅威

85A
Please tell me whether you agree or disagree with the 
following statement: I feel strong ties with other Kenyans.

Community, civic engagement, 
and international outlook

尊厳 脆弱性（強靭性） 対応能力

86A
How much do you trust each of the following types of 
people?: Other Kenyans?

Community, civic engagement, 
and international outlook

尊厳 脆弱性（強靭性） 対応能力

86B
How much do you trust each of the following types of 
people?: Your relatives?

Community, civic engagement, 
and international outlook

尊厳 脆弱性（強靭性） 対応能力

86C
How much do you trust each of the following types of 
people?: Your neighbours?

Community, civic engagement, 
and international outlook

尊厳 脆弱性（強靭性） 対応能力

86D
How much do you trust each of the following types of 
people?: Other people you know?

Community, civic engagement, 
and international outlook

尊厳 脆弱性（強靭性） 対応能力

86E
How much do you trust each of the following types of 
people?: People from other religions?

Community, civic engagement, 
and international outlook

尊厳 脆弱性（強靭性） 対応能力

93A
Do you have a job that pays a cash income? [If yes, ask:] Is it 
full time or part time? [If no, ask:] Are you currently looking 
for a job?

Economy, jobs and work 生活 脆弱性（強靭性） 対応能力

94 What is your highest level of education? Education 生活 NA



JICA緒方貞子平和開発研究所102

論 考論 考

人間の安全保障とジェンダー 
―難民のジェンダーに基づく暴力（GBV）研究 
からの示唆

杉谷　幸太 1)・竹内　海人 2)・武藤　亜子 3)

1)JICA緒方貞子平和開発研究所　非常勤研究助手
2)JICA緒方貞子平和開発研究所　研究員

3)JICA緒方貞子平和開発研究所　専任研究員

要旨要旨　　冷戦後の 90年代、それまでの国家中心の安全保障に代わって、人間を中心に置いた「人間の安全保障」が唱え
られるようになった。しかしその「人間」をどう捉えるかをめぐって、ジェンダー研究者から人間の安全保障に
対し、様々な疑問が呈されてきた。本稿では、ジェンダーに基づく暴力（GBV）というジェンダーによって生
じる課題に対し、人間の安全保障の視点からどのような示唆が得られるのかを検証する。そのために、まず、人
間の安全保障に対する今日までのジェンダー研究者による批判と、そこから見えてくる両者の相違点と共通性を
明らかにする。次に、JICA緒方研究所が 2017年以来行ってきた、難民コミュニティにおける GBVを対象とし
た研究プロジェクトの成果を振り返る。最後に、人間中心、個人とコミュニティ、尊厳といった人間の安全保障
の視点や政策的フレームワークを取り上げ、それらが GBVというジェンダー課題に対して如何なる示唆を持つ
のかを考察する。

はじめに―なぜいま「人間の安全保
障とジェンダー」なのか

2022年、JICA緒方研究所は人間の安全保障レポート『今
日の人間の安全保障』の創刊号を発刊し、国連開発計画
（UNDP）も 1994年以来 28年ぶりとなる特別レポート『人
新世の脅威と人間の安全保障』を刊行した。このように人間
の安全保障をめぐる議論が再活性化している現状を踏まえ、
本稿では、JICA緒方研究所が 2017年以来実施してきた、
紛争影響下におけるジェンダーに基づく暴力（Gender-Based 

Violence: GBV）についての研究案件（GBV研究プロジェク
ト）の成果に基づき、紛争により近隣国に逃れた難民が受け
る、ジェンダーに基づいて生じる暴力に対処するうえで、人

間の安全保障の視点やフレームワークがどのような示唆や有
効性を持つのかを検討したい。またその前提として、共に人
間の生存状況に対する関心から生まれたジェンダー 1と人間
の安全保障という 2つの概念が、どのような相違点と共通
性を持つのかも併せて考察したい。
本稿の問題設定は、以下のような認識に基づいている。本
稿で取り上げるジェンダーに基づく暴力（GBV）のように、

1 「ジェンダー」（社会的・文化的性差）は、社会的、文化的に構
築され、認知される性差を意味する概念で、セックス（生物学
的性差）と区別するために 1960年代にストーラーらが用い始め
（Stoller 1968）、1970年代にフェミニズムやジェンダー研究者
によって広く採用され、定着した。80年代にはジョアン・スコッ
トが、ジェンダーを言語的認知のカテゴリと捉えて「身体的差
異に意味を与える知」という定義を与え（Scott 1988）、このス
コットの定義を拡張する形で、90年代にはバトラーが、生物学
的な性差でさえも言語によって認識される側面があり、「ジェン
ダーによってセックスが確立される」と主張した（Butler 1990, 

10）。

本レポートで述べられている見解は執筆者個人の見解であり、JICAや JICA緒方研究所としての見解を示すものではありません。
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ジェンダーをめぐる諸課題は、同時に人間の安全保障の課題
でもある場合が少なくない。そのことは、両者の課題へのア
プローチ、たとえばエンパワメントや尊厳の重視などの共通
性にも表れている。他方で、女性の保護のあり方やコミュニ
ティと個人の関係性、また「人間」をどのように捉えるかを
めぐって、人間の安全保障に対して批判的な見解をもつジェ
ンダーやフェミニズムの研究者も少なくない。その批判を通
じて両者の立場の違いを明らかにすることにより、GBVと
いうジェンダーに基づく課題を新たな角度から見直し、人間
の安全保障の視点からの有効な対処法を探ることが期待でき
ると思われる。
本稿の構成は以下の通りである。まず第一節において、

1994年から今日までのジェンダーと人間の安全保障の間の
批判・応答関係を振り返り、両者の立場の違いについて明ら
かにするとともに、人間の安全保障のもつ開発・人道の 2

つの志向性を整理する。第二節では、JICA緒方研究所の
GBV研究プロジェクト（難民コミュニティにおける GBVと
救援要請行動）の研究成果を振り返る。第三節では、第二節
の研究成果をさらに発展させ、GBVという課題に対処する
うえで、人間の安全保障のフレームワークがもたらすインプ
リケーションについての考察を行う。その際、第一節で整理
したジェンダーと人間の安全保障の相違を踏まえ、①近年
GBV対応において唱えられる「被害者中心（生存者中心）2」
アプローチの意義と問題点、②被害者の保護からエンパワメ
ントへの移行のあり方、③被害者の「尊厳」を周囲の人 （々コ
ミュニティ）との関係性を含めてどう実現するべきか、の 3

点を特に取り上げたい。

1.　ジェンダーと人間の安全保障の間
の対話と批判

1.1.　 UNDPレポート刊行から緒方・センレポー
トへの批判まで

人間の安全保障とジェンダーの親和性については、人間の

2 「被害者中心」とは、GBVの予防と対処において、被害者のもつ
権利、願望、必要、安全、尊厳および福祉をその中心に置く考
え方。英語の survivor-centeredは、外務省では「生存者中心」
を定訳として用いている。他方で、この言葉は加害者の存在が
曖昧化されるとして、加害者責任を想起させる victim／被害者を
用いるべきとの議論もある。本稿では、上記の議論にも配慮し
つつ、survivor-centeredの訳語として「被害者中心」を用いた。

安全保障の考えを最初に大きく取り上げた国連開発計画
（UNDP）の 1994年の人間開発報告書（UNDP 1994）にお
いて、既に明確に意識されていたと考えられる。それはこの
UNDPの 1994年レポートが、第二章で人間の安全保障を、
第三章で「平和の配当 3」を取り上げ、最終章にあたる第五章
において、人間開発指数にジェンダーの観点からの補正を取
り入れることを提案しているからである。すなわち、このレ
ポートの構成自体に、開発を通じて人間の安全保障を実現す
るうえで、ジェンダー不平等の克服は間違いなく重要な課題
の一つであるという主張が読み取れるのである。
また 1994年以来今日まで、ジェンダーやフェミニズムの
研究者も、人間の安全保障のアイディアを取り入れることに
は積極的であった。とはいえ、その観点は論者によって様々
であり、政治や経済に関する多面的な諸課題をフェミニスト
の視点から捉えなおしつつ、そこに政策的な枠組みとして人
間の安全保障を取り入れた研究がある反面（Truong et al. 

2006）、人間の安全保障に対して、懐疑的ないし批判的な声
も一貫して存在していた（Chenoy 2009）。
ここで後者の、人間の安全保障に対するジェンダー研究者
からの批判的な関心の高まりについて見ると、2004年から
2014年頃が一つのピークとなっており 4、その背景として、
カナダ政府が主導して「保護する責任」（R2P）を提唱した
2001年の ICISSレポートの刊行（ICISS 2001）5、および
2003年に日本が中心となってまとめた『安全保障の今日的
課題』（以下、緒方・センレポート）の刊行の 2つがあった
ことが見えてくる。このうち、前者の R2Pに関しては、前
年の 2000年に安保理で採択された、紛争下・和平・復興な
どの各段階における女性の保護と参加の重要性を指摘した
「女性・平和・安全保障に関する国連安保理決議 1325」（本
決議および関連決議を併せて、WPS（Women, Peace and 

Security）アジェンダという）との対比において、ICISSの
レポートが「ジェンダー・ブラインドである」点に批判が集
まった（Bond and Sherret 2006）。2003年の緒方・センレポー

3 冷戦終結に伴い、安全保障関連の資金を経済や保健、教育など
の開発関連の分野に振り向ける余裕が生まれるという議論。

4 ジェンダーと人間の安全保障の関係の変化については、1994年
から 2018年までの研究のうち主要な 95点をレビューした
Ammann and Kool（2021）を参照。多くの研究が 2004年から
2014年の間に集中し、かつ 2000年代は人間の安全保障につい
ての批判的研究が多いことが見て取れる。

5 ICISSは、International Commission on Intervention and State 

Sovereigntyの略称。日本では「介入と国家主権に関する国際委
員会」と訳される。



JICA緒方貞子平和開発研究所104

トでも、やはり人間の安全保障の議論におけるジェンダー視
点の弱さが問題とされたが（Chenoy 2009）6、このレポート
は ICISSに比べて人間の安全保障を多面的に捉えていたた
め、ジェンダー研究者からの批判も極めて多岐にわたってい
る。そのうち、本稿のテーマである GBVに関連の深いもの
としては、主に以下の 3点が挙げられる。
（1）人間の安全保障は「人間」「人々」（people）という
概念を前面に打ち出すことによって、安全を脅かす脅威には
男女によって違いがあること、特に男性性と女性性という
ジェンダーの問題を隠蔽している。「人間」とは常に権力関
係に埋め込まれた存在であり、男女関係はその重要な一部で
ある（Tripp 2013）。人間の安全保障において、女性に関す
る部分は「missing chapter」であり（Bunch 2004, 32）、「ジェ
ンダー化された」（gendered）人間の安全保障が必要である
（Chenoy 2009, 49）。
（2）緒方・センレポートは安全保障の対象として「個人
とコミュニティ」を併記しているが、コミュニティや家族は
場合によっては女性を抑圧し、不平等の源泉となってきた
（Moussa 2008）。また、不安定化する現代社会において疎
外されたと感じる人々が、家族、部族、エスニックグループ
や宗教など「伝統的に安全を与えてくれたコミュニティ
（traditional security communities）」へと引きこもっており、
そのことのネガティブな側面にも注意が必要である（前掲書，
82）。
（3）人間の安全保障がエンパワメントと並んで重視する
「保護」について、フェミニズムでは伝統的に、保護によっ
て女性が disempowerされると考えてきた。なぜなら女性を
特別に保護するという考えは、Elshtain（1987）が指摘した
ように、女性を常に弱者の位置に置き、保護と引き換えに従
属を求めることにつながるからである（Chenoy 2009）。
しかし緒方・センレポートは、Chenoyが言うように故意
にグループとしての女性の存在を無視したわけではなかっ
た。実際、同レポートは、ジェンダー不平等にも、また紛争
下における GBVの存在、その女性への影響の大きさにも繰
り返し言及している。同レポートには確かに、緒方氏のコラ
ムの中の一文として「人種、宗教、性別〔原語：gender〕、

6 Bunch（2004）によれば、緒方貞子はこのレポートにおけるジェ
ンダーの扱いについて「女性を特別な関心のイシューとして独
立させず、ジェンダー不平等という形で取り入れた」と説明し
たという（Bunch 2004, 32）。Chenoy（2009）はこの発言を
Bunchから引用し、ジェンダー視点の弱さとして批判している
（Chenoy 2009, 46）

政治的意見にかかわらず人々を保護する」（人間の安全保障
委員会 2003, 30（Box 1.2））といった表現も見られるが、
これはジェンダーの重要性を否定したと言うよりは、人道 4

原則の一つである公平原則を述べたと見るべきであろう。ま
た、ICISSレポートや緒方・センレポートが出された 2000

年代前半は、女性を焦点化したWPS決議 1325の後、紛争
下における子供や民間人の保護が議論されていた時期でもあ
り、強制的徴兵（forced conscription）、和平における元兵
士（ex-combatants）の扱いなど、紛争下において男性が晒
される脅威にも焦点が当たり始めていた。つまり緒方・セン
レポートが女性を特別な対象として取り上げなかったのは、
緒方氏が国連難民高等弁務官として長年携わってきた、紛争
下における難民・国内避難民の人々の苦境に対する幅広い人
道的関心を反映していたのである。この人間の安全保障にお
ける人道的側面は、第三節で述べるように、後にはWPSア
ジェンダを含め、ジェンダーの側にも影響を与えていくこと
になる。

1.2.　 ジェンダーと人間の安全保障の融合と協働：
2012年総会決議以後

以上見てきたように、人間の安全保障は、1994年の UNDP

レポートに見られた開発志向の側面（そこではジェンダーが
重点課題の一つとなる）に加え、2003年の緒方・センレポー
ト以降に強く意識されるようになる人道志向の側面がセット
になっている。では緒方・センレポート以降、ジェンダー研
究者からの批判に対して、人間の安全保障をめぐる議論と実
践はどのように変化してきたのだろうか。
まず、2012年の国連総会における人間の安全保障に関す
る決議を見ると、そこには女性やジェンダーに関する特別な
言及はなく、ジェンダー研究者の批判が取り入れられたとは
考えにくい（UNGA 2012）。そもそもこの総会決議の狙いは、
同じ人道的関心に基づきつつも、その実現手段の異なる人間
の安全保障と R2Pとの差異化、具体的には武力介入の排除
という点の明確化にあったためである。
しかし、人間の安全保障がジェンダー研究からの批判に全
く応えてこなかったわけではない。第一に、人間の安全保障
は、2015年に国連で採択された「持続可能な開発目標
（Sustainable Development Goals: SDGs）」との関連を通じ
て、ジェンダーの視点を取り入れてきた。SDGsは「誰一人
取り残さない」という人間一人ひとりを中心に据える考え方
に基づいており、その考え方は人間の安全保障にも通じる。
そして、この SDGsの 17の目標の一つとしてジェンダー平
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等が掲げられたことで（Goal 5）、近年国連を中心とした人
間の安全保障の議論のなかでも、女性を明示的に取り入れて
いく傾向が現れている。たとえば UNDPの 2022年特別レ
ポートや、日本を分析対象とした『全国データ　SDGsと日
本：誰も取り残されないための人間の安全保障指標』（人間
の安全保障フォーラム 2020）などが一例であるが、この場
合女性とは、難民、障碍者、子供、老人などと並んで、その
安全が脅かされやすい社会的グループとして捉えられてお
り、ジェンダー論におけるような、人間存在を規定する根本
的カテゴリではない点には注意せねばならない。
第二に、人間の安全保障とジェンダーに共通の傾向として、
難民女性、GBVなど、人間の安全保障とジェンダーの双方
の視点が必要な分野の研究や支援が近年とみに増加してい
る 7。本稿の第二節で取り上げる JICA緒方研究所の GBV研
究プロジェクトや、本稿付属のコラムにある JICAによるパ
キスタン・パンジャブ州の社会福祉局との協力事例も、こう
した近年の流れに沿ったものといえる。
第三に、近年では人間の安全保障を論じるうえで、男性の
被る脅威にも焦点が当たるようになってきた。たとえば
GBVについても、従来のように女性のみを焦点化するので
はなく、男性 GBV被害者の存在、また男性被害者が女性以
上に社会的に沈黙させられやすいことなど、GBVを男性の
脅威としても捉えなおすべきことが指摘されている（Dolan 

2017; Gorris and Philo 2015）。このような指摘は、男性学
などジェンダー研究の広がりとも関連しつつ、女性を中心に
なされてきたジェンダー研究にも変容を迫るものである。
このように、2000年代における批判と応答を経て、現在
では再び人間の安全保障とジェンダーの親和性が意識され、
両分野が影響を与え合う形で研究や実務が進展している。し
かし、先行するジェンダー研究が人間の安全保障に対して影
響を与えてきた反面、後発の人間の安全保障がもつ固有の特
徴、たとえば明示的に保護やコミュニティの重要性を指摘し
ている点が、ジェンダー研究、あるいはジェンダー支援にお
いて、どのような示唆を持つのかが十分に意識されてきたと
は言い難い。

7 人間の安全保障の観点からは、難民支援を行う UNHCRが 2011

年に定めた Age, Gender and Diversity (AGD) policyの中で、
Core commitmentの冒頭に Gender equalityを置いている
（UNHCR 2011）。援助の増加については OECD（2020）を参照。
ジェンダー平等にフォーカスした援助の割合が近年最も急速に
伸びている分野として、武力紛争関連の援助が特筆されている
（前掲書，Table 2, 4）。研究の動向については、近年の難民の急
増により、特に難民女性の現状に着目した研究が増加している。

そこで以下、第二節と第三節において、JICA緒方研究所・
平和構築と人道支援領域が 2017年から 2021年まで行った
研究プロジェクト「紛争とジェンダーに基づく暴力（GBV）：
被害者の救援要請行動と回復プロセスにおける援助の役割」
（以下、GBV研究プロジェクトと略）の成果を振り返り、
GBVという具体的な社会課題への対処において、人間の安
全保障の視点やフレームワークがどのような示唆を持ちうる
かを考察したい。このプロジェクトは、次節で詳述するよう
に、難民と GBVという、人間の安全保障とジェンダーの交
錯する領域を扱っている。また、プロジェクトの当初の問題
設定は、ジェンダー・アジェンダであるWPSの様々な側面
のうち、未だに研究が不足している GBV被害者の保護に関
する研究を行う、というものであったが、企画時の研究計画
には、この研究が人間の安全保障の実現にも資することが言
及されていた。それゆえこの GBV研究プロジェクトを振り
返ることで、GBVというジェンダー課題に対して、人間の
安全保障の視点やフレームワークがどのような示唆や有効性
を持つのかが見えてくると期待できるからである。

2.　JICA緒方研究所による GBV研究

JICA緒方研究所の GBV8研究プロジェクトは、2000年に
採択されたWPS（安保理決議 1325）を踏まえ、紛争影響下
における難民の GBV被害者の保護、救済、回復から予防に
至るプロセスについて研究することを目的に立案された。従
来、WPSアジェンダに関する研究では、Cohn（2012）や
Semimovic et al.（2012）が指摘するように、WPSの 4つ
の柱 9のうち、紛争の防止や解決に関わる意思決定への女性
の「参加」の側面が盛んに研究される一方、他の側面、とり
わけ紛争下における GBV被害者の保護、救済、回復から再
発予防に至るプロセスについての研究が不足していた。そこ
で GBV研究プロジェクトでは、紛争影響下において難民が
GBVに遭遇した際、いつ、どのような援助がある場合（も
しくはない場合）に被害者は救援要請行動を採るのか／採ら
ないのか、援助の存在は家族およびコミュニティによる対応

8 本研究プロジェクトでは、ジェンダーに基づく暴力（Gender 

Based Violence: GBV）を「社会的文化的性差（ジェンダー）に
基づき、人に向けられる身体的、性的、精神的暴力」と定義し
ている（UNHCR 2003; Bouta et al. 2005）。

9 参加（Participation）、保護（Protection）、予防（Prevention）、
救済と回復（Relief and Recovery）の４つ。
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や予防にどのような影響を及ぼすのかなど、GBV被害者の
救援要請行動（help-seeking behavior）10に与える援助の役
割、周囲の人々も含めたその影響メカニズムの解明が研究課
題として設定された（JICA 2019）。
なお、実際の研究では、救援要請行動に留まらず、GBV

被害者の発生と対応に係る諸課題を、ウガンダにおける南
スーダン難民とレバノンにおけるシリア難民という 2つの
異なる文脈において検証している。両国を対象として選んだ
理由は、第一に難民数の多さであり、ウガンダは南スーダン
を含む隣国での紛争により、150万人もの難民を受け入れる
ことで、サブサハラ・アフリカで最大の受入国となっている
（UNHCR 2022）。他方でレバノンは、世界最大の難民排出
国であるシリアからの難民をおよそ80万人受け入れており、
人口あたりの難民受入れ数が世界でもアルバ島に次いで最も
多い 11。第二に、両国の難民受入れ方式、社会における難民
の位置づけも対照的であり、ウガンダ政府の受入れ方式は、
従来のキャンプ方式ではなく、政府が指定した 12の区域に
難民が長期的に住み、仕事や移動もできる居住区（Settlement）
方式を採用している点に特徴がある。他方でレバノンでは、
シリアとの文化的・歴史的背景により、当初は寛容な難民受
入れ政策を講じていたが、短期間に難民数が急増したことに
より、2015年には新規の難民登録を停止し、次第に受入れ
政策を厳格化させていった。その結果、シリア難民の多くは、
強制送還の恐れにより経済的にも社会的にも、また難民相互
にも孤立し、難民登録を更新することも難しい状況に置かれ
ている。このように、隣国から多数の難民を受け入れており、
なおかつ難民を取り巻く政策や環境が大きく異なる両国を対
比することで、人道状況と受入国の政策が GBVに与える影
響を比較考察できた点に、プロジェクトの大きな意義があっ
たと言える。
以下、GBV被害者の発生と対応にまつわる諸課題につい
て、国際的な枠組みであるWPS、プロジェクトの問題設定
の根幹である国際社会の人道支援メカニズム、さらに人道支
援メカニズムとコミュニティの伝統的規範の相克、ホストコ
ミュニティから排除される難民、といった主題に即しつつ、
プロジェクトの各研究成果を紹介していく。

10 本研究プロジェクトでは、救援要請行動（help-seeking behavior）
を、「GBV被害者が被った損害への対応および回復のための支援
を他者に求める行動」と定義しており、この場合の救援には、
緊急的な保護の提供だけでなく、被害にあった後の治療や法的
な救済措置などが含まれる。

11 レバノン国民 7人当たり 1人（UNHCR 2022）。

2.1.　GBV根絶の国際規範の浸透
GBV研究プロジェクトのメンバーであった Fukui（2021）
は、国連安保理で採択されたWPSアジェンダが、ウガンダ
の難民たちにどのように影響したかを考察している。国際規
範としての WPSは、加盟国に国別行動計画（National 

Action Plan: NAP）の策定および実施を求めており、ウガン
ダも NAPを策定しているが、Fukuiはこれを国の政策、難
民支援メカニズム、難民居住区の 3つのレベルで検証した。
その分析によると（前掲書，288–89）、ウガンダでは NAP

の策定、具体的な施策を通じて、WPSの理念が国レベルに
拡散したと考えられ、政府と難民の間の中間レベルとして考
えられる NGOなどの人道支援メカニズムにおいても、GBV

が優先的対応課題として位置づけられていたことから、
WPSの考え方が中間レベルにも浸透していると考えられた。
さらに難民へのインタビューを通じて、WPSが目的として
いる GBV根絶を含めた被害者保護の施策は難民の間でも認
知されていることが分かった（前掲書，297–302）。ここで
興味深いのは、難民はWPS関連施策を、ウガンダ政府の
NAP政策を通じてではなく、難民に支援を提供する人道支
援機関を通じて理解していたという事実である。この背景と
して Fukuiは、ウガンダ政府の NAP政策が当初、難民居住
区のニーズを十分に踏まえていなかったこと、GBV対策を
実施する人道支援関係者も NAPとの関連を十分に意識して
いなかったことを挙げている。つまり、GBV根絶という
WPSの基本理念は、国連安保理決議という国際的なレベル

GBV研究プロジェクト紹介パンフレット表紙
©JICA
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から NAPを介してトップダウンで難民の間に浸透したので
はなく、人道支援メカニズムという中間レベルにおける
GBV対策の草の根的な実践を通じて認知されていた（前掲
書，291）。Fukuiの指摘する国際規範の認知と浸透をめぐる
中間レベルでの断絶、なぜ難民の間でWPSや NAPの認知
度が低いのかについては、第三節でさらに検証を行いたい。

2.2.　GBVという脅威に晒された難民
GBV研究プロジェクトをリードした Kawaguchi（2019; 

2020; 2021）の一連の研究成果は、ウガンダにおける南スー
ダン難民の GBV被害者の救援要請行動のメカニズムを詳細
に解明している。Kawaguchi（2019, 6–13）は、紛争影響
下の難民コミュニティにおける、「①GBVに対する認識、②
被害者の救援要請行動、③被害者周辺の人々やコミュニティ
による救援活動と障害」の 3点について聞き取り調査を行い、
難民の国外避難の理由、避難先での不安や困難、長期化する
避難生活の状況を踏まえながら、紛争影響下のコミュニティ
における難民自身の GBVに対する認識、GBV被害者による
救援要請行動および周囲の人々やコミュニティが取る救援活
動の実態を明らかにしている。インタビュイーが認識する身
近な GBVには、家庭内暴力やレイプに加え、難民コミュニ
ティの慣習を反映して、強制婚や早婚も含まれた（前掲書，
14–15）。また、一部の参加者からは「暴力は罰せられるべ
きと認識しながらも、家庭内暴力（DV）や近親者からの暴
力（IPV）12については、犯罪ではなく家庭内の問題として隠
すべき」との認識が寄せられたという（前掲書，16）。被害
を受けた際の救援要請ルートについては、家庭内暴力やレイ
プなど、被害の実態に応じて、GBV被害者は家族や親族、
友人、近隣住民といった近しい関係者に相談し、その後、難
民コミュニティにある教会やコミュニティリーダーに救援要
請を行うという特徴がある。そして、重大な怪我や殺人など
問題が深刻な場合には、警察、病院、NGOなど難民居住区
外の救援サービス提供者に、難民コミュニティリーダーを通
じて連絡するという（前掲書，17–19）。GBV被害者による
救援要請を阻害する要因として、スティグマへの恐怖、行政
や司法の支援に対する低い期待、情報不足、物理的障害とし
て支援提供場所が遠いこと、手続きに時間がかかること、費
用が払えないことを挙げている（前掲書，20–21）。また

12 Intimate Partner Violenceの略。従来用いられてきた DVが主と
して婚姻関係に基づいた家庭内での暴力を対象としたのに対し、
婚姻以外の様々な親密な関係に生じる暴力を対象とするために、
昨今用いられている（Sardinha et al. 2022）。

Kawaguchiは、救援サービス提供者側への調査も行っており、
スタッフの能力不足や、支援者間による役割の重複、サービ
ス提供者が抱える身体的・心理的リスク、GBV被害者から
の信頼の欠如が、救援などのサービス提供者の活動に影響を
与えていることが明らかにされた（前掲書，28–31）。

Kawaguchiはこの調査結果を基に、救援要請行動の阻害
要因として最も強力であると特定された「スティグマへの恐
怖」を掘り下げている。Kawaguchi（2020, 27–28）によれば、
主として社会的・文化的規範に起因するスティグマの典型的
な例は、レイプの被害者であることがコミュニティに露呈し
たときに、コミュニティの他のメンバーから仲間はずれにさ
れたり、侮辱されたりする恐れである。家庭内暴力やレイプ
の被害者が抱く、周囲からの否定的な意味づけや不当な扱い
を受けることへの恐れが、被害者の救援要請行動を阻害し、
被害の実態を隠蔽してしまう点を、Kawaguchi（2021, 

331–32）は GBV被害者の救援要請行動における最大の問題
として提起している。

2.3.　 保護に影響する難民コミュニティの規範と
価値観

Fukuiと同じく研究プロジェクトのメンバーであった
Sebba（2021, 340）の研究は、救援要請における支援の目
的や意味を巡って、GBV被害者と支援を提供する保健や司
法機関との間で行われる「交渉」に着目し、コミュニティの
社会規範が、GBV被害者の価値観や主体性に影響を与えて

ウガンダ現地調査報告書表紙
©JICA
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いることを指摘する。それによると、救援要請は、まず
GBVという暴力行為が発生したと認識するところから始ま
るが、家庭やコミュニティで夫が妻に暴力行為をすることが
通常だと認識されている場合、被害者の取る行動は「沈黙」
である（前掲書，357）。また、沈黙しない場合であっても、
被害者の取りうる行動には 3つのパターンがある。1つ目は
選択的開示であり、これは被害者が特別な支援を期待してお
らず、暴力を受けた出来事を友人や家族、または暴力事案と
関わりのない知人などの第三者に共有することである（前掲
書，359）。この背景には、救援要請ルートをそもそも知ら
ない場合に加え、暴力被害を公的な組織に向けて開示するこ
とが、社会規範に反するという点への恐れがある。具体的に
は、将来の婚姻などの機会の喪失、家庭やコミュニティに居
づらくなるリスク、生計手段へのアクセス喪失、そして加害
者による報復や暴力行為の再発などへの危機感から、外部に
助けを求めることに消極的となる。2つ目は暴力の隠蔽であ
る。これは、暴力によって生じた怪我の治療や、妊娠中絶や
その後のケア、カウンセリング、場合によっては法的保護を
受けるための司法相談など、必要に応じて公的機関にアクセ
スはするものの、GBVの事実は開示しないことである。こ
の場合、被害者は GBVに特化したサービスを受けられない
可能性が高く、またサービス提供者も GBVに最も適した介
入方法を取ることができない（前掲書，359）。3つ目は、
公的機関に正式に GBV被害者として保護を求めるケースで
ある。この場合も、そもそも保健サービスや司法制度が
GBV被害者支援に特化していない、あるいは不十分である
ために、十分なサービスを受けられない可能性があることが
指摘されている。また Kawaguchiと同様、Sebbaも難民コ
ミュニティは生活に公私の区分があり、それぞれの領域にお
いて強い規範と価値観を維持していること、GBV被害者の
救援要請行動を理解する上では、この難民コミュニティがも
つ規範と価値観を踏まえる必要があることを指摘している。

2.4.　 難民コミュニティのソーシャル・キャピタ
ルからみた信頼の重要性

以上のような現地調査から明らかになった難民コミュニ
ティを取り巻く複雑な社会関係を理解するため、JICA緒方
研究所の Robles（2022）はソーシャル・キャピタル（社会
関係資本）の概念を分析ツールとして導入した。ウガンダの
南スーダン難民 GBV被害者の救援要請行動における、難民
のリーダーや救援などのサービス提供者の役割に着目したこ
の論文は、彼らの有するネットワーク、規範そして信頼を分

析している。難民コミュニティ内で生活する GBV被害者に
とって、救援要請行動とは、難民コミュニティ内外の様々な
アクターとのネットワークの活用を意味する。このうち内部
ネットワークには、南スーダン教会のリーダー、居住ブロッ
クごとのリーダー、Refugee Welfare Committee（RWC）の
リーダー、コミュニティの長老といった多様な関係者がおり、
また GBV対応に関する外部ネットワークにもコミュニティ
開発、GBV、保健医療、社会福祉などのサービス従事者、
そして警察や司法といった多様な関係者がいる。Robles（前
掲書，15）の分析は、強固な関係性がソーシャル・キャピ
タルとして主体の望む行動を促進するという理論的帰結に反
して、難民コミュニティ内の GBV被害者の場合には、強固
な関係性が逆に被害者の救援要請行動を阻害し、適切な助け
を得ることを妨げる状況もあることを提示している。男性か
ら女性への暴力が当然と考えられる社会では、GBVは報告
されにくく、暴力被害を家族や親戚といった近親者に相談は
できても、スティグマを恐れて外部への共有は困難になりう
るが、これは Kawaguchi（2021）や Sebba（2021）が示し
たとおりである。つまり、難民コミュニティが有する強固な
関係性は、集団が共通のゴールや目的を達成するためには有
効であるが、そこで共有される規範が強力な拘束力を持つゆ
えに、GBV被害者個人にとっては、救援要請行動を阻害す
る要因としても作用する。特に、外部ネットワークに対する
信頼が内部に比べて低い場合に、その傾向は顕著となる
（Robles 2022, 15）。このような社会関係を有する集団の中
で、GBVというセンシティブな問題を誰かに相談するため
には、GBV被害者となった難民女性が信頼を置けるような
ネットワークの形成が有効である（前掲書，19）。第三節で
も論究するが、GBV被害者を支援する上では、難民コミュ
ニティ内外の複雑・多様なネットワーク、社会規範、そして
人々をつなぐ信頼といった社会関係を理解する必要があるこ
とを、Roblesの研究は示しているといえる。

2.5.　難民コミュニティの多層性
難民コミュニティが持つ独自の社会規範や行動原理と、支
援団体との関係を緻密に描写したのが、研究プロジェクトメ
ンバーの Tobinai（2020）である。Tobinaiは、ウガンダに
逃れた南スーダン難民の一つの集団であるクク人と、難民居
住区における GBV対策プログラムに焦点を当て、居住区の
多様な住人と、その住人と支援者の多様な関係が、いかに難
民のジェンダーや GBVに対する考え方に影響を与えている
のかを解明した。Tobinaiは、現地調査と支援者へのインタ
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ビュー調査を組み合わせ、①難民居住区で発生した「レイプ
未遂事件」、②難民支援を管轄する首相府（OPM）などの外
部からの支援を受けながら、難民が開催した「難民記念日の
イベント」、③難民居住区内での「葬儀」、この 3つの出来
事から、GBVが難民たち自身にどのように理解され、対応
されているのかを検証している。難民居住区に住む難民や、
「レイプ未遂事件」の当事者、難民イベントや「葬儀」への
参加者、コミュニティのリーダー、NGOスタッフ、難民居
住区を管理する首相府（OPM）、そして NGOに雇われた難
民のインセンティブ・ワーカーによる、多様な人間模様の詳
細は論文を参照されたい。
これらの事例分析から、Tobinaiは、難民の持つジェンダー

観や GBVへの認識が、人道支援者や避難先のウガンダ人か
ら影響を受け、形作られつつも、こういった認識が波及しな
い「支援の届かない場所（places that aid does not reach）」
が難民コミュニティの中に存在することを指摘する（前掲書，
31）。このような領域では、難民自身がどのような行動を
GBVであると理解しているかに拘らず、事案の内容と状況
次第では、GBVではなく「コミュニティの問題」として、
長老による調停などの難民コミュニティ独自の対応によって
問題が処理される（前掲書，28）。外部支援者にとって難民
コミュニティがそうであるように、難民にとって外部の支援
者は「別の世界」に属しており、難民たちは支援者が立ち入
らない社会的空間を形成し、独自のジェンダー理解を持ち、
GBVへの対応を実践する（前掲書，30）。

2.6.　コミュニティを形成できないシリア難民
以上はウガンダ現地調査の成果であるが、それに対してシ
リア難民が経験する GBVに着目した Alkubati and Muto

（2023）の研究は、GBV対策に従事する現地団体への調査
を通じて、レバノンにおけるシリア難民に対する社会的排除
が、彼らの被る GBVの悪化の主要な原因であることを、法
と経済に関する政策的排除と、ホストコミュニティからの排
除の 3つに分けて分析している。法的な排除とは、当初は
寛容だったレバノンの難民受入れ政策が 2015年を境に厳格
になったことを受け、多くのシリア人が法的根拠を持たずに
レバノンに滞在せざるを得なくなったことを指し、経済的排
除とは、上記の法的地位の欠如および難民の就労をめぐる法
規の変更により、2015年以降は就労が制限されたことを指
す。この 2つの排除により、シリア難民はレバノン国内で
移動や就労が大幅に制限され、加えて女性のほうが先にレバ
ノンに来て難民登録されていたり、男性よりも警察に声をか

けられるリスクや就労のハードルが低いなどの事情のため、
女性が世帯主となる、あるいは家計を支えるケースが増えた。
この状況は、男性が家族を養い支えるという、周囲から期待
される役割を果たせないシリア難民男性に孤立感やうつ病と
いった精神的な影響を与え、それがパートナーに対する暴力
として表面化することがあるという（前掲書，110）。コミュ
ニティからの排除の側面について、Alkubati and Mutoが聞
き取り調査した団体からは、宗教や宗派、男女によって差は
あるものの、概してレバノン人とシリア難民が互いの交流を
避けているとする見方が多かった。これは難民が外出を控え
る傾向に加え、キリスト教徒とイスラム教徒が混在するレバ
ノン社会の特徴を反映している。シリア難民がホストコミュ
ニティから疎外され、かつ難民同士も孤立しがちな現状は、
DVや IPVなど GBVの温床となるだけでなく、GBVの実態
が適切に報告されず、各種支援サービスへのアクセスも困難
な状況を生み出してしまっていることが調査から見出された
（前掲書，113）。

3.　考察

本節では、第二節のGBV研究プロジェクトの個別の成果を
踏まえ、GBV課題に対する人間の安全保障の視点からの示唆
について議論する。具体的な第二節との関連については、まず
3.1.において、ウガンダのWPS国別実施計画（NAP）を分析
した Fukui論文の成果を踏まえ、WPSにおける「被害者中心」
の成文化を、人間の安全保障における「人間中心」規範からの
影響として再解釈する。3.2.では、Sebba、Kawaguchiおよび
Alkubati and Muto 論文を対比しつつ、GBV対応において人間
の安全保障のフレームワーク、特に保護とエンパワメントが、
具体的に如何なる形で「被害者中心」の理念に沿って実現さ
れるのかを考察する。最後に 3.3.では、Tobinaiや Roblesら
の指摘、また近年の「被害者中心」への批判的考察なども参
照しながら、人間の安全保障の三大構成要素の一つとして、
欠乏や恐怖からの自由に加えられた「尊厳をもって生きる自
由」を取り上げ、GBV被害者の尊厳を実現するうえで、コミュ
ニティを含めた多様な関係性が持つ重要性を指摘する。

3.1.　 WPSの「被害者中心」にみる人間の安全
保障の「人間中心」の規範

第二節冒頭で述べたとおり、JICA緒方研究所の GBV研究
プロジェクトの課題設定は、従来のWPSに関する研究が「参
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加」の側面に偏り、国家安全保障におけるジェンダー主流化
などに力点を置きがちであったのに対し、WPSの中心的な
関心であるべき GBV被害者の「保護と救済・回復」に目を
向けるというものであった。これは人間の安全保障の実現に
資するというプロジェクトの趣旨からすれば当然のことだが、
その後のWPSをめぐる議論の展開を見ると、この課題設定
がきわめて的を射たものであったことが分かる。それは具体
的には、プロジェクト実施中の 2019年 4月、国連安保理に
おいて決議 2467が採択され、最新のWPSアジェンダとし
て、紛争に関連する性的暴力についての「被害者中心アプロー
チ Survivor-centered approach」が明示的に導入されたこと
に表れている（UNSC 2019, para 16）。この被害者中心の理
念は、2017年の「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃
に関する条約（Convention on the Elimination of Discrimination 

against Women: CEDAW）」一般勧告第 35号においても既
に言及されていたが、それがWPSの文脈でも明文化、規範
化されたのである。この「被害者中心」の考え方は、2012

年の人間の安全保障に関する国連総会決議において明文化さ
れた「人間中心」（people-centered）の理念を思わせるもの
で（UNGA 2012）、人間の安全保障の「人間中心」の理念が
WPSの文脈において「被害者中心」として規範化されたと
の見方も成り立つだろう。
その一つの証左として、ウガンダを事例にWPSの国内レ
ベルへの浸透を検討し、WPSと難民の GBV認知の間に断絶
があることを見出した Fukuiの研究を再解釈してみたい。
WPSは各国に国別実施計画（NAP）作成を義務付けており、
ウガンダも NAPにおいて GBV被害者の保護と救済・回復
について取り上げているが、実際に人道支援調整メカニズム
と難民との間では、実践的活動を通じて GBV概念が受容さ
れていた。Fukuiはこのことを、国際規範のトップダウンに
よる伝播が中間レベルで断絶したと解釈したが、それは逆に
言えば、人道支援において現場志向かつ国境を超えたマルチ
アクターの協力を志向する人間の安全保障のアプローチの、
GBV対応における強みを示したものとも捉えられる。
また別の見方をすれば、Fukuiの結論は、NAPの策定がそ

の名の通り「ナショナル」レベルの規範化であることのもつ、
ある種の限界を指摘しているとも捉えられる。たとえば
WPSの 4つの柱のうち女性の「参加」の側面、とりわけ軍事・
防衛政策への参加を考えれば、そこに参加するのは、ほぼ必
然的にその国の国民に限られるであろう。つまりホスト国の
国民ではない移民や難民は、そもそも NAPから排除されて
しまいがちなのである。

それゆえ、むしろ興味深いのは、近年の NAPにおける難
民への言及の急増である。たとえば、2008年に策定された
ウガンダの NAP第一版では、refugeeへの言及は合計 11箇
所、Action Plan Matrixにおける実質的な言及に限れば 3箇
所にすぎなかった（Government of Uganda 2008）。ところ
が 2021年の NAP第三版では、refugeeへの言及は全体で
64箇所に急増している（Government of Uganda 2021）。プ
ロジェクトのもう一つの研究対象であり、UNHCRによるシ
リア難民認定を見合わせてきたレバノンですら、2019年 9

月の NAP第一版において 22箇所、Matrix for Implementation

に限ると 4箇所 refugeeに言及している 13（Government of 

Lebanon 2019）。このように近年、NAPに難民を取り込ん
でいく傾向が共通して見られることは、昨今の世界的な難民
の増加とも相まって、人間の安全保障が示してきた人道への
関心や「人間中心」の考え方（SDGsとの関連では「取り残
されやすいグループ」への着目）が、ジェンダー・アジェン
ダであるWPSにも浸透してきた証左といえるだろう。

3.2.　 GBVに対するジェンダーおよび人間の安
全保障のアプローチ

次に、GBVという具体的な脅威に対処する上で、ジェン
ダーと人間の安全保障は、それぞれどのようなアプローチを
提示しうるかという点を考えてみたい。

GBVに対処するうえでは、被害者の救援要請行動を考察
した Kawaguchiや Sebbaが指摘するように、突発的暴力と、
長期的なスティグマの双方に対処せねばならない。そこでま
ず必要になるのが被害者の保護である。しかし、親密な関係
の中で生じることの多い GBVでは、被害者はその後もしば
しば加害者と同じコミュニティで生きていかなければならな
い。これは保護からエンパワメントへの移行が、時間の経過
とともになされるという従来のモデル（JICA研究所／企画
部 2018）とは異なる現実を突きつける。また、伝統的に保護、
特にその長期化や固定化を批判してきたフェミニズムの議論
（第一節）とも食い違う。そこで重要なのが、保護のあり方

13 GBVという問題関心から見ると、「救済と回復」に関する
「Increase the capacity of humanitarian personnel in governmental 

agencies to facilitate rights of refugee/displaced women to obtain 

identification documents, and other forms of documentation」の
一節は重要である。Alkubati and Muto（2023）によれば、
documentationを持たないことが、難民が GBVについて救援要
請を行う際の最大の阻害要因であったからである。なお、アラブ
地域における NAPの制定は、イラク（2014–2018）、ヨルダン
（2018–2021）に次いでレバノン（2019–2022）が 3番目であった。
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JICAによるパキスタンにおける GBV被害当事者の
保護および自立・社会復帰に係る取り組み

JICAガバナンス・平和構築部ジェンダー平等・貧困削減推進室　町村 美紗

パキスタンでは、伝統的な家父長制に基づく社会通念や規範に
より、女性の移動の自由や教育・保健医療へのアクセス、経済活
動への参加が大きく制限され、GBVが深刻な社会課題となって
いる（Pakistan Demographic and Health Survey (PDHS) 2017–

2018）。パキスタンの中北部に位置するパンジャブ州は、GBV

への対応に関連する州法を複数定め、州内に被害当事者を保護す
るためのシェルターや、被害当事者への支援サービスを提供する
クライシス・センターを設置している。しかし、サービス・プロ
バイダー（被害当事者の保護や自立・社会復帰に携わる州政府関
係者やサポートスタッフ）に対し十分な能力強化研修が実施でき
ておらず、提供されるサービスが被害者中心アプローチに基づい
ていない、保護から自立・社会復帰へつなげる支援が効果的に提
供されていないなど、課題が多い。
こうした状況に対し、JICAは 2021年から 2023年まで、パ
ンジャブ州社会福祉局に専門家を派遣し、GBV被害当事者支援
において被害者中心アプローチの促進に取り組んだ。具体的には、
パンジャブ州におけるサービス・プロバイダーの能力強化を図る
とともに、被害当事者の保護だけでなく、自立や社会復帰を支援
するための有効な取り組み手法や支援アプローチの検証活動を
行った。中でも特筆すべき事業内容としては、被害当事者の保護
から自立・社会復帰支援までを連続的・中長期的に行うアプロー
チとして、被害当事者が中長期的に滞在しながら心理カウンセリ
ングや職業訓練などを受講できるトランジショナル・ホームを
ファイサラバード県とベハリ県に試験的に設立し、2022年 12

月より運営していることが挙げられる。
パンジャブ州における従来の公的支援では、GBV被害に遭っ

た女性を調停や離婚などの司法手続きの期間に安全に保護する施

設として、短期滞在型のシェルターは存在したものの、女性が離
婚を選択した場合、その後の自立・社会復帰につながる継続的な
支援は不足していた。結婚していない女性が生きづらいパキスタ
ンの社会環境においては、サービス・プロバイダー側も、被害当
事者に加害者である夫などとの和解のための調停を勧めることも
多く、また離婚後も再婚以外の選択肢が女性自身にとっても想定
しづらい状況にある。その中で、シェルターからトランジショナ
ル・ホームへの支援の繋がりは、GBV被害当事者を保護するだ
けでなく、自立・社会復帰という選択肢を提供することによって、
被害当事者が尊厳を回復し、自らの可能性を追求できるエンパワ
メントの側面も有しており、人間の安全保障の視点を活かした社
会課題への対処ということができる。
他方、トランジショナル・ホームで職業訓練を受けても、就労
ではなく再婚や家族との和解を選ぶ女性も確認された。その背景
としては、しばしば非識字者である被害当事者女性の就労先の選
択肢の少なさや、長時間労働や託児所がないなど、子どものいる
女性が継続的に就労することが難しい状況に加え、職場でのハラ
スメントといった課題の存在が想定される。現状では、トランジ
ショナル・ホームにおいては希望者に個別のケースに合わせて就
職先を探す対応が行われているが、今後自立・社会復帰の取り組
みを拡充していくにあたっては、パキスタン社会において女性の
働きやすい環境を整備していくマルチアクターでの取り組みも必
要となるであろう。現在、トランジショナル・ホームの運営は開
始から 1年足らずであり、効果的な運用のためにはさらなる活
動の検証が必要であるが、女性にとって新たな選択肢を提示する
モデルであり、現場のニーズに合わせ更なる活動の拡充が期待さ
れている。

パンジャブ州における既存の GBV被害当事者支援とトランジショナル・ホームによる支援の相関図
©宇佐美茉莉
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や必要性を、被害者自身が決められる（自己決定）という意
味での「被害者中心」アプロ―チではないだろうか。自己決
定はジェンダー論において、とりわけ身体をめぐる性的自己
決定の文脈で重視されてきたが、人間の安全保障の観点から
は、自己決定はエンパワメントの一環として位置づけられる。
いわば、長期化する保護においては、保護のあり方の自己決
定という形でエンパワメントの要素が入ってくるのである。
本稿付属のコラムにおける、JICAとパキスタン・パンジャ
ブ州の社会福祉局との協力事例は、夫やパートナーとの離婚
を望む GBV被害者の女性に職業訓練や就職斡旋を行うとい
う極めて踏み込んだ支援であるが、ここでは上記のような、
被害者中心の理念に沿ってその自己決定を尊重しつつ、保護
とエンパワメントが長期にわたって両立するという GBVへ
の新たな対応策が模索されている。
また、Kawaguchi（2021）が救援要請の阻害要因として
最も重視した、コミュニティのスティグマにどう対処するか
という問題も重要である。従来、ジェンダーの視点からは、
スティグマを生み出すようなコミュニティの伝統的規範意識
そのものを変革する必要性が指摘されてきた。ただし、必ず
しも個人とコミュニティが敵対的であるとは限らず、たとえ
ば UNHCR が GBV に対する Community-owned approach

を提唱しているように、近年ではむしろコミュニティとの協
力関係、コミュニティ自身が変革の主体性を持つ方向性が目
指されている（Mirghani et al. 2017）。Mirghani他が紹介す
るアフリカ各地の NGOの支援事例のなかには、若い男性や
イスラム宗教指導者に特化した啓発プログラムの他に、GBV

被害者が、過去に GBVを受けた元被害者たちの家で保護さ
れ、共に暮らす「安全な家」プログラムのように、被害者が
プログラム運営の主体となり、そのことが彼女らのコミュニ
ティへの復帰とトラウマからの回復を早める成功事例も紹介
されている（前掲書，12）。
他方で、レバノンのシリア難民を取り上げた Alkubati and 

Mutoの研究では、シリア難民は相互に孤立しており、ウガ
ンダのように難民コミュニティを形成していない。この場合、
コミュニティへの帰属を失った難民に対して Community-

owned approachは現実的ではないし、コミュニティのスティ
グマが被害者の救援要請を困難にするという側面よりは、難
民たちが相互に孤立する中で、家庭での尊厳を失った男性難
民が GBVの加害者になるという側面のほうが問題視されて
いた。第一節でみたように、ジェンダー研究者の Moussa

（2008）も、伝統的コミュニティの抑圧性を指摘しつつ、そ
れが同時に現代社会において疎外された人々が引きこもる一

種の精神的な拠り所でもあるという難しい問題を提起してい
た。このことは、欠乏と恐怖からの自由に加えて、尊厳をもっ
て生きる自由を語ってきた人間の安全保障が、その対象とし
て、常に個人とコミュニティをセットで提起してきたことに
通底すると考えられる。コミュニティは、スティグマや暴力
の源泉となりうる一方で、個人にとって何らかの関係性への
帰属を提供し、尊厳ある生を生きるための母体ともなりうる。
GBVへの対応においても、このコミュニティのもつ積極的
な側面や、変革における主体性を損なわないよう、コミュニ
ティ外部の支援者は十分に注意を払わねばならない。

3.3.　尊厳と Connectivity
最後に、3.2.で取り上げた「尊厳」とコミュニティの関係
という問題を、近年WPSの「被害者中心」を批判的に乗り
越えるために提唱された Connectivity概念に即して考えて
みたい。Connectivityとは、Clark（2021, 1070–71）が生
態学から導入した概念であり、彼女はこの概念を用いて、被
害者中心アプローチの政策論議が被害者に焦点を当てすぎる
あまり、家族やコミュニティが被る影響を軽視し、被害者が
事後に担うであろう社会生態への貢献の可能性を最小化して
しまっていることを批判している。また、被害者の長期的な
健康や経済的観点から見ても、被害者を日常生活における複
雑な「つながりの網」から「切り離す」のではなく、より広
範な社会生態系、すなわち家族、地域社会、文化的伝統、制
度を含む「入れ子構造」に着目するべきことを主張している
（前掲書，1073–75）。この Connectivityの概念は、人間の
安全保障の観点から日本社会を批判的に分析した『全国デー
タ　SDGsと日本―誰も取り残さないための人間の安全保
障指標』でも「連携性」（Connectivity）指標として登場し、
行政統計には表れにくい、孤立感、相談相手の有無、自ら進
んで他者を助けた経験の有無などがアンケート調査に基づい
て反映されている（「人間の安全保障」フォーラム他 2019, 

70–73）。この「連携性」指標が、GBV被害者の助けになる
ことは容易に想像されるところであろう。
この Connectivityの議論で思い起こされるのは、「尊厳」
には万人が有する一人ひとりの尊厳と、関係性の中で担保さ
れる尊厳とがあり、それをどう両立するか、という問題であ
る。Clarkに従えば、それは「被害者中心」と、家族やコミュ
ニティなどとの「連携性」を如何に両立するか、とも言い換
えられるだろう。実は、これと類似した論点は GBV研究プ
ロジェクトの中でも既に現れており、たとえば Roblesは、
難民同士の結合型（bonding）社会関係資本に比べ、外部支
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援者との連結型（linkage）に対する信頼が低い点を見出し
ていた。同様の観点は、難民コミュニティ内の多様な住民構
成が GBV対応における慎重さを要請することを指摘した
Tobinaiの議論にも見出せる。また、プロジェクト実施中の
議論の中でも、GBV被害者の救援要請ルートについて、
Kawaguchiや Fukuiが行政機関や病院、NGOへの通報を
formal、コミュニティリーダーに打ち明けることを informal 

pathwayと区分したのに対し、Sebbaは GBV被害者の最初
のカミングアウトがしばしば事件に無関係な第三者（友人な
ど）である場合も多く、それを真の informalとすればコミュ
ニティリーダーも formalではないか、と示唆していた。
GBV研究プロジェクトに参加した他の研究者は取り上げて
いないが、「沈黙」すらも一種の戦略と捉えるウガンダ人研
究者の Sebbaは、そこにも救援要請の第一歩があるとした
のである。確かに、悲惨な経験を言葉で語れるようになるこ
とがトラウマからの回復の第一歩であるというハーマンの指
摘を踏まえれば（Herman 1992）、それは GBV被害者が尊
厳を取り戻す重要な一歩であるといえる。
他方で、尊厳には、客観的・主観的の両側面があり、尊厳
の回復がそれほど単純なプロセスではないことには特に注意
を払わねばならない（武藤他 2022）。被害者の主観に即し
て考えるならば、身体的・物理的に救済措置が提供されたと
しても、そのことが主観的な尊厳の回復に結びつくかは分か
らないし、仮にコミュニティの伝統的な規範意識が改革され、
あるいは事件が忘却されることによってスティグマが薄れて
いったとしても、GBVの経験は被害者の尊厳を長期にわたっ
て損なうであろう。とりわけ外部支援者は、法的・物理的な

救済措置だけでは主観的な尊厳の回復に直結するとは限らな
い点を理解する必要がある。
最後に、この第三節での考察を、GBV被害者を支援する
コミュニティ外部の支援者の視点からまとめておきたい。ま
ず、保護とエンパワメントにおいては、被害者中心の理念に
基づき、被害者の自己決定を最大限に尊重すべきであるが、
同時に難民同士や難民と行政機関、コミュニティリーダーな
どとの多様な関係性に注意を払い、容易に formal / informal

で区切れない被害者と周囲の人々との Connectivityを全体と
して尊重せねばならない。一歩進めて言えば、外部支援者自
身が、被害者にとって辛い経験を話しやすい存在であること
が重要であり、そのために支援対象者との信頼関係を含めた
Connectivityを日頃から構築していく努力が必要である。そ
のために外部の支援者は、GBV被害者を、保護の必要な存在、
尊厳を奪われた存在のようにアプリオリに決めつけるのでは
なく、保護の必要性やコミュニティとの関係を含めて自己決
定を行う、一人の主体として謙虚に耳を傾けていくことが求
められるであろう。個人とコミュニティをセットでとらえ、両
者の尊厳をともに重視する人間の安全保障の視点は、ある文化
やコミュニティを外部から批判することへの慎重さを求める。
GBVは、コミュニティの規範意識など、社会的・文化的背景
に大きく依存する社会課題であり、その課題への対処において、
人間の安全保障の視点が持つ意義とは、外部支援者やそのア
プローチに常に反省を求める点にあるといえるのではないか。

おわりに

ここまで本稿では、GBVというジェンダーの課題が、同
時に人間の安全保障を実現する上での課題でもあること、こ
の 2つの概念が切っても切れない関係にあることを前提に
議論を行ってきた。むろん両概念の親和性については、
UNDPの 1994年の報告書でも既に意識されていたし、また
今日では広く共通認識になっている。本稿の新しさは、JICA

緒方研究所の GBV研究プロジェクトの個別成果を踏まえな
がら、本来的に親和的なこの 2つの概念が、具体的にどの
ように補い合うものであるのかを、難民コミュニティにおけ
る GBVという具体的な課題に即して検討し、その分析を通
じて、人間の安全保障の視点のもつ意義について、保護とエ
ンパワメントの両立、個人とコミュニティの多様な関係性、
尊厳と Connectivityの関係やその主観性などの点に、新た
な角度から光を当てた点にあるといえる。

ウガンダにて、南スーダン難民にジェンダーに基づく暴力に
関する聞き取り調査をする川口氏（右）
※被写体の保護のため、画像の一部を加工。©川口智恵
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最後に、本稿はジェンダーの課題に対する人間の安全保障
の視点からのインプリケーションを考察してきたが、同時に
ジェンダー研究から人間の安全保障がいっそう学ぶべき点が
あること―たとえば尊厳を自己決定権との関連で捉える見
方や、保護が時としてパターナリズムに陥ることへの批判な
ど―も明らかになった。人間の安全を保障するというシン
プルな目的を達成するために、異なる専門領域を有する研究
者や専門家が協働する必要があることは、既に JICA人間の
安全保障レポートの創刊号でも指摘したが（武藤他 2022）、
本稿がその一助になることを期したい。また同論考では、研
究者、そして実務家の間でなされる協働と学び合いを提唱し
たが（前掲書）、本稿の議論を踏まえれば、保護やエンパワ
メントの対象となる人々（People）もまた、その協働と学
び合いにおける重要なパートナーである。その意味でも、今
後の人間の安全保障の研究は、概念をめぐる議論を超えて、
本稿で紹介した GBV研究プロジェクトやパキスタン・パン
ジャブ州の社会福祉局との協力事例のように、より現場志向
の研究・支援が増えることが望ましい。またその中で、研究
者・実務家ともに、研究や支援の対象となる人々に対してい
かに耳を傾けていくか、これまで以上に「尊厳」を重視した
向き合い方を学んでいく必要があるだろう。
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人間の安全保障を考えるための文献を紹介していきたい。
これから何度か連載するつもりなので、毎回、基本文献と少
し変わった文献とを取り混ぜて紹介することにしよう。人間
の安全保障は、実践での気づき、読書の悦びを重ねることで、
それぞれの頭のなかで徐々に焦点を結んでいくものだと思
う。各人によって実践と読書の内容はそれぞれ違うから、焦
点のあり方も微妙に異なるはずである。だから対話が面白い。
このコラムがその材料になれば幸いである。
まず、緒方貞子［野林健・
納家政嗣編］『聞き書・緒
方貞子回顧録』（岩波書店、
2015年）をとりあげる。
緒方は、「人間の安全保障」
と題された第 8章におい
て、人間の安全保障委員会
（緒方セン委員会）での議
論を率直に総括している。
人間の安全保障は保護とエ
ンパワメントを結びつける
複合的な規範であるが、委
員会では、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）を代表す
る緒方が「保護」を代表する一方で、国連開発計画（UNDP）
が担ぎだした経済学者アマルティア・センが「開発・能力向
上（エンパワメント）」を代表する立場だった。二人の議論
がかみ合えば、保護とエンパワメントが結びつく。しかし緒
方は、センの世界は「私のいた世界とはかなり違う」、セン
の哲学は「抽象的すぎて」実践に役立つかどうか疑問だと思っ
ていたという。委員会では、そのギャップを認めるところか
ら議論を始めなければならなかった。緒方は結局のところ、
保護は「統治」に、エンパワメントは「自治」に対応すると
総括するが、卓見であろう。
暴力の脅威にさらされる人びとを保護すべしという緒方の
強い問題意識は、いわゆる保護する責任（R2P）の思想と重
なる。しかし緒方は、「義勇軍」を前提とする「やや空想的」

な議論として、R2Pの発想には否定的だった。武力によっ
て人びとを保護することが必要なときはある。しかし、まず
基準をつくろうとする「法的アプローチ」には柔軟さが欠け
ていると、緒方は考える。センの開発論が哲学的、R2Pが
法学的な議論だとすると、緒方は現場で必要とされているこ
とから出発する「政治的なるもの」の卓越を信じていたよう
に感じられる。本書が他の言語に翻訳されていないのが残念
だが、語りの記録の行間に緒方の本音が読める。
人間の安全保障をめぐる議論にコフィ・アナンはあまり登
場しない。しかし、緒方セン委員会の報告書は、2003年に
国連事務総長アナンに手渡されたのだった。そのときの写真
パネルが JICA市ヶ谷の「緒方貞子ギャラリー」にも展示さ
れている。コフィ・アナン
／ネイダー・ムザヴィザ
ドゥ［白戸純訳］『介入の
とき―コフィ・アナン回
顧録』（岩波書店、2016年）
において、アナンは、紛争
の回避に奔走する自らのア
プローチを人間の安全保障
とは呼んでいないけれど
も、そこには緒方のアプ
ローチと共振するものがあ
る。常に虐げられた者の側
に立とうとする道徳性がそうであり、複雑なゲームのなかで
何が本質的に重要かを一瞬で見抜く能力もそうである。必要
なときには断固として介入せよ。武力の脅しをかけてでも悪
党から妥協を引き出し、無辜の民を救え。ただし、大国の独
断では道を誤る。強制力は、国際社会の共通の意思に基づく
ものでなければならない。これがアナンのメッセージである。
人間の安全保障における人びとの保護、そして紛争予防・
平和構築といったテーマが、緒方やアナンの思想と行動に触
発され、それらを修正したり、肉づけしたりするものである
ことはわかりやすい。では、センが代表するエンパワメント

コラムコラム

文献案内―人間の安全保障をもっと知りたい方へ
峯　陽一（JICA緒方貞子平和開発研究所　研究所長）

本レポートで述べられている見解は執筆者個人の見解であり、JICAや JICA緒方研究所としての見解を示すものではありません。
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の方はどうだろうか。センのケイパビリティ理論は UNDP

を通じて人間開発として体系化、世俗化され、世界に受け入
れられた（JICAにも人間開発部がある）。すでに人間開発と
いう有力なフレームワークが存在するのに、新たに人間の安
全保障を説くことに何か意味があるのだろうか。
この問いにはいくつかの答えがありうるが、2003年の緒

方セン委員会報告書の背景として、世界銀行がジェームズ・
ウォルフェンソン総裁のもとで、かつての構造調整の時代と
は一線を画し、貧困に対するアプローチを組み替えようとし
ていたという事情があった
ことに注目したい。世界銀
行［五十嵐友子訳］『世界
開発報告 2000/2001―
貧困との闘い』（シュプリ
ンガー・フェアラーク東京、
2002年）の第 3部のテー
マはエンパワメント、第 4

部のテーマは安全保障（セ
キュリティ）だった。
同報告書は、貧困層に対
する政策担当者のアカウン
タビリティを強め、地方分
権を促進し、共同体の社会資本（ソーシャル・キャピタル）
を育成し、貧困層の政治的発言を承認し、人種やジェンダー
の平等を推進することによって、エンパワメントを政策的に
実現させていくことを構想した。さらに同報告書は、ミクロ
なリスクを特異的リスク、マクロなリスクを共変的リスクと
呼ぶ。前者（たとえば個人が怪我をしたり、たまたま病気に
なったり、職を失ったりする）については、脆弱な貧困層で
あっても、保険と公的支援を組み合わせ、リスク管理の技法
を磨くことで乗り切ることができるかもしれない。しかし、
後者（グローバルな経済危機、自然災害など）の場合は、国
際協力を含めて大規模な公共の支援を組織化することが必要
になる。人びとを特異的リスクから守るのが社会保障だとし
たら、人びとを共変的リスクから守るのは人間の安全保障だ
と考えることもできる。このようなエンパワメントとリスク
をめぐる世銀の議論が、センとその周囲の経済学者たちを通
じて、緒方セン委員会の人間の安全保障の実践フレームに影
響を与えたことは間違いないだろう。
これまで人間の安全保障の提言には、左右から批判が加え

られてきた。批判のパターンを大別すると、①人間の安全保
障は安全保障を人間化するというが、国家の安全保障を強め
る結果にしかならない、②人間の安全保障が主張しているこ
とは他の理論的枠組みが主張してきたことと変わらず、そこ
に新しさはない、③人間の安全保障は主権国家体制を掘り崩
すものであり、国際秩序の安定を破壊する、と整理できる。
アルバート・O・ハーシュ
マン［岩崎稔訳］『反動の
レトリック―逆転，無益，
危険性』（法政大学出版局、
1997年）のディスコース
分類に従うなら、①は逆効
果（perversity）、②は無益
（futility）、③は危険（jeopardy）
に対応する。フランス革命
や普通選挙制度、現代福祉
国家をめぐる「進歩と反動」
の対決のディスコースが、
人間の安全保障に対する批判において、そのまま再現されて
いるのである。ハーシュマンが言うように、進歩と反動はと
きに攻守を変えて、紋切り型の批判をぶつけあう。しかし、
ある提言に対して、他の陣営から対話を拒否するような激し
い批判が加えられる構図が生まれるのは、その提言が同時代
の社会秩序の根本問題に触れているからではないかとも思う。
最後に、筆者が 2024年になってから読み返した本として、
鴨長明『方丈記』（光文社、
2018年）を挙げておきた
い。大火事、竜巻、遷都、
飢饉、大地震といった天
災、人災をとりあげて、
人と住まいの「無常」を
描いた短いエッセイであ
る。世俗的な人間社会へ
の執着と達観の間で心が
揺れ動く。日本最古の人
間の安全保障論は、今か
らおよそ 800年前、平安
時代末期の共変的リスクを素材として京都で書かれたので
ある。
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研究の現場から：JICA 緒方研究所 研究領域紹介
JICA緒方貞子平和開発研究所（略称：JICA 緒方研究所）は、2008 年の研究所設立に尽力された緒方貞子元 JICA 理事長の

理念を継承し、開発途上国が現場で直面する課題について政策志向の研究を行い、国際社会における日本の知的プレゼンスの強
化を目指して研究業務に取り組んでいます。JICA緒方研究所の６つの重点研究領域をご紹介します。

政治・ガバナンス
世界の各地で戦争やクーデター、権威主義的な政権が人々の平穏な生活を脅かし、人生の豊かな可能性を追求する機会や、
ときには命さえも奪う事例が生じています。住む国にかかわらず、すべての人が人間の安全保障を享受できる国内・国際
政治の条件や社会の仕組みとは何かを考えます。

経済成長と貧困削減
世界にはいまだ多くの貧困層が存在しています。開発途上国における政策や取り組みが、いかに経済成長と貧困削減に
貢献するかを明らかにするために、インフラ事業の経済社会効果や金融に関する研究などを、介入・非介入の比較分析手
法も取り入れて行います。

人間開発
すべての人に対する良質な教育、保健サービスへのアクセスの保障とエンパワーメントの実現に向けて、エビデンスに
基づいた政策と協働が必要です。開発途上国における留学のインパクト研究や、新型コロナウイルス感染症パンデミック
の影響に関する研究などを通じ、効果的な政策や実践のあり方を考えます。

平和構築と人道支援
人間の安全保障と平和構築を研究の 2本の柱としています。持続的な平和の促進要因や阻害要因を分析し、また、人間
の安全保障における保護とエンパワーメントの関係を探求することで、人道危機への対応や持続的な開発と平和に従事す
る多様な主体による、有効な支援のあり方を探ります。

地球環境
SDGsへの取り組みや気候変動への対処に向けた研究を実施します。気候変動適応策の定量的評価手法、社会の持続可

能性を評価する指標を用いた持続可能な開発の方策などに関する研究を行います。

開発協力戦略
過去から学ぶための日本の開発協力や南米移民に関する歴史研究、農業や産業開発などの協力アプローチに関する研究、
外国人との共生社会の実現などの今日的な課題に関する研究などを通じて、世界的に経済・社会構造が変化するなかでの
国際協力のあり方や効果的なアプローチを検討します。

本レポートで述べられている見解は執筆者個人の見解であり、JICAや JICA緒方研究所としての見解を示すものではありません。
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政治・ガバナンス領域

人権、文化、人間の安全保障：普遍性言説を再考する

30年前のある演説： 

「人権の普遍性」と「人間の安全保障」

「貧しい人びとに物質的援助のみを与えても十分ではあり
ません。この人たちには、冷淡な世の中で自分たちは無力で
無益な人間だという考えを変えるだけの十分な力が与えられ
る（エンパワメント）必要があります。このエンパワメント
の問題は、文化と発展の両方にとって中心となるものです。」
「民主主義と人権が非西洋文化に反していると言われるとき、
そこでの文化は通常狭く定義され、一枚岩なものとして提示
されます。しかし実際には、民主主義と人権が促進しようと
する価値は、多くの文化の中に見出すことができます。世界
中の人間が、自らの持つ潜在能力を最大限に発揮するために、
自由と安全を必要としています。自由を破壊することなく安
全を提供するガバナンスへの切望は、はるか昔に遡ります。」
これらは、ミャンマー（ビルマ）の民主化リーダーである
アウンサンスーチーが、1994年 11月 21日にマニラで行わ
れたユネスコ文化発展世界委員会会議に寄せた演説の一部で
ある。軍事政権による自宅軟禁下にあったアウンサンスー
チーは、当時のフィリピン大統領コラソン・アキノに、この
「平和と発展の文化のためのエンパワメント」と題した演説
の代読を託した 1。

1994年という時期を考えると、本演説は 2つの点で意義
深い。
第一に、前年の 1993年は、人権に関するバンコク宣言が

出された年である。同宣言は、世界人権会議に先立ち開催さ
れたアジア会合において合意された。当時のシンガポール首
相リー・クアンユー、マレーシア首相マハティール、インド
ネシア大統領スハルトらは、西洋的価値とは区別される、共
同体の尊重、集団の幸福の優先などの「アジア的価値」があ
ると主張し、人権の普遍性に異を唱えた。バンコク宣言は、

1 原文タイトルは“Empowerment for Culture of Peace & Development”。
和訳は筆者による。

このいわゆる「アジア的価値」と人権の普遍性を巡り繰り広
げられた激しい論争を受けて示された政治的な宣言である。
同宣言は、人権保障に際しては「各国、地域の個別の事情や
さまざまな歴史的、文化的、宗教的背景の重要性に留意」す
べしと述べ、人権の文化相対主義を支持した。この「アジア
的価値」論に対して、冒頭のアウンサンスーチー演説は、同
じ非西洋の中でも異なる立場を示し、民主主義や人権の普遍
性を説明しようと言葉を尽くしている。ここで提起されてい
るのは、「普遍的価値は西洋の価値であり「普遍」ではない」
という言説に対する非西洋からの力強い異議申し立てである。
第二に、UNDPの人間開発報告書において、初めて「人
間の安全保障」という概念が本格的に提唱され、世界の表舞
台に登場したのも 1994年であった。冒頭の演説は、そのタ
イトルからも明らかなとおり、人間の安全保障のためのアプ
ローチのひとつとして提唱された柱「エンパワメント」の重
要性を繰り返し強調している 2。

アマルティア・センの考えた「普遍性」

これらの議論が同時期に生じたのは偶然ではない。人間の
安全保障の概念と人権の普遍性をめぐる議論とは、双子のよ
うに生まれ、育ち、（少しの間忘れられ、）そして今再び注目
をされている運命共同体的な関係にあると言えよう。2つの
議論は、いずれも、冷戦が終結し、新しい世界秩序が模索さ
れ始めた90年代前半という時代背景を色濃く反映していた。
緒方貞子とともに人間の安全保障委員会の共同議長を務
め、「人間の安全保障」の生みの親のひとりであるアマルティ
ア・センは、同時期に行った Human Rights and Asian Values

と題する講演の中で、「権威主義を正当化するために持ち出
される、いわゆるアジア的価値は、重要な意味において特に
アジア的なものではない。」3と述べ、「アジア的」人権論を切

2 3,500ワード程度のスピーチの中で 15回も empowerまたは
empowermentという言葉が登場する。

3 1997年、米国 Carnegie Council for Ethics in International Affairs

における講演シリーズであるMorgenthau Memorial Lectureに
おける講演。原文 “The so-called Asian values that are invoked 
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り捨てる。センは、その後の自書 Identity and Violence（2006）
（邦訳は『アイデンティティと暴力』）の中でも、アイデンティ
ティは多面的で流動的なものであるという前提に立った上
で、いわゆる「アジア的価値観」について「この種の反西洋
思想もまた、弁証法的な意味で西洋にこだわっている」（セン
2011, 137）として、西洋、非西洋、さらには文化に囚われる
ことの「幻想」に異を唱える。加えて、センは、民主主義につ
いても、アジアやアフリカにおける民主的な意思決定の伝統の
存在を例として挙げ、「民主主義の世界的なルーツ」が西洋
にあるという主張の誤りを指摘している（前掲書，80–844）。

いわゆる「普遍的価値」を巡る研究に
むけて：開発協力への示唆は何か

翻って、冒頭の演説から 30年が経過した現在の世界に目
を向けると、民主主義、法の支配、人権などのいわゆる「普
遍的価値」は大きな挑戦を受けているように映る。世界の各
地で民主主義が後退していると言われて久しい。国際的な指
標として参照される V-demの最新のデモクラシー・レポー

to justify authoritarianism are not especially Asian in any 

significant sense. Nor is it easy to see how they could be made 

into an Asian cause against the West, by the mere force of 

rhetoric.” の筆者による和訳。https://media-1.carnegiecouncil.

org/cceia/254_sen.pdf 2023年 8月 17日アクセス。
4 センは、7世紀の日本で聖徳太子が発布した十七条憲法は、マグ
ナ・カルタより 600年も時代を遡る「公共の議論」「熟議」の伝
統の例であるとする。

ト 5や、Freedom Houseが毎年発行する報告書 6などからも、
民主主義から権威主義への移行が進む国家の増加が顕著であ
る。ミャンマーの国軍クーデター、アフガニスタンでの民主
政権の崩壊は、民主主義と法の支配が一夜にして崩壊する国
家の存在を示した。ウクライナ戦争は、大国ロシアが、国際
的な「法の支配」を無視して隣国に侵攻した例である。
これらは、いわゆる「普遍的価値」と呼ばれる諸価値の後
退や揺らぎなのであろうか。あるいは、そもそも、普遍的価
値は西洋由来のものであり、その「普遍性」は幻想なのであ
ろうか。前述の人権と文化に関する議論が巻き起こり、人間
の安全保障が誕生した当時から約 30年の年月が流れた今、
私たちは、再びこれらの問いに直面している。
日本の政策文書からもこの問題意識はうかがえる。日本政
府は、「普遍的価値」に基づく「価値の外交」を掲げ 7、2023

年度の外交青書では、「普遍的価値」の促進を謳っている。
他方、2023年 6月に改正された開発協力大綱 8では、「価値
観の相違」を乗り越えた協力がかつてないほど求められてい
るという認識のもと、大綱の指導理念たる人間の安全保障の
考え方は、「自由、民主主義、基本的人権の尊重、法の支配
といった価値

4 4

に通じる」と述べる。本大綱が「普遍」の用語
を避け、「価値観の相違」に言及している点もまた、揺れ動
く現在の世界の反映に他ならない。
政治・ガバナンス領域では、このような国際社会の現状を
踏まえ、いわゆる「普遍的価値」に関する研究に深い関心を
寄せ、議論を重ねている。民主主義、人権、法の支配などの
いわゆる「普遍的価値」と呼ばれてきた諸価値が、非西洋、
特に開発途上国のローカルな文脈の中でどのように理解さ
れ、評価され、そして反発を受けてきたのかを問うことは、
開発協力への示唆を得る上でも極めて重要であろう。「普遍
的価値」を固定的で所与のものとして捉えるのではなく、非
西洋、特に開発途上国の人びとの視点も丁寧に拾い上げなが
ら捉え直し、今このテーマを再び議論すること自体の意味も
含め、ミクロな視点から問いを定め、考えていきたい。

JICA緒方貞子平和開発研究所　研究員　荒井真希子

5 https://v-dem.net/documents/29/V-dem_democracyreport2023_

lowres.pdf 2023年 8月 20日アクセス。
6 https://freedomhouse.org/report/freedom-net/2023/repressive-

power-artificial-intelligence 2023年 8月 20日アクセス。
7 https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/18/easo_1130.html 

2023年 8月 17日アクセス。
8 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/100514690.pdf 

2023年 8月 17日アクセス。

ミャンマーの親子
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https://media-1.carnegiecouncil.org/cceia/254_sen.pdf
https://v-dem.net/documents/29/V-dem_democracyreport2023_lowres.pdf
https://v-dem.net/documents/29/V-dem_democracyreport2023_lowres.pdf
https://freedomhouse.org/report/freedom-net/2023/repressive-power-artificial-intelligence
https://freedomhouse.org/report/freedom-net/2023/repressive-power-artificial-intelligence
https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/18/easo_1130.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/100514690.pdf
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経済成長と貧困削減領域

厳密な政策・プロジェクト評価から見えてくるもの

国際開発の分野において近年、特定の政策やプロジェクト
の効果を厳密に評価し、得られた教訓を次に生かそうという
考え方が支持されてきている。ここでいう「厳密な政策・プ
ロジェクト評価」は、定量データを用いて特定の変数間の因果
関係を統計的に分析する試みのことであり、統計学や計量経済
学で「統計的因果推論」と呼ばれるものである。このうちラン
ダム化比較試験（RCT）は、政策やプロジェクトの対象をラン
ダムに選び、対象に選ばれなかったグループとの間で比較する。
介入以外はグループ間の差が存在しない状況を整えることで、
介入の因果関係を明らかにする。またランダムに対象を選べ
ない準実験的な環境でも、差分の差分法、回帰不連続デザイン
といった手法で介入の因果関係を検証することを可能にする。
人間の安全保障の理念は、その視座の第一を「人々」に置
いている。上記の厳密な政策・プロジェクト評価を通じて受
益者である個人ひとりひとりや各家計への効果を検証するこ
とは、同理念が人々の間で実現しているか、すなわち同理念
の実践の取り組みが真に効果をもたらしているかを定量的に
把握し、将来の開発政策・プロジェクトの計画をさらに改善
していくための試みであるとも解釈できよう。
本稿では、インフラストラクチャー（以下、「インフラ」
という）の包摂性、金融包摂、防災の 3つのトピックを取
り上げ、各トピックにおいて上記の厳密な政策・プロジェク
ト評価を行った当領域の研究成果を紹介する。

インフラの包摂性

道路や電力、通信といったインフラは国や地域のレベルで
主に生産面の効果をもたらすほか、対象地域の個人・家計の
生活や暮らし、企業の行動にも一定の影響を与える。インフ
ラ開発においては近年、とくに女性や貧困層といった相対的
に弱い立場に置かれた人々の所得や生活を改善する効果（包
摂性）に注目が集まっている。個人・家計や企業のデータを
用いて厳密な政策・プロジェクト評価を行うことで、受益者
の異質性（例えば個人ひとりひとりや家計ごとの性別や所得、
資産構成の違い）に応じたインフラ開発の効果を把握するこ
とが可能になる。

当機構の資金協力で支援したモロッコ地方道路建設プロ
ジェクトの効果にかかる実証研究は、本事業を通じた地方道
路の改善が、対象地域の若年女性の中等教育以上への進学率、
および若年男性が賃金を伴う仕事に就く確率を有意に高めた
ことを示した（Shimamura et al. 2023a）。また、資産保有
の度合いに基づいて対象世帯を 3つのグループ（富裕層、
中間層、貧困層）に分類した上で道路の改善効果を分析した
ところ、すべてのグループで農業生産や販売に大きな変化は
なかった。詳しく見ると、裕福な世帯は農業労働者の雇用を
増やし、中流世帯は新しい家族経営を始める一方、貧しい世
帯は家族経営のわずかな増加を除いてこれらの新たな雇用の
機会を享受できなかったことが観察された。この雇用の変化
により中流世帯の家計消費は年間 3～ 4%改善した一方、
貧困世帯の家計消費は改善が見られなかったことが示された
（Shimamura et al. 2023b）。

金融包摂

貧困や差別などによって預金や借入といった金融サービス
から取り残され、経済的に不安定な状況にある人々が基本的

整備後のモロッコ地方道路
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な金融サービスを利用できるようにする取り組みのことを金
融包摂という。特に貧困層向けの少額融資などを行うマイク
ロファイナンス機関の役割が注目されている。この金融包摂
に関連する政策の効果についても、家計や金融機関ごとの
データを用いた厳密な政策・プロジェクト評価を行い、受益
者の異質性を踏まえた定量的な検証を行っている。
カンボジアで 2017年に導入されたマイクロファイナンス

機関への貸出上限金利規制の影響にかかる一連の実証研究
は、同規制の効果が金融包摂の観点では多面的なものであっ
たことを明らかにした。具体的には、上限設定後に同機関の
貸出金利が名目・実効ともに低下したことが有意に観察され
た。また比較的小規模な借入規模の世帯は同機関からの借入
額を増やした一方、世帯全体ではインフォーマルな金融部門
からの借入件数を増やしていることが示された（Samreth et 

al. 2023）。加えて、上限設定後に同機関の 1件あたり平均
融資額と担保要求確率はともに有意に上がった。これは同機
関にとって小口融資や無担保融資のコストが高いためであ
り、上記規制により従来の小口融資の借り手がフォーマルな
金融市場にアクセスしづらくなった可能性を示唆している。
（Aiba et al. 2021）。

防災

災害は人間の安全保障上の脅威の一つであるが、「予防」
に力を入れることで被害を軽減することができる。防災イン
フラの整備などハード面の取り組みとともに、コミュニ
ティーでの防災意識向上などソフト面の準備も重要である。
リソースが限られる多くの途上国にとって、学校での防災教
育は、組織的な取り組みを効率的に行える手段である。これ
により、児童の防災意識の向上とともに、児童を通じて親や
コミュニティーの防災意識や知識も向上することが期待され
てきた。しかし、子供から親へ、そのような波及効果が本当
に起こっているかは必ずしも明らかではなかった。
インドネシアで行われた草の根技術協力による児童向けの
防災教育プログラムの効果に関する実証研究は、同プログラ

ムが子どもたちに災害についての知識を保護者と話し合って
共有することを促し、保護者の態度、知識、行動にプラスの
効果をもたらしたこと、その効果は特に災害リスクの高い地
域に住む世帯で大きかったことを有意に示した。これは学校
における防災教育が大きな社会的効果を持つことを示唆して
いる（Harada et al. 2023）。

以上 3つのトピックにかかる当領域の研究成果は、いず
れも特定の開発政策やプロジェクトが個人や家計、企業にも
たらした効果を厳密に評価したものである。個人や家計のレ
ベルではときにプラスではない効果が生じることも明らかと
なり、将来の開発政策・プロジェクトの効果や包摂性を高め
る上で有効な教訓を得ている。
同様の試みは現在、国内外の研究者や研究機関により開発
課題を問わず行われている。また今号のトピックスのテーマ
は「複合危機下の政治社会と人間の安全保障」であるが、政
治学では主要な国際学術誌における統計的因果推論を用いた
分析の件数が近年大きく増えているほか（粕谷 2018）、社
会学の分野でも同様に統計的因果推論を用いた分析が近年増
えており、その現状や展望が議論されている（Gangl 2010）。
こうしたトレンドは今後も続くものと予想され、人間の安全
保障の実践に貢献する知見が学問領域の垣根を超えてさらに
蓄積されていくことが期待される。
最後に留意点も幾つか述べておきたい。対象地域やテーマ
によっては RCTが実施できないケースや、既存データを活
用する場合でも検証に耐えうるデータの量・質を確保するこ
とが難しいケースがある。また、特定の地域を対象とした厳
密な開発政策・プロジェクト評価から得られた知見を他の地
域に適用できるのかという問題や、途上国によってはそもそ
も統計が未整備であるなどの理由で実態把握が難しい（した
がって同評価から得られた教訓を実際に適用してよいかを判
断することが難しい）可能性もある。厳密な政策・プロジェ
クト評価を行う際には、上記のような制約に留意し、必要に
応じて他の手段により補完する必要があろう。

JICA緒方貞子平和開発研究所　主任研究員　石塚 史暁
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人間開発領域

「誰ひとり取り残さない」社会へ

低中所得国の社会サービスのシステム構築、強化に取り組
む中で、取り残されがちな人々のアクセス確保、特別なニー
ズへの対応をシステムとして確立することは容易ではない。
本領域紹介では、「障がいと教育 1」研究、および研究員が過
去に行った難民と保健システムについての分析報告を取り上
げ、基本的な教育、保健サービスの機会から取り残されがち
な人々に焦点を合わせようとする際、人間の安全保障のレン
ズではどのようなアプローチをとっていくべきかを考察する。

障がいと教育と人間の安全保障

就学困難な状況には様々な理由があるが、その１つが障が
いである。国際社会では、障がい児の就学促進という課題に
対し、1994年の「特別なニーズ教育に関する世界会議」に
おいて「サラマンカ宣言」2が採択され、包摂の概念とインク
ルーシブ教育の考え方が提唱された。また 2015年から開始
された「持続可能な開発目標（Sustainable Development 

Goals: SDGs）」においては、人間の安全保障の理念に沿う「誰
ひとり取り残さない」をスローガンに、教育については目標
4において「すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を
確保し，生涯学習の機会を促進する」が掲げられた。
これにより国際社会においても様々な対策、支援が行われ
たが、コロナ禍により逆行する状況も起きている。低中所得
国における COVID-19およびその他の人道的緊急事態が障が
いをもつ思春期の若者に与えた影響に関する論文をレビュー
した Rohwerder et al.（2022）は、コロナ禍において世界の
多くの政府が障がい者の生命、健康、安全を守るための具体
的な措置を講じなかったこと、閉校時の遠隔学習教材やオン

 本領域に関する冒頭の紹介文は牧本小枝（JICA緒方研究所主席
研究員）が執筆し、本文は 2名の著者が執筆した。

1 研究プロジェクト名は「障害と教育」であるが、本稿では統一し
て「障がい」としている。https://www.jica.go.jp/jica_ri/research/

human/strategies_20140401-20170331.html　2023年 9月 29

日アクセス。
2 UNESCO, España. Ministerio de Educación y Ciencia. 1994. 

UNESDOC Digital Library. “Salamanca Statement and 

Framework for Action on Special Needs Education”.https://

unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000098427 Accessed on 

September 29, 2023.

ライン学習に障がい児がアクセスできなかったことなどをま
とめている3。障がい児の教育環境はパンデミックの影響も受
けて未だ厳しい状況であり、2030年の SDGs目標達成には
世界的に大きな努力が求められている。

JICA緒方貞子平和開発研究所では、上述のような教育の
機会から取り残されがちな障がいのある人々に焦点を当て、
開発途上国において有効な教育政策と施策についての示唆を
引き出すことを目指した研究案件「障がいと教育」を 2014

年から実施してきた。本案件はこれまでポリシーノートおよ
びモンゴル、カンボジア、フィリピンの事例研究のワーキン
グペーパーの他、2023年 3月にネパールの事例研究のリサー
チペーパー 4を発刊した。ネパールは多様な社会的・文化的
背景をもち、インクルーシブ教育発展の当初から「インクルー
シブ／特別支援教育」の表現が用いられるなど、特別な教育
ニーズ（Special Education Needs: SEN）を意識した統合教
育へのアプローチが取られたことに特徴がある。本ペーパー

3 https://www.tandfonline.com/doi/full/10.1080/16549716.2022.2

107350　2023年 9月 29日アクセス。
4 本リサーチペーパーはSugimura Miki. 2023. JICA Ogata Sadako 

Research Institute for Peace and Development. “Special Education 

Needs and their Multiplicity: Qualitative Analysis of Policy and 

Interview Surveys from the Communities Surrounding People 

with Hearing Impairments in Nepal.” 以下 URLからダウンロード
可能。https://www.jica.go.jp/english/jica_ri/publication/research/

rp_03.html　2023年 9月 29日アクセス。

聴覚障害児学級で手話で話す子どもたち（フィリピン）
JICAフォトライブラリー　今村健志朗

https://www.jica.go.jp/jica_ri/research/human/strategies_20140401-20170331.html
https://www.jica.go.jp/jica_ri/research/human/strategies_20140401-20170331.html
https://unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000098427
https://unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000098427
https://www.tandfonline.com/doi/full/10.1080/16549716.2022.2107350
https://www.tandfonline.com/doi/full/10.1080/16549716.2022.2107350
https://www.jica.go.jp/english/jica_ri/publication/research/rp_03.html
https://www.jica.go.jp/english/jica_ri/publication/research/rp_03.html
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はこのネパールの教育政策の分析と、聴覚障がい者、教育関
係者などへのインタビューにより、SENの多面性を明らか
にした。そして障がい者の包摂を考える上では、生得的な聴
覚の問題等、物理的な障がいだけでなく、民族・宗教・言語・
カースト・ジェンダーなど社会的文脈がより重要になること
を明らかにした。さらに、政策立案者、教育者、地域社会、
親や地域住民の協力や障がい者に対する理解の有無とそれに
よる諸課題が、障がい者の社会的包摂を妨げ、「目に見えな
い排除」につながる可能性があることを指摘し、教育機会の
平等だけでなく、公正性の問題を考えるうえでも SENの多
面性を考えることが必要であることを示した。
パンデミックや災害、紛争などの危機下において、障がい
者やその家族はより深刻な影響を受ける。「誰ひとり取り残
さない」を念頭に置いて今後の国際教育協力を考えたとき、
障がい者自身はもちろん、障がい者を支え共に悩み苦しむそ
の家族も取り残されないようエンパワメントすることが重要
である。また個々に置かれた環境や状況が異なる障がい者と
その家族の課題は、周囲から気づかれにくいため、多様なス
テークホルダーを巻き込むことも重要である。

難民と受け入れ国住民、 
両方の健康を守る政策を考える

過去 10年で移住を余儀なくされる人（forcibly displaced 

persons。難民、庇護希望者、国内避難民、無国籍者等を指す）
の数は倍増し、2023年には 1億 1720万人に達した（UNHCR 

2023）。背景には、人種・民族、宗教、信条等に基づく政治
的迫害、紛争、環境破壊、気候変動による災害、貧困がある。
そのうち難民は約 7割以上が主に周辺の低中所得国に 5年
以上滞在しており、数の増大と避難の長期化が課題となって
いる（UNHCR）。その一方で、難民受け入れ国の多くは十
分な保健医療体制をもたず、国内に社会的脆弱層を抱えてい
る。難民と受け入れ国住民の命、生活、尊厳を守るためには、
異なる形で困難に直面しているこれらの人々の健康のみなら
ず、経済的な自立をも視野に入れて包括的な支援を行う必要
がある。人道と開発の協働を視野に考えてみたい。

UNHCR が隔年で実施する、保健医療制度の難民への包摂
度に関する調査（2021）の分析（井田 2022）によると、難
民を受け入れている低中所得国計 44カ国 5の約 8割が難民

5 15万人以上の難民を受け入れている低中所得国と、UNHCRが保健
協力の優先国と定める難民5千人以上の低中所得国を合算したもの。

を保健医療政策の対象に含めている（明示的な記載が無い場
合を含む）。また、末端の保健所が提供する基礎的サービス
や主要感染症の予防接種についてはほぼ 100%利用可能な
体制が整っている。難民の中には紛争や離別の経験から心的
外傷を抱える人も含まれるが、68%の国で難民を対象とす
る健康プログラムにメンタルヘルス・ケアを含めている
（2019年時点）。他方で、25%の国では難民が避難先で国民
健康保険に加入できない状況にあり、36%の人が医療費を
賄えていないなど、依然高い割合の人が困難な立場に置かれ
ている。更には、難民居住地域の保健施設で働く医療者の 6

割以上が国連機関や NGOから派遣されているなど、自助努
力の限界も明らかとなっている。人間の安全保障の観点から
は、国境を越え自国の保護を失った難民にもニーズに応じた
保健サービスを提供することが求められる。難民を受け入れ
ている開発途上国の保健医療体制の充実に向けて、JICAを
含む開発機関も支援を行っている。しかし、受け入れ国の財
政や人材確保が追い付かないのが現状である。

2022年 2月、ロシアによるウクライナ侵攻の直後、欧州
連合諸国とスイスはウクライナからの難民に仮の滞在と就
労、保健・教育などの行政サービスの利用を認める政策措置
に踏み切った。これらは人間が人間らしい生き方を全うする
ために必要な命、生活、尊厳を守るための政策的措置（UNDP 

2022）と考えられる。一部の国への負担の偏りなど課題も
指摘されるが（Trauner and Valodskaite 2022）、難民の健康
課題（WHO 2022）としてしばしば指摘される糖尿病、が
んなどの慢性病の悪化を防ぎ、性暴力対策や性と生殖の健康
に係るニーズに素早く対応する上でも、重要な一歩であった。
人間の安全保障は、危機に直面した人々に保護とエンパワメ
ントを通じてその核となる自由を守ろうとする考え方であ
り、難民の自立を促すことは健康を後押しするとともに、受
け入れ国側の負担軽減にもつながっている。人道・開発機関
と高所得国は、引き続き難民を受け入れている低中所得国へ
の支援を行い、負担を分かち合うことが必要とされている。
難民受け入れ国が国内の社会的脆弱層への配慮を行いつつ、
難民の経済的自立に向けた支援を健康や教育機会とともに提
供できれば、人間の安全保障の観点からもダウンサイドリス
クへの実効的な対応策につながると考えられる。

JICA緒方貞子平和開発研究所　研究員　井田 暁子 6 

同　リサーチ・オフィサー　日上奈央子 7

6 「難民と受け入れ国住民、両方の健康を守る政策を考える」
7 「障がいと教育と人間の安全保障」
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平和構築と人道支援領域

適応的平和構築と人間の安全保障

本領域では平和構築や人道支援、人間の安全保障の実践に
関する様々な研究を行っている。中でも平和構築分野では武
力紛争や暴力的過激主義の影響下において平和構築のための
国際協力のありかたについて、「持続的な平和に向けた国際
協力の再検討：適応的平和構築とは何か」と「レジリエンス
と平和構築、暴力的過激主義に関する研究：複雑なシステム
における持続的平和への視座」の 2件の研究案件を実施し
ている。本稿では前者の研究で提唱する、平和構築への新た
なアプローチである「適応的平和構築」を、本報告書の主題
である「人間の安全保障」概念の理論の歴史的変遷やその特
徴との比較を通じて紹介する。

適応的平和構築とは

2023年 3月には、当研究案件において書籍『適応的平和構
築：21世紀の平和を持続させるための新しいアプローチ』を
出版し、適応的平和構築アプローチについての分析を行った。
本書では、多くの紛争が非西洋の国々で発生しており、紋切
り型の西洋的、自由主義的平和構築の手法では持続的な平和
の実現に効果的ではないという問題意識から、現地の文化や
習慣を尊重し、社会システムが自己組織化のための強固でレ
ジリエントな能力を発展させる必要性を主張している。自己
組織化とは、鳥が自然と群れを成して飛ぶように、組織の構
成員が自身の集団としての目的を意識せずとも、個々の自律
的なふるまいが組織に秩序をもたらすようになることである。
本書が提唱する適応的平和構築は、紛争の影響を受けた現地
のコミュニティや人々を含む平和構築アクターが、実験・学習・
適応を反復するプロセスを踏みながら、平和の持続のために
積極的に関与することを目的とした、社会の複雑性に配慮を
促すアプローチである。適応的かつ文脈に応じたアプローチ
は、紛争の影響を受けた側のシステムが持つ自己組織化の能
力を重視する。それは、平和は地域の中から生まれることを
認め、現地の主体性や文化、社会経済的な文脈を考慮に入れる。
また、本書では、紛争が起こりがちな社会システムには外
部者が見えない固有の対立や緊張が存在し、過度な外部の介
入が自己解決能力や自己組織化の機会を失わせてしまう可能

性についても言及している。言い換えれば、外部からの介入
者はその社会を単なる保護の対象とするのではなく、レジリ
エンスを強化し、現地のエージェンシーのエンパワメントを
促進するような関わり方をしなければならない。さらに、平
和構築の取り組みから利益を得ようとする社会や人々が、そ
の取り組みのすべてのプロセスに関与することの重要性にも
言及している。

人間の安全保障から見る 

適応的平和構築―歴史的変遷

人間の安全保障における議論の歴史的変遷は適応的平和構
築アプローチの誕生にいたる平和構築の議論の変遷と共通す
るものがある。
現在では人間の安全保障は、人々の「恐怖からの自由」、「欠
乏からの自由」、「尊厳を全うする自由」の三つの自由を強調
し、「すべての人々とすべてのコミュニティの保護とエンパ
ワメントを強化する、人々を中心とした包括的で状況に応じ
た予防志向の」（UNGA Resolution 290 2012）概念であるが、
2000年代前半、「恐怖からの自由」と上からの「保護」を
強調する狭義の定義が国際的注目を集めた。特にカナダや
EUが推進する「保護する責任」に代表される、虐殺や民族
浄化など国内の暴力行為の責任を国家が負えない場合、国家
を超えた力によって介入し人間の安全を保障すべきという理

『Adaptive Peacebuilding: A 

New Approach to Sustaining 

Peace in the 21st Century（適
応的平和構築：21世紀の平和
を持続させるための新しいアプ
ローチ）』（Palgrave Macmillan社）
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論がリビアなどへの武力介入の根拠となった。しかしながら
この狭義の人間の安全保障は、特に途上国側から内政干渉や
武力介入の正当化との批判を受けた。そのため、2012年に
は国連総会において、人間の安全保障は保護する責任とは異
なる旨の決議が採択された。この決議ではさらに、人間の安
全保障に関し次のように規定している（前掲書）。
・各国のオーナーシップに基づくものであること
・現地の実情に適合した国内での解決策を強化するもので
あること
・国際社会の役割は現在および将来の脅威に対応する能力
を強化するための必要な支援を提供すること
このように人間の安全保障は「保護」を目的とした外部の
介入ありきの議論から、現地の社会に即し、武力または強制
的手段を伴わず、予防も含めた横断的な課題に対処する概念
へと国際的な認識が変わり、紛争による人道危機のみならず、
多様な脅威に対応する概念という理解も広まりつつある。
一方、平和構築に関する議論も、紛争の複雑化、長期化に
よる対応の難しさやアフガニスタン、イラク、リビアなどで
の武力介入およびその後の平和構築の失敗から、外部の介入
を前提とし、その後の民主化まで設計しようとする自由主義
的平和構築モデルへの批判が生まれた。国連においても、平
和構築は紛争後の復興のみの支援にとどまらず、現地の実情
を理解し、暴力的紛争に発展する前に紛争を予防・管理する
ことができるレジリエントな社会システムを構築する「持続
的平和」へとその概念がより広義のものとなり、「持続的平和」
の実現を目指す適応的平和構築アプローチの誕生に至った。

人間の安全保障から見る 

適応的平和構築―共通項と相違点

上記のように、人間の安全保障も平和構築も西洋的な解釈
への批判に対応するようになり、より広い範囲で社会の内部
からの問題解決やレジリエンスの強化を促す議論が活発に
なっていった。適応的平和構築アプローチは、自由主義的な
トップダウンの平和構築手法では無視されがちな草の根の活
動や支援を評価している点でも、「持続的平和」へと理論的
発展を果たし、上からの支援とは一線を画す現在の人間の安
全保障の概念と共通する点がある。いずれも必ずしも民主化
や人権などの普遍的概念を否定せず、これらの概念を包摂す
る点も共通している。

さらに、適応的平和構築が比較的広義で決まった形がない、
という点も人間の安全保障概念との共通点であろう。JICA

は人間の安全保障概念が組織のミッションとされる以前から
この概念を包摂する活動を実施していたが、適応的平和構築
にも似たところがある。本書で紹介しているモザンビーク、
シリア、コロンビア、パレスチナなどのいずれの事例でも、
支援者や現地住民・組織の活動は適応的平和構築アプローチ
として意識的に実践されたのではなく、その活動を事後的に
観察すると適応的平和構築の特徴や傾向を有していたのだっ
た。人間の安全保障はその広義で抽象的な概念を可視化する
ために JICAがガイダンスを策定し、多くの事例分析を行っ
てきた経緯があるが、適応的平和構築も今後、アプローチの
定着のためには同様の努力が必要であろう。
以上のように、適応的平和構築は西洋的な平和構築モデル
とは一線を画したアプローチであるが、人間の安全保障のレ
ンズを通して分析すると理論的な共通点が多いことがわか
る。他方、適応的平和構築は「人間の尊厳」に関しては触れ
ていないなど、社会の複雑性を前提としたアプローチである
点は注視すべきである。その点では「人間中心」である人間
の安全保障とは必ずしも理論的構築の前提が同じとは言い難
い。したがって適応的平和構築アプローチの実践がそのまま
人間の安全保障の実践に重なるとは言えないものの、共通項
の多さから、今までの平和構築モデルに比べ、適応的平和構
築は人間の安全保障の概念が目指す成果を生み出す可能性が
高いアプローチと言えるのではないだろうか。

JICA緒方貞子平和開発研究所　リサーチ・オフィサー　
槌谷 恒孝

2023年 5月 26日に行われた書籍『適応的平和構築：21世
紀の平和を持続させるための新しいアプローチ』出版記念シ
ンポジウム
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地球環境領域

人間の安全保障を支える地球環境

人新世と人間の安全保障

最近、人新世（Anthropocene）という言葉をよく耳にする。
人新世は、人間活動の影響や痕跡が地層に現れるようになっ
た 20世紀半ば以降に対応する新しい地質時代区分として提
唱されたものだが、今や多くの学問分野で使われている。人
新世の概念とそれが指す期間は分野によって様々だが、人間
が地球環境に明らかな影響を及ぼすようになった時代や状況
を指している点は共通している（Zalasiewicz et al. 2021）。
人新世という言葉は、学術界の外でも使われるようになり、
国連開発計画（UNDP）は、2020年版の人間開発報告書
（UNDP 2020）で人間開発と人新世をテーマとして取り上げ、
2022年には人新世と人間の安全保障についての特別報告書
（UNDP 2022）を刊行した。
人新世では、人間活動の影響が地球システムを攪乱し、結
果として生じる気候変動、自然災害、感染症などの影響が、
人々に直接影響を及ぼすのみならず、社会・経済システムの
不安定化をもたらし、それが人間の安全保障を実現するため
の開発を阻害していると報告書（UNDP 2020）は指摘して
いる。これらの影響は、全人類、中でもとりわけ弱い立場に
置かれた人々の人間の安全保障上の脅威となっている。
人類はかつて自然に従属して暮らしてきた。やがて農耕が
始まり、様々な道具や技術の開発を経て、自然を改変・制御
する術を獲得してきた。それでも人類は、その歴史の大半に
おいて、世界各地で人種や文化は異なれども、自然を畏れ敬
い、自然の恵みを持続的に得るために自然と調和・共存する
ための心構えと知恵を身に着け、継承してきた。現在でも自
然との調和を重視する考え方や文化・慣習は、どの国・地域
にも存在するが、現代において支配的な資本主義市場経済に
基づく行動原理は、人間の利益や効用を追求するあまり、自
然を破壊し生物種を絶滅させ、地球環境システムを攪乱する
ことで、結果的に人間自身の安全保障を脅かしている。
人類が持続的に生存していくためには、自然と調和・共存
する意識と行動様式を取り戻す必要がある。それは原始的生
活に戻ることを意味するのではない。先人から受け継いだ知

恵と現代の知識・技術を駆使して、我々が高い意識と能力を
備えた自然の守り人となることが求められている。自然との
調和・共存の深化を目指す取り組みの萌芽は世界中に見られ、
例えば日本では、「地域循環共生圏」という概念が第五次環境
基本計画に取り入れられた。これはグローバル市場経済に完
全に絡め取られることなく、各地域が地域の特徴と資源を最
大限に生かし、また近隣の地域間で補完しつつ自立・分散型
の社会を形成し、地球環境への負荷を減らしながら、自然と
調和した豊かな社会を築くことを目指すものである。このよ
うな自然との調和・共存を実現する開発という課題に関連し
て、地球環境領域では、以下のような研究に取り組んでいる。

多様な地域の知と科学知を融合させた
持続可能な地域知へ

気候変動により頻発・増大する自然災害は、既存の社会経
済的格差の拡大や新たな人の移動を引き起こし、地域社会は
多様化、複雑化している。世界を動かす複雑な潮流の中で変
動する地域を気候変動に適応しながら持続可能にしていくに
は、自然の影響を抑制・管理し、克服することを前提とする
従来型の一方向的な近代科学的措置には限界があり（鬼頭 

インドでのフィールドワークの様子
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2018）、新たなアプローチが求められている。その一つが、
貧困層、女性、子ども、障害者、高齢者、小規模の漁民・農民、
先住民族など、地域の多様なステークホルダーの地域開発へ
の参加である。特に近年、気候変動枠組条約や生物多様性条約
の国際的議論のプロセスで、こうした人びとがもつ、地域の自
然環境についての地域知・在来知を、環境保全や地域開発に活
かすことを有益視する議論が高まっている（UNESCO 2018）。
在来知・地域知を地域開発に活かすには、科学知をもつ専
門家と、在来知・地域知の保有者である地域の多様な人びと
が「対等」に対話・協働することが不可欠となる。しかしこ
の対等な対話や協働は容易ではない。地域知・在来知の認知
方法や、表現の仕方、論の立て方などは、科学知とは異なる
（Agrawal 2002）。科学知では解決できない課題に対して地
域知・在来知を都合よく切り取って解決策として代替させよ
うとすると、本来それらの知を持つ多様な地域の人びとが意
図しない使われ方となってしまう場合がある（Williams and 

Hardison 2013）。また、地域知・在来知といっても、伝承
が途絶えている場合や、現在の文脈では適切でない知が慣習
化されている場合もある。このため、専門家、地域の多様な
人びとが、知を掘り起こして互いに学びあいながらも、どの
ように知を融合させ地域に適切な知にできるのかを検証する
作業が必要となる（Noguchi 2022）。
このような問題意識のもとで、本領域は、世界各地の先行
事例を検討し、地域の多様な人びとと専門家が持続可能な地
域開発にむけて対話や協働を行う場のつくり方や、それぞれ
の強みを生かし弱みを補っていけるような連携のためのガバ
ナンスの在り方、そして求められる支援策について検討する実
践研究を行っている（気候変動避難民の「さらなる脆弱層」の
エンパワメントと持続可能な地域開発への参加に関する研究）。

社会の豊かさを測る指標を使って 

持続可能な社会とは何か模索する

開発途上国はどのようにすれば豊かな社会を築けるか、持
続可能な開発を実現できるかという問いは、開発分野におい

て最も重要な問いの一つである。従来、国の豊かさ、持続可
能性の判定には、GDP、平均余命、教育指数、雇用率など
の異なる指標を組み合わせて検討する手法が一般的であり、
「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: 

SDGs）」においても、17の目標それぞれについて、複数の
指標からその達成度を把握しようとしている。一方、これら
の「組み合わせ型」の指標は、異なる多数の指標から成り立っ
ているため、簡便に持続可能性を判定できる単一の指標が
あった方が政策実務上望ましいという指摘がある。
こうした背景のもと、2012年に開催された「国連持続可
能な開発会議（リオ＋20）」にて、持続可能性の判断基準と
なる単一の複合経済指標「Inclusive Wealth Index（IWI）」（日
本語では「新国富指標」などと訳されている）が提唱された
（UNU-IHDP and UNEP 2012; 馬奈木他 2016）。IWIを用い
た各国の持続可能性の評価は、リオ＋20にて国連環境計画
と国連大学より発表された「Inclusive Wealth Report 2012」
にて公表されて以降、更新版レポートにて公表されている。
IWIは、経済生産活動に供する人工資本、環境資源を包括す
る自然資本、教育や健康などの人的資本の合計からなり、経
年で一人当たり IWIが増加していれば、個人が享受できる豊
かさが増加している、即ち持続可能な成長をしていると判断
する簡便な指標であり、その簡便性から、各国の SDGsの
成果指標としての活用や、国や地域レベルでの持続可能な発
展に向けた政策決定プロセスへの活用が期待されている（馬
奈木他 2016; 若松他 2018）。
このような動向を踏まえ、本領域では、IWIなどの社会の

豊かさを測る指標を用いた開発途上国における社会的持続可
能性の評価と、それに影響を与える要因に関する研究を実施
している（開発途上国の持続可能な開発に係る研究～
Inclusive Wealth Indexを用いた開発途上国の持続可能性評
価と持続可能なインフラ開発の成功要因の検討～）。

JICA緒方貞子平和開発研究所　上席研究員　佐藤　一朗 

同　研究員　野口扶美子 

同　研究員　遠藤　　慶
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開発協力戦略領域

中南米移住史から人間の安全保障を考える

当領域では、複合的リスクの顕在化や分断など、世界的に
経済・社会構造が大きく変化する中においてどのような国際
協力のアプローチが効果的なのかを検証している。そこで取
り上げる課題はこれまでの日本の開発協力の歴史を総括する
研究や中南米移住史の研究などの「歴史」に焦点をあてたも
の、農業分野や国際ボランティア事業などの JICAの「協力
事業のアプローチ」に焦点をあてたもの、外国人共生やスポー
ツと平和などの「今日的な課題」に焦点を当てたものなど多
岐にわたる。本稿では、当領域の研究の一部を紹介するとと
もに、それらの研究と人間の安全保障のかかわりについて考
えていきたい。

戦前の移住地での感染症

現在日本には約 180万人の外国人労働者がおり、日本国
内での労働者不足の影響もあり、その受け入れは増加傾向に
ある（JICA 2022）。他方で、明治から第二次世界大戦前、
そして戦後にかけて多くの日本人が中南米や北米に移住し
た。2021年に始まった研究プロジェクト「日本と中南米間
の日系人の移動とネットワークに関する研究」は、戦前から
戦後にかけての中南米への移民・移住事業、日本への「デカ
セギ」という形での還流、その後の中南米への帰国という時
代の流れの中で、日本と中南米の人々の間にどのようなネッ
トワークが形成され、それが経験と知の循環、中南米をルー
ツに持つ日系人のアイデンティティや文化の変容にどのよう
に影響しているかをテーマとしている。長村（2022）では、
戦前のブラジル移民がどのような感染症の脅威に直面し、そ
の脅威に対してどのように対応したのかを日本から派遣され
た医師の軌跡を追うことによって明らかにしている。さらに、
そうした日本から遠いブラジルにおける人々の苦闘が日本の
医学界にもたらした影響にも目を向けている。

20世紀初頭の日本からブラジルへの移民にとって感染症
は最も重大なリスクの一つであった。感染症のリスクは移住
先のブラジルにおいてのみならず、当時の日本の公衆衛生状
況により移住先に移動する移民船の中でも流行し、そうした
感染症（眼病やコレラなど）の存在はブラジルによる日本人

移民受け入れ制限の議論にもつながるなど、大きな問題と
なっていた。さらにブラジルの奥地の開拓に従事した日本人
移民は様々な感染症の脅威に直面していた。特にマラリアの
被害は深刻であり、ある開拓地では建設翌年に 70名もの死
者を出している。ブラジルの奥地の移住地では、マラリアの
予防などの知識が不十分であったが、こうした地域では当時
ブラジル政府による対策は行われていなかった。「国家によ
る保護の不在」という状況下において、日本人移民は日本政
府への支援要請に加え、自ら邦字新聞を通じて衛生管理の啓
発をするなど、自衛のための取り組みを行った。
そうした中で派遣されたのが高岡専太郎医師だった。高岡
医師は日本の移民送り出し機関の嘱託医としてブラジルに派
遣された。高岡は移民の衛生問題の改善を目的とした在ブラ
ジル日本人同仁会に創設当初からかかわり、同仁会の活動の
一環として移住地の実態調査や予防方法の研究・啓発を行っ
た。さらに、高岡はサンパウロ州の研究所と協力関係を構築
し、例えば移民が移住地で捕獲した毒蛇などのサンプルを研
究所に供給し、研究所からは血清や注射器などの供給を受け
るなど、国家（この場合は州政府）のサポートを引き出すこ
とに成功している。
一方、当時の日本では、日本帝国の勢力圏が拡大する中で、
熱帯医学の重要性が高まっていた。そのような状況の中で、
高岡は当時日本国内の熱帯医学の拠点の一つとなっていた京
都帝国大学医学部においてブラジルでのマラリア研究の成果

ブラジルの移民たちによるコーヒー収穫の様子
松宮石丈の孫、松宮壽夫氏のご寄贈
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を発表した。さらに、高岡を仲介者として多くの日本人医師
がブラジルを訪問しており、移民事業に伴う日本とブラジル
の知の循環が起きていたことがわかる。

移住送出事業

同時代を取り扱った研究をもう一つ紹介したい。研究プロ
ジェクト「南米における日本人移民に関するトランスナショ
ナルな歴史研究」では 1920年代～1980年代の南米諸国に
おける日本の政府と民間による移民事業や移民と日系人によ
る経済的・社会的・文化的活動を対象として、送出国と受入
国の国家建設や国民国家像の変遷の関連性を分析している。
1920年までに既存の民間移民会社を買収・合併し、日本で
唯一の移民会社となった海外興業株式会社は、南米への移民
事業をさらに推進していた。根川・ガラシーノ（2023）は、
調査の過程で発見された資料（松宮家所蔵資料）をもとに、
この海外興業株式会社の北海道業務代理人（都道府県レベル
の移民事業の主体）であった松宮石丈が移民輸送監督として
渡泊した際の日誌（渡泊日誌）や、その後の松宮の著書を紹
介している。そこでは、ブラジルに渡航する移民船の中で移

民から様々な相談を受ける様子や、松宮自身の経験がブラジ
ル滞在中の移住地の視察などを踏まえて 1927年に刊行され
た「うかつに行けない南米（松宮石丈著）」にどのようにつ
ながったのかを考察している。ここで興味深いのは、移民事
業の主体であった松宮が、移民船への乗船とブラジル滞在の
経験を経て、その著書において安易な移民を戒めていること
である。松宮石丈という人物が、戦前の国家事業である移民
の送出を担う立場でありながら、必ずしも盲目的にそれを推
奨するのではなく、移民個人個人が直面する脅威や尊厳の危
機を避けることにも気を配っていたことがわかる。

歴史から学ぶ

以上のような長村（2022）や根川・ガラシーノ（2023）
が明らかにした歴史は今から 100年近く前の出来事だが、
そこでは他国への移住という状況の中で人々が移住先の国家
の保護のはざまで様々な脅威に直面すると同時に、その脅威
に送出国である日本の支援も得ながら立ち向かっていく姿が
描かれている。人間の安全保障という言葉が存在せず、現在
とは個人の尊厳や権利の範囲が異なる時代であっても、人々
や国家が生命の危機という根本的な脅威に立ち向かっている
姿は、人間の安全保障という概念が「新たなもの」や「特別
なもの」ではなく、一定の普遍性をもっていることを示唆し
ている。さらに、近年の日本では、主に労働力としての外国
人の受け入れが進んでいる。当領域で実施した調査研究
「2030/40年の外国人との共生社会の実現に向けた調査研究」
においては、2030年と 2040年の外国人労働者の需要量と
供給ポテンシャルを推計しているが、同推計では 2040年に
は 2020年比で 4倍（674万人）の外国人労働者の需要があ
ると推計されている。そうした中で、現在の日本国内におい
て、当時のブラジルのように「国家の保護」の狭間で苦しむ
人々がいないかということも考えていく必要がある。

JICA緒方貞子平和開発研究所　上席研究員　藤家　　斉

神戸出発前の一家 1928年
JICA横浜 海外移住資料館所蔵
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